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編集方針

本レポートは、社会的価値創出と経済的価値創出の両立を目指す三井住友トラストグループのサステナ
ビリティに係る優先的な取り組みを、ステークホルダーの皆さまに一覧でご覧頂けるよう、三井住友トラ
ストグループのウェブサイト（サステナビリティ）をPDF化したものです。なお、今回より、環境負荷軽減の
ため印刷を廃止し、ウェブサイトのみでの公開としました。
詳細な財務情報や最新の取組状況等については、統合報告書2024本編／資料編やウェブサイト等の
最新のものをご覧ください。

報告対象

基準：2024年3月末日時点（一部に2024年4月以降の情報も掲載しています）
範囲：�三井住友トラストグループ�
（三井住友トラストグループ株式会社ならびに主要連結子会社、関連会社等）

留意事項

• �本レポートにおいて、「当社」と記載する場合、特段の断りがない限り三井住友トラストグループ株式
会社を指します。

• �本レポートは、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、
その情報の正確性・確実性について保証するものではありません。また、今後の金融情勢・社会情勢
等の変化により、内容が変更となる場合があります。

• �本レポート内に設定してあるリンクについて、参照先の情報は報告対象基準時点の情報ではなく、�
更新されている可能性があります。

• �本資料を使用した結果について、弊社は責任を負いません。

• �本レポートに記載されている全ての商品およびサービスに関する情報は、情報提供のみを目的として
おり、いかなる形でも商品勧誘を意図したものではありません

• �本資料には、一定の前提に基づく概算数値が含まれる場合があります。実際の適用に際しては正式な
計算を行う必要があり、その場合の結果は差異が生じる可能性がありますのでご留意ください。

• �本資料に係る一切の権利は、他社資料の引用部分を除いて三井住友トラストグループに属し、いかな
る目的であれ本資料の一部または全部の無断での使用・複製はお断りいたします。

発行元
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価値創造プロセスとマテリアリティマネジメント

当社は、「社会的価値創出と経済的価値創出の両⽴」を⽬的として、「価値創造プロセス」を定めています。価値創造プロセスは、ス

テークホルダーの価値を最⼤化させながら、当社⾃⾝の経営基盤（6つの資本）を持続的に強化していくプロセスと、それを経営レ

ベルで管理する仕組みで構築されています。

社会的価値は当グループの企業活動が⽣み出す場合もありますが、多くはステークホルダーからその先のステークホルダーへ影響が

連鎖するなかで形成されてい	ます。SDGsの実現に貢献し、最終的に経済（豊かさ）、社会（⼈）、環境（地球）に対する良い影響

（ポジティブインパクトの創造とネガティブインパクトの抑制）につながる活動が、当グループにおける社会課題解決型ビジネスで

す。

また、当社はこうしたビジネスプロセスを経営レベルで管理する仕組みとして、マテリアリティマネジメントとリスクアペタイト・

フレームワークを定めています。マテリアリティマネジメントにおいては、当社の中⻑期的な価値創造プロセスに影響を与える重要

課題（マテリアリティ）を、社会課題解決型ビジネスから社会的価値創出につながる項⽬である「インパクトマテリアリティ」、価

値創造の根幹に影響を与える項⽬である「ガバナンス・経営基盤マテリアリティ」、財務パフ9ーマンスに直接影響を与える項⽬で

ある「財務マテリアリティ」の3つに区分し管理しています。

特に「⼈⽣100年時代」、「ESG/サステナブル経営」、「地域エコシステム・グローバルインベストメントチェーン（ネットワーキン

グ）」の3つを価値創造領域と位置付け、2030年
に実現したい社会を⾒据え、資⾦・資�・資本の好循環を促してい	ます。

価値創造プロセス
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当社は、201	年
に初めてマテリアリティを特定し、以後、201�年
、2022年
に改定を実施しています。現⾏のマテリアリテ

ィの特定にあたっては、世界経済フォーラム国際ビジネス協議会の提⾔をもとに、世界4⼤会計事務所が中⼼となって取りまとめた

「持続可能な価値創造のための共通指標と⼀貫した報告を⽬指して」における共通指標（以下、コモンメトリクス）を起点としまし

た。第⼀段階として、コモンメトリクスの「地球」「⼈」「豊かさ」「ガバナンス」に分類される論点に基づいて「マテリアリティテ

ーマ」を特定し、第⼆段階として、当社パーパスと経営戦略上のテーマに沿って、マテリアリティテーマを、実現を⽬指す社会と価

値に関する項⽬に整理し、マテリアリティとして特定しています。

マテリアリティおよ#マテリアリティテーマについては、経済や社会の情勢変化に伴って⽣じる論点を適切に汲み取るため、定期的

にレビューを実施し、取締役会に報告しています。

マテリアリティの定義と特定プロセス

コモンメトリクスを起点としたマテリアリティの特定
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当社では、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に、経済、社会の情勢変化、グループとしてのリスク認識、ス
テークホルダーからの要請なども考慮にいれて、中長期的な重要課題（マテリアリティ）を特定し、取締役会において定めています。



    

  

      

マテリアリティ 概要

インパクトマテリアリティ

当社の企業活動が、経済、社会、

環境に影響（ポジティブ・ネガテ

ィブ両⽅のインパクト）する項

⽬。社会的価値創出と経済的価値

創出の両⽴を具体的に狙える段階

のもの

⼈⽣100年時代 超⾼齢社会における年⾦や社会保障などの社会システムの

変化や、健康寿命の延伸などの社会課題への備えとなり、

豊かな⽣活を⽀える商品・サービスの提供。

お客さまが⾃⾝の要求するとこ0に合う、有益で⼿頃な⾦

融商品・サービスを利⽤で	る状態をつくり出す。

ESG/サステナブル経

営

気候変動、⽣物多様性、資源循環・サーキュラーエコP\

ー、⼤気・⽔質・⼟壌汚染、⼈権尊重への対応と投融資先

企業およ#サプライaーにおける環境・社会・ガバナンス

に配慮した経営の⽀援、対応⼿段の提供。

地域エコシステム・グ

ローバルインベストメ

ントチェーン（ネット

ワーキング）

地域における各主体が相互補完関係を構築しつつ、地域外

の経済主体などとの関係構築により、多⾯的に連携、共創

していく関係の構築。先進的な海外プレイaーとの協業な

どを通じたインベストメントチェーンの強化を通じた投資

機会の提供。

信託×DX 資⾦・資�・資本の好循環実現を促す駆動⼒・機能。「的確

な運⽤と万全の管理」を備えた資�運⽤・資�管理を含む

「信託」の⼒、「DX」の⼒（既存業務プロセスの構造変

⾰、事業の横断融合による新たなビジネスの創造）による

好循環の実現。
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ガバナンス・経営基盤マテリアリ

ティ

環境や社会の課題が、当社の企業

価値向上プロセスに影響する項

⽬。直ちに財務に影響する1けで

はないが、⻑期的には影響する可

能性が⾼い⾮財務項⽬で「守り」

の要素が強い

コーポレートガバナ

ンス

社会的価値創出と経済的価値創出を両⽴させる経営のフレ

ームワークの確⽴。

受託者精神 善良な管理者の注意をもってお客さまのために忠実に⾏為

にあたる、受託者精神の全う。お客さまの最善の利益の実

現。

⼈的資本 多様な価値観を有する⼈材の確保、登⽤、⼈材群の構築。

⼼⾝ともに健康で会社のパーパスに共感しながら多様性を

認め合う良好な⼈間関係のもと、⾃分の価値や強みを活か

せる状況をつくり出す。

リスク管理とレジリ

エンス

経営の健全性確保、経営戦略に基づくリスクテイクを通じ

た収益確保と持続的な成⻑を⽀える、リスクの状況の的確

な把握とリスクに対する必要な措置。

コンプライアンスと

コンダクト

法令・市場ルール・社内規程類はもとより、広く社会規範

を遵守。

役員・社員の⾏為が職業倫理に反する、またはステークホ

ルダーの期待と信頼に応えていないことによる悪影響を⽣

じない。

セキュリティ 基幹インフラ事業者に対するサイバー攻撃の防⽌およ#発

⽣時のインシデント対応。

システムリスク管理体制の不断の⾒直し、改善。顧客情報

のルールに則した取得と利⽤、厳格な管理。

財務マテリアリティ

環境、社会の課題が当社の財務に

影響を与える項⽬

ステークホルダーの期

待する財務体質

健全な財務、持続的な成⻑。安定的な収益獲得。
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当社の価値創造プロセスを実⾏する経営戦略、内部統制、およ#リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）などの各種管理体制に

おいて、マテリアリティが共通概念として組み込まれて、それ�れの機能の連関性が⾼まることで、価値創造⼒の⼀層の向上が可能

となります。当社では、新たに特定したマテリアリティを踏まえた2023年
以降の中期経営計画を策定しています。今後、中期経

営計画において定めた施策とKPIの状況をマテリアリティの観点でも確認した上で、経営会議の諮問機関であるサステナビリティ委

員会に報告するとともに、ステークホルダーとのコ\ュニ>ーシcンにおいても活⽤することで、価値創造プロセスにおける好循環

へとつな�てい	ます。

また、このようなマテリアリティに基づくマネジメントにステークホルダーの視点を取り込むため、後述の「インターナル・エン?

ージメント」の仕組みを導⼊し、その状況についてサステナビリティ委員会、経営会議などにおける執⾏側での議論を経て、マテリ

アリティに関する事項として取締役会へ報告する体制としています。

当社は、社会情勢や価値観が変化し、その変化が企業価値にも影響するという「ダイナ\ック・マテリアリティ」という考え⽅をと

っています。具体的にはサステナビリティ委員会において、前記の確認・報告やインターナル・エン?ージメントの結果等に基づい

て、状況に応じたマテリアリティの⾒直しの要否について検討します。その際にリスク委員会はマテリアリティに関する事項につい

て取締役会から諮問を受け、専⾨的知⾒からその適切性などについて審議の上、取締役会に答申を⾏います。

当グループのステークホルダー・エン?ージメントは、テーマに即して当グループ各社の該当部署が直接対応するもの（①）、国内外

のイニシアティブに直接参画するもの（②）、サステナビリティ推進部が⾃⾝のステークホルダーとの対話やESG評価機関などから

の情報収
を踏まえ当グループ各社の該当部署と⾏うインターナル・エン?ージメント（③）の3通りのアプローチがあり、対話チ

ャネルを多様化させ、インプットの質と量を⾼めています。

価値創造プロセス�の反映（マテリアリティマ��メント）

マテリアリティマ�ジメント

ステークホルダー�エンゲージメント
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サステナビリティ推進体制

 

  

  

 

    

  

    

  

      

地球温暖化や⽣物多様性の損失、貧困や⼈権侵害、健康被害の拡⼤など、世界はさまざまな環境や社会に関する問題を抱えていま

す。企業にとって)、これらの問題の深刻化が招く社会の持続可能性（サステナビリティ）の低下は、⻑期的には事業基盤の劣化に

つながります。企業が将来にわたって成⻑を維持していくには、⾃らが問題の解決に当事者意識を持って関わり、積極的に持続可能

な社会の構築に貢献することが必要です。

当グループは、受託者精神に⽴脚した⾼い⾃⼰規律に基づく健全な経営を実践することは)�03、持続可能な社会の構築に積極的

に貢献することが社会的な責任で�ると考えます。そして、事業活動が社会に及ぼす影響に⼗分配慮するとと)に、お客さまをはじ

めとしたステークホルダーの抱える社会・環境問題の解決に向け、本業を通じて独⾃の価値を提供します。

当グループは 、持続可能な社会の構築に積極的に貢献することが社会的な責任で�るとの認識の)と、「三井住友トラストグループ

の社会的責任に関する基本⽅針（サステナビリティ⽅針）」を掲げています。

当社では、サステナビリティ⽅針に基づ	執⾏機関で�る経営会議がサステナビリティ推進に関する⽅針・戦略を協議・決定し、取

締役会がこれを監督する体制としています。

2023年度からは、サステナビリティに関する課題への対応における所管各部との協議、取組状況の報告を組織的に⾏うことを⽬的

に、経営会議の諮問機関としてサステナビリティ委員会を設置しました。同委員会は、サステナビリティ推進部統括役員

（CSuO ）を委員⻑、経営企画部統括役員、⼈事部統括役員、IR部統括役員を委員とし、当グループのサステナビリティへの取り

組み状況の確認と、サステナビリティ推進に関する各種施策の審議を⾏っています。なお2024年度は、サステナビリティリスクへ

の注⽬度の⾼まりを受け、リスク統括部統括役員(CRO ）を委員に加えています。

同委員会における審議を経た上で、経営会議へ付議することで、サステナビリティに関する課題の対象範囲を明確化し、⽅針⽴案、

対応実施、開⽰までの⼀連の取り組みを組織的に⾏う態勢を整えています。初年度となる2023年度は、サステナビリティや⼈権、

⼈事戦略などについて審議を⾏い、全20回開催しました。

※1 Chief Sustainability Officer

※2 Chief Risk Officer

 

サステナビリティ推進体制

組織体制

※1

※2
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当社では、マテリアリティマPジメントの⼀環として、マテリアリティ項⽬の中から抽出した当グループの課題について、経営企画

部お+びサステナビリティ推進部が「疑似」投資家として関係部署と対話を⾏い、業務の改善や情報開⽰の拡充につなげています。

当社では、この取り組みをインターナル・エンゲージメントと呼び、取締役会に+る経営視点での監督機能とは異なる、外部⽬線で

の牽制機能として考えています。

インターナル・エンゲージメントは、主として執⾏側の内部管理態勢の⾼度化を⽬的としていますが、活動全体について取締役会へ

報告の上、課題を共有しています。

経営企画部お+びサステナビリティ推進部は、ESG評価機関の指摘項⽬、国内・海外のESG投資家との対話、議決権⾏使助⾔会社

の基準、NGOとのコZュOケーション（レター・対話）、コーポレートガバナンス・コードやESG、SDGsに関する注⽬度の⾼い課

題などからインターナル・エンゲージメントのテーマを選別し、関係部署と対話を⾏っています。

2023年度は、2023年11⽉〜12⽉にかけて、全8テーマを12部署の部⻑（部⻑級）に対して実施し、各部署は業務運営上・開⽰上

の課題として認識しました。認識した課題については、サステナビリティ委員会・経営会議・取締役会に対して報告を⾏っていま

す。

 

インターナル・エンゲージメント

基本的な考え⽅

インターナル・エンゲージメントのプロセス
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2023年度 対話内容と取り組み成果（⼀例）

マテリアリティ マテリアリティテーマ 対話内容 2023年度取り組み成果

ESG/サステナブル経営 ⼈権尊重 ⼈権デューデリジェンスの

実施状況について

⼈権デューデリジェンスの

結果や、⼈権デューデリジ

ェンス連�会における審議

の状況を開⽰

社員研修の実施状況につい

て

年間の研修実施スケジュー

ルを開⽰

ESG経営 化⽯燃料に関する融資⽅針

について

⽯油・ガスのEクターポリ

シーを改定

コーポレートガバナンス コーポレートガバナンス 主要領域の統括役員呼称、

責任明確化について

主要な担当領域等をグcー

バルVースで明確化したH

ーフオフィサー（CXO）等

を設置

受託者精神 顧客本位/フィデューシ\リ

ー・デューティー

顧客満⾜度向上に向けた、

従業員教育の実施状況につ

いて

全社員向けお+び階層別の

研修実施状況を開⽰

苦情の内容や対応状況につ

いて

お客さまからいただいた苦

情のう�、主だった内容を

開⽰

コンプライアンスとコンダ

クト

コンプライアンスとコンダ

クト

⾏動指針の社内浸透につい

て

社内浸透に向けた取り組

み、浸透状況確認を⾏って

いる旨を開⽰
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Environment
（環境）



気候変動

気候変動は、グローバルな経済・社会の持続性を脅かす最も深刻な環境問題の⼀つであり、当グループにおいても、優先的に対応す

る社会
題として、この問題に向き合ってきました。

脱炭素化の為に必要な資⾦は、⽇本だけでも2030年度までに約150兆円の資⾦が必要※と⾔われています。当グループとしては、

ステークホルダーの皆さまと真摯な対話を重ねながら、当グループの持つ「アドバイザリ」「資�運⽤」「資�管理」の機能を発揮

し、個⼈・機関投資家の資⾦を、法⼈のお客さまの脱炭素化に必要な資⾦に循環さ�ることで、投資家の投資機会の拡⼤にも貢献し

ながら、脱炭素社会の実現を⽬指しています。

※ 出所：内閣官房「我が国のグリーントランスフォーメーション実現に向けて」より

当グループは、2021年10⽉にカーボンニュートラル宣⾔を公表し、Net-Zero Banking Alliance（NZBA）や、Net Zero Asset

Managers initiative（NZAM�）への加盟を通じて、カーボンニュートラルに向けた取り組みを推し進めてきました。

信託銀⾏グループのもつ多彩で柔軟な機能を活⽤して､脱炭素社会の実現に貢献します

投融資ポートフ5リ6の温室効果ガス排出量について、2050年までにネットゼロを⽬指します

2050年ネットゼロを達成するための2030年までの中間⽬標について､NZBAの枠組みに即し､作成します

⾃社グループの温室効果ガス排出量を､2030年までにネットゼロにします

 

 

 

 

当グループの気候変動に対する取り組み⽅針

カーボンニュートラル宣⾔（2021年10⽉）

1

2

3

気候変動

気候変動は、グローバルな経済・社会の持続性を脅かす最も深刻な環境問題の⼀つであり、当グループにおいても、優先的に対応す

る社会
題として、この問題に向き合ってきました。

脱炭素化の為に必要な資⾦は、⽇本だけでも2030年度までに約150兆円の資⾦が必要※と⾔われています。当グループとしては、

ステークホルダーの皆さまと真摯な対話を重ねながら、当グループの持つ「アドバイザリ」「資�運⽤」「資�管理」の機能を発揮

し、個⼈・機関投資家の資⾦を、法⼈のお客さまの脱炭素化に必要な資⾦に循環さ�ることで、投資家の投資機会の拡⼤にも貢献し

ながら、脱炭素社会の実現を⽬指しています。

※ 出所：内閣官房「我が国のグリーントランスフォーメーション実現に向けて」より

当グループは、2021年10⽉にカーボンニュートラル宣⾔を公表し、Net-Zero Banking Alliance（NZBA）や、Net Zero Asset

Managers initiative（NZAM�）への加盟を通じて、カーボンニュートラルに向けた取り組みを推し進めてきました。

信託銀⾏グループのもつ多彩で柔軟な機能を活⽤して､脱炭素社会の実現に貢献します

投融資ポートフ5リ6の温室効果ガス排出量について、2050年までにネットゼロを⽬指します

2050年ネットゼロを達成するための2030年までの中間⽬標について､NZBAの枠組みに即し､作成します

⾃社グループの温室効果ガス排出量を､2030年までにネットゼロにします

 

 

 

 

当グループの気候変動に対する取り組み⽅針

カーボンニュートラル宣⾔（2021年10⽉）

1

2

3
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2023年10⽉には、カーボンニュートラルに向けた移⾏計画を策定・開⽰しました。当社は当該計画に基づいて、脱炭素社会に向け

て具体的に取り組んでいきます。

※1 対象欄に記載されている会社名は当該会社を頂点とする連結ベースを指す

※2 テクノロジー・ベース@・ファイナンス（TBF）チーム。技術の社会実装を政策的な観点や⾦融的側⾯から⽀援する
とを⽬的として、各分野の

専⾨家を集め、サステナビリティ推進部内に設置したチーム

 

 

 

 

移行計画の全体像（詳細は2023年10月発行および2024年3月発行の「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」をご参照）
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当グループのGHG排出量は以下の通りです（各表は「気候変動レポート2024�2025」より）

Scope1、2（2023年度まで）

計測項⽬ 単位

2019年

度

2020年

度

2021年

度

2022年

度

202�年

度

GHG排出量 t-CO e 33,675 32,191 23,763 9,997 8,840

Scope1（直接排出） t-CO e 4,432 4,307 4,225 5,411 4,472

Scope2（間接排出） t-CO e 29,243 27,884 19,538 4,586 4,586

算定範囲： 三井住友トラストグループ株式会社およ�グループ連結⼦会社の国内外拠点（持分法適⽤会社は除く）

算定⽅法： GHGプロト3ルに準拠。2022年度からScope1（直接排出）にガソリン使⽤によるCO 排出量を含む

 

 

 

 

2

2

2

2

赤色 ：目標の基準設定年値 緑色 ：目標値

※1 速報値
※2 �対象は2021年6月末時点の運用資産85兆円の50%（43兆円）。対象外とした運用資産は、ソブリン債等の現時点でGHG排出量の算出方法が未確立
の資産。今後計算が可能となり次第、順次、追加検討

※3 2021年12月末時点の運用資産31兆円の43%である約13兆円を対象とする
※4 三井住友信託銀行を頂点とする連結ベース（三井住友トラスト・パナソニックファイナンス、三井住友トラスト・ローン＆ファイナンス等の子会社を含む）
※5 2023年度にGXリーグへ参画し、中間削減目標を設定。なお、自社利用営業車による排出は2025年度目標の対象外としている

当グループの主な目標とこれまでの実績は以下の通りです（2024年3月末現在）

2019 2020 2021 2022 2023 ・・・・ 2030 2040 2050
❶ 2050カーボンニュートラル（CN）に向けた全体方針 CN宣言 移行計画

❷ 投融資ポートフォリオのGHG排出量ネットゼロ(NZBA) 加盟

電力（排出原単位、g-CO2e/kWh） 249 243 253 219 ≫ 138～173
石油・ガス（排出量削減率、Mt-CO2e） 3.6 ▲4％ +19％ ▲38.9% ≫ ▲13%～▲31%
不動産（排出原単位、ｋg-CO2e/㎡） 66 62 58※1 ≫ 34～41

海運（Portfolio Climate Alignment） 旧▲0.8％ 旧▲0.4％
新（努力）+21.2％
（最低）+16.9％

旧▲4.5％

新基準（努力） 
+19.7%
新基準（最低） 
+14.2%

≫ 0％以下

鉄鋼（排出量削減率、Mt-CO2e） 4.3 ▲4％ ▲15％ ▲22％ ▲30.2% ≫ ▲22%～▲27%

自動車
生産（排出量削減率、千t-CO2e） 224 ▲19％ ▲26％ ▲30％ ▲47.8% ≫ ▲47％
製品（排出原単位、g-CO2e/vkm） 202 198 196 185 184 ≫ 106～128

❸ 運用ポートフォリオのGHG排出量ネットゼロ（NZAMI） 加盟

三井住友トラスト・アセットマネジメント
2021年6月比
▲8.7％ ▲21.1％ ≫ 運用資産の50%※2について、

排出原単位を2019年比半減

日興アセットマネジメント ▲22.8％ ▲23.0％ ≫ 運用資産の43%※3について、
排出原単位を2019年比半減

❹ 石炭火力発電向け貸出残高（億円）
プロジェクト貸出 1,338 1,415 1,427 約1,400 約1,320 ≫ 2020年3月末比半減
コーポレート貸出(新設・拡張) 201 約140 約120 ≫

❺ 自社グループのGHG排出量ネットゼロ（Scope1,2）（t-CO2e） 23,763 9,997 8,840 ≫

三井住友信託銀行グループ※4（国内拠点） 22,228 6,952 5,076
2025年度：
7,224※5

セ
ク
タ
ー
戦
略
策
定
済

ネ
ッ
ト
ゼ
ロ

ネットゼロ

ゼロ
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Scope3（2023年度）

カテゴリー 算定項⽬ 算定⽅法

GHG排出量

（t-CO e）

1 購⼊した製品・サービス 製品・サービスなど20項⽬ 平均消費⼿法（⾦額） 101,122

2 資本財

設備投資（建物設備、ソフト

ウェアなど）

平均消費⼿法（⾦額） 199,471

3

Scope1,2に含まれない燃料

およびエネルギー活動

電気使⽤量、都市ガス等 平均データ⼿法 5,506

4 輸送、配送 社内メール便の輸送 平均データ⼿法 242

5 事業から出る廃棄物 廃棄物発⽣量（kg）

廃棄物種類固有⼿法（廃棄物

発⽣量）

233

6 出張

交通費、国内・海外宿泊費、

赴任旅費等

消費ベース⼿法（⾦額） 8,450

7 雇⽤者の通勤 通勤交通費 ⾦額ベース 3,823

13 リース資�（下流） リース資�の排出量 平均データ⼿法 1,043,755

算定範囲：

・ カテゴリー3 SMTBの国内外拠点およ�グループ連結⼦会社の国内外拠点

・ カテゴリー4 SMTBの国内の輸送ルートの⼀部

・ カテゴリー13 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社

・ その他 SMTBの国内拠点およ�三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社

算定⽅法： 環境省の「サプライチ,ーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」を参照。排出係数は原則、同デ

ータベースの!のを使⽤。

⼊⼿で
るデータの精度向上や、算定⽅法の変更等により排出量を改訂する可能性が�ります

※1 拠点の産業廃棄物量と在籍⼈数、社員数を基に算定

※2 国内拠点の国内出張費と海外出張費から算定

※3 ①国内赴任、②海外赴任、③研修・留学の赴任旅費項⽬別に算定

※4 通勤に利⽤する交通⼿段は全て鉄道と想定し、通勤交通費から算定

2

※1

※2

※3

※4
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ファイナンスド・エミッション（FE）（2022年度、2023年度）

尚、気候変動に関する具体的な取組および数値と指標については、「TCFDレポート（2024年度より気候変動レポート）」および

「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」を�参照ください。
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⾃然資本・⽣物多様性

2023年9⽉には?cーバルな⾦融の流れをネイチャーポジティブな事業にシフトさ�る&く、企業に⾃然資本の情報開⽰を促す

「⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）」(以下、TNFD)が公表され、

⾃然資本の重要性は社会全体でより強く認識されるようになりました。

当社は2023年にTNFDフォーラムに参画、2024年度は⾃然関連のリスクを把握し、基本的な理解を深めるために試⾏的な分析に

着⼿しました。

⾦融機関は投融資先を通じた⾃然資本や⽣物多様性とのつながりがあることから、当社は⾃然に関する依存と影響、リスクの特定に

あたり、「ENCORE」 を⽤いて三井住友信託銀⾏の投融資ポートフォリ<の中から重要セクターを選定し、当該セクターにお�る

分析を⾏いました。

※ 国連環境計画世界⾃然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）、UNEP FI、Global CanopyからなるEncore Partnershipが、⾃然関連リス

クに関する様々な既存ツールの結果を⼀括で評価で�る
�開発したツール

2020年に岡⼭県⻄粟倉村に森林を所有する個⼈のお客さまより、約10haの森林を信託財産とする「森林信託」を受託しました。

当社は所有者に代わって林業事業体への経営の委託、収⼊の管理を実施し、信託配当を⾏います。施業を⾏う林業事業体は林業経営

の効率化が図れると共に、相続等により⼟地所有者が分からなくなる事態も防ぐことで、⾏き届いた森林整備・保全の継続性を⾼め

ることができます。

   

 

⾃然資本に対する取り組み

※

グループ各社の主な取り組み

三井住友信託銀⾏

森林信託の受託

 

    

  

当グループは気候変動リスクと同様に、自然資本関連リスクについても、当グループの貸出・資産運用業務に影響を与え得る重要な�
リスクと認識し、2000年代から自然資本の適切な評価、保全に資するさまざまな金融商品・サービスの開発に取り組んできました。
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2019年に資⾦使途を特定しない「ポジティブ・インパクト・フ4イナンス（PIF）」を開発しました。PIFは企業活動が経済・社

会・環境にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ポジティブインパクトの拡⼤とネ=ティブインパクトの緩和を通じて、お

客さまの企業価値と社会価値向上を⽀援することを⽬指したもので、評価指標を⽤いて融資先企業がSDGs達成への貢献度合いを具

体的に明⽰し、開⽰することが特徴です。当該評価指標はお客さま�れ�れの事業特性に応じて設定していますが、⾃然資本・⽣物

多様性に関する内容を設定しているPIFもあります。

三井住友信託銀⾏では2010年に環境不動産専担チームを設⽴し、建物の環境性能を評価するCASBEE-不動産評価認証の取得サポ

ートを中⼼に、環境不動産の普及をリードしてきました。現在は建築コンサルティン?のメニ^ーとして建物のライフサイクル全体

のコスト、省エネシステムの導⼊、景観や⽣態系への配慮、建物⻑寿命化な 、環境配慮に関するアドバイスも⾏っています。

三井住友トラスト・アセットマネジメントは、投資家として⾃然資本関連の?cーバルイニシアティブへ参加すると共に、企業な 

ステークXルHーとの積極的なエン@ージメントを⾏ってきました。TNFDには、2020年9⽉の準備委	会⽴ち上げから唯⼀の本


運⽤機関として参加し、枠組み整備から運営⽅法の議論を通じて発⾜に貢献しました。2024年1⽉にはTNFD Early Adopter とし

て同�⾔に基づく早期開⽰の実施を表明し、同年10⽉に初めてのTCFD TNFDレポートを発⾏しました。

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の開発

ESG・環境不動産コンサルティン�

三井住友信託銀⾏の不動産ESGに関わるサポートはこちら

三井住友トラスト・アセットマネジメント

三井住友ト�スト・アセットマネジメントのTCFD TNFDレポートはこちら
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環境負荷低減

当グループは、事業活動に伴うエネルギー、紙などの使⽤による資源の消費とCO や廃棄物の排出を通じて⾃然資本・環境に対して

影響を及ぼしており、当グループの事業活動から発⽣する環境負荷の削減に努め、社会に対するマイナスの影響を低減させることが

重要課題と認識しています。また、当グループは投融資先の環境・社会への配慮を投融資の意思決定に組み込んでいます。事業活動

に直接起因する環境負荷を削減する取り組みと投融資先から間接的に発⽣する環境負荷を削減する取り組みの双⽅を推進し、社会全

体での環境負荷の低減を実現することを⽬指しています。

当グループは、「サステナビリティに関する規程」に基づき、環境マネジメントシステム（以下、EMS（En���onmenta�

Management System)）を運⽤しています。環境保全活動を体系的かつ継続的に展開することにより、持続可能な社会の実現に貢

献することを⽬的としています。具体的には、以下の5項⽬について⽬標を設定し、活動しています。

紙（使⽤量、再⽣紙および環境配慮型⽤紙の購⼊割合、紙の廃棄量）

電⼒（電⼒使⽤量、GHG排出量）

廃棄物（廃棄物排出量、紙の廃棄量）

グリーン購⼊（⽂具類購⼊時のグリーン調達⽐率）

⽔（⽔の使⽤量）

また、2021年10⽉に公表した「三井住友トラスト・ホールディングス（現：三井住友トラストグループ）のカーボンニュートラル

宣⾔」の中で、三井住友トラストグループにおけるGHG排出量（Scope1,2）を2030年までにネットゼロにすることとしました。

また、宣⾔に即した取り組みについて､「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」を定期的に公表しています。今後も､エネルギー

使⽤量の削減に努めるとともに､電⼒を中⼼とした再⽣可能エネルギー化を加速します。また、GHG排出量削減に向けた取り組みを

グループ全体に浸透させ､主要な海外拠点･関係会社を含めたグループTースのGHG排出量ネットゼロの早期達成を⽬指します。

河川などから流れ込ん�「海洋プラスチック�み」が引き起こす海洋汚染が、海洋⽣態系や漁業、観光産業等に多⼤な影響を及ぼ

し、世界的な問題となっています。

当グループは201	年4⽉、この世界的な海洋汚染問題への具体的アクションとして、「2030年までにリサイクルされ�に廃棄される

プラ�みゼロ」を⽬指す「三井住友トラストグループ プラ�みゼロ宣⾔」を策定しました。この宣⾔に基づいて、①社員がプラ�み

を出さない、②お客さまにプラ�みを出させない、の2本柱で具体的な取り組みを推進中です。

 

環境負荷低減に向けた取り組み

2

当グループの排出量削減に向けた取り組み

1

2

3

4

5

プ��み
�宣⾔
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三井住友信託銀⾏では従来より⼤型拠点ビルに設置している社員向けのコンビニエンスストアではレジ袋やストローなどを使⽤しな

い運営としています。プラ�みゼロ宣⾔策定以降、グループ全体で�み分別とプラ�み削減を呼びかけるオリジナルポスターを掲⽰

しています。本店ビルにおいては、プラスチック�みの再資源化を徹底しており、再資源化率は100!を確保しています。

今後も廃プラスチックの発⽣量の削減と再資源化に努めます。これに加え、お客さまにプラ�みを出させない取り組みとして、各種

頒布品の素材の⾒直し・切り替えを推進しています。
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⽇興アAットマネジメントは、気候や環境関連のリスクが世界にもたらしている脅威を認識しており、事業活動による環境への影響

を最⼩化する責務を負っていると考えています。2010年に初めて環境⽅針を導⼊して以来、事業活動の中で積極的に環境問題を考

慮してい	ことにコYットしてきました。

2021年に改定した環境⽅針においては、以下の⼋つの領域に注⼒しています。

1. 法規等の遵守

2. 温室効果ガス排出量の削減

3. 資源効率の追求

4. 環境に配慮したTンEーの選定や製品の購⼊
5. 使い捨てプラスチックの削減

6. ⾃然環境における⽣物多様性の保護

7. 報告と開⽰の充実

8. 社員教育とアKボカシーの推進

また、定量⽬標として、2030年までに⽇興アAットマネジメントグループ全体の社員⼀⼈当たりの温室効果ガス排出量を201	年⽐

で40％削減することを⽬指しています。

※1 Greenhouse Gas Protocolの定義するスコープ1および2の⾃社による直接・間接排出（燃料の燃焼・供給電⼒等の使⽤による排出）、およびス

コープ3の⼀部の間接排出（スコープ1および2に含まれない燃料・エネルギー活動と出張による排出）を対象と�ます。

三井住友トラスト・パナソニックファイナンスでは、電⼒使⽤量の削減、コピー⽤紙使⽤量の削減、ガソリン使⽤量の削減を継続的

に取り組むほか、資源の有効活⽤の観点から3R活動に取り組んでいます。

また、営業活動における社⽤⾞利⽤から公共交通機関利⽤への切り替え（レール&レンタカー活⽤等）によりCO 排出量削減に努め

るとともに、⻑距離運転を削減することによる運転者の疲労軽減と交通事故抑⽌といった環境と社会（健康、安全）に資する取り組

みを推進しています。

加えて、3R活動の⼀環として、余剰となった⽂房具等の社内間で融通（リユース）や、有効期限切れ未使⽤封筒を特別⽀援学校へ作

業学習⽤教材として寄贈するなどの資源の有効活⽤や社会貢献に資する活動にも取り組んでいます。

各グループの取り組み

⽇興アセットマネジメント

※1

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス

2
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Social
（社会）
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お客さま本位の取り組み

  

 

 

変化の激しい時代の中で、個⼈・法⼈を問わず、お客さまの資産の形成・運⽤や⾒直し、承継のニーズはますます複雑化しており、

信頼できる⾦融機関を求めるニーズは⼀層⾼まっています。当グループは、個⼈・法⼈のお客さまのニーズを的確に把握し、幅広く

専⾨性の⾼い商品・サービスを最適な解決⼿段としてご提案するトータルソリューションのご提供を通じ、お客さまに最⼤の価値を

ご提供する「ベストパートナー」でありたいと考えています。このため、信託・銀⾏機能の融合による総合⼒やグループ内の多彩な

信託機能を効果的に活⽤す*く、お客さま本位の徹底に努めるとともに、⾼度な利益相反管理態勢を構築しています。

また、「お客さま本位の業務運営（フィデューシgリー・デューティー：FD）」と「お客さま満⾜の向上（カスタマーサティスフ:

クション：CS）」の組織を⼀体化し、「お客さま本位」と「お客さま満⾜」を優位性の源泉としてさらに進化させる*く、業務品質

の管理能⼒向上に向けた取り組みを強化しています。

  

 

お客さまに対する価値提供について
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当グループがお客さまの「ベストパートナー」として、お客さまの真の利益に合致した商品・サービスを提供し、グループの業務

全般にわたり、お客さま本位を実践・徹底していくために、2016年9⽉に「三井住友トラストグループのフィデューシgリー・

デューティーに関する取組⽅針」（以下、取組⽅針）を策定・公表して以来、取組⽅針を必要に応じ改定するとともに、さらなる

取り組みの強化を⾏っています。

グループの推進・監督体制図

※ 三井住友信託銀⾏、三井住友トラスト・アセットマネジメント、⽇興アセットマネジメント、投信・保険ビジネス総合研究所、三井住友トラス

ト・ライフパート+ーズ

フィデューシgリー・デューティーの実践には、お客さまから信頼される「⾼度な専⾨性」、お客さま⼀⼈⼀⼈のニーズに沿った

最適な選択肢をご提⽰する「コンサルティングの実践」、そして「利益相反管理の徹底」が重要であると考えています。当グルー

プでは、経営レベルから実務レベルまでの充実した組織体制を整備し、不断に取り組みの⾼度化を図ります。

これらの取り組みの成果についてお客さまに分かりやすくお伝えするために、「お客さまの『ベストパートナー�を⽬指すための

取り組み状況と成果指標（KPI）」を定期的に公表しています。これらの成果指標は、投資信託および外貨建保険の「販売会社に

おける⽐較可能な共通KPI」を含んでいます。

  

 

フィデューシャリー・デューティー（FD）に関する取り組み

（1）フィデューシャリー�デューティーの実践

三井住友トラストグループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組⽅針
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当グループは、グループ各社およびその関係者による多様なサービスのご提供に伴い、お客さまの利益を不当に害することのな

いよう、取締役会の承認を経て「利益相反管理⽅針（概要）」を公表し、あらかじめ利益相反のおそれのある取引を特定・類型化

の上、適切に管理しています。

また、営業部⾨から独⽴したコンプライアンス統括部が、利益相反管理統括部署として、グループ全体の利益相反管理の有効性

を定期的に検証し、その結果を取締役会等に定期的に報告することで、継続的に必要な改善・指導が実�される態勢を整備して

います。

利益相反管理態勢

※1 役職等は2024年6⽉末時点

※2 三井住友信託銀⾏社外取締役

※3 Chief Risk Officerの略称。リスク管理を担当

※4 Chief C����i
�ce Officerの略称。コンプライアンスを担当

さらに、利益相反管理態勢の実効性向上を図るため、取締役会の諮問機関として外部メンバーを中⼼とした利益相反管理委員会

を設置し、当グループの利益相反管理態勢の妥当性の検証を受けています。なお、同委員会の議事概要は継続的に公表していま

す。

また、スチュワードシップ（SS）活動における利益相反管理体制に関しては、利益相反管理委員会にグループの資産運⽤会社の

外部委員会の委員を構成員とするSS部会を設置し、グループ全体のSS活動に関する情報連携、監督機能の強化を図っています。

（2）利益相反管理について
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当グループでは、グループ全体の利益相反管理態勢の妥当性等の検証、フィデューシgリー・デューティーの取組状況の監督な!

を⽬的として、取締役会の諮問機関として外部有識者等が過半を占める「利益相反管理委員会」（任意の委員会）を設置しており

ます（201	年6⽉）。

同委員会は、（1）指名委員会等の法定の3委員会、銀⾏グループ全般のリスクBバナンス体制の構築や⾼度化を担う「リスク委員

会」（任意の委員会）に加え設置したもので、専業信託銀⾏グループとして、他の⾦融グループに例のない監督機能を有する委員

会であること、（2）法令等で求められる利益相反管理態勢に留まらず、お客さまに安⼼、信頼いただける「ベストパートナー」

として、ベストプラクティスとしての利益相反管理態勢、フィデューシgリー・デューティーの取組状況等を審議対象としている

ことといった特⾊を有しております。

このような特⾊を反映し、以下議事概要のように幅広いテーマ・内容に関し、審議しております。当グループの利益相反管理態

勢の向上等に資する*く、同委員会の議事概要は継続的に公表してまいります。

スチュワードシップ活動における利益相反管理体制に���

利益相反管理委員会の議事概要

利益相反管理委員会議事概要

2024年度 （216KB）

2023年度 （370KB）

2022年度 （393KB）

2021年度 （367KB）

2020年度 （311KB）

2019年度 （270KB）

201�年度以前 （341KB）
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三井住友トラストグループでは、お客さま本位の取り組みを実践し、浸透・定着させていただくことで、お客さまから信頼さ

れ、末永くお取引きいただける、お客さまの「ベストパートナー」を⽬指してまいります。グループ各社における取り組みの状況

をご確認いただくため、⾏動計画の実�状況と指標を定期的に公表するとともに、活動の推進・拡充等にあわせ随時⾒直してま

いります。なお、201
年9⽉から公表しております⾦融庁公表の「共通KPI」に関しても、202�年3⽉末基準のデータを追加・

更新しております。

三井住友信託銀⾏では、①全国の営業店部やコールセンター、ウェブサイトに寄せられる「お客さまの声」の+か、各種アンケ

ートにより、多くのご意⾒・ご要望を頂戴しています。②年間数⼗万件を超えるお客さまの声な!をご満⾜につなげていくため

に、お客さまの声を分析するシステd「CSお客さまの声ポータル」を活⽤しています。さま�まなお客さまの声を“⾒える

化”し、“気付き”を得やすくすることで、お客さまの真のニーズにお応えしていけるよう、努めています。さらに、③お客さまか

らいただいたご意⾒・ご要望は、営業店部および本部が連携して原因の調査・分析と問題点の把握を⾏います。また、その結果

を基に改善策を検討し、より良い商品・サービスのご提供に努めています。

（３）お客さまの「ベストパートナー�を⽬指すための取り組みの実�状況と成果指標（KPI）�主なグループ各社の⾏動

計画等

お客さまの「ベストパートナー�を⽬指す��の取り組みの実施状況と成果指標（KPI）

お客さまの「ベストパート*ー」を⽬指すた�の取り組みの実施状況と成果指標（KPI） （5,191KB）

（630KB）

主なグループ各社の⾏動計画・⾏動指針・成果指標

三井住友信託銀⾏の2024年度⾏動計画 （463KB）

三井住友信託銀⾏のお客さま本位の取組状況（個⼈事業版）

三井住友トラスト・アセットマネジメント

⽇興アセットマネジメント

三井住友トラスト・ライフパート*ーズ

お客さま満⾜（CS）の向上について

（1）お客さまの声をお客さま満⾜の向上につな�る仕組み

投資信託・ファンドラップ・外貨建保険 共通KPIデータ集
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三井住友トラスト・ホールディングス


お客さまの「ベストパートナー」を
目指すための取り組みの実施状況と
成果指標（KPI）
2024年 6月作成
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三井住友トラスト・グループのパーパス


● �信託とは


 �「信託（Trust）」とは、「信じて託す」という言葉どおり、信頼でき
る人（受託者）に大切な財産を託し、目的に沿って大切な人や自分


（受益者）のために運用・管理してもらう制度です。


 �その根幹には、フィデューシャリー・デューティー、すなわち受託
者が受益者のために最善を尽くすという、信託の基本概念があり
ます。


● �三井住友トラスト・グループは、「信託の力で、新たな価値を創造し、
お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる」という存在意義（パー
パス）を共通の思いに据え、経営理念を実現するため「お客さま本位
の徹底」をはじめとした行動規範を遵守いたします。


● �そのために、お客さまのニーズに幅広く対応できる銀行事業、資産
運用・管理事業、不動産事業など信託グループの強みを活かし、アド
バイザリー・資産運用・資産管理の三位一体のビジネスモデルで独
自の付加価値を創造してまいります。


存在意義（パーパス）


信託の力で、新たな価値を創造し、
お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる


行動規範 （バリュー）


私たち、三井住友トラスト・グループの役員・社員は、グループ経営理念を実践するため、
以下の行動規範を遵守してまいります。


お客さま本位の徹底
―信義誠実―


社会への貢献
―奉仕開拓―


組織能力の発揮
―信頼創造―


個の確立
—自助自律—







「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択


2


｢三井住友トラスト・グループのフィデューシャリー・デューティーに関する
取組方針」に基づく取り組みを実践する国内グループ会社


資産運用・商品開発


販売等


資産管理


お客さま


資産運用・商品開発


販売等
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機能別方針


販売等


｢取組方針」に基づく取り組みを実践する国内グループ会社


● 三井住友信託銀行
● 三井住友トラスト・ライフパートナーズ
● 三井住友トラスト不動産※


● 三井住友トラスト・ウェルスパートナーズ※


● 投信・保険ビジネス総合研究所※


※ 「取組方針」のうち、該当する項目についての取り組みを実施
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


お客さま お客さま担当


専門家集団


● �三井住友信託銀行では、お客さま担当がお客さま一人ひとりの人生
と真摯に向き合うトータルコンサルティングを提供しています。


● �お客さま担当はお客さま一人ひとりのコンサルティングニーズに応
じて、不動産や遺言などの専門分野の担当者と協働しています。


1  お客さま本位のコンサルティングの実践


トータルコンサルティングとは お客さま担当とは


人生100年時代におけるお客さまのさまざまなニーズ（老後資金への備え、


資産承継・管理、不動産の見直しなど）に対して、その時々のライフプランや


資産状況を、定期的・継続的に伺い、適時適切な解決策を提案するコンサル


ティングです。


お客さまごとの窓口となり、お客さま一人ひとりのお悩みやニーズなどの


ご相談に応じます。必要に応じて、不動産や遺言など当社の専門分野の担


当者と協働しコンサルティングを行います。
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


1  お客さま本位のコンサルティングの実践


● �三井住友信託銀行では、五つのプロセスによって、トータルコンサルティングを実践します。


● �各プロセスでは、お客さま一人ひとりの人生に真摯に向き合い、それぞれのプロセスにおいて充実したツールを用いて、トータルコンサルティング
を行います。


三井住友信託銀行の
コンサルティングの
プロセスとツール


1


5


4 3


2


定期的なご相談
お客さまのご資産やご家族構成の変化を捉えて、
定期的・継続的に見直しを行うことが重要です。
お客さまのご希望の方法で、ご相談いただけます。


ご意向の確認
「考えてみよう！これからのマネープラン」
などを使用して、お客さまのお考えを伺い、
ニーズに応じた商品・サービスをご案内し
ます。


目標（ゴール）を明確化
「ライフサイクルナビ®」などを使用して、資産状況
やご家族構成、資産計画といったライフプランを
可視化し運用の目標を明確化します。


振り返り
「ポートフォリオ報告書」などを使用して、ご資産
の推移について、ご家族構成やライフイベント、目
標（ゴール）そのものの変化を踏まえ、定期的に
振り返ります。


ご提案
設定した目標（ゴール）がリスク許容度に対して
適切であるかを「ポートフォリオPro」などで確認
し、運用方法・商品の選定を行います。
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


1  お客さま本位のコンサルティングの実践


● �三井住友信託銀行では、トータルコンサルティング実践の二つ目のプロセス「ご意向の確認」において、以下のツールなどを用いてお客さまのお考
えを伺い、ニーズに応じた商品・サービスを案内します。


人生100年のライフステージごとの典型的なお悩みや


ニーズを体系化しています。


さまざまな商品・サービスの中から、ニーズに応じた商品・サービスを


案内します。


世代別「コンサルティングプラン」 「考えてみよう！これからのマネープラン」


シニア世代


退職世代


現役世代


【資産形成層前半】


【退職前後層】


【資産形成層後半】


【シニア層】
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


● �お客さまのポートフォリオは、時間の経過に伴う
市場環境に応じて変化します。三井住友信託銀行
では、ご家族構成やライフイベント、目標（ゴール）
の変化を踏まえて、ポートフォリオの変化や資産
の推移を五つ目のプロセスとして、定期的にフォ
ローアップ・振り返りを実施します。


● �特に高齢のお客さまへは、ご家族とともに対話を
することで、次世代につなげるきっかけづくりを
含めた、幅広いニーズへ対応します。 お伺いしたお客さまの


ご意向や統計データなど
を用いて目標（ゴール）を


設定します。


目標(ゴール)
設定


ゆとりある老後を
過ごしたい


お持ちの資産の現状
から目標達成に必要な
課題を共有します。


保有資産内容
お伺い


○○銀行では・・・


課題解決に向け、 
お客さま一人ひとりに
合った運用プランを設計、


ご提案します。


運用プラン
ご提案
ご提案する


運用プランは・・・


定期的に運用報告、
課題の確認を行い、
目標(ゴール)の実現
まで寄り添います。


定期的な
診断


現在の運用状況は・・・


STEP


1
STEP


2
STEP


3
STEP


4


長い人生にはさまざまなライフイベントがあります。人生の目標にはどのようなものがありますか？


目標（ゴール）サポート報告書 で診断！


30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳 100歳


現役世代 退職世代 シニア世代


結婚 子ども誕生 教育費


住宅購入 海外旅行 住宅リフォーム 医療・介護費用


老後の生活資金


1  お客さま本位のコンサルティングの実践
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


1  お客さま本位のコンサルティングの実践


よくあるお悩みと商品・サービスの提供例


万一のため、私は遺言書を作成したが、妻はしていない。
最近、妻も作成した方が良いのではと、心配に思うことが
ある。


遺言書を作ったので、万一のときの資産のことは安心して
いる。ただ、私には子どもがいないので、葬儀や大切なペッ
トのことが心配。


自分が認知症になったとしても、
医療費などのお金の支払いで.
家族に負担をかけたくない。


今の住まいは広過ぎて、掃除などが大変。子どもたちの家に
近い高齢者向け住宅に住み替えを考えたい。


人生100年時代と言われている
ように、皆さまご長寿となった
ため同様のお悩みを抱えるご夫
婦は少なくありません。三井住
友信託銀行では、相続の専門家
がいつでもご相談に応じます。


遺言書を作られたお客さまか
ら、万一のときの身の回りのこと
が不安とのご相談をいただきま
す。安心してお過ごしいただくた
めに、今からできる準備のご相
談に応じます。


信託を活用するなど、お元気な
うちに対策をとることで、ご家
族の負担を減らすことができ
ます。事前の対策についてご相
談に応じます。


不動産のことは、遺言書の内
容にも関係します。不動産も
当社の専門分野であり、ご相
談に応じます。


商品・サービス例


商品・サービス例


商品・サービス例


商品・サービス例


WEB遺言信託サービス
https://www.smtb.jp/personal/
entrustment/webwill


おひとりさま信託
https://www.smtb.jp/personal/
blind/after/lp02


人生100年応援信託
https://www.smtb.jp/personal/
entrustment/passport


不動産コンサルティングプラン


● �三井住友信託銀行は、資産管理・資産承継のプロフェッショナルとして、相続、贈与、遺言信託などを提供しています。また、不動産のお悩みについ
てもサポートしています。



https://www.smtb.jp/personal/entrustment/webwill

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/webwill

https://www.smtb.jp/personal/blind/after/lp02

https://www.smtb.jp/personal/blind/after/lp02

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/passport

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/passport
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1  お客さま本位のコンサルティングの実践


● �お客さまのさまざまな不動産ニーズ（売却、購入、住み替え、有効活用、投資用不動産、相続対策）に対応できるよう、三井住友トラスト不動産はじめ、
三井住友信託銀行グループの専門スタッフとともにコンサルティングを行います。


 �人生100年に適合する「Aging in Place」
実現のため、「不動産コンサルティングプラン


（住まい編）」などを活用し、住まいに関する
さまざまなお手伝いをします。


 �「不動産コンサルティングプラン（収益不動
産・相続編）」などを活用し、お客さまのご意
向やご家族・資産の状況などに合わせた不
動産の有効活用について提案します。


「Aging in Place」とは …
高齢者が、加齢や心身の虚弱化に伴う問題に関わらず、住みなれた住宅や地域でできるだけ
長く住み続けること。







世代を超えて お客さまが集い・繋がる 信託ならではのコンサルティングフロア


信託型次世代店舗のコンセプト


親世代から孫世代まで、あらゆる世代のお客さまがゆったりとしたス
ペースでご相談いただくことで、ご家族の絆を繋ぎ・深めるコンサル
ティングフロア


世代を超えて


人生をより豊かにするための非金融分野を含む情報の提供などにより
お客さまがご来店を楽しみにされ、満足いただけるコンサルティング
フロア


お客さまが
集い・繋がる


お客さまをよく知り、専門知識を有する担当者が、お客さまのベスト
パートナーとして、人生100年時代を踏まえたトータル・ソリューション
を提案するコンサルティングフロア


信託
ならではの
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


● �三井住友信託銀行では、「世代を超えて  お客さまが集い・繋がる　
信託ならではのコンサルティングフロア」をテーマとした信託型次世
代店舗を開設しています。2023年度は、新たに3店舗開設しました。


● �「信託型次世代店舗」には、オンライン相談機能を備えた「信託型次
世代ブース」を設置しており、ご本人とともに遠方にお住まいのご家
族も一緒にご相談いただける機会を提供しています。


● �幅広いお客さまにコンサルティングの機会を提供できるよう、お仕
事帰りやお買い物ついでの時間や休日における相談窓口を設けて
おり、若い世代や平日勤務のお客さまなどへのコンサルティング機
会の拡充に繋がっています。


1  お客さま本位のコンサルティングの実践


信託型次世代ブース（コンサルプラザ武蔵小杉）


信託型次世代店舗ロビーラウンジ（渋谷）
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2  わかりやすい情報提供


● �三井住友信託銀行では、個々のお客さまの状況に応じた重要な情報をわかりやすく提供しています。


● �複数の金融商品との比較を行う観点から、「三井住友信託の資産運用ガイド～ブルーガイド～」では、それぞれの商品の特
徴・元本保証・その他のリスク・費用などを比較・説明した一覧を掲載しています。


※ 重要情報シートとは、商品を限定することなく複数の金融商品との比較説明をするための資料です。


「重要情報シート（個別商品編）」世界経済インデックスファンド


「重要情報シート」※ も活用しています！


「重要情報シート」では、.
当社が想定するお客さまの属性
やファンドのリスクを、より.
わかりやすく提示しています。
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2  わかりやすい情報提供


● �三井住友信託銀行の公式アプリ「スマートライフデザイナー」では、お客さま一人ひとりの収入状況や住まい状況に応じたシミュレーションや毎月
の収支、資産・負債の状況、さらには人生100年時代に知っておきたい、信託銀行ならではのお役立ち情報などを提供しています。


● �シミュレーション機能や家計簿
管理機能によって、資産の「イマ」と


「ミライ」をお示しします。


2023年、「スマートライフデザイナー」
の新サービス「三井住友信託銀行NEO 
BANK」の提供を開始しました。


https://www.smtb.jp/personal/
neobank/information


https://www.smtb.jp/personal/app


https://www.smtb.jp/personal/
app#function



https://www.smtb.jp/personal/neobank/information

https://www.smtb.jp/personal/neobank/information

https://www.smtb.jp/personal/app#function

https://www.smtb.jp/personal/app#function
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3  お客さまの多様なニーズに応える幅広い商品・サービスの提供・開発


● �三井住友信託銀行では、お客さまのさまざまな声を踏まえて、幅広い資産運用会社や保険会社などとの連携や商品・サービスの共同開発を通じ、
お客さまのニーズに合った商品・サービスを、幅広く揃えています。


● �トータルコンサルティングを通じて、現役世代、退職世代、シニア世代のそれぞれの世代において、お客さまとの取引が広がっています。


現役世代 退職世代 シニア世代


▶投資信託 ▶NISA制度 ▶外貨預金 ▶ローン ▶不動産


▶ジュニアNISA （贈与の活用）


30歳 40歳 50歳 60歳 70歳 80歳 90歳


▶収入保障保険・医療保険・がん保険・火災保険


▶投資一任運用商品(ラップロ座)


▶人生100年応援信託
(100年パスポート)(100年パスポートプラス) ▶おひとりさま信託 ▶相続/贈与関連商品・サービス


▶遺言信託・ハウジングウィル・遺産整理業務


大切な資産を、自分の思い通りに引き継ぎたい将来の認知症や健康への
不安にそなえたい


大事な退職金なのでまかせて
安定的に運用したい


万一のときにそなえたい。
大切な人のためにのこしたい


子どものライフイベントの
ために資金を準備したい


将来のために資産を
ふやしたい ▶個人年金保険・終身保険


資産運用のお手伝い① 資産運用のお手伝い② 相続・贈与・遺言等のお手伝い


保険 投資一任契約 投信


2022 2023 2024（3月末）


（兆円）
10


8


6


4


2


0


資産形成層 退職前後層 高齢者層（千人）


2022 2023 2024（3月末）
0


200


400


600


800
（万人）


2022 2023 2024（3月末）
0


2


4


6


8


※�三井住友信託銀行で投資信託、投資一任運用商品、生命保険、外貨
預金を保有されているお客さま数を示しています。


※�三井住友信託銀行で「遺言信託」「民事信託サポート」「人生100年
応援信託」「おひとりさま信託」を保有、契約されているお客さま数
を示しています。


【信託関連商品保有のお客さま数】【運用関連商品保有のお客さま数】【投信・投資一任契約・保険の残高】
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● �三井住友信託銀行では、プロダクトガバナンスの観点から、
投資信託や保険商品を選定する際に、当グループ内の資産運
用会社の商品や、手数料の多寡にとらわれることなく、右の
プロセスを通じて商品を選定し継続的に検証しています。


● �具体的には、第三者機関である投信・保険ビジネス総合研究
所による調査・分析を活用し、一定以上の評価がなされてい
るものを採用するなどの選定基準を定めています。


● �2023年度は、運用スタイルや投資先テーマの分散、2024年
1月から始まった新NISA制度への活用を企図し、バランス
ファンドや隔月分配型など計9銘柄の取り扱いを新規に開始
しました。


お客さまの最善の利益に資する投資信託・保険商品の選定


商品選定の基本方針


共通 お客さまのニーズに合致した質の高い商品・サービスを幅広く取り揃える


投信
「長期」「分散」「安定」型投資の商品を中心に資産形成に資する商品を提供する


長期的資産形成に合致した手数料体系を取り入れる


保険
生命保険の機能を活用し、お客さまのニーズやライフスタイルの変化に対応


する


3  お客さまの多様なニーズに応える幅広い商品・サービスの提供・開発


必要性 報酬水準
パフォーマンス


実績
組織体制・
利益相反


評価・検証基準


商品選定のプロセス


ファンド
選定会議での


選定・評価


投信・保険ビジネス
総合研究所による


評価・検証
（外部評価）


投資運用
コンサルティング
協議会での審議


•• �ドラッカー研究所米国株ファンド（資産成長型）


•• �グローバル10資産バランスファンド


•• �ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド（隔月分配型）


•• �ダイワ・US-REIT・オープン（為替ヘッジなし／奇数月決算型）


•• �米国地方債ファンド 為替ヘッジあり／なし（奇数月決算型）


•• �J-REIT・リサーチ・オープン（奇数月決算型）


•• �米国国債ファンド 為替ヘッジなし（奇数月決算型）


•• �オーストラリア公社債ファンド（奇数月決算型）


•• �フィデリティ・USハイ・イールド・ファンド（隔月決算型）（為替ヘッジなし）


新規導入銘柄
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


月次モニタリング(全ファンド）


年次モニタリング（残高・販売上位20ファンド）


・選定時に準じた検証を年次で実施
・投信・保険ビジネス総合研究所による3段階評価で品質点検


投資信託のモニタリングプロセス


抵触予備軍 モニタリング抵触
モニタリングを経て、


最終対処を検討


3  お客さまの多様なニーズに応える幅広い商品・サービスの提供・開発


◎
良好


〇
問題無


▲
要観察


モニタリングを経て、
販売方針、運用・報酬など


見直し


選定後もお客さまの最善の利益に資する商品であることの定量・定性検証


月次のパフォーマンス検証（コスト控除後のリターン検証含む）


● �三井住友信託銀行では、選定後
においても、選定した投資信託や
保険商品について、選定時点に
おける品質が変わらず維持でき
ているか、投信・保険ビジネス総
合研究所による調査・分析を活
用しながら、継続的にモニタリングを実施しています。2023
年度はグループ内の資産運用会社が組成した投資信託を含
む、4銘柄の販売を停止しました。


● �商品ラインアップについて、同一のベンチマークに連動した
運用成果を目指すインデックスファンドが複数ある場合に
は、新規募集を1ファンドに絞るなど、継続して商品ライン
アップの品質維持に取り組んでいます。


•• �運用状況に改善がみられず、投資対象当社推進のポートフォリオ分散の
観点からも活用が難しい


•• �投資環境の変化によりファンドのコンセプトが陳腐化、かつ残高・運用状
況が悪化


•• �通貨選択のスイッチング先が減少、かつ、類似ファンドの取り扱いあり


主な販売停止の理由
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


4  お客さま本位の徹底と専門性の向上


● �三井住友信託銀行では、お客さまの大切な資産を中長期にわたっ
てしっかり増やしていくことを、社員一人ひとりが自らの目標とする
ことが大切と考えています。これを後押しする業績評価体系を導入
し、お客さまの資産運用・資産管理にしっかりと取り組んでいくこと
をお約束します。


● �三井住友信託銀行では、社員の資格取得を通じた専門性の向上に
力を入れています。ファイナンシャルプランナーや宅地建物取引士
など、幅広い信託業務に関係する資格を有する社員のほか、遺言な
ど相続業務の専門知識を有する社員が数多く在籍しています。


FP関連資格
FP技能士（1級、2級）、CFP、AFP、金融渉外技能審査（1級、2級） 7,222名


「宅地建物取引士」合格者数※2 6,076名


証券アナリスト基礎講座修了試験 6,273名


財務コンサルタント・トラストコンサルタント数 293名


お客さま本位の業務運営
コンサルティング提案、アフターフォロー、
資格取得、お客さまの声などを評価に反映


定量目標
販売収益目標廃止→残高純増目標に一本化


業績評価体系（個人事業）


財務コンサルタント・トラストコンサルタント


資格取得状況※1


「定量目標」の成果と「お客さま本位の業務運営の評価」の乗算によって評価を行


います。


遺言信託・遺産整理・事業承継などの専門


知識と豊富な経験を有した専門家スタッフ


を指します。全国のお近くの店舗やオンライ


ンで、ご相談に応じます。


※1 三井住友信託銀行のコース社員のうち、各資格試験の保有者などを示しています。
※2 三井住友信託銀行のコース社員のうち、「宅地建物取引士」資格試験合格者数を示しています。


（2024年3月末時点）


（2024年3月末時点）
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


5  多様な機能を生かした金融サービスの提供


● �三井住友トラスト・グループでは、信託グループの業務・商品・サービ
スの特性を踏まえ、お客さまに信頼・安心して取引をいただけるよう
に、利益相反管理態勢を構築しています。


● �三井住友トラスト・ホールディングスの取締役会の諮問機関として、
外部メンバーを中心とした利益相反管理委員会を設置し、当グルー
プの利益相反管理態勢の妥当性の検証を受けています。なお、同委
員会の議事概要は継続的に公表しています。


利益相反管理体制 利益相反管理委員会委員※1


三井住友トラスト・ホールディングス


取締役会 利益相反管理委員会


FD・CS企画推進部


その他の子会社等


諮問


諮問


答申


答申


指示


指示


指導


報告等


報告等


報告


お客さま本位の
業務運営推進


三井住友信託銀行


コンプライアンス統括部
（利益相反管理統括部署）


委員長	 神田 秀樹※2


	 東京大学名誉教授


委員	 加藤 宣明
	 三井住友トラスト・ホールディングス
	 社外取締役


委員	 細川 昭子
	 渥美坂井法律事務所・外国法共同事業
	 パートナー弁護士


委員	 鈴木 康之
	 三井住友トラスト・ホールディングス
	 取締役執行役専務CRO※3


委員	 高田 由紀
	 三井住友トラスト・ホールディングス
	 執行役常務CCO※4


※1 役職等は2024年6月末時点
※2 三井住友信託銀行社外取締役
※3 Chief Risk Officerの略称。リスク管理を担当
※4 Chief Compliance Officerの略称。コンプライアンスを担当


経営会議 利益相反管理高度化委員会







• 丁寧親切な対応
• 傾聴理解	 など


• 利便性の向上
など


強み 課題
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


6  お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献


● �2023年度に、個人のお客さまを対象として実施した当社商品・サー
ビスの満足度を測るアンケート※では、銀行業界平均を上回る評価
をいただきました。
※ アンケート送付先は、当社のお客さまの代表制を意識し送付しております。


● �三井住友信託銀行では、法人・個人のお客さま向けにアンケートを
実施し、分析結果などから見えた当社の強みや課題に対して、継続し
て深化・改善活動に取り組み、商品・サービスの品質向上に役立てて
います。2023年度はオンラインでお手続きいただけるシステムの環
境整備や、公式アプリ スマートライフデザイナーの新サービス「三井
住友信託銀行NEO BANK」を導入し、利便性の向上を図りました。


三井住友信託銀行と銀行業界平均のCX指標


出典）�CX指標は、株式会社野村総合研究所のCXMM®に準拠しています。CXMM®は株式会社野村総合研究
所の登録商標です。銀行業界平均は株式会社野村総合研究所が実施したFD/CXベンチマーク調査2023
年度版の結果です。


6.21
5.69


+0.52


対象会社・部署  業務内容 調査種別
三井住友信託銀行
ダイレクトバンキング部 銀行業務全般 クオリティ


Webサポート


三井住友信託銀行
確定拠出年金管理部 確定拠出年金 クオリティ


三井住友トラストクラブ
ダイナースクラブカード・TRUST CLUBカード
コールセンター


クレジットカード クオリティ


三井住友トラスト・カード クレジットカード クオリティ


三井住友トラスト・パナソニックファイナンス


クレジットカード クオリティ


インフォメーション クオリティ


ファイナンス クオリティ


三井住友トラストTAソリューション 証券代行 クオリティ
Webサポート


三井住友トラスト・ビジネスサービス


ローン クオリティ


相続受付 クオリティ


紛失・諸届 クオリティ


HDI-Japan「クオリティ格付け」「Webサポート格付け」


● �三井住友トラスト・ホールディングスはグループ各社において、シン
クサービス株式会社が運営するHDI-Japanより、企業のコールセ
ンターやWEBサイトでのサポート性をお客さまの視点から評価する


「クオリティ格付け」、「Webサポート格付け」の2分野で、最高評価
となる「三つ星」を獲得しました。


CX指標とは …
「継続意向」「取引意向」「推奨
意向」の三つを組み合わせた、
お客さまロイヤルティを測る
指標の一つです。


当社 銀行業界平均
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


6  お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献


● �三井住友信託銀行では、「遺言信託」や「遺産整理」など、信託銀行な
らではの商品・サービスを通じて円滑な相続を実現しています。加え
て、「おひとりさま信託」「人生100年応援信託」など、独自の商品も
提供しています。


● �三井住友信託銀行では、大学などの研究機関や企業と連携して、
「認知症への備え」「住まいの選択」「相続・承継」といった人生100
年時代の到来によりフォーカスされるテーマを中心に研究・開発を
継続しています。


● �2023年は、『LIFE SHIFT』の
著者リンダ・グラットン教授（ロ
ンドン・ビジネススクール教授）
をお招きし、当社トップと幅広
く意見を交換し、多くの示唆や
助言をいただきました。
https://www.smtb.jp/personal/
entrustment/interview


● �三井住友信託銀行では、社員によるジェロントロジー（老年学）の知
識習得を奨励し、その知識を用いた情報提供に力を入れています。
2024年3月末時点で「銀行ジェロントロジスト」 の保有者は3,991
名となりました。


「おひとりさま信託」


https://www.smtb.jp/personal/entrustment/after


「人生100年応援信託」


https://www.smtb.jp/personal/entrustment/passport_plus


人生100年応援信託 〈100年パスポートプラス〉
人生100年応援信託 〈100年パスポートプラス〉の特長


特長01：
タイミング


認知症や健康上の不安があるときに、三井
住友信託ファンドラップ・投資信託を手続
代理人が解約(全部解約・一部解約)し追加
信託できます


特長02：
ワンパッケージ


ご資金を、「つかう」「まもる」「つなぐ」機能
があります


特長03：
サービス


信託期間中、生活を支える多様なサービス
を優待価格等でご利用いただけます


特長04：
コンサルティング


お客さま一人ひとりに合わせた本信託の機
能の活用をご提案します


人生100年応援信託〈100年パスポートプラス〉は、運用しながら将来の認知症や健康上の不安に備えることができる信託商品
です。ワンパッケージの四つの信託機能と多様なサービスを通じ、さまざまな場面でお客さまに「安心」をご提供いたします。


親族や友人への連絡 お葬式 お墓
家の片付け ペットの世話


SNSアカウント 携帯等の解約
公共サービス等の解約 形見分け


自分に万が一の
ことがあったら


どうなる？


死後事務


不動産 遺産の分割
財産処分



https://www.smtb.jp/personal/entrustment/interview

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/interview

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/after

https://www.smtb.jp/personal/entrustment/passport_plus
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


6  お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献


● �三井住友信託銀行では、お客さま一人ひとりが「ファイナンシャル 
ウェルビーイング」を実現できるよう、金融リテラシーの向上に取り
組んでいます。


● �確定拠出年金（DC）の投資教育では、年金運用や運営管理機関とし
て培ったノウハウをベースに、年金制度や資金準備の必要性から運
用の基本的な考え方まで、DC加入者の皆さまにわかりやすく伝え
ています。


● �職域のお客さまへはライフプランセミナー（「退職後の生き方」も含
めた幅広いテーマ設定）などを通じて、情報提供を実施しています。
2023年度は、約420回開催し約32,000名のお客さまにご参加いた
だきました。


● �子育て世帯のお客さまに向けて、株式会社コズレと協働で、シリーズ
「お金の疑問と不安リアルトーク！」を発信しています。


https://feature.cozre.jp/navigator/m_shintaku


出所）三井住友信託銀行DC投資教育。企業型DCにおける投資信託選択率は2024年3月末時点集計値 三井住友信託銀行の記事 | cozre［コズレ］子育てマガジン


DC加入者の皆さまの投資信託の選択率
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度


投資信託
選択率 64% 67% 68% 74%


投資教育
実施回数 1,233回 1,930回 1,583回 1,176回


教 育 の 内 容


✓各企業のDC活用状況を分析
✓明らかになった課題への教育を提案


教 育 の 方 法


✓集合形式の教育（対面・オンライン）のほか
動画配信やアプリを活用した方法も提供


集合形式


狙い・タイミングに
応じて組み合わせ


アプリ教育
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販売等 販売等 資産運用・商品開発 資産管理


● �三井住友信託銀行では、金融リテラシー向上に取り組んでいます。
金融に関する知識や注意点を学び、お金のトラブルから身を守る知
識を身に付けてもらうことなどを目的に、三井住友信託銀行の社員
が小学校、中学校、高校に出向き、生徒の皆さまに向けて課外授業
を実施しました。


● �三井住友信託銀行内の組織である「三井住友トラスト・資産のミラ
イ研究所（ミライ研）」では、資産形成・資産活用のあり方を調査・研
究し、ホームページなどで情報発信を行っています。


https://mirai.smtb.jp/


取組状況 2022年度 2023年度


実施校数


小学校 — 17校（891名）


中学校 6校（432名） 34校（3,672名）


高校 46校（7,565名） 65校（10,547名）


合計 52校（7,997名） 116校（15,110名）


参加者からの声


 �お金のトラブルは身近に起こるものだと思った。対処法
がわかってよかった。


 �将来のことについて考えたり、大人になったときのお金
の使いみちや貯金のやり方を教えてもらって凄く勉強に
なった。


6  お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献
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機能別方針


資産運用・商品開発


｢取組方針」に基づく取り組みを実践する国内グループ会社


● 三井住友信託銀行
● 三井住友トラスト・アセットマネジメント
● 日興アセットマネジメント
● 三井住友トラスト不動産投資顧問※


● 三井住友トラスト・インベストメント※


● 三井住友トラスト基礎研究所※


※ 「取組方針」のうち、該当する項目についての取り組みを実施
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資産運用・商品開発 販売 資産運用・商品開発 資産管理


1  �資産運用の高度化（お客さまの最善の利益を追求する態勢：プロダクトガバナンス態勢）


● �三井住友トラスト・グループでは、お客さまの最善の利益を追求する
ために、プロダクトガバナンスの態勢整備に取り組んでいます。


● �グループ資産運用会社では、商品の組成にあたって想定するお客さ
ま層の特定や、期待リターンに見合ったコスト水準などを分析・検
証する態勢を構築しています。


● �グループの販売会社では、お客さまの資産・収入状況や取引経験、
取引目的などに沿ったふさわしい商品の提供や、投資判断の材料
となるリスク・リターン・コスト分析や類似商品との比較を交えた
わかりやすい説明に取り組んでいます。


● �2023年度においては、グループの資産運用会社での運用状況の定
期モニタリングの結果、複数のファンド繰り上げ償還を行いました。


プロダクトガバナンスとは …
組成・提供する商品・サービス（プロダクト）が、お客さまの最善の
利益に適うものであるかを確認・検証する枠組みのことです。 連携


プロダクトガバナンス


最善の利益の追求


商品・サービス組成時の
想定するお客さま層


販売時の
お客さまの資産状況や
取引経験の確認


提案・フォローアップ時の
わかりやすい情報提供


（商品性・手数料・コストの内訳等）


期待リターンに
見合ったコスト水準の


分析・検証


お客さま


販売会社
（三井住友信託銀行）


資産運用会社
（三井住友トラスト・アセットマネジメント、


日興アセットマネジメント）
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資産運用・商品開発 販売 資産運用・商品開発 資産管理


1  �資産運用の高度化


● �三井住友トラスト・ホールディングスでは、資産運用・資産管理
を軸としたビジネスモデルの推進により、AUF（Assets Under 
Fiduciary）※1800兆円を目指し取り組んでいます。


● �お客さまより受託した資産の運用にあたっては、利用する証券会社
などの評価・選定を適切に実施することにより、執行の迅速性、確実
性を確保する最良の条件で執行することに努めています。


● �資産運用残高※2は、2024年3月末時点で、約139兆円となってい
ます。


資産運用残高AUF（残高）


150


100


50


0
（3月末）


（兆円）


2021 2022 2023 2024


800


600


400


200


0
2022
（実績）


2023
（実績）


2025
（目標）


2030
（ありたい姿）


（年度）


（兆円）


AUFとは …
三井住友トラスト・ホールディングスが社会課題解決と市場の創出・拡大に貢献する取り組
みの規模を示す指標です。事業者と投資家双方の視点から信託の特長を活かした機能を発揮
し、資金・資産・資本の好循環を創出・加速し、AUFの拡大を目指します。


※1 �AUF：Assets Under Fiduciaryグループ会社が社会課題解決と市場の創出・拡大に貢献する取り組み
の規模を示す残高でバランスシート以外（AUM+AUC+AUA）とバランスシートの合計。（AUM/AUC/
AUA：Assets Under Management/Custody/Administration）


※2 �三井住友信託銀行、三井住友トラスト・アセットマネジメントおよび日興アセットマネジメントの資産運用
残高の合計値。三井住友信託銀行から、三井住友トラスト・アセットマネジメントおよび日興アセットマネジ
メントへの再委託による重複分を除く。
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資産運用・商品開発 販売 資産運用・商品開発 資産管理


2  お客さまの多様なニーズに応える商品・サービスの開発・提供
3  お客さま本位のコンサルティングの実践と情報提供／ 4  専門性の向上


● �三井住友トラスト・グループでは、グループ内の資産運用会社の強みを活かした特徴的な運用力を発揮し、お客さまの信頼・支持の獲得に努めて
います。


2022 2023 2024 （3月期）


3.0


2.0


1.0


0


（兆円）


2022 2023 2024 （3月期）


5.0


4.0


3.0


2.0


1.0


0


（兆円）


強み  DC・DB※で培った運用力と商品提供力


 �強みであるDC（確定拠出年金）やNISAなど、資産形成商品のラインアップ
整備やNISA新制度への対応を実施しています。2023年度は、企業型DC
商品では2商品、NISA対応商品では5商品を設定しました。


 �お客さまの中長期的資産形成に向け、DCファンドとつみたてファンドの
運用に力を入れており、2024年3月末時点これらのファンドの残高合計は
2.75兆円となりました。


強み  独自のグローバルネットワークとユニークな商品力


 �運用部隊は独自のキャリア・パスを持っており、主要な運用者に対してはグ
ローバルにリテンションの仕組みを導入し、ファンドパフォーマンスの向上
に取り組んでいます。


 �お客さまの長期的な資産形成の役に立つことを最大の使命としています。
長期的な資産形成に適した決算回数が年2回以下のファンド本数は2024
年3月末時点で161本、運用資産は約5.0兆円になりました。


その他の取り組みはこちらから
三井住友トラスト・アセットマネジメント


https://www.smtam.jp/company/policy/fiduciary/


その他の取り組みはこちらから
日興アセットマネジメント


https://www.nikkoam.com/about/fiduciary/esg-all


資産形成型ファンドの資産残高つみたて（長期資産形成向け商品）の残高


※ DB：確定給付型企業年金
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資産運用・商品開発 販売 資産運用・商品開発 資産管理


5  ｢責任ある機関投資家」としてのスチュワードシップ活動の高度化
6  経営の独立性を確保したガバナンスの構築・強化


● �三井住友信託銀行、三井住友トラスト・アセットマネジメント、日興
アセットマネジメントにおいては、「責任ある機関投資家」の諸原則


（日本版スチュワードシップ・コード）を受け入れ、当該コードの趣
旨に則った対応方針を公表しています。


 �三井住友トラスト・アセットマネジメントでは、責任ある機関投資
家として、中長期的な企業価値向上を目的としたエンゲージメント
活動や議決権行使などのスチュワードシップ活動を行っています。
この活動を通じて、お客さまの中長期的な投資リターンの拡大を
図っています。


 �日興アセットマネジメントは、2023年度、前年度に引き続き多く
の企業とエンゲージメントを行いました。対話の際には企業の公
開情報を精査して事前に本質的な課題を把握した上で、課題を企
業と共有し、課題解決への行動を促しました。


● �グループの資産運用会社各社は、独立社外取締役を導入し、グルー
プ販売会社からの経営・運営の独立性を確保する体制を構築してい
ます。


 �三井住友トラスト・アセットマネジメントでは、独立社外取締役お
よび外部有識者を含む「FD諮問委員会」を定期的に開催し、外部
からの独立した意見・提言を受け、これを取締役会などに報告し
て経営に活かすことで、グループの販売会社からの経営・運営の
独立性を確保する体制を構築しています。


 �日興アセットマネジメントでは、取締役会は社外取締役が議長を
務め、2024年4月1日現在11名中9名が社外取締役、うち日興ア
セットマネジメントと資本関係のない独立社外取締役は8名とい
う体制であり、本邦の運用業界においては極めて独立性と透明性
の高いガバナンス体制を確保しています。


独立社外取締役の体制


三井住友トラスト・アセットマネジメント
コーポレートアクション※のあった社数とエンゲージメント社数に対する比率推移（累積）


※ �コーポレートアクションとは三井住友トラスト・アセットマネジメントが表明した意見に合致した企業行
動を指します。 三井住友トラスト・アセットマネジメント 日興アセットマネジメント


50% 73% （2024年4月時点）
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機能別方針


資産管理


｢取組方針」に基づく取り組みを実践する国内グループ会社


● 三井住友信託銀行
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資産管理 販売 資産運用・商品開発 資産管理


1  資産管理サービスの堅確性・迅速性の確保
2  お客さまのニーズへの対応、社会的インフラとしての事務・システム等の高度化


● �グループ全体で機関投資家などのお客さまの多様なニーズに応じ、
資産管理サービスの充実を図っています。


● �保管・決済・会計・レポーティングといった資産管理の基盤部分に
おいては、コスト競争力確保の観点から規模拡大によるスケール
メリットを追求し、お客さまの多様なニーズに対応できる高品質な
サービスを提供しています。また資産管理業務を再委託している 
日本カストディ銀行では、システム・事務の統合による業務効率化や
コスト削減に取り組んでいます。


● �資産管理サービス業務におけるグループ全体での人材活用に資す
るべく、知見を有する人材の採用に加え、グローバル化を支える中
核的な人材や海外拠点の現地スタッフを含む人材の育成を推進し
ています。人材育成においては、資格取得支援、外部セミナーへの派
遣に加え、研究会を設置し知見の収集・共有に努めました。


● �資産管理サービスに対するお客さまアンケートを実施し、再委託
先である日本カストディ銀行とともにサービスの改善・高度化に向
けた活動を推進しています。海外資産管理にかかるシステムについ
て、機能強化・効率化・事務の堅固化を目的とした更改を予定して
います。


● �2023年度のグループ資産管理残高は、時価および為替の変動など
の影響もあり、国内資産管理残高は約201兆円、海外資産管理残高
は約5,196億ドルとなっています。


グループ資産管理残高※
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※ グループ資産管理残高
（国内）	投資信託・特定金銭信託等の信託財産やカストディ等の合計額
（海外）	海外資産管理現地法人のカストディ、ファンドアドミの残高
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資産管理 販売 資産運用・商品開発 資産管理


3  お客さまの投資活動やミドル・バック業務に資する情報提供・サービスの高度化


● �資産運用会社などのミドル・バック業務の
諸課題に対応するソリューションとして、
資産運用業務、資産管理業務、アセット
サービスの諸機能をアウトソース・サービス


「JABIS®」※として提供しています。
※ �JABIS®（ジャビス）：Japan Asset Business Information Services
の略称で、三井住友信託銀行の登録商標


● �クライアントレポート業務のサービスメ
ニューの拡充やミドル・バック業務のアウ
トソースソリューションの高度化を推進し、 
お客さまの業務効率化、コスト削減、持続的
なPDCAサイクルの確立に貢献できるサー
ビスの提供に努めています。


● �2024年3月末時点で、31社（国内運用会社
26社、海外運用会社5社）にご利用いただい
ています。


● �レポーティング業務へのご要望の拡大を受
け、クラウドサービスを活用するなど、業務
基盤の強化に取り組んでいます。


資産運用会社様


三井住友信託銀行


JABIS® サービス受託会社数


JABIS® サービス概要


海外運用会社 国内運用会社40


30
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10


0
2020 2021 2022 2023 2024 （3月末）


（社）


データ提供
ソリューション提供


業務アウトソース
ソリューション実現


業務アウトソース
ソリューション実現


業務アウトソース
ソリューション実現


運用フロント業務 バックオフィス業務


バックオフィス業務


ミドルオフィス業務


ミドルオフィス業務


クライアントレポート業務


クライアントレポート業務フロント業務
サポート


● 投信計理事務


● 目論見書・有報（法定開示）


● 投資顧問経理事務


● 照合・指図業務


● データマネジメント


● パフォーマンス分析


● リスク分析


● 外国権利関係事務


● デリバティブ証拠金管理事務


● 運用報告書


● 投信週月報


● カスタマイズレポート


● BISレポート


● モニタリング資料 等
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⚫ 共通KPIは、金融庁が公表している「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIの定義」および「外貨建保険の販売会社にお


ける比較可能な共通KPIの定義」に則り算定しております。
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で大きく増加しました。
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※ 金融庁公表の定義（「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIの定義」）に沿って算出しています。詳細な算出方法等については、8頁をご覧ください。


1.（投資信託・ファンドラップ）運用損益別お客さま比率


（ファンドラップ）運用損益別お客さま比率


2022年3月：98％ 2023年3月：82％ 2024年3月：99％
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2.（投資信託）預り残高上位20銘柄のコスト・リターン/リスク・リターン


⚫2024年3月末基準におけるリターンは、株高・円安などの市況の影響を受け大幅に上昇しました。 また、コストは、インデックスファンドの
販路拡大・販売積み上げに伴い、減少傾向となっています。


※ 典型的なコア運用の銘柄を対象としています （5頁にてファンド名末尾に【コア】と記載）。
※ 詳細な算出方法等については、9頁をご覧ください。 4
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13.5% 6.8% 14.3% 6.1％ 14.6% 10.1％


参考：ファンドラップ（△） 7.7% 5.1% 8.0% 4.0% 7.8% 7.5%


投資信託
預り残高上位20銘柄
リスク・リターン


▲：コア運用の銘柄


●：サテライト運用の銘柄


△：ファンドラップ


◆：残高加重平均値


※


0%0％0%0％0%0％


2022年3月末基準 2023年3月末基準 2024年3月末基準


投資信託の預り残高上位20銘柄（◆）
（残高加重平均値）


コスト リターン コスト リターン コスト リターン


2.0% 6.8% 1.9% 6.1％ 1.8% 10.1％


参考：ファンドラップ（△） 1.7% 5.1% 1.7% 4.0% 1.8% 7.5%
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※
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3.（投資信託）預り残高上位20銘柄


No


2022年3月基準 2023年3月基準 2024年3月基準


ファンド名 リスク リターン コスト
シャープ
レシオ※1 ファンド名 リスク リターン コスト


シャープ
レシオ※1 ファンド名 リスク リターン コスト


シャープ
レシオ※1


1 J-REIT・リサーチ・オープン（毎月決算型） 14.4% 6.6% 1.7% 0.46 Ｊ－ＲＥＩＴ・リサーチ・オープン（毎月決算型） 14.6% 5.2% 1.7% 0.36 世界経済インデックスファンド【コア】 10.0% 10.1% 0.6% 1.01


2 オーストラリア公社債ファンド 9.3% 2.0% 2.0% 0.22 世界経済インデックスファンド【コア】 10.3% 5.8% 0.6% 0.56 Ｊ－ＲＥＩＴ・リサーチ・オープン（毎月決算型） 14.8% 2.5% 1.7% 0.17


3 コア投資戦略ファンド（成長型）【コア】 7.6% 4.2% 2.3% 0.55 次世代通信関連 世界株式戦略ファンド 21.5% 8.2% 2.5% 0.38 次世代通信関連 世界株式戦略ファンド 22.8% 17.5% 2.5% 0.77


4 世界経済インデックスファンド【コア】 9.8% 7.3% 0.6% 0.75 オーストラリア公社債ファンド 9.6% 1.8% 2.0% 0.19 コア投資戦略ファンド（成長型）【コア】 7.4% 6.3% 2.3% 0.84


5
ピクテ・マルチアセット・アロケーション・
ファンド【コア】


4.3% 2.6% 2.3% 0.61 コア投資戦略ファンド（成長型）【コア】 7.8% 3.3% 2.3% 0.43 オーストラリア公社債ファンド 9.8% 3.7% 2.0% 0.37


6 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド 15.2% 9.3% 2.5% 0.61
ピクテ・マルチアセット・アロケーション・
ファンド【コア】


5.0% 0.6% 2.3% 0.11 グローバル・ロボティクス株式（１年決算型） 21.0% 22.2% 2.6% 1.06


7 インフラプラス（豪ドルコース） 25.0% 3.9% 2.5% 0.16 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド 15.5% 10.0% 2.5% 0.64 米国株式インデックス・ファンド 17.2% 21.7% 0.5% 1.26


8 コア投資戦略ファンド（安定型）【コア】 5.7% 2.6% 2.3% 0.46 グローバル・ロボティクス株式（１年決算型） 21.4% 13.1% 2.6% 0.61
ピクテ・マルチアセット・アロケーション・
ファンド【コア】


5.2% 2.3% 2.3% 0.44


9 グローバル・ロボティクス株式（1年決算型） 19.5% 16.6% 2.6% 0.85 コア投資戦略ファンド（安定型）【コア】 5.9% 1.9% 2.3% 0.32 米国成長株式ファンド 20.0% 22.2% 2.5% 1.11


10 新光US-REITオープン 16.8% 9.7% 2.2% 0.58 米国株式インデックス・ファンド 17.8% 15.2% 0.5% 0.85 ピクテ・グローバル・インカム株式ファンド 15.6% 8.5% 2.5% 0.55


11 SMT日経225インデックス・オープン 16.4% 9.7% 0.4% 0.59 ＳＭＴ日経２２５インデックス・オープン 17.0% 7.2% 0.4% 0.42 コア投資戦略ファンド（安定型）【コア】 5.7% 3.9% 2.3% 0.68


12 Jリートファンド 14.1% 6.4% 1.4% 0.46 インフラプラス（豪ドルコース） 26.2% 2.3% 2.5% 0.09 コア投資戦略ファンド（切替型）【コア】 6.8% 5.2% 2.3% 0.77


13
オーストラリアREIT・リサーチ・オープン
（毎月）


27.2% 6.5% 2.3% 0.24 コア投資戦略ファンド（切替型）【コア】 6.9% 2.1% 2.3% 0.31 グローバル３倍３分法ファンド（１年決算型） 19.8% 5.0% 0.9% 0.25


14 コア投資戦略ファンド（切替型）【コア】 6.7% 3.1% 2.3% 0.46 米国成長株式ファンド 20.5% 14.4% 2.5% 0.70 ＳＭＴ日経２２５インデックス・オープン 17.0% 15.5% 0.4% 0.91


15 ジャパン・ロボティクス株式（1年決算型） 17.7% 8.4% 2.4% 0.48 新光ＵＳ－ＲＥＩＴオープン 18.2% 7.9% 2.2% 0.43 ジャパン・ロボティクス株式（１年決算型） 18.4% 10.1% 2.4% 0.55


16 米国成長株式ファンド 18.6% 21.4% 2.5% 1.15 Ｊリートファンド 14.2% 5.4% 1.4% 0.38 新光ＵＳ－ＲＥＩＴオープン 18.4% 7.7% 2.2% 0.42


17 インフラプラス（米ドルコース） 19.5% 5.5% 2.5% 0.28 ジャパン・ロボティクス株式（１年決算型） 18.9% 2.3% 2.4% 0.12 世界eコマース関連株式オープン 19.7% 15.1% 2.4% 0.77


18 フィデリティ・USハイ・イールドF 10.0% 6.2% 2.4% 0.62 フィデリティ・ＵＳハイ・イールドＦ 10.7% 7.6% 2.4% 0.71 インフラプラス（豪ドルコース） 25.8% 4.5% 2.5% 0.18


19 ダイワ・US-REIT・オープンBコース 16.8% 12.4% 2.2% 0.74 インフラプラス（米ドルコース） 20.3% 7.0% 2.5% 0.35 フィデリティ・ＵＳハイ・イールドＦ 10.5% 10.5% 2.4% 0.99


20 J-REIT・リサーチ・オープン（年2回決算型） 14.5% 6.6% 1.7% 0.46 世界eコマース関連株式オープン 21.8% 8.9% 2.4% 0.41 ダイワ・ＵＳ－ＲＥＩＴ・オープンＢコース 18.9% 11.4% 2.2% 0.60


参考 ファンドラップ※2 7.7% 5.1% 1.7% 0.67 ファンドラップ※2 8.0% 4.0% 1.7% 0.50 ファンドラップ※2 7.8％ 7.5% 1.8% 0.96


※1 リスクに対するリターンを測る指標。この数値が大きいほど、リスクをとったことによって得られたリターンが大きいことを示します。
※2 ファンドラップに関する算出方法については9頁をご覧ください。
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※ 外貨建保険は、保障と運用を兼ねており、満期や死亡の際には保険金が支払われます。解約時には解約返戻金が支払われますが、
保険商品は長期保有を前提としており、特に、契約後の早い段階に解約した場合に受け取る解約返戻金は、一定額の解約控除等に
より、一時払保険料を下回る場合があります。


※ 解約返戻金は基準日時点の為替レートで円貨換算しており、満期まで保有した場合や、外貨で受け取る場合の評価とは異なります。
※ 詳細な算出方法等については、10頁をご覧ください。


2022年3月：78％ 2023年3月：44％ 2024年3月：83％
プラスの


お客さま比率


⚫ 米ドル・豪ドルの円安相場によって、外貨建保


険の含み益が増加し、2024年3月末における


運用評価がプラスのお客さまの割合は大きく


増加しました。


⚫ 保険のフォローアップの説明資料の充実のた


め、契約中の商品ごとに証券番号・契約日・払


込保険料・解約時損益を表示した「生命保険ご


契約内容一覧」を利用し、お客さまへの情報提


供を行っています。


⚫ また、75歳以上のお客さまには、保険契約が


長期にわたることを踏まえ、ご家族あての契約


内容の説明をご提案するなど、家族間で契約


内容を共有していただく取り組みを行ってい


ます。


⚫ 引き続き、ライフイベントや家族の構成の変化、


お客さまニーズを踏まえたコンサルティングの


実践ならびにフォローアップを行っていきます。


4.（外貨建保険）運用評価別お客さま比率


（外貨建保険）運用評価別お客さま比率
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No 銘柄名 コスト リターン


1 ラップライフ 1.08% 0.65%


2 しあわせ、ずっと 0.91% 1.30%


3 ラップパートナー 1.15% 0.89%


4 ラップギフト 1.36% 0.75%


5 マーレ 0.50% 2.91%


6 ロングドリームＧＯＬＤ 1.07% 1.71%


7 ビーウィズユー（ＵＳドル建） 0.43% 3.14%


8 モンターニュ 0.32% 3.38%


9 マーレⅡ 0.37% 0.86%


10 モンターニュ２ 0.38% 3.43%


11 シリウスデュアル 0.43% 2.03%


12 世界の果実 0.42% 2.85%


13 シリウスハーモニー 0.43% 2.48%


14 ロングドリーム 0.33% 3.27%


5.（外貨建保険）銘柄別コスト・リターン


No 銘柄名 コスト リターン


1 しあわせ、ずっと 0.88% 1.01%


2 ラップパートナー 0.94% 0.58%


3 ラップライフ 0.99% △0.20%


4 ラップギフト 1.44% △0.88%


5 やさしさ、つなぐ 0.55% △0.21%


6 ラップライフプラス 1.51% 1.19%


7 ロングドリームＧＯＬＤ 0.91% 1.26%


8 マーレⅡ 0.61% 1.23%


9 マーレ 0.32% 2.32%


10 ビーウィズユー（ＵＳドル建） 0.52% 3.05%


11 モンターニュ 0.21% 2.84%


12 シリウスデュアル 0.24% 2.74%


13 モンターニュ２ 0.25% 2.49%


14 ラップすけっち 0.55% △1.84%


15 世界の果実 0.38% 2.45%


16 シリウスハーモニー 0.59% 2.60%


17 ロングドリーム 0.31% 3.23%
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残高加重平均値（◆）
コスト リターン コスト リターン コスト リターン


1.05% 0.96% 0.97% 0.42% 0.86% 2.66%


※詳細な算出方法等については、10頁をご覧ください。


No 銘柄名 コスト リターン


1 しあわせ、ずっと 0.80% 1.52%


2 ラップパートナー 0.79% 1.87%


3 やさしさ、つなぐ 0.51% 1.68%


4 ロングドリームＧＯＬＤ2 1.04% 6.21%


5 ラップギフト 1.34% 2.24%


6 ふるはーとＪロードグローバル 1.04% 5.61%


7 ラップライフプラス 1.41% 1.98%


8 ラップライフ 0.89% 2.86%


9 ラップすけっち 0.60% 4.09%


10 マーレⅡ 0.59% 3.90%


11 ロングドリームＧＯＬＤ 0.88% 1.66%


12 マーレ 0.30% 3.01%


13 ビーウィズユー（ＵＳドル建） 0.48% 3.55%


14 モンターニュ 0.20% 3.26%


15 シリウスデュアル 0.24% 4.44%


16 モンターニュ２ 0.24% 3.09%


17 世界の果実 0.38% 3.11%


18 シリウスデュアルハーモニー 0.53% 4.53%


19 ロングドリーム 0.31% 4.02%
7
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算出方法


対象顧客 ⚫ 基準日時点に投資信託及びファンドラップを保有している個人の顧客


対象取引
⚫ 自社の投資信託口座による取引


⚫ 他社の金融商品仲介口座による取引（以下、仲介取引）


対象商品
⚫ 基準日時点で対象顧客が保有している投資信託（公募の国内株式投資信託・外国投資信託）及びファンドラップ


⚫ 投資信託には、ETF、上場REIT、公社債投信(MRF、MMF等）、私募投信、確定拠出年金・財形・ミリオンで買い付けた投資信託は含まない


全体
⚫ 投資信託及びファンドラップのそれぞれについて運用損益を算出


⚫ 外貨建て投資信託の評価金額の算出には、各社の定める手法（換算レートなど）を適用


投資信託


分子
⚫ 基準日時点の評価金額＋累計受取分配金額（税引後）＋累計売付金額－累計買付金額（含む消費税込の販売手数料）


⚫ 基準日時点までに全部売却・償還された銘柄は対象外


分母 ⚫ 基準日時点の評価金額


遡及期間
⚫ 当該銘柄の購入当初まで遡及


遡及できない場合は、各社が顧客に提供している「トータルリターン通知」の手法を適用


ファンド
ラップ


分子
⚫ 基準日時点の評価金額※ ＋ 累計払戻金額 − 累計払込金額


※ 投資一任報酬等の期中費用控除後の金額


分母
⚫ 基準日時点の評価金額※


※ 投資一任報酬等の期中費用控除後の金額


遡及期間 ⚫ 取引開始日まで遡及


名寄せ ⚫ 投資信託口座と金融商品仲介口座の名寄せ不要（例えば、銀行において、１人の顧客が投資信託口座と金融商品仲介口座の両方で取引を行っている場合は、２人としてカウント）


運
用
損
益
計
算


左記方法で算出でき


ない場合、各社がファ


ンドラップの運用損


益計算に使用してい


る手法を適用


運用損益別お客さま比率（投資信託・ファンドラップ）
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ご参考 ： 共通KPI算出方法


算出方法


対象銘柄


⚫ 預り残高上位20銘柄（設定後5年以上）


⚫ 自社取引、他社への仲介取引・紹介取引による残高を同一銘柄について合算の上、上位20銘柄を算出


⚫ DC専用、ファンドラップ専用投信、ETF、上場REIT、公社債投信（MRF、MMF等）、私募投信は除く。単位型は含む


⚫ 外貨建て投資信託は除く


コスト


全体 ⚫ 基準日時点の販売手数料（消費税込み）の1/5と信託報酬率（同左）の合計値


販売手数料率 ⚫ 目論見書上の上限ではなく、取扱い時の最低販売金額での料率（自社取引、他社への仲介取引のうち、最も高い料率を使用）


信託報酬率 ⚫ 目論見書上の実質的な信託報酬率の上限（その他の費用・手数料は含まず）


リスク
⚫ 過去5年間の月次リターンの標準偏差（年率換算）


⚫ 騰落率算出の際に用いる基準価額は分配金再投資後（税引前）の基準価額を使用


リターン
⚫ 過去5年間のトータルリターン（年率換算）


⚫ 騰落率算出の際に用いる基準価額は分配金再投資後（税引前）の基準価額を使用


ファンドラップに関するコスト・リスク・リターンの算出方法について


ファンドラップに関するコスト・リスク・リターンは、設定後5年以上のコースを単純平均しています。


コースごとのコストについては、投資顧問報酬に加え、投資対象となる投資信託の信託報酬等を加


えています。


投資顧問報酬については、作成日時点におけるお客さまの契約期間に応じた長期保有優遇制度適


用後の固定報酬型の報酬料率を単純平均した数値をもとに算出しています。


コースごとのリスク・リターンについては、投資対象となる投資信託の基準価額と各運用コース毎


の基本資産配分比率をもとに、以下の前提にてシミュレーションを行い算出しています。


⚫ 基本資産配分比率の変更、資産内でのファンド組入比率の変更については、お客さまへの比率適


用の開始日に全資産に対して実施したものとしています。


⚫ 原則として四半期毎に行っている定例のリバランス（時価変動により乖離した基本資産比率を計


画水準まで戻す投資行動）については、実施した月の月初に全資産に対して実施したものとして


います。


⚫ 市場急変時等に、臨時でリバランスを行った場合については、投資行動の開始日に全資産に対し


て実施したものとしています。


⚫ 投資信託の売買等により発生する譲渡税等については考慮していません。


コスト・リターン、リスク・リターン（投資信託）
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算出方法


対象顧客 ⚫ 基準日時点に外貨建一時払保険を契約している個人の顧客


対象契約
⚫ 自社が保険募集を行った契約


⚫ 基準日時点で解約済みの契約、年金の支払いが開始している年金契約（据置期間の契約も含む）は除外する


対象商品


⚫ 基準日時点で対象顧客が保有している外貨建一時払保険


⚫ 外貨建医療保険、外貨建平準払保険は除外する


⚫ 介護保障や特定疾病保障等、生前給付の保障が組み込まれている商品は除外する


運用評価計算
分子


⚫ （基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額）－契約時点の一時払保険料（いずれも円換算）


⚫ 解約返戻金額について、時価評価を行うため、金利変動による市場価格調整(MVA)（注）は反映する


⚫ 既支払金を外貨で支払った場合に使用する為替レートは各社の定める手法を適用


分母 ⚫ 契約時点の一時払保険料（円換算）


名寄せ ⚫ 顧客が複数契約に加入している場合の名寄せは不要


算出方法


対象契約


⚫ 自社が保険募集を行った契約


⚫ 保険契約開始から60か月以上経過した契約


⚫ 基準日時点で解約済みの契約、年金の支払いが開始している年金契約（据置期間の契約も含む）は除外する


対象銘柄


⚫ 外貨建一時払保険のうち、保険契約開始から60か月以上経過した契約が存在する銘柄


⚫ 対象となる契約にかかる基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額の合計額で、最大上位20銘柄とする


⚫ 外貨建医療保険、外貨建平準払保険は除外する


⚫ 介護保障や特定疾病保障等、生前給付の保障が組み込まれている銘柄は除外する


コスト


⚫ 個別銘柄のコストは、各契約のコスト率について、保険会社が支払う代理店手数料のうち、新契約手数料率を基準日までの契約期間(月単位)で除したものと年間の継続手数料率を使用することで算出し、各契


約のコスト率を、各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均する


⚫ 契約期間の途中で継続手数料率の取扱い手数料支払いが完了している場合、支払いがあった年度分の継続手数料率を累積した上で、経過期間に基づき年率換算を行う


⚫ 手数料率を販売会社の個別契約ごとに紐づけることが困難な場合、実態と大きく乖離しない程度に各販売会社が簡易に定めた手数料率※を使用する


※ 保険会社における当該銘柄の保有全契約のうち、保険契約開始から60か月以上経過した契約（基準日時点で有効であるもの）を対象に、当該銘柄を組成する保険会社にて算出される、各契約に適用されて


いる新契約手数料率及び継続手数料率を各契約の契約時点の一時払保険料（円換算）で加重平均した値を使用する


リターン


⚫ 各契約のリターン率について、(基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額－契約時点の一時払保険料)÷(契約時点の一時払保険料) を年率に換算し、各契約のリターン率を、各契約の契約時点の


一時払保険料で加重平均する（いずれも円換算）


⚫ 解約返戻金額について、時価評価を行うため、金利変動による市場価格調整(MVA)（注）は反映する


加重平均値 ⚫ コスト、リターンともに、個別銘柄の対象となる契約にかかる基準日時点の解約返戻金額＋基準日時点の既支払金額の合計額で加重平均する


運用評価別お客さま比率（外貨建保険）


銘柄別コスト・リターン（外貨建保険）


（注）市場価格調整(MVA)を反映するに当たっては、解約返戻金額の計算基礎を設定する時期と解約時期の間に生じる金利変動や、運用資産の売却に係る取引費用等に備えるために係数を定める場合、その係数に基づく解約返戻金の減額も反映する。
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三井住友信託銀行の


2024年度行動計画


2024年 6月作成


三井住友信託銀行


「三井住友トラスト・グループの


フィデューシャリー・デューティーに関する取組方針」に基づく
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三井住友信託銀行のお客さま本位の取り組み


当社では、取組方針や取り組みへの実施状況を踏まえ、実施・推進し


ている具体的な取り組みや今後取り組むべき内容を＜行動計画＞と


して定めています。＜行動計画＞に沿った取り組みを進めるとともに、


FD・CS企画推進部を中心に研修などを通じた役職員へのフィ


デューシャリー・デューティーの浸透や、日々の業務運営におけるフィ


デューシャリー・デューティーの実践を通じて、お客さまから最も信頼


される ｢ベストパートナー」として、お客さまとともに成長してまいり


ます。


以下に、当社の＜行動計画＞を紹介いたします。


三井住友トラスト・グループは、「信託の力で、新たな価値を創造し、


お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる」という存在意義（パー


パス）を共通の思いに据え、経営理念を実現のため「お客さま本位


の徹底」をはじめとした行動規範を役職員が遵守し、フィデューシャ


リー・デューティーの実践に努めてまいります。


三井住友トラスト・ホールディングスでは、お客さま本位の取組方針


として、「三井住友トラスト・グループのフィデューシャリー・デュー


ティーに関する取組方針」（以下、取組方針）を公表しています。三井


住友信託銀行（以下、当社）は、資産運用、販売、資産管理に携わる


金融事業者として「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択し、取


組方針に示された＜グループの基本方針（行動原則）＞を遵守する


とともに、＜機能別方針＞を踏まえた取り組みを進めています。
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三井住友信託銀行の＜行動計画＞


お客さま本位のコンサルティングの実践


わかりやすい情報提供


お客さまの多様なニーズに応える幅広い商品・サービスの提供・開発


お客さま本位の徹底と専門性の向上


多様な機能を生かした金融サービスの提供


資産管理資産運用・商品開発販売等


お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献


⚫ 営業店部担当者（以下、お客さま担当）の知識・スキル向上を図り、お客さ


ま担当を軸としたトータルコンサルティングの一層の高度化に取り組みま


す。


⚫ お客さまやお客さま担当の声をもとに、コンサルティングツールの改善・拡


充を図り、お客さまのお悩み・ニーズに対する最適な提案を行います。


⚫ お客さまのライフステージやポートフォリオの変化に応じた定期的なフォ


ローアップを行います。高齢のお客さまへは、契約内容や提案内容をご家


族に説明・共有する取り組みを行います。


⚫ デジタルコンテンツの機能・構成の改善を通じ、公式スマホアプリやホーム


ページによるわかりやすい情報提供に取り組みます。


⚫ 幅広い世代のお客さまに、信託銀行ならではの商品・サービスの提供を継


続するとともに、提案機会の拡充に取り組みます。


⚫ 信託銀行らしいコンサルティングに特化した店舗や休日の相談窓口など


チャネル整備に取り組みます。


⚫ 投資信託など運用商品の選定について、外部評価機関を活用するなど厳格


な基準に基づき行い、プロダクトガバナンス態勢の構築や販売管理態勢の高


度化に取り組み、お客さまの最善の利益に適った商品・サービスを提供します。


⚫ 社内研修などを通じてお客さま本位の業務運営への意識浸透および風土


醸成に取り組みます。


⚫ 多様化する資産管理・資産承継ニーズに対応できる財務コンサルタントな


ど、専門人材の育成に取り組みます。


⚫ 個人・法人・投資家・不動産・マーケット事業間の情報・ノウハウ共有を通じ


て、各ステークホルダーの課題解決を目指すにあたり、適切な利益相反管


理が最も重要であると認識し、現状の管理態勢等に関し幅広く検証し、説


明や情報開示の充実など一層の高度化を図ります。


⚫ 人生100年時代におけるさまざまな課題に対して、信託銀行ならではの


知見を基にした適時適切な情報発信を通じて、ファイナンシャルウェル


ビーイングの実現に取り組みます。


⚫ お客さまアンケートを活用した商品・サービス改善・開発に取り組むととも


に、お客さまロイヤルティ向上を企図した活動に取り組みます。
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⚫ 継続的なモニタリングを通じて検出された商品・サービスの改善を図ると


ともに、運用プロセスの見直しに取り組みます。


⚫ ESG課題への対応として、国内外の運用会社との提携・協業などを含め


た運用商品ラインアップの整備・強化に取り組みます。


⚫ お客さまの利益の最大化のために、想定するお客さま層の特定やリスク・


コスト・リターンの分析・検証、販売会社における販売状況のモニタリング


など、プロダクトガバナンス態勢を整備、高度化します。


資産運用の高度化


⚫ 資産管理サービスの更なる堅確性・迅速性の確保・向上に繋がる専門人材


などの育成に取り組みます。


お客さまのニーズへの対応、社会的インフラとしての
事務・システムの高度化


資産管理サービスの堅確性・迅速性の確保


お客さまの投資活動の拡大やミドル・バック業務の
効率化・合理化に資する情報提供・サービスの高度化


お客さまの多様なニーズに応える幅広い商品・サービスの提供・開発


わかりやすい情報提供


「責任ある機関投資家」としてのスチュワードシップ活動の高度化


資産管理資産運用・商品開発販売等


⚫ お客さまの資産や負債の状況、運用環境などを踏まえ、制度設計も含めた


コンサルティングにより、グループ内外の高品質な運用商品・サービスを


提供します。


⚫ お客さまの最善の利益・資産運用力高度化に適う商品・サービスを提供す


るために、コンサルティングを通じてお客さまのニーズを的確に把握し、


グループ内外の高品質な運用商品・サービスを最適な組み合わせで提供


します。


⚫ 日本版スチュワードシップ・コードを踏まえ、受託者としてスチュワード


シップ責任を果たすため「スチュワードシップ責任に関する対応方針」およ


び「日本版スチュワードシップ・コードの原則への対応方針」を更新・公表し、


適切に取組を推進します。


⚫ 資産管理サービス提供先からの各種アンケートの分析結果などを踏まえ、


WEBサービスの強化、運用手法多様化への対応など、更なる利便性の向


上を目指る取り組みを推進します。


⚫ 資産運用会社をはじめとするお客さまの投資活動の拡大と資産運用の高


度化に向けて、信託業務および銀行業務の知見を活かし、投資信託計理


業務や法定報告業務の提供に加えて、各種レポーティング業務、デリバ


ティブ取引に係る管理業務等のミドル・バックオフィス業務の事務受任


サービスの拡充・高度化に取り組みます。


< / >


三井住友信託銀行の＜行動計画＞
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三井住友信託銀行（以下、当社）は、三井住友トラストグループ（以下、当グループ）の
存在意義（パーパス）を共通の思いに据え、お客さま・社会とともに成長し続けることを目指します。


三井住友トラストグループの存在意義（パーパス）
信託の力で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる


当グループでは、パーパスの実現のために「お客さま本位の徹底」をはじめとした行動規範を役職員に共有して
います。これを実践・徹底していくために、「三井住友トラストグループのフィデューシャリー・デューティーに
関する取組方針」（以下、取組方針）を策定し、その取組状況を定期的に公表しています。
当社は、この取組方針に定めるグループの基本方針（行動原則）を実践し、お客さまの最善の利益を追求します。


三井住友トラストグループの基本方針（行動原則）


1 お客さま本位のコンサルティングの実践 4 お客さま本位の徹底と専門性の向上


2 わかりやすい情報提供 5 信託グループの多様な機能を生かした
金融サービスの提供


3 お客さまの多様なニーズに応える
商品・サービスの開発・提供 6 お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献


1 お客さま本位のコンサルティングの実践
お客さま一人ひとりの人生と真摯に向き合い、ライフステージや資産状況などを踏まえ、これまで当社が培って
きた知見を活かしたご提案とアフターフォローを内包したトータルコンサルティングに取り組みます。


2 わかりやすい情報提供
〈変更前〉


〈変更後〉


■01:永住者 ■02:就労 ■03:留学 ■04:短期滞在 ■99:その他（　  　　　　　   ）
■ 日本以外


永住者以外の方はご記入ください。➡
ご記入者さま情報


ご本人さま情報（本送り状の方のお名前を必ずご記入ください）


お名前


外国
PEPs
居住国


国籍


■ 日本　　　■ 日本以外➡国、地域名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


フリガナ


フリガナ
お名前 続柄 ■ 配偶者 　 ■ 父母  　■ 子供


■ その他（　  　　　　　　　 ）


ご本人さま以外の方がご記入される場合のみ、ご記入者名および続柄をご記入ください。


お取引目的等届出書（個人のお客さま用）


西暦


年 月 日


20 年 月 日


-　　       -


ご記入日


年 月 日生年月日


外国政府等において重要な公的地位にある者またはその家族（詳細は記入例ご参照）に該当する場合、以下に をご記入ください。
該当される場合は別途ご連絡させていただきます。該当しない場合、ご記入は不要です。
■ 私は、外国PEPs（外国政府等において重要な公的地位にある者等）に該当します。


在留資格
国名


在留期限
在留カード（A4コピー）
を添付してください。


■ ■ ■ ■ ■ ■ 
■ ■ ■ ■ 


■ ■ 


■ ■ ■ ■ ■ ■ 


■ ■ ■ 
■ ■ ■ 


■ ■ 


※日本との二重国籍の場合、両方に をご記入ください。
■ 日本 （日本国籍の方、特別永住者の方はこちらをご選択ください）


全てご記入ください。
黒いボールペンでご記入ください。
｢その他｣をご選択された場合には必ず（　 ）の中に
ご記入ください。


※OCR読取箇所
  （訂正不可）


店　番 お客さま番号※


1 お客さまのご職業について、以下の該当する項目に をご記入ください。ご職業 4つまで


■ ■ ■ 
■ ■ ■ ■ ■ 
■ ■ ■ ■ 
■ ■ ■ 


■ ■ ■ ■ 


■ ■ ■ ■ 


■ ■ ■ 
     ■ 


連絡先TEL


■ ■ 


■ ■ ■ ■ ■ ■ 


■ ■ ■ 
■ ■ ■ 


■ ■ 


9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9


● お客さまのご理解に合わせたわかりやすい
説明と、ご成約後の定期的なフォローアップに
より、重要な情報を適切にわかりやすく提供
しています。


● パンフレットや資料などの「わかりやすさ」
「伝わりやすさ」の改善に取り組んでいます。


三井住友信託銀行の
コンサルティングの
流れとツール


お客さまのご資産やご家族構成の変化を捉えて、
定期的・継続的に見直しを行うことが重要です
お客さまのご希望の方法で、ご相談いただけます 


定期的なご相談1


設定した目標（ゴール）がリスク許容度に対して
適切であるかを「ポートフォリオ-Pro」で確認し、
運用方法・商品の選定を行います 


ご提案 4


「ライフサイクルナビ」を使用して、資産状況や家族構成、
資産計画といったライフプランを可視化し、
運用の目標を明確化します


ゴール（目標）を明確化3


「マネープラン」などを使用して、
お客さまのお考えを伺い、
ニーズに応じた商品・サービスを
ご案内します


ご意向の確認 2


「ポートフォリオ報告書」を使用して、
ご資産の推移をご家族構成やライフイベント、
目標（ゴール）そのものの変化を踏まえて
定期的に振り返ります


振り返り5


3 お客さまの多様なニーズに応える商品・サービスの開発・提供
お客さまのニーズにお応えできるよう、信託関連商品・運用関連商品について、質の高い商品・サービスを
取り揃えています。


（図1）信託関連商品を保有されているお客さま数＊（3月末） （図2）投資信託･投資一任運用商品・保険の残高（3月末）
資産承継にそなえる「遺言信託」や判断能力の低下などにそなえる
「人生100年応援信託」などの信託関連商品を保有されている
お客さまは、合計で約7.4万人となりました。


トータルコンサルティングを通じて、運用関連商品のお取引が
広がっています。
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＊当社で「遺言信託」「民事信託サポート」「人生100年応援信託」「おひとりさま信託」を保有されている件数。


（図3）運用損益別お客さま比率（共通KPI＊）（3月末）
2024年3月末時点で、運用損益がプラスのお客さま比率は、投資信託で91％、ファンドラップで99%となっています。


プラスのお客さま比率


0


20


40


80


60


（%）


1 1 1 01 3 8 2
1316 6


2732
15


35
24


46


12 9
19


7 7 111


2023年
2024年


2022年


-50%未満 -50%以上
-30%未満


-30%以上
-10%未満


-10%以上
0%未満


0%以上
+10%未満


+10%以上
+30%未満


+30%以上
+50%未満


+50%以上


投資信託


2023年
2024年


2022年


0


20


40


80


60


（%）


-50%未満 -50%以上
-30%未満


-30%以上
-10%未満


-10%以上
0%未満


0%以上
+10%未満


+10%以上
+30%未満


+30%以上
+50%未満


+50%以上
0 0 0 00 0 0 0 2


18
1


32
45


20


64


36


74


1 1 5 0 0 00


プラスのお客さま比率ファンドラップ


2022年3月 2023年3月 2024年3月


プラスのお客さま比率 82% 72% 91%
2022年3月 2023年3月 2024年3月


プラスのお客さま比率 98% 82% 99%


投資信託の運用損益がプラスのお客さま比率は全体の91% ファンドラップの運用損益がプラスのお客さま比率は全体の99%


＊ 金融庁公表の定義（「投資信託の販売会社における比較可能な共通KPIの定義」）に沿って算出しています。
端数処理の関係で、比率の合計が一致しない場合があります。


お客さまの最善の利益の追求に適う投資信託・保険商品の選定
当社が提供する投資信託・保険商品を選定する際には、第三者機関による調査・分析を活用し、一定以上の評価がなされて
いるものを採用するなど選定基準を定めています。当グループ内の資産運用会社の商品や、手数料の多寡にとらわれる
ことなく幅広い候補の中から品質の高い商品を選定しています。また、選定後も選定時点における品質が維持できて
いるかを継続的に検証しています。


平日夜間や休日営業、
オンライン相談の
利用拡大


● 幅広いお客さまにコンサルティングの機会をご提供できるよう平日15時以降や
休日における相談窓口を開設しています。


● ご自宅などからお気軽にご相談いただける「オンライン相談」を全店舗で実施して
おります。引き続き、お客さまの利便性や品質向上に努めてまいります。
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4 お客さま本位の徹底と専門性の向上
お客さま本位の浸透


パーパスの実現を目指した社長・役員による全国の営業店部向けキャラバン活動に加え、全ての営業店部に
おいて「お客さま本位の業務運営」に関する勉強会やディスカッションを定期的に開催するなど、お客さま本位の
活動の周知・浸透を図っています。


業績評価体系


社員一人ひとりがお客さまの資産形成・運用・管理にしっかりと取り組んでいくことを後押しするため、販売
収益目標を廃止し、お客さまへのコンサルティングや販売後のフォローアップ、資格取得などお客さま本位の
業務運営を業績評価に反映する体系を整備しています。


専門性の向上


お客さまから信頼され、安心してご相談いただけるよう、高い専門性をもつ人材の育成に取り組んでいます。


分野 資格等 2024年3月末


資産形成のお手伝い FP技能士（1級、2級）、CFP、AFP、金融渉外技能審査（1級、2級） 7,222名


不動産売買等のお手伝い 「宅地建物取引士」合格者数 6,076名


ご高齢のお客さまへ
適切なコンサルティングの提供 銀行ジェロントロジスト認定者 3,991名


相続・遺言・遺産整理等のお手伝い 財務コンサルタント・トラストコンサルタント数 293名


三井住友信託銀行のコース社員のうち、上記資格試験の合格者数


5 信託グループの多様な機能を生かした金融サービスの提供
一層多様化・複雑化するお客さまのニーズへ、信託・銀行機能の融合による総合力やグループ内の多彩な信託
機能を効果的に活用することで、信託グループとして多様なサービスをご提供し、お客さまの人生に寄り添う
ベストパートナーとなることを目指しています。


人生100年応援信託〈100年パスポートプラス〉 おひとりさま信託


人生100年時代、大切なご資金を運用
しながら、将来の認知症や健康の不安に
そなえることができる信託商品です。
ワンパッケージの４つの信託機能と多様
なサービスを通じ、さまざまな場面で
お客さまに「安心」をご提供します。


万一のことがあった場合、葬儀の実施や
家財の整理など身の回りのこと（死後
事務）をトータルでお手伝いします。
計画的にエンディングを迎えたい方に
ぴったりの商品です。


人生100年応援信託〈100年パスポートプラス〉、おひとりさま信託には所定の信託報酬がかかります。詳しくは最新の商品パンフ
レットまたはホームページにてご確認ください。


6 お客さまの安心と満足、社会・経済への貢献
お客さまの評価


お取引いただいているお客さまを対象に、アンケートを実施しています。アンケート結果から見えた課題に対し、
改善に取り組み、商品・サービスの品質向上に役立てています。2023年度は、合計25,490名のお客さまから
回答をいただき、銀行最高水準の評価をいただきました。


◆三井住友信託銀行と銀行業界平均のCX指標


三井住友信託銀行


6.21
銀行業界平均


5.69 +0.52
CX指標とは…
「継続意向」「取引意向」「推奨意向」の３つを
組み合わせた、お客さまロイヤルティを
測る指標のひとつです。


出所：  CX指標は、株式会社野村総合研究所のCXMM®に準拠しています。CXMM®は株式会社野村総合研究所の登録商標です。
銀行業界平均は株式会社野村総合研究所が実施したFD/CXベンチマーク調査2023年度版の結果です。


ファイナンシャルウェルビーイングの実現


人生100年時代におけるさまざまな課題に対して、信託銀行ならではの知見をもとにした適時適切な情報
発信を通じて、ファイナンシャルウェルビーイング＊の実現に取り組んでいます。
＊ ファイナンシャル ウェルビーイングとは、安心して健やかに生きていくために、お金についての不安をとりのぞき、お金との健全な向き合い方ができて
いる状態のことです。


スマートフォンアプリ


アプリの
詳細は
こちら！


PointPoint
■ 理想のライフプランを実現するために必
要なお金を確認することができます！


■ 家計簿機能で収支バランスや金融資産の
状況を自動で把握することができます！


■ 資産形成やライフプランに関するお得で
役立つ情報をお届けします！


掲載のアプリ画面は実際のものと
異なる場合があります。


スマートフォンアプリ「スマートライフデザイナー」では、資産形成に関する情報を
まとめて提供しています。


ご利用にあたってのご注意事項等は当社ホームページをご確認ください。


金融リテラシーの向上


金融に関する知識やトラブル事例を学ぶことで、お金との上手な付き合い方を身につける
ことなどを目的に、当社社員が小学校・中学校・高校に出向き、生徒の皆さまに向けて授業を
実施しています。
2023年度は、116校、約15,000名の方が参加しました。


● 本資料の詳細は、当社ホームページ「お客さまの「ベストパートナー」を目指すための取り組みの実施状況と成果指標
(KPI)」をご参照ください。


● この文書は、当社のお客さま本位の取り組みの状況を公表することを目的とするものであり、金融商品、サービスの
勧誘を目的としたものではございません。


三井住友信託銀行のお客さま本位の 取組状況三井住友信託銀行のお客さま本位の取組状況


（2024年10月1日現在）
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CS（お客さま満⾜）向上への取り組み

 

 

 

 

  

 

  

      

    

  

 

      

    

  

 

  

 

    

         

 

わたしたち、三井住友信託銀⾏は、専⾨性と総合⼒を駆使して、お客さまにトータルなソリューションを迅速に提供してまいり

ます。

「お客さま本位」を徹底し、最善⾄⾼の信義誠実と信⽤を重んじ確実を旨とする精神を��て、お客さまの安⼼と満⾜のために

⾏動してまいります。

お客さま��いただ�ご意⾒・ご要望を�とに商品・サービスの改善を継続的に進め、お客さまにお選びいただける銀⾏であり

たいと考えています。

三井住友信託銀⾏では、全国の営業店部を通じてお寄せいただく声のほか、「お客さまの声アンケート」「三井住友信託ダイレクト」

「郵送式アンケート調査」などを通じて、多くのお客さまのご意⾒、ご要望をいただいております。お客さまからいただいたご意

⾒・ご要望は、調査・分析を⾏い改善策の検討・実施につなげています。

 

 

 

  

お客さまの声を反映する仕組み

 

  

      

    

  

 

28三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



      

    

  

 

  

 

    

         

 

「お客さまの声アンケート」や郵送式アンケート調査を通じて、ご意⾒としていただく声のほか、⽇常のお問い合わせ・ご相

談・ご要望の中に含まれる「お客さまの声」も、当社の宝物です。

お客さまからいただいた声を専⽤システムに記録し、改善につなげているほか、本部とも連携しております。

「お客さまの声アンケート」を、全営業店部に備え置き、郵送のほか、店�に設置しておりますお客さまの声ポストに投函いた

だくことで、お客さまからご意⾒・ご要望をお寄せいただいております。また、訪問先のお客さまからもご意⾒・ご要望をお寄

せいただいております。

 

 

 

  

お客さまの声の収集

営業店部（店�・電話）

お客さまの声アンケート
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お電話によるお⼿続きの他に、ご照会・ご相談・ご意⾒等をうけたまわり、⾃ら改善を⾏うほか関係部にお客さまの声を伝えて

おります。

お電話やお⼿紙、ホームKージを通して、お客さまのご意⾒・ご要望をいただいております。

個⼈・法⼈のお客さま向けの郵送形式による満⾜度調査など、各種アンケート調査を⾏い、お客さまからいただいたご意⾒・ご

要望を基に、当社の商品・サービスの向上に取り組んでおります。

 

 

 

  

三井住友信託ダイレクト

お客様サービス室

各種アンケート調査
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「お客さまの声アンケート」や「郵送式アンケート調査」を通じて、ご意⾒としていただく声のほか、⽇常のお問い合わせ・ご

相談・ご要望の中に含まれる「お客さまの声」も、当社にとっては宝物です。

数多くのお客さまの声をご満⾜につなげていくために、お客さまの声を分析するシステム「CSお客さまの声ポータル」などを活

⽤しています。

さま�まなお客さまの声を"⾒える化"し、"気づき"を得やすくすることで、お客さまのGーズにお応えしていけるよう、努めてい

ます。

お客さまの声を分析 CSお客さまの声ポータル

 

 

  

お客さまの声の分析
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お客さまからいただいたご意⾒・ご要望は、営業店部およ$本部が連携して原因の調査・分析と問題点の把握を⾏います。

また、その結果をもとに改善策を検討し、より良い商品・サービスのご提供に努めております。

 

 

  

改善策の検討・実施

主な検討・実施内容

個⼈のお客さまの声に基づく改善事例につ�てはこちら

法⼈のお客さまの声に基づく改善事例につ�てはこちら
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法⼈・個⼈のお客さま向けのアンケートを各事業で実施し、アンケート結果を基に商品・サービス品質の向上に努めています。

三井住友信託銀⾏の個⼈事業では、お取引いただいているお客さまを対象に「CX指標」を取り⼊れた「お客さまアンケート」を

実施しました。

「CX指標」は「継続意向」「取引意向」「推奨意向」の3つを組み合わせたお客さまTイOルティを測る指標の⼀つです。2023

年度はアンケートを2回実施し、合計約25,500名のお客さまから回答をいただきました。直近の評価は6.21で�り、銀⾏業界平

均（5.69）を上回る評価をいただいています。アンケートで把握した当社の課題について、引き続き改善活動に取り組んでまい

ります。

≪参考≫

⽇本⼈は他者に⾦融機関を勧めない傾向が�り、従来の「推奨意向」のみの調査ではお客さまTイOルティの測定が不⼗分で�

ったが、「継続意向」「取引意向」「推奨意向」の3つの指標を組み合わせることで、お互いがHイズを緩和し、お客さまTイOル

ティ測定に有効となる。

三井住友信託銀⾏と銀⾏業界平均のCX指標

 

 

  

お客さま・外部からの評価

お客さま��の評価について

個⼈のお客さま

CX指標

 

  

      

    

  

 

出所：CX指標は、株式会社野村総合研究所のCX


に準拠しています。CX


は株式会社野村総合研究所の登録商標です。銀⾏業界平均は株

式会社野村総合研究所が実施し�FD/CXベンチマーク調査 2023年度版の結果です。
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2023年度に法⼈のお客さまにご回答いただいた「アンケート」では、以下の結果となりました。（回答数：1,442件）

 

  

法⼈のお客さま

 

  

      

    

  

 

      

    

  

 

  

 

    

         

 

 

 

HDI-Japa�より、企業の;ールAンターやWEBサイトでのサポート性をお客さまの視点から評価する「クオリティ格付け」、

「W�bサポート格付け」の2分野で、最⾼評価となる「三つ星」を獲得いたしました。

どなたでも安⼼して当社をご利⽤いただけるよう、お客さまにやさしい銀⾏を⽬指して、さま�まな取り組みを実施していま

す。

従業員⼀⼈ひとりが⽇頃からお客さま本位のサービスを実践することができるよう、社員向けの教育・研修を充実させていま

す。

 

  

お客さま本位の取り組みに対する外部からの評価

HDI-Japan「クオリティ格付け」「Webサ�ート格付け」における最⾼評価「三つ星」獲得

HDI-Japa�「クオリティ格付け」「Web サポート格付け」における最⾼評価「三つ星」獲得につ�てのお知らせ

お客さまの安⼼と満⾜のための取り組み

お客さまに安⼼してご利⽤いただくための取り組み

お客さま本位のサービス実践に向けた取り組み
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当グループでは、2020〜2022年度の中期経営計画を策定した際に、「信託の⼒で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊

かな未来を花開かせる」という存在意義（パーパス）を掲げました。信託には、その時代の課題を解決するために、信託商品を

開発し提供してきた歴史があります。今後もパーパスを胸に、お客さまや社会に貢献できる商品の開発に⼒を注ぎます。

当グループは、信託銀⾏グループとしての専⾨性や総合⼒を強みとして、新商品・サービスの開発を進めています。三井住友信託

銀⾏では、各事業内に新商品・サービスの開発機能を有しており、お客さまのニーズや市場動向な!を踏まえ専⾨的知⾒を活⽤

して、開発を進めています。

また、経営管理分野には信託開発部、地域共創推進部、デIタル企画部およびサステナビリティ推進部といった専担部署を設

け、それ�れ信託とその関連分野、地域共創分野、デIタル分野およびサステナビリティ分野での調査研究を担い、事業横断的

な新商品・サービスの開発やその⽀援を⾏う体制も構築しています。

さらに、新商品・サービス開発について役員な!が協議する会議体として商品サービス委員会を設置しています。現場レベルに

と!まらない中⻑期的な経営戦略の視点で、開発プnセスの中でブレイクスルーす*き課題や、推進するための対応策の共有を

図ることを⽬的に、定期的に開催しています。

 

（2）トータルソリューシ&)を⽀える商品開発⼒

①新商品・サービス開発に関する基本姿勢

②新商品・サービス開発の体制

商品・サービス開発体制
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当グループでは、201
年度より「未来創造フェスティバル」（以下「未来フェス」）を開催しています。

新商品・サービスを導⼊する際には、あらかじめ内在するリスクの有無、種類の特定・評価・管理、お客さまへの説明資料・⼿

法な!、商品や業務を継続するためにさま�まな体制整備を⾏う必要があります。このため、当グループでは新商品・サービス

の導⼊時に審査を実�する体制としています。この審査プnセスにおいては、お客さまから信頼していただける商品・サービス

の導⼊を重視し、複数の部署がさま�まな⾓度から検証を⾏います。

新商品・サービスの導⼊後は、商品審査委員会で審査された案件については、リスク管理の観点も含め、導⼊後の取り組み状況

を定期的にfニタリングしています。また、商品審査委員会での審議の有無にかかわらず、環境変化な!によりお客さまへの説

明内容が変わることが想定される商品・サービスに対しても、適切な説明を⾏う観点から、定期的にfニタリングを⾏っていま

す。これらの検証結果を商品審査委員会へ報告するとともに、審査時の前提条件と異なる事態が発⽣した場合には対応⽅法を協

議し、その内容をリスク統括部およびコンプライアンス統括部の統括役員へ報告します。

※1 リスク統括部、コンプライアンス統括部、法務部、業務部、FD・C�企画推進部、財務企画部、業務管理部など

※2 商品性を勘案し、利益相反の観点で審査が必要な場合は「利益相反管理⾼度化委員会」と合同開催します。

※3 三井住友信託銀⾏の経営会議付議案件のう�当グループの経営に重⼤な影響を与える可能性の�る新商品などに�いては、当社宛協議すること

としてお�、経営会議への付議・取締役会への報告を⾏う枠組みとしています。

③社員発の新商品・サービス提案「未来創造フェスティバル」

④新商品・サービスの導⼊時審査体制と導⼊後管理体制

商品審査のプ��ス（三井住友信託銀⾏）

未来フェスは、社員発のアイデアで当グループの未来を創り出すことを目的とした社内ビジネスプランコンテストです。グループ
全社員がエントリー可能で、ビジネスプランの領域を問わず、新規性・意外性に富んださまざまなアイデアを募集します。最終選
考では、応募者は審査員である役員および外部有識者に対し直接プレゼンテーションの機会が与えられるとともに、最終選考
で選ばれた応募者は自らが提案した商品・サービスの事業化に挑戦することができます。

その中から、2019年には未来フェス発の第一号商品として「おひとりさま信託」がリリースされました。
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当グループは、常にお客さまや社会から信頼され、ともに成⻑し続けることを⽬指していくため、「消費者志向⾃主宣⾔」を策定・

公表しています。宣⾔に基づく取り組み状況は「お客さま志向経営の取り組み（2023年度）」として、毎年公表しています。

消費者志向⾃主宣⾔とは

消費者庁等が事業者に呼びかける、消費者志向経営（「消費者」と「共創・協働」して「社会価値」を向上させる経営）への取

り組みに関する宣⾔。

 

消費者志向⾃主宣⾔

消費者志向⾃主宣⾔ （214KB）

お客さま志向�営の取り組み（2023年度） （2,227KB）
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1. 理念


◼ このパーパスを共通の思いに据え、「経営理念（ミッション）」・「目指す姿（ビジョン）」・「行動規範（バリュー）」を役職員


が共有し、お客さま本位（フィデューシャリー・デューティー）の実践とお客さま志向経営の推進に努めてまいります。


◼ 当グループでは自らの存在意義（パーパス）を定義し、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に


掲げています。


◼ 創業以来変わらない「お客さま本位」という理念に基づいて、お客さまから最も信頼されるベストパートナーとして


次世代に責任を持ち、変化への対応力を一段と高めた社会を築き上げていくことが私たちの使命と認識して、社会


課題の解決に積極的に貢献することで私たち自身も持続的に成長する、という思いを込めたものです。


三井住友トラスト・グループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針（行動原則）


存在意義（パーパス）


信託の力で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる


お客さま本位のコンサルティングの実践


わかりやすい情報提供


お客さまの多様なニーズに応える商品・サービスの開発・提供


1


2


3


お客さま本位の徹底と専門性の向上


信託銀行グループの多様な機能を生かした金融サービスの提供


お客さまの安心と満足、社会・経済へ貢献


4


5


6


3







２．消費者志向自主宣言 取組方針


◼ 当グループの「消費者志向自主宣言～お客さま・社会とともに成長し続けるために～」に基づく取組方針を、以下３点


策定しています。


（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


（２）未来・次世代のために取り組むこと


（３）法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること


消費者志向自主宣言 取組方針


主なグループ会社


グループ会社について｜グループ情報｜三井住友トラスト・ホールディングス (smth.jp)
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３ （１） みんなの声を聴き、かついかすこと







３. 主な取組状況＿（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


お客さまの声を反映する仕組み


◼ 当グループの三井住友信託銀行では、全国の営業店部にお寄せいただく声のほか、各種アンケートなどを通じていた


だいたお客さまからのご意見・ご要望は、調査・分析を行い改善策の検討・実施につなげています。


◼ 次ページ以降で、（社会からの要請を含む）お客さまの声を反映した具体的な商品・サービスについて、紹介します。


お客さまの
声の収集


お客さまの
声の分析


改善策の
検討・実施


（社会からの要望を含む）


お客さま満足推進サイクル


お客さまの声の収集


お客さまの声の分析


改善策の検討・実施


1


2


3


◼ 営業店部（店頭・往訪・電話）


◼ お客さまの声アンケート（WEB・ハガキ）


◼ その他各種アンケート など


◼ 店部ごとに開催するFD・CS委員会で原因分析・課題把握


◼ 改善策の検討⇒より良い商品・サービスのご提供へ


◼ お客さまの声のうち、2023年4月から2024年３月末までの間に不満足のお声をいただいたものは、1,554件でした。


◼ 主な内容は右表のとおりです。 内容 22年度件数 23年度件数 主な事例


担当者の対応に関するご不満 ６１７件 ４８２件
• 担当者変更後の引継ぎ不足
• 保有商品の運用状況についてのフォロー不足
• カード年会費の説明不足


事務手続きに関するご不満 ６４２件 ７１４件
• 手数料に関する事務
• 残高証明書発行時の対象科目考慮漏れ


商品・サービスに関するご不満 １８９件 １７３件
• 運用商品の損失
• インターネットバンキングの利用制限
• ATMの一部取引制限


その他 １９６件 １８５件 ー
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※


３. 主な取組状況＿（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


公式アプリ「スマートライフデザイナー」で資産管理できるのは便利だが、決済機能など日常で使える機能を増やしてほしい。


お客さまの声


取組事例


「スマートライフデザイナー」と「三井住友信託NEOBANK」を相互


にご利用いただくことで、「普段使い」に留まらず、「資産形成・運用・


管理・承継」に至るまで、ライフステージに応じた付加価値の高い


サービスを提供しています。


「三井住友信託NEOBANK」サービスの提供開始


“人生100年時代に向けて必要な
お金をお客さまとともにデザインし、
お金のミライを創る”のコンセプト
のもと、理想のライフプランの設計、
家計や資産の一括管理機能から資
産形成に関する情報収集サービス
などをまとめて提供するスマート
フォンアプリです。


⚫ キャッシュカード不要。スマートフォンで入出金できる「アプリで


ATM」が利用可能。「スマホデビット」で、お買い物も便利


⚫ 三井住友信託銀行・住信SBIネット銀行への振込手数料が無制限


で無料。他の金融機関への振込手数料が月５回まで無料


⚫ ATM手数料がお引出しとお預入れ合わせて月５回まで無料


⚫ 三井住友信託NEOBANKアプリから、簡単に住信SBIネット銀行


の住宅ローンのお申込が可能


日常で使える便利な「三井住友信託NEOBANK」の機能


三井住友信託銀行の取り組み


「スマートライフデザイナー」をご利用のお客さまに、当社が提供する


さまざまなサービスにあわせ、利便性の高い銀行機能をご利用いた


だけるよう、住信SBIネット銀行が提供する「NEOBANK®（ネオバ


ンク）」サービスを利用した「三井住友信託NEOBANK」を2023年


9月に開始しました。


とはスマートライフデザイナー


※三井住友信託銀行は、住信SBIネット銀行を所属銀行とする銀行代理業を行っています
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３. 主な取組状況＿（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


外貨積立サービス


投資信託の自動購入プランのように、為替レートを


気にせず、自動的にコツコツと積み立てをしたい。


本サービスの特徴お客さまの円貨普通預金口座から毎月一定金額を


外貨普通預金口座へ自動入金する「外貨積立サービス」を


2023年４月に開始しました。


というお悩みをお持ちのお客さまも、「ドルコスト平均法」


で購入タイミングを分散させながら継続的に外貨での


資産形成をしていただけます。


• 為替レートが常に変動しているので、外貨預金


を始めるタイミングがわからない


• 預入時為替手数料が無料の条件でおトクに外貨


預金を始めたい


• 外貨預金で長期的な資産形成をしたい


お客さまの声


取組事例


メリット


01
メリット


02
メリット


03


預入時の為替手数料は
無料（0銭）です！


通常50銭～の預入時為替手
数料が無料（0銭）となるため、
おトクに外貨を購入できます。


お好きな通貨、タイミング、
金額を選択できます！


通貨は5通貨から選択でき、毎
月の引落指定日はお客さまご
とにご希望の日を指定できま
す。最低10,000円～、毎月お
客さまのペースに合わせて外
貨を購入することができます。


タイミング分散により、
リスクを抑えて運用でき


ます！


為替レートに関わらず、毎月、一
定の円貨金額を指定して購入
するため、長期的に見て購入
レートを平準化し、リスクを抑え
て運用できます。
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３. 主な取組状況＿（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


電子交付サービス


紙の郵送物が多く、読むのも保管しておくのも大変。
ネット上で確認できると良い。


紙（郵送）で交付している通知物（お預かり残高レポートなど）


について、紙媒体での交付に替えて電子媒体（PDFファイル）


で交付するサービスを導入しました。


インターネットバンキングにてお申込み、閲覧がいただけます。


また、「電子交付サービス グリーンプロジェクト」の取り組みに


より、公益財団法人世界自然保護基金ジャパン（「WWF※」）に


対して、28,818,400円の寄付を実施しました。


※WWF：環境保全団体（1961年設立）


人と自然が調和して生きられる未来を


めざして、失われつつある生物多様性の


豊かさの回復や、地球温暖化防止などの


活動を実施


帳票のUD化


書類が細かくて見づらいため、記入箇所を迷うことがある。


UCDAアワード2023
「帳票・チラシ部門


アナザーボイス賞」受賞


お客さまの声


取組事例


お客さまの声


取組事例


三井住友信託銀行
山口副社長


WWF
東梅事務局長


当社では、お客さまへ「わかりやすい情報」を提供するため、


書類・パンフレットなどのユニバーサルデザイン（UD）活動を


推進し、一部改定を行っています。


2023年度には、「お取引目的等届出書（兼確認事項記録


書）」において、文字の大きさや項目の配置の見直し、記入漏


れが起きやすい箇所は注意文言を記載するなど、「わかりや


すさ」を重視した改定を行いました。
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３. 主な取組状況＿（１）みんなの声を聴き、かついかすこと


三井住友トラストクラブの取り組み


三井住友トラストクラブでは、発行するダイナースクラブカードにおいて、


お客さまからお寄せいただいたお声を真摯に受け止め、常にお客さまに


寄り添って特別なご体験や毎日の便利をご提供できるように、


一つ一つのサービスの向上に努めています。
「お客様のお声」への取り組み | クレジットカードなら三井住友トラストクラブ
(sumitclub.jp)


公式アプリの利便性向上


ダイナースクラブ公式アプリで利用明細を簡単に見たい。


すばやくポイント数を確認したい。


利便性やセキュリティを大幅に改善し、生体認証アクセスの導入や、


新着情報・明細更新の通知、グルメ優待もアプリで利用できるなど、


安心・安全で便利な公式アプリにリニューアルしました！


ポイント利用の対象拡大


ダイナースクラブのポイントを他に移せたら便利だと思う。


サービスの交換ができる幅を広げてほしい。ダイナースクラブ


カードで貯めたポイントを旅行や宿泊に利用したい。


ダイナースクラブカードで貯まったポイントをエアトリポイントへ


交換可能になりました。格安航空券からホテル予約まで、旅行に


関わる多彩なサービスを提供しているエアトリと、ダイナースクラブ


がタッグを組むことで、旅を愛する多くのお客さまに新たな価値を


提供します。


お客さまの声


取組事例


お客さまの声


取組事例


業界初！
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３ （２） 未来・次世代のために取り組むこと







各種教育セミナーの実施


当グループでは、学生向けの金融教育セミナーや、地域にねざした各種教育セミナーを実施しています。


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～各種教育セミナーの実施～


～将来世代に金融教育を提供し、対話の機会を増やすFR（Future Generations Relations）活動～


◼ お金のトラブルは身近に起こるものだと思った。対処法が


わかってよかった。


◼ 将来のことについて考えたり、大人になったときのお金の


使いみちや貯金のやり方を教えてもらって凄く勉強になった。


受講した学生の感想


「お金」をもっと知ること、「お金」のことを知り人生を豊かにすること、


「お金」と上手に付き合うことをテーマとした金融教育を通じて「将来


世代」との対話を進めていきます。


（※）2021年3月に日本経済新聞社が公益財団法人Well-being for Planet Earth、有志の企業や有識者・団体等と連携して立ち上げ


潮流 当グループが参画する 「Well-being Initiative※」


将来世代と企業の積極的な対話が重要


事業活動を通じたお客さまや社員、
社会全体のWell beingの向上


持続可能な企業成長と
社会の発展の両立


未来を担う「将来世代」を重要なステークホルダーと位置付け


継続的な対話を行う


「FR（Future Generations Relations）」 を展開


三井住友トラスト・ホールディングスおよび三井住友信託銀行


「お金のひみつ」をテーマに活動


FR活動として、新たに小学生向けの金融出張授業を実施


取組状況 2022年度 2023年度


実施校数


小学校 - 17校（891名）


中学校 6校（432名） 34校(3,672名）


高校 46校(7,565名） 65校(10,547名）


合計 52校（7,997名） 116校(15,110名）
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三井住友トラスト・システム＆サービス ～ITの力を活かしたサステナビリティ活動～


プログラミングロボットを使った
子ども向け無料プログラミング体験教室


シニア向け無料パソコン・スマホ教室


三井住友トラストクラブ ～あなたの人生を豊かにするクレジットカードの使い方～


2023 年 6月に開催された読売新聞社主催（金融庁後援）の金融経済教育イベント


「未来のマネーフェス～楽しく学べる金融経済教育」で、クレジットカードとキャッシュ


レス決済について講義を行いました。


急速に進むキャッシュレス社会の中で、若い世代にキャッシュレス決済のメリットを


正しく理解いただき上手に活用してほしいという想いから、金融経済教育に取り組


んでいます。


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～各種教育セミナーの実施～


三井住友トラスト・システム＆サービスでは、SDGs活動の一環で毎年6月と11月に当社の特性であるITを活かして、拠点を構える府中市
にて、シニア向けパソコン・スマホ教室と子ども向けプログラミング教室を実施しています。


「府中市民協働まつり」に参加し、プログラミング体験教室を開催し


ました。未来のIT人財創出に向けて、体験活動を通じた子どもたち


のプログラミング的思考力養成となる取り組みを行っています。


ITの力を活かしたサステナビリティ活動として、府中市シニアクラブ


連合会（府中市公認）に所属する方を対象に、毎年6月～7月にパソ


コン教室を開催してきました。スマホを教えて欲しいというお声を


受け、2023年度よりパソコン・スマホ教室を開催しています。
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ライフ＆ファイナンシャル ウェルビーイングサービス


◼ 三井住友信託銀行では、金融サービスに加えて、旅行や健康に関する特典といった


非金融サービスを提供しています。


◼ このたび、2023年5月に、人生100年時代におけるお客さまのニーズの多様化にお応えするために、「ライフ＆ファイナンシャル ウェル


ビーイングサービス」の取り扱いを開始しました。


◼ 当社は今後も、お客さまの「ファイナンシャル ウェルビーイング」の実現などに貢献できるよう、「医（からだの健康）」、「殖（資産の健康）」、


「住（住まいの健康）」に関するさまざまな体験・学びの場を提供します。


ライフ＆ファイナンシャルウェルビーイング会員さま向けサービス (一例）


丸の内タニタ食堂で


人生100年時代の
健康づくりイベント


実施済み


イベント


「医・殖・住」に寄り添ったイベントを実施！
※トラストプレミアムサービス「プラチナステージ」限定


ウェルビーイングクラブオフ


国内・海外宿泊


ショッピング 育児・介護サービス


レジャー スポーツ


「日々の暮らしをより便利に、よりお得に」


各種会員特典・優待サービスを提供！


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～非金融サービスの提供～
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地域エコシステム


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～社会課題の解決～


三井住友信託銀行は、2030年に実現したい、社会と当グループの姿を見据えて設定した三つの重点戦略領域の一つ“ネットワーキング”に


おいて、新たな価値を創造するために、高い専門性と多様な経済主体との接点を活かし、地域の関係当事者とともに各地域の課題を解決


する地域エコシステムの構築に取り組んでいます。


取組事例


各地 自治体等


環境省脱炭素先行地域等地域PJの支援


国内総合型インフラファンド


国内インフラ市場を対象とするファンド組成


ESG地域金融研究会


地域金融機関向け定期的な情報提供機会


東京大学未来ビジョン研究センター


COI-NEXT「ビヨンド・ゼロカーボンを目指す
Co-JUNKANプラットフォーム」研究拠点参画


福岡市・佐賀県、NES


◼ 福岡未来創造プラットフォーム「ビジネスチャレンジ
NEXT」運営


◼ スタートアップエコシステム拠点都市推進支援
◼ 佐賀県ベンチャーキャピタル等投資促進事業受託


九州大学


エネルギー研究教育機構との連携協定


アサヒプリテック、エフシー開発、X-Scientia


グリーン水素サプライチェーン構築（余剰電力の有効活用）


北九州市


高付加価値型竹のカスケード利用プロジェクト


東広島市、広島大学


広島大学スマートシティ共創コンソーシアム参画


京都市


◼ 北山杉の利活用者・生産者との利用促進協業
◼ カルチャープレナー創造活動促進事業


京都府


サステナブルファイナンスフレームワークによる
地域脱炭素化促進


西粟倉村、住友林業


森林信託事業による地域産業振興


金沢大学


COI-NEXT「再生可能多糖類植物由来
プラによる資源循環社会共創拠点」参画


山形大学アントレ
開発センター・NES


起業家教育・起業支援連携


慶應義塾大学
（先端生命科学研究所）


社会課題解決、地域社会への
貢献に関する連携


エンビプロHD


サーキュラエコノミー
社会実現を目的とした連携


愛知県


あいちサーキュラー
エコノミー推進
プロジェクト支援


大阪府


ディープテック
スタートアップ
（創薬研究）支援事業


神戸市


大学発アーバン
イノベーション神戸


愛媛大学、NES


起業家教育、大学発ベン
チャー支援に関する連携


愛媛銀行、伊予銀行


ESG地域金融
促進事業（環境省）


東北大学


東北大学共創イニシアティブ共同設立


宮城県


上工下水一体官民連携運営事業


仙台市


脱炭素先行地域（共同提案者）


信州大学・NES


地域の起業家教育・起業支援に関する連携


渋谷区


LGBTQ当事者が安心して暮らせる
社会の推進・連携


川崎市


等々力緑地再編整備・運営等事業


横須賀市


海洋都市推進に向けた共創事業


小田原市


エネルギー地産地消事業のインパクト評価支援


慶應義塾大学SFC研究所


次世代テクノロジ&ファイナンス・
コンソーシアム


北海道地方環境事務所


ESG地域金融の普及支援、地域課題解
決のモデル事業促進に関する連携


苫小牧市


◼ 再エネ水素サプライチェーン構築実証事業


◼ 脱炭素先行地域（共同提案者）


次
頁
で


事
例
紹
介


次
頁
で


事
例
紹
介


産業基盤・
拠点ﾄﾗﾝｼﾞｼｮﾝ


ｲﾝﾌﾗ（PFI等）
地域産業振興
（一次産業含む）


ｻｰｷｭﾗｰ
（資源循環）


都市開発・
再開発


その他地域ｴﾈﾙｷﾞｰ
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地域エコシステム～2023年度の取組事例①～


リサイクル事業者の株式会社エンビプロ・ホールディングスと循環経済（サーキュラーエコノミー）社会の構築を目的とした連携協定を締結


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～社会課題の解決～


課題


対応


当社の役割


◼ プラスチック新法により、3R交付金※の要件が改正


◼ 交付金の交付要件である“プラスチック一括回収”に対応できて


いる自治体はわずか


◼ プラスチックのマテリアル・ケミカルリサイクル工場は、回収量の


規模が必要だが、単一自治体での設置は経済合理性に乏しい


長距離輸送を可能とする圧縮処理（ベール化）の整備を切り口に


◼ 各地におけるプラ新法対応


◼ プラスチックの資源循環フロー構築 を支援


◼ 自治体、大企業、地域金融機関など関係者との接続


◼ 中間処理施設の用地探索支援、およびファイナンス検討


◼ 将来的な施設のオフバランスにおける投資家展開


◼ 回収プラスチックのマテリアルリサイクル化施設ファイナンス


と再資源化製品の需要家との接続


関係者の
結節


資源 資金


循環型調達


使用・消費
（共有）


生産・流通
（再製造・再利用）


回収・再資源化 域外からの
資金還流


域内
経済循環


廃棄減少による
環境負荷軽減


三井住友信託銀行


サーキュラーモデル
構築ノウハウ


金融の参画
ネットワーク提供


住民


自治体


地域金融機関


投資家


地域企業


大企業
（資源需要家）


資源需要家
・投資家


資源需要家


リサイクル事業者


※市町村での廃棄物３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）推進のための廃棄物処理・リサイクル施設整備計画（循環型社会形成推進地域計画）に位置付けられた施設整備に対する交付金
16







＜共同提案者＞東北電力株式会社、東北電力ソーラーeチャージ株式会社、東日本電信電話株式会社、
カメイ株式会社、アイリスオーヤマ株式会社、大成建設株式会社、ダイキン工業株式会社、みやぎ生活協同組合、
株式会社七十七銀行、株式会社三井住友銀行、三井住友信託銀行株式会社、定禅寺通街づくり協議会、
一般社団法人定禅寺通エリアマネジメント、国立大学法人東北大学


地域エコシステム～2023年度の取組事例②～


仙台市の脱炭素先行地域（環境省）応募に際して、共同提案者として支援


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～社会課題の解決～


課題 コンパクトシティ化、レジリエンス強化など、住民の暮らしの


質の向上と並行して脱炭素化に取り組む、仙台市ならでは


の「まちの在り方」検討


対応・効果


当社の役割


仙台市の脱炭素先行地域（環境省）への応募を、共同提案者


として支援。省エネ・ZEB※改修コンサルの役割を担う


◼ 「使いながらZEB改修」モデルの構築により、業務や営業への影響を


最小限にとどめつつ、既築ビルの脱炭素化を実現


◼ 太陽光発電・蓄電池に加え、設備を自動制御するDR/VPPによる


エネルギーマネジメントシステムを導入


◼ 都市バイオマス資源を活用することで、従来課題となっていた衛生面


や景観などの改善のほか、市民や事業者の行動変容の促進、資源


循環及びサーキュラーエコノミーの推進など多くの相乗効果を図る


「働く・集う場所」「暮らす場所」「学ぶ・楽しむ場所」の


脱炭素化を実現するとともに、レジリエンス強化や


地域活性化を目指す！


1. 民生部門電力の脱炭素化に関する主な取り組み


① 【定禅寺通エリア】既築ビルに、ZEB改修などの脱炭素リノベーションを実施


② 【泉パークタウンエリア】既築住宅(400戸)に太陽光発電(計2,240kW)・


蓄電池を導入し、DR/VPPによるエネマネを実施


③ 【東部沿岸エリア】観光施設などに太陽光発電(計3,466kW)、南蒲生浄化


センターに下水汚泥消化ガス発電(1,980kW)を導入


④ 【エネルギー供給エリア①】延寿埋立処分場にてオフサイト PPA(１MW)を


実施し、東部沿岸エリアに供給


⑤ 【エネルギー供給エリア②】


仙台清掃公社にてEV充電設備


を整備


⑥ 【全域】東北電力が新設する電力


の地産地消型再エネメニューを


通じて脱炭素化を推進


仙台駅 既築住宅
(659戸) 1km


南蒲生浄化ｾﾝﾀｰ


震災遺構
荒浜小学校


観光果樹園


複合施設


①定禅寺通エリア
（働く・集う場所）


②泉パークタウンエリア
（暮らす場所）


⑤ｴﾈﾙｷﾞｰ供給ｴﾘｱ②
(仙台清掃公社)


③東部沿岸エリア
（学ぶ・楽しむ場所）


(20GWh)


清掃工場
(6GWh)


市役所


業務・商業ビル等
（68施設）


清掃工場 ①


②


③


④ｴﾈﾙｷﾞｰ供給ｴﾘｱ①④ (
延寿埋立処分場： ｵﾌｻｲﾄ
PPA)


⑤


清掃工場
(12GWh)


下水汚泥


バイオマス


(11GWh)


2. 民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取り組み


① 定禅寺通エリアから排出される事業系生ごみとケヤキの剪定枝をバイオマス


発電の原料として活用するなど、都市バイオマス資源の有効活用を推進


② 市営バス(24台)、パッカー車、みやぎ生活協同組合の配送トラック(126台)、


公用車(101台)をEV化


※Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称。快適な室内環境を
実現しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすることを目指した建物のこと。 17







本ローン商品の提供


空き家の解体工事向けローンの提供開始 住宅資金つなぎローンの電子契約サービス
「つなぎパートナー」 全ての住宅販売会社へ提供開始


一般社団法人あんしん解体業者認定協会（以下：認定協会）
が抱える課題


対応


効果


三井住友トラスト・パナソニックファイナンスの取り組み


◼ 空き家の解体工事がより円滑に行われる環境を金融面から支援


◼ 管理が行き届いていない状態の空き家の増加という社会問題の


解決に貢献


資金面で解体工事を敬遠するお客さまが多いこと


空き家の増加等によって
解体相談増加


• 費用の支払い期間が短期
• 現金払いが多い


解体業者の多くが…


空き家の解体工事向けローンの提供を開始


認定協会に
加盟する解体業者 お客さま 当社


空き家の
解体工事の依頼


本ローン商品
の提供


お客さまと解体業者の双方に対して資金面の問題を解決！


課題


住宅資金つなぎローン業界は…


住宅販売業界 金融機関


など 新たなサービスが登場


オンラインでの
接客


VR（仮想現実）を
用いた物件の内見 住宅ローンの契約手続きを


電子化


◼ 依然として紙媒体が主流
◼ 業界全体として電子化に遅れ


一方


対応
住宅資金つなぎローンの


電子契約サービスの導入を決定


効果


「つなぎパートナー」の導入拡大を通じて、
住宅販売業界の更なるDXの進展に貢献


2023年10月末時点において、先行導入した住宅販売会社における住
宅資金つなぎローン契約の約90％が電子契約へ


お客さまの利便性向上
住宅販売会社の
更なる業務効率化


３. 主な取組状況＿ （２）未来・次世代のために取り組むこと ～社会課題の解決～
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3 （３）法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること







※


三井住友信託銀行の取り組み


「株主総会ポータル®」サービスの提供


当サービスにより、株主総会プロセスのデジタル化を図りました。


◼ 招集通知の閲覧機能（株主総会の日時・場所や議案の詳細）


◼ 分かりやすい企業情報の閲覧


◼ シームレスな議決権行使


◼ バーチャル株主総会サイトへのアクセス


◼ 株主総会の事前質問受付


当社は、株主総会資料の電子提供制度（※1）に対応し、2023年5月の


株主総会から「株主総会ポータル® （※2） 」の提供を開始。


（※1）２０１９年会社法改正によって創設された制度。２０２２年９月１日から施行。 （※2）「株主総会ポータル®」は三井住友信託銀行株式会社の登録商標です。
（※3）「QR コード®」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。


３. 主な取組状況＿（３）法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること


簡単ログイン 議決権行使もらくらく


議決権行使書にあるQRコード® （※3）より
ID・パスワード入力なしでログイン！


議案や業績が見やすい


紙やPDFでは見づらい議案や
業績ハイライトを見やすく表示！


「議決権行使へ」ボタンをワンタップ
するだけで議決権行使ウェブサイトへ！


サービスの特長
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※


当グループのコーポレートガバナンス強化の取り組み


３. 主な取組状況＿（３）法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること


当グループは、2021年5月に、資本効率性の改善に加え、日本の資本市場の健全な発展に寄与することを目的として、「従来型の安定株主


としての政策保有株式」は原則保有しない方針を公表し、取り組みを進めています。


2023年３月末時点で約5,000億円（取得原価ベース、以下同様）の政策保有株式残高に対して、2023年４月から2026年３月までの３年


間で1,500億円の削減目標を掲げ、2024年３月末までの１年間で793億円を削減しています。また、2021年３月末時点で三井住友信託


銀行株式会社が保有していた政策保有株式（上場株式）のうち、３分の１を超える銘柄の残高がゼロとなっています。


政策保有株式の削減に向けた取り組み


政策保有株式の売却額及び合意済未売却額（取得原価、連結）


21/3末 22/3末 23/3末 24/3末


保有株式銘柄数 1,314 1,169 1,073 999


うち上場株式 874 735 640 568


うち非上場株式 440 434 433 431


保有株式銘柄数の推移
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※


お客さまのコーポレートガバナンス強化の取り組み


３. 主な取組状況＿（３）法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること


ガバナンス・投資家との対話の高度化に向けたパートナー


「コーポレートガバナンス・コード」、「スチュワードシップ・コード」の導入を契機に、上場企業では自社のガバナンス体制の在り方の見直しや


株主・投資家との建設的な対話を積極的に推進しつつあります。


当社では企業が抱えるガバナンス・対話に関する課題解決を支援、更なる高度化を促すため、「IR・SRコンサルティング」、「ガバナンス


コンサルティング」および「指名報酬コンサルティング」を提供しています。


IR・SRコンサルティング


国内外の幅広いネットワーク、タイムリー


な情報提供、積み重ねたノウハウにより


満足感の高いIR・SRサービスを提供い


たします。


ガバナンスコンサルティング


株主名簿管理人の受託基盤を活かした


豊富なノウハウとコンサルタントの高い


専門性によりお客さまのガバナンス強化


の取り組みをサポートいたします。


指名報酬コンサルティング


経営理念・経営戦略に適合した報酬体系


の構築、スキル・マトリックス及び役員後


継者計画の策定等、指名報酬に関するお


悩みをトータルに解決いたします。
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上場企業の課題解決・高度化を支援







法令を遵守/コーポレートガバナンスの強化をすること


当グループは、ビジネスモデルに即したコーポレートガバナンス体制の強化を進めており、指名委員会等設置会社の法定委


員会に加え、取締役会の任意の諮問機関としてリスク委員会および利益相反管理委員会を設置しています。また、経営の透


明性を高めるために、取締役会議長には社外取締役が就任しています。


統合報告書（P84～93）


三井住友信託銀行では、苦情等に関しては苦情等報告システムによる情報集約・管理を実施し、顧客サポート等管理の適切


性を検証・答申を行う会議体を通じ、定期的に経営層への報告を行っています。


-


４. その他の取り組み状況


みんなの声を聴き、かついかすこと


FD（お客さま本位の業務運営）を実践・徹底していくために「三井住友トラスト・グループのフィデューシャリー・デューティー


に関する取組方針」を策定・公表しています。当グループでは、信用と信託の担い手としての信頼を根本として、お客さまの


安心と満足のために行動し、お客さまの最善の利益に適う商品・サービスを提供するにあたり、グループの行動原則を定め


るとともに、グループの態勢を整備し、フィデューシャリー・デューティーを実践してまいります。


三井住友トラスト・グループのフィデューシャリー・


デューティーに関する取組方針


お客さまの「ベストパートナー」を目指すための取


り組みの実施状況と成果指標（KPI)


三井住友信託銀行を含む複数のグループ会社では、「社員意識調査」を実施し、ＦＤ・ＣＳ意識等の浸透状況モニタリングを実


施しています。その結果は経営層に報告し、企業風土や社員の意識醸成のための取り組みに反映させています。一人一人が


より具体的な取り組みを実践できるよう社内情報発信の強化をしてまいります。


-


法人・個人ともに、事業ごとにお客さま向けアンケートを実施し、業務品質の管理、向上に役立てています。お客さまからい


ただいたご意見・ご要望は、営業店部および本部が連携して原因の調査・分析と問題点の把握を行った上で必要な改善策を


検討し、課題改善への活動を施策に反映する取り組みを展開することで、より良い商品・サービスの提供に努めています。


また、三井住友信託銀行の個人事業では、全国の営業店部または営業担当窓口にお寄せいただく声のほか、「お客様サービ


ス室」「お客さまの声アンケート」「三井住友信託ダイレクト」などを通じて、多くのお客さまのご意見・ご要望を頂戴し、お客さ


ま満足の向上につなげています。


統合報告書（P95～97）


未来・次世代のために取り組むこと


社会的価値創出と経済的価値創出を両立させるには、存在意義（パーパス）に基づきステークホルダーの価値を最大化させ


ながらポジティブインパクトを創造するプロセスと、当社自身の財務・非財務の経営基盤（6つの資本）を持続的に強化してい


くプロセスを有機的に結合するとともに、それを経営レベルで適切に管理する仕組みの構築が必要です。当社は、この仕組


みを「価値創造プロセス」として整理しています。


価値創造プロセスとマテリアリティマネジメント


当グループは、存在意義（パーパス）、経営理念（ミッション）、目指す姿（ビジョン）、行動規範（バリュー）に基づき、お客さま、


株主・投資家、社員、事業パートナー、地域社会、ＮＰＯ、行政、国際機関等のすべてのステークホルダーとの対話を尊重し、持


続可能な社会の構築に積極的な役割を果たします。


サステナビリティ方針
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５. 参考資料/その他


参考資料


お客さまの「ベストパートナー」を目指すための取り


組みの実施状況と成果指標（KPI）
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/fiduciary
duty/pdf/fiduciaryduty_kpi_status.pdf


統合報告書 2024 ディスクロージャー誌本編 https://www.smth.jp/-/media/th/investors/disclosure/2023/all1.pdf


その他


⚫ この文書は、三井住友トラスト・ホールディングスの消費者志向自主宣言の取組結果を公表することを目的とするものであり、金融商品・サービスの勧誘を目的とした


ものではございません。


⚫ 各商品・サービスに関する注意事項等は当グループ各社のホームページ等をご覧ください。


⚫ 不正アプリ（偽アプリ）ダウンロード防止のため、本アプリは「App Store」、「Google Play」 からダウンロードしてください。


⚫ 本アプリのダウンロードおよび利用は日本国内に限ります。


⚫ 本アプリの利用可能時間や利用推奨環境は当社ホームページまたは各アプリストアの記載をご確認ください。


⚫ 機能や特徴は、今後予告なく変更する場合があります。


⚫ App Storeは、Apple Inc.の商標です。


⚫ Google PlayはGoogle LLC の商標です。


⚫ 掲載のアプリ画面は実際のものと異なる場合があります。


スマートライフデザイナーのご注意事項
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当グループは、顧客保護等を経営上の最重要課題の⼀つと位置付け、グループ各社の業務特性に応じた適切な顧客保護等管理態

勢を整備するため、「顧客の最善の利益のための⾏動指針」において当グループの顧客保護および利便性の向上に向けた基本⽅針

を定めています。グループ各社においては、当該基本⽅針に基づき、顧客保護等管理の統括部および機能に応じた管理部署を定

めています。統括部署は、社内規程類の整備、定期的な取締役会等への報告な!、顧客保護等管理全般を統括します。管理部署

は各機能に関する態勢整備を⾏う+か、関係各部への指導、研修の充実な!を通じ、各機能の適切性および⼗分性の確保を図っ

ています。

顧客保護等管理体制

当グループでは、⾦融商品・サービスのご提供にあたり、お客さまの理解と納得が得られるよう適切かつ⼗分な説明、分かりや

すい情報提供を⾏っています。具体的には⾦融商品・サービスのご提供に関する「勧誘⽅針」や「三井住友トラストグループの

フィデューシgリー・デューティーに関する取組⽅針」に基づき、適合性の原則 の徹底やお客さまへの適切な情報提供等を定め

た顧客説明マニュアルの整備や研修の充実な!の態勢を整備しています。

特に投資信託や⽣命保険な!のリスク性のある⾦融商品取引については、お客さまの理解が得られる説明が適切に⾏われている

かな!のfニタリングを⾏っており、必要に応じて勧誘ルールの⾒直しを⾏うな!、お客さまの⽴場に⽴った適正な⾦融商品の

勧誘・販売を徹底するための取り組みを⾏っています。

※ お客さまの知識、経�、財�の状況お��取引を⾏う⽬的に照らして、不適当な勧誘を⾏ってはならないという規則

 

顧客保護等管理に関する取り組み

（1）基本的な取り組み⽅針

（2）顧客説明管理

※

リスク管理委員会
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当グループでは、お客さまの個⼈情報の保護に万全を期するための取組⽅針として「個⼈情報保護宣⾔」を定め、お客さまの情

報を適切に管理する態勢を構築しています。当グループ内でお客さまの情報を共同利⽤する場合には、個⼈情報保護に関する法

律、⾦融分野における個⼈情報保護に関するBイドライン、その他関連法令な!に従い適切に対応しています。

三井住友トラストグループは、存在意義（パーパス）を「託された未来をひらく〜信託の⼒で、新たな価値を創造し、お客さまや社

会の豊かな未来を花開かせる〜」としています。

また、経営理念（ミッション）の⼀つに「個々⼈の多様性と創造性が、組織の付加価値として存分に活かされ、働くことに夢と誇り

とやりがいを持てる職場を提供」を掲げています。

そのため、当グループの業務を不当に妨げ、他のお客さまの迷惑になると判断される⾏為や、全役職員の⼼⾝の安全を害すると判断

される以下の⾏為に対しては、毅然とした姿勢で対応いたします。

当グループは、お客さまの最善の利益を追求するため、役職員⼀⼈ひとりがお客さまの安⼼と満⾜のために⾏動し、「お客さまのベ

ストパートナー」を⽬指してまいります。

 

（3）顧客情報管理

お客さま対応にお�る基本⽅針

暴⼒、威嚇、脅迫、強要と判断される⾏為

暴⾔、誹謗中傷、⼈格否定、ストーカー⾏為その他⼈格を攻撃する⾔動やセクシgルハラスメントを含む各種ハラスメント⾏為

⼈種、⺠族、⾨地、職業その他の事項に関する差別的⾔動

⻑時間にわたる拘束、執拗な問い合わせ

⾦品の要求、特別対応の要求、実現不可能な要求、その他内容もしくは態様が社会通念に照らして著しく不相当と認められる要

求な!

参考：厚⽣労働省「カスタマーハラスメント対策企業マニュアル」
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⼈権の尊重

当グループは、国際連合⼈権理事会が2011年に採択した「ビジネスと⼈権に関する指導原則」に基づき、⼈権⽅針を策定していま

す。2023年2⽉には、⼈権尊重の重要性の⾼まりと⾦融機関に対する要請拡⼤を踏ま�、当該⽅針を改定しました。

当グループの⼈権⽅針改定と併せて、当グループの事業活動が⼈権に及ぼすリスクを確認し、「影響範囲」「深刻度」の観点から、重

要⼈権リスクとして以下3項⽬を特定しました。

⼈権⽅針に基づき、⼈権に関する負の影響を特定・評価し、負の影響の防⽌・軽減に向けた取り組みを進めています。

当グループの⼈権課題を把握することを⽬的に、年1回、グループ各社を対象に「⼈権デューデリジェンス>ェックリスト」を送付

し、役員・社員、取引先・サプライヤーに�ける⼈権課題の把握、改善策を講じることに努めています。本件調査を通じて把握した

内容は、⼈権�発研修の内容⾒直し等に反映させています。

⼈権⽅針と重要⼈権リスク

⼈権⽅針

⼈権⽅針

重要⼈権リスクの特定

同和問題をはじめとする偏⾒・差別意識

強制労働・児童労働・⼈⾝売買

紛争・⾮⼈道的⾏為への加担

⼈権マネジメント

グループ各社に対する実態調査
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三井住友信託銀⾏では、責任ある企業⾏動の実現に向け、主に環境・社会課題に関連するリスク（環境・社会リスク）について、

2023年11⽉より外部データを活⽤した業務フローを導⼊しました。負の影響の防⽌・軽減が必要と判断さ+る5ースについて、実

態調査を実�しています。

当該調査の結果からモニタリング要否を判断し、負の影響の防⽌・軽減に向けて、モニタリング対象の企業との対話を継続して�り

ます。 また、NGO等のステークホルダーとの対話を通じて、負の影響を特定・評価し、軽減に向けた取り組みを進めています。今

後、対象業務の拡⼤や社員に対する本件の取り組み意義浸透に努めてい	⽅針です。

2023年度に実�した主な対話概要は以下の通りです。

NGO対話概要 今後の対応⽅針

融資案件に関連するEイ2マス発電所での⽕災・爆発事故 事故原因分析・再発防⽌策、住⺠説明等につき事業者と丁

寧な対話

上記プロセスを通じて把握した課題について、⼈権デューデリジェンス連	会に�いて協議を重ね、具体的改善策の策定・実⾏につ

な�ています。

⼈権デューデリジェンス連	会は、⼈権⽅針に基づき、⼈権の尊重への取り組み推進を⽬的として、当グループ各社の⼈権対応状況

を調査し、必要な課題の抽出、改善策を協議しています。

2023年度⼈権デューデリ���ス連絡会での主な審議

外部ステークホルダーに対する実態調査

⼈権デューデリ���ス連絡会

2023年

8⽉

2022年度⼈権デューデリジェンス>ェックリストの確認結果

取引先、サプライヤー等に対するアセスメントの⽅向性

2022年度英国現代奴隷法モニタリング結果

202�年

2⽉

⼈権�発の取組状況と課題認識

2023年度⼈権デューデリジェンス>ェックリストに基づ	確認⽅針

取引先、サプライヤー等に対するアセスメントの取組状況と課題認識
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当グループでは、役員・社員の⼈権課題への理解を⾼め、当事者意識をもって取り組むことが⼤切であり、継続的な取り組みが必要

と認識しています。

三井住友信託銀⾏では、2023年度より職位別に期待さ+た役割に沿った形で⼈権研修を実�し、実効性を⾼めた取り組みを進めて

いきます。

具体的には、従来の階層別研修をもとに、経営層・マネジメント層の⼈権課題に対する認識を⾼めることを⽬的とした研修の新設、

⾒直しを⾏った⼈権⽅針、⼈権マネジメント体制の周知・定着の観点から全社員向けのeラーニングの⾒直しを⾏っています。

役員向け研修 当グループの⼈権�発の歴史 5⽉

LGBTQ 9⽉

外部ステークホルダーに対する⼈権デューデリジェンス 12⽉

店部⻑・次⻑向け研修 当グループの⼈権�発の歴史 9⽉

eラーニング ⼈権マネジメント体制周知、⼈権⽅針 12⽉

三井住友信託銀⾏では⼈事相談窓⼝（LGBTQ相談窓⼝） 、コンプライアンス・ホットライン を設置し、⼈権に関する各種相談

に応じています。当窓⼝へは匿名での相談も可能であり、被害者のプライEシーを保護すると共に、相談・通報案件の中で⼈権への

負の影響の顕在化を検知した際には、関係各部と連携し、速やかに必要な対策を講じます。

※1 ⼈事相談窓⼝（LGBTQ相談窓⼝）は、⼈権に関する各種相談に応じるとともに、⼈権への負の影響が顕在化した場合には、関係各部と連携し速

やかに必要な対策を講じ�す。

※2 当グループにおけるコンプライアンス・ホットライン制度は、役員・社員がコンプライアンス統括部や外部の弁護⼠事務所に法令違反⾏為等を直

接通報できる制度です。同制度では、通報者保護を徹底する�か、簡易な通報⼿段（電話やWebシステム）も整備し���す。

⼈権�発の⾼度化

救済措置

※1 ※2
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⼈的資本

    

  

      

当グループは、多彩な機能、多様な事業ポートフォリオを強みとする信託グループとして、「社員⼀⼈ひとりの多様性と創造性を経営

に活かす」ことを重視しています。多様な属性・背景を有する社員が公平・公正（エクイティ）な⽀援のもと、その多様性と創造性

が組織の付加価値となるよう、ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンの概念そのものを経営理念（ミッション）に掲げて

おり、社員⼀⼈ひとりが「ありたい姿」を実現に向けた施策を実施しています。

当グループでは、社員の⽬指す姿を「信託の基礎知識に加え、複数の専⾨性を掛け合わせ、何を主軸とし、どのような専⾨性を融合

させるかを⾃分で考え、⾃⾝のキャリアを⾃ら作る⼈材」として『⾃律的キャリア型⼈材』と定義し、⼈材育成に注⼒しています。

社員⼀⼈ひとりが「ありたい姿」の実現に向けてチャレンジし成⻑すること（個の⼒）、そして各々が多様な領域で専⾨性と総合⼒

を発揮して多様に活躍すること（組織の⼒）の好循環により、経営戦略の実現を⽀える⼈材群を構築し、企業価値の向上につなげて

いきます。

 

  

  

 

 

 

 

 

  

 

    

  

43三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



293人（54人）

不動産鑑定士（鑑定士補含む）

（数値は全て三井住友信託銀行の実績）

※2024年3月末基準
※
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⼈材⼒の強化
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当グループの⼈材育成はOJTを基本としていますが、併せて成⻑意欲を喚起し本⼈の持つ能⼒を最⼤限発揮できる配置も重視してい

ます。三井住友信託銀⾏では、2018年度より若⼿社員が⼊社後の⼀定期間内に複数業務領域を経�する制度を導⼊しています。ま

た、「信託業務に関する⾼い専⾨知識」と「受託者精神への深い理解」を有する⼈材を養成する⽬的で実施する信託研修⽣制度など

を推進しています。

※ On-the-Job-Trainingの略：職場内での上司・先輩が、部下に⽇常の仕事を通じて、必要な知識・技能・仕事への取り組みなどを教育すること。

当グループは、『SuMiTRUST University』という名の社内⼤学を設⽴し、業務スキルやマネジメント能⼒などの向上を⽬的とした

業務直結型の研修や⾃⼰研さんを促すための⾃⼰啓発制度において、数多くのプログラムを提供しています。2020年度からは「い

つでも」「どこでも」「誰でも」学べるを新たなコンセプトとし、オンライン研修やオンデマンドの学習コンテンツの拡充、⼤学らし

い履修管理システムや受講⽣同⼠でコミjニBーションが取れるプラットフォームの構築等、更なる進化を⽬指しているグループ横

断的なプログラムです。社内に蓄積された知識・経�を学ぶものだけでなく、⼤学等外部の教育機関と連携し、幅広い学びの機会を

提供していることも特徴のひとつです。

※ Off-the-Job-Trainingの略：講習会や研修などに り、OJTでは習得で�ない知識やスキルを教育すること。

三井住友信託銀⾏は、次世代経営者候補の育成のため、⼀橋⼤学⼤学院の協⼒を得ながら、経営を担っていく上で必要となる価値観

や⼀般教養（リベラルアーツ）、MBAの各要素を学び、各セッションや講義を通じて、最終的に経営への提⾔を⾏うというプログラ

ムを実施しています。また、⼥性社員のリーダー育成については、さま�まな階層別研修を実施し、マネジメントへのステップアッ

プに備えています。これらの研修受講後には、登⽤や配置転換などで、研修での学びをさま�まな環�で実践する機会を与えるなど

の運営も併せて実施しています。

三井住友信託銀⾏における⼈事評価制度は能⼒・役割・成果に応じた公平・公正な評価・処遇を基本においています。また、「本⼈

参加型」で、⽇頃から上司と⼊念にコミjニBーションをとり具体性を持った課題の設定と振り返りを実施しますが、その際には、

業務遂⾏課題だけでなく、本⼈の今後のキャリア開発についても策定・フィードバックを実施します。さらに、多⾯的に⼈物を捉え

る⽅法として、店部マネジメント層のライン⻑（店部⻑、次⻑、課⻑など）の⽇頃のマネジメント⾏動について部下などが匿名で回

答する調査（サーベイ）を導⼊し、マネジメント⾏動の改⾰促進や双⽅向コミjニBーションの⾵⼟醸成を促進しています。

  

  

 

 

 

（1）鍛える⼈材配置とOJT

※

（2）研修をはじめとしたOff-JT の充実

※

（3）リーダーシップの強化

（4）公正な評価・処遇
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健康経営宣⾔

三井住友トラストグループは、「託された未来をひらく」を実践するため、「社員のWell-being」が何よりも重要と考えていま

す。

健康経営の⽬指す姿は、社員⼀⼈ひとりの健康でいきいきとした働きが、当グループのサービスを通じて、お客さまや社会へ

の価値創出を実現し、これが社員のやりがいとなって好循環することです。

以下の観点で働き⽅改⾰を持続しながら、健康経営を実践してまいります。

2024年7⽉1⽇

三井住友トラストグループ株式会社

取締役執⾏役社⻑ ⾼倉 透

  

 

 

 

健康経営

健康投資施策の取り組みを通じた健康増進の⽀援 

多様な働き⽅とワークライフバランスの実現

社員がやりがいを持って活躍し成⻑できる機会の提供 
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⼼⾝の健康は、Well-beingの⼟台であり、価値創造を⾏う上での原動⼒です。三井住友信託銀⾏では、Well-being推進担当役員を

任命し、働きやすい安⼼・安全な職場環�を整えるとともに、社員⼀⼈ひとりの健康意識の発揚と健康増進を⽀援し、社員が健康で

いきいきと働きパフォーマンスを発揮できる会社の実現を、健康保険組合、健康推進センター(社内診療所)、⼈事部の三位⼀体の体

制で推進します。

  

 

 

 

 

 

（1）健康経営

健康経営の推進体制(三井住友信託銀⾏）

  

 

    

  

三井住友トラストグループ 三井住友信託銀行 健康経営戦略マップ

健康投資

身体的・精神的
健康

健康知識・活用力
（生活習慣・女性
の健康等）

職場環境

健康関連セミナー
健康増進イベント

定期健康診断
保健指導強化

メンタルヘルス対策
教育機会の提供

ストレスチェック
社員意識調査

労働時間適正化
休暇取得推進策

受働喫煙防止策

残業時間数
有給休暇取得率

研修参加者数

各調査受検率

健康診断受診率
精密検査受診率

喫煙者数

セミナー・イベント
参加率

感染症への対応
インフルエンザ
予防接種者率

長時間労働
有給休暇取得率

社員自身による対策
職場による支援

総合健康リスク
高リスク者
従業員満足度

健康診断結果
特定健診・特定保健指導

実施率

喫煙率

知識および活用力
運動習慣比率
睡眠の質・量

休暇者低減による
円滑な業務継続

健康関連の
最終的な目標指標

従業員等の意識変容
行動変容に関する指標

健康投資施策の
取組状況に関する指標

健康投資効果

プレゼンティーズム
（直近１カ月パフォーマンス）

アブセンティーズム
（心身の不調による か月以上
長期欠勤・休職者の割合）

エンゲージメント
（社員意識調査の「活性度」）

健康経営で

解決したい経営課題

の好循環

「
や
り
が
い
」

付
加
価
値
の
創
出

お客さまや社会の

社員の

＜目指す姿＞

社員の
「心身ともに健康」

社員が健康と幸福を実感し、
持続的に自らの能力を発揮
することから生まれる価値を
向上させる

社員と、お客さまや社会の
「幸せ」を創造する好循環

社員の
心身ともに健康で、会社のパーパスに共感しながら、多様性を認め合う良好な人間関係のもと、

自分の価値や強みを生かして、「働く幸せを実感し追求していける状態」
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社員全員の⼼⾝両⾯での健康推進を⽬指した取り組みが評価され、当グループは7年連続で｢健康経営優良法⼈〜ホワイト500〜｣に

認定されました。全社員の健康リテラシー向上を⽬的に、経営層向けの勉強会、マネジメント向け研修、担当者向けセミナーやeラ

ーニングなど、健康意識の発揚・啓発に努めています。三井住友信託銀⾏では、⾝体の健康のため、年1回の健康診断の受診に加

え、全館禁煙化の実施、乳がん・⼦宮頸がん検査の対象年齢引き下げ等を実施しています。健康診断の結果、医療機関での対応が必

要な社員が漏れなく受診するよう個別指導も⾏っており、直近の精密検査受診率は80.1%となっています。⼼の健康については、メ

ンタル`ルス対策のセミナーを実施し、臨床⼼理⼠が>ウンセリングを⾏う>ウンセリングルームを設置しました。⾜元では、⼥性

の健康⽀援に注⼒しています。これらの健康施策の効果検証を、ストレスチェックやプレゼンティーズム・ア^センティーズムの測

定を通じて⾏い、施策の改善・浸透を図ります。

健康経営に関する取組の内容

時期 健康推進イベント・施策(三井住友信託銀⾏単独イベント・施策含む）

2015年度

以前より

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

  

 

 

 

 

 

  

インフルエンザ予防接種

飯能ツーデーマーチへの特別協賛

ストレスチェック開始

健康経営優良法⼈/ホワイト500認定（以降、7年連続認定）

全社ウォーキングイベント開催（以降、継続実施）

社内喫煙所を全廃/拠点内での喫煙禁⽌

がん治療のための休暇・短時間勤務等の制度導⼊

がん対策推進企業アクションへの参画

健康診断結果管理システムの導⼊、社員の健診結果データを⼀元管理化

社内⼼療内科医によるオンライン相談開始

コロナワクチン職域接種（家族も対象）

乳がん、⼦宮頸がん検診の対象を5歳引き下げ（35歳以上から30歳以上

へ）

パルスサーベイ実施スタート

不妊治療相談窓⼝の開設

社内報「Well-beingレター」配信開始。社員向けに睡眠やメンタル`ル

スなどの記事を定期配信。（以降、継続実施）

11時間インターバル導⼊

マネジメント向けメンタル`ルス研修開始

マインドフルネスセミナー開催

⽣活習慣セミナー「健診結果の⾒⽅・⾷事と運動の実践ポイント」開催

職場のコミjニBーション活性化のための部署単位イベントへの「Well-

being予算」付与
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2023年度

2024年度

健康経営の取組に関する数値実績（三井住友信託銀⾏）

項⽬ 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

定期健康診断受診率 99.9% 100.0% 99.9% 100.0%

精密検査受診率 69.4% 72.6% 79.2% 80.1%

ハイリスク者の管理（治療継続）率 - - - 78.6%

適正体重維持者率（BMIが18.5〜25未満） 68.4% 68.4% 67.4% 66.2%

特定健康診査実施率 - - 98.6% -

特定保健指導実施率 - - 23.4% -

運動習慣者⽐率 17.3% 17.9% 18.9% 21.9%

喫煙率 11.7% 11.1% 11.2% 10.9%

睡眠により⼗分な休養が取れている⼈の割合 - - - 56.5%

ストレスチェック受検率 93.7% 93.6% 92.3% 91.0%

総合健康リスク（全国平均100） 94 94 90 89

⾼ストレス者割合 9.2% 9.6% 9.4% 9.2%

  

 

 

 

 

 

  

がん検診に加え眼底検査の受診費⽤を全額補助（35歳以上対象）

社内に>ウンセリングルームを開設

Cradleサービス導⼊（⼥性の健康課題を中⼼としたオンラインセミナ

ー、婦⼈科受診クーポン配�等）

マネジメント向け研修「健康経営に取り組む価値 健康経営のポイント

を学ぶ」開催

役員向け勉強会「健康経営」「⼥性の健康課題」を開催

健康経営宣⾔の実施（働き⽅改⾰宣⾔を改定）

定期健康診断項⽬の充実（胃がん検査⽅法の選択制導⼊（胃部X線検査

に加え、胃内視鏡検査も選択可能へ）、⾻密度検査の追加）

従業員組合主催の社内⼤運動会に体⼒測定コーナー設置

従業員組合と共催にてマインドフルネスセミナー開催

※1

※2
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傷病による休職の状況（⽋勤及び休職平均⽇数） - - - 2.98⽇

健康経営の取り組み eラーニング 受講率 - - - 93.4%

健康経営施策に対する満⾜度 - - - 75.0%

Cradleサービス ユーザー数 - - - 586名

全社ウォーキングイベント参加率 - - - 24.4%

労働災害件数 - - - 127件

死亡災害件数 - - - 0件

※1 法定の健康診断項⽬のほかに、各種が%検診・眼底検査等のオプション項⽬を追加。オプション項⽬の費⽤補助は、2023年度 3,434万円

※2 定期健康診断を受診し、問診票に回答し�⼈数のう�、⾼⾎圧に り治療中の⼈数/同治療中の⼈数+⾼⾎圧だが未治療の⼈数

※3 社内の勤務管理システム及び傷病診断書から病気に る⽋勤及び休職の⽇数を積算して集計し�⽇数/正社員数

※4 全従業員向け eラーニング「健康�営の取り組み」受講者中、「健康�営施策（取り組み）に対して満⾜してい�すか」という設問で「とて�満

⾜」「満⾜」と回答し�⼈の割合

※5 2024年3⽉末時点。社員に対する⼥性の健康課題を中⼼とし�オンラ&ン4A8ー、婦⼈科受診クーポン配布等のサービスを提供するCradleサ

ービスの登録者数。

三井住友信託銀⾏を含む、三井住友トラストグループ⼦会社・関係会社全体では、1,115名

※6 年に2回（春・秋）開催。全従業員に占める対象者の割合は96.0％、対象者のう�の参加率

 

 

  

 

※3

※4

※5

※6
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健康経営全体の具体的な数値⽬標・実績（三井住友信託銀⾏）

項⽬ 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2030年度⽬標

プレゼンティーズム - - 79.4% 79.4% 90.0%

ア^センティーズム 1.7% 1.8% 2.0% 2.1% -

う�メンタル`ルス不調 1.4% 1.6% 1.5% 1.7% 1.3%

エンCージメント - 60.4点 62.4点 62.4点 65.0点

【※測定⽅法、測定⼈数・回答率】

※1 東⼤1項⽬版の測定⽅法を�とに従業員調査にて「病気や.*でない時に発揮で�る業務パフォーマンスを100%として直近1ヶ⽉のパフォーマン

スが何%か？」の回答を集計し計算。

実績値は全従業員平均。調査対象者12,183⼈中、9,821⼈の回答（回答率81%）にて測定（2023年度）。⾼いほど良好。

※2 ⼼⾝の不調に り⼀か⽉以上の⻑期⽋勤・休職し�⼈数の割合（2023年度は218⼈/全正社員10,340⼈）。低いほど良好。

※3 ワーク・エンゲージメント。社員�識調査の「活性度」（仕事のやりがいやD5>ーション等を問う10個の設問の平均点（100点満点）の全従業

員平均）。

調査対象者12,183⼈中、9,821⼈の回答（回答率81%）にて測定（2023年度）。⾼いほど良好。

当グループでは、「全社員がやりがいを持って活躍し成⻑できる機会の提供」に向け、チャレンジと学びを後押しする⾵⼟構築と双

⽅向コミjニBーションの活性化に取り組んでいます。三井住友信託銀⾏では、店部⻑⾃らが講師を務めて⾃⾝の経�や学びを伝達

する店部⻑塾を開催している他、1on1コーチング研修の導⼊によりマネジメント層のコミjニBーションスキル向上に取り組み、

⼼理的安全が担保された⾵通しの良い職場環�の構築に努めています。また、社員の声を経営層やマネジメント層に届ける仕組みと

して、社員意識調査やパルスサーベイを導⼊しています。

 

 

  

 

※1

※2

※3

（2）やりがい・働きがいを育む⾵⼟
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三井住友トラストグループのダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンの取り組み

三井住友トラストグループでは、「個々⼈の多様性と創造性を経営に活かす」というダイバーシティ、エクイティ&インクルージョン

の概念そのものを、ミッション（経営理念）として有しています。

2011年のグループ発⾜当時に、皆が共通して⽬指すものとして、「ミッション」「ビジョン」「バリュー」の三つを制定しました。こ

の中のもっとも上位の概念がミッション（経営理念）です。

”お客さま、社会、そして株主の三つのステークホルダーから当グループは何を求められているのか“、という観点に加え、”当グルー

プで働く社員にとって、どういう会社で�りたいか“という思いに対し、「個々⼈の多様性と創造性が、組織の付加価値として存分に

活かされ、働くことに夢と誇りとやりがいを持てる職場を提供する」ことをミッションの⼀つに掲げ、多様な社員の相互作⽤で独⾃

の価値を創出することを、⾃分たちのDNAにしようと取り組んできました。

トップメッセージ
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三井住友トラストグループのダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンの取り組みについてご紹介しています。

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージ�ン��ート

ダイバーシティ、エクイティ&インクルージョンレポート第7号（2024.7.29発⾏） （18,892KB）

 

 

 

 

 

   

      

三井住友トラストグループは、以下のテーマを重点取り組み項⽬とし、グループ各社の状況に�った推進に取り組んでいます。

 

 

 

 

 

銀⾏発⾏

重点項⽬の取り組み

   

⼥性活躍推進

両⽴⽀援

⼈権・LGBTQの理解促進

障がい者の活躍推進

グローバル⼈材の活躍推進
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三井住友トラストグループのさらなるダイバーシティ&インクルージョン推進を図るため、2017年10⽉に、ダイバーシティ&イ

ンクルージョン推進室を設置しました。さらに、2023年4⽉には、多様な属性・背景が�る社員への公平・公正（エクイティ）

な⽀援を実施することで、当グループの組織⼒・創造⼒につなげ取り組みを加速する意思を持って、ダイバーシティ、エクイティ

&インクルージョン推進室（略称：DE&I推進室）と改称しました。

 

 

 

 

 

ダイバーシティ推進体制
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経済産業省と⽇本健康会議が共同で、優良な健康経営を実践している法⼈を認定する「健康経営優良法⼈〜ホワイト500〜」に

三井住友トラストグループは7年連続で認定されました。

⽇本カストディ銀⾏は単独で健康経営優良法⼈（⼤規模法⼈部⾨）に2年連続で認定されました。

※ ⼤規模法⼈部⾨の上位法⼈に「ホワイト500」の冠が付加。

 

 

 

 

 

外部評価・メンバーシ�	

外部評価

ブルームバーグ男⼥平等指数

健康経営優良法⼈〜ホワイト500〜

※

   

Bloomberg社が、男女平等に対する取り組みを評価する「Bloomberg Gender-Equality Index」に2019年より5年連続で
選定されました。
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グループ各社で次世代育成⽀援対策推進法に基づき、⼦育てサポート企業として厚⽣労働⼤⾂の認定を受けた証で�る「くるみ

ん認定」を取得しています。仕事と育児の両⽴⽀援に関し、より⾼い⽔準の取組みを⾏った企業は「プラFナくるみん認定」を

取得しています。

くるみん認定取得企業

プラチナくるみん認定取得企業

 

 

 

 

 

くるみん・プラチナくるみん

エイFアールワン

⽇興アBットマNジメント

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス

三井住友信託銀⾏

三井住友トラスト・システ\&サービス

⽇本カストディ銀⾏

   

      

グループ各社で⼥性活躍推進法に基づき、⼥性の活躍促進に関する状況などが優良な企業として厚⽣労働⼤⾂の認定を受けた証

で�る「えるぼし認定」を取得しています。基準を満たしている項⽬数に応じて３段階で認定され、さ,に⾼い⽔準の要件を満

たした企業は「プラチナえるぼし認定」を取得しています。

えるぼし認定取得企業

プラチナえるぼし認定取得企業

 

 

えるぼし・プラチナえるぼし

エイチアールfン（3段階⽬）

三井住友トラストクラブ（3段階⽬）

三井住友トラスト総合サービス（3段階⽬）

⽇本カストディ銀⾏（2段階⽬）

三井住友トラストTAソリューション（2段階⽬）

三井住友トラスト・システ\&サービス（2段階⽬）

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス（2段階⽬）

三井住友トラスト・ビジネスサービス
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⼀般社団法⼈wwP（wor" wi+ Pri�e）による、LGBTQに関する取り組みの評価「PRIDE指標」において、昨年に続き最⾼評

価の「ゴールド」を受賞しました 。

※1 2024年：三井住友トラストグループ、三井住友信託銀⾏、三井住友トラスト・アセットマネジメント、⽇興アセットマネジメント、三井住友

トラスト・ビジネスサービス、三井住友トラスト・カード、三井住友トラストクラ�、三井住友トラスト・パナソニックファイナンス、⽇本カ

ストディ銀⾏および三井住友トラスト総合サービスの10社。

三井住友信託銀⾏および⽇興アBットマNジメントは「ゴールド」を受賞した$か、⾃治体・NPO/NGOなどとのBクDーを超

えた取り組みを推進する企業・団体への評価指標「レインボー」も同時受賞しました。

三井住友信託銀⾏は4年連続、⽇興アBットマNジメントは初受賞となりました。

 

 

 

 

 

PRIDE指標2024

※1

   

      

経済産業省・東京証券取引所が共同で、⼥性活躍推進に優れた上場企業を選定する「なでし�銘柄」に2020年3⽉に三井住友信

託銀⾏が選定されました。

 

 

なでしこ銘柄

  

   

D&I推進の先進企業を表彰し企業におけるD＆I推進を加速すること、各企業のD&I推進の進捗度を診断することを⽬的として、J-

Winが主催するアワード。

三井住友信託銀⾏は、2022年ベーシックアチーブメント準⼤賞を受賞し&し�。

202�年にはアドOンス部⾨ファイナリスト企業と�-、三井住友信託銀⾏取締役社⻑⼤⼭⼀也が個⼈賞：経営者アワードを受賞

し&し�。

J-Win ダイバーシティ・アワード
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⼀般社団法⼈⽇本経済団体連合会が公表する「2030年までに役員に占める⼥性⽐率を30％以上にする」という⽬標に向けた\

ーブメントに、三井住友トラストグループとして賛同しました。

 

 

 

 

 

メンバーシップ

2030年30％へのチャレンジ〜＃Here We Go 2030〜

   

      

企業のEイバーシティ実現を⽬指す「301 
#u� ��p�n」に三井住友トラスト・アセットマネジメントと⽇興アセットマネジメ

ントがInvestor Groupメンバーとして参加しています。

30％ Club Japan

   

      

ブメントに、三井住友トラストグル プとして賛同しました。

⽇本における「LGBT平等法」の制定を⽬指して、企業や団体などに賛同を呼びかけているキャンペーンに、三井住友トラストグ

ループとして賛同しました。

 

 

 

 

 

2030年30％

ビジネスによるLGBT平等サポート宣⾔

   

      

と た。

⽇本で活動する3つの⾮営利団体による、婚姻の平等（同性婚の法制化）に賛同する企業を可視化するためのキャンペーンに、三

井住友トラストグループとして賛同しました。

 

 

 

 

 

Business for Marriage Equality
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⼥性活躍推進

当グループは、「個々⼈の持てる⼒を最⼤限に⽣かすために、能⼒に応じた適材適所の配置を進めていく企業」として、性別にかか

わらず能⼒本位で管理職に登⽤しています。

活躍領域を広げ、多様な業務にチャレンジできる配置を幅広く⾏っており、研修のみならず、異動・配置・業務アサインを通じて成

⻑の機会を提供しています。

当グループは、2025年3⽉末までに「課⻑・チーム⻑以上のラインの管理職につく⼥性」を20%以上とするKPIを設定し、「2030

年30%へのチャレンジ」に賛同しました。

「2030年30%へのチャレンジ」とは、経団連が「2030年までに役員に占める⼥性⽐率を30%以上にする」という⽬標に向けたム

ーブメント形成を⽬的として会員企業に賛同を呼びかけたものです。

⼥性活躍推進の取り組み

数値⽬標の設定

2024年9⽉末 ⽬標

課⻑・チーム⻑以上のライン管理職につく⼥性の⽐率 19.4% 20.0%

三井住友トラストグループのKPI（対象期間：2022年4⽉1⽇〜202�年3⽉31⽇）
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2024年10⽉末 ⽬標

課⻑以上のラインの��トにつく⼥性の⽐率 22.9% 26%以上

マネジメント業務を担う⼥性の⽐率 32.8% 34%以上

三井住友信託銀⾏では、意思決定ラインにおける⼥性を増やすことを⽬的に、⼥性活躍推進法に基づく⼀般事業主⾏動計画として、

上記の⽬標を掲げています。

同時に、性別に関係なく家事・育児に参画し、キャリアとの両⽴を実現できる⾵⼟醸成が不可⽋です。そのため、雇⽤環境の整備に

関する⽬標として、「男性社員の育児休業等の平均取得⽇数：30⽇以上」「年間平均有給休暇取得⽇数：21⽇以上」を併せて掲げて

います。

三井住友信託銀⾏では、⼥性社員のキャリア形成にとってターニングポイントとなるタイミングにあわせ、主体的なキャリア形成を

考える機会提供とJット^ーク構築を⽬的とした研修をきめ細やかに実�しています。各事業では外部講師や先輩社員の講話を参考

に、⾃らの中⻑期的なキャリアを⾃律的に考えるキャリアG=イン研修を実�、ライMイベントに,る影響を受けやすい⼥性社員の

悩みに寄り添い、⼈⽣設計の⼀環としてキャリアをG=インする機会を早期に提供する取り組みを⾏っています。また、課⻑登⽤の

⼀歩⼿前の⼥性社員に対して、リーダーシップ研修を実�し、管理職になることへの不安やプレッシャーを払拭し、⾃分らしい管理

職像を描き能⼒を発揮することで、さらなる上位職を⽬指せる,う、成⻑をサポートしています。

また、活躍領域を広げ、多様な業務にチャレンジできる配置を幅広く⾏っており、研修のみならず、異動・配置・業務アサインを通

じて成⻑の機会を提供しています。

三井住友信託銀⾏の⼀般事業主⾏動計画（計画期間：2024年11⽉1⽇〜202�年3⽉31⽇）

⼥性の管理職登⽤を意識した⼈材育成

⼥性の着実なキャリア形成を⽀援

パイプラインの策定、サポーター役員制度

三井住友信託銀行では、各事業における計画的な育成を図るための「パイプラインモデル」の策定や女性リーダー層を対象とする
ゼミ、自律的なキャリア形成を目的にした研修等、女性のマネジメント登用を見据えたさまざまな取り組みを行っています。さらに、
2021年から「幅広い経験」「幅広い知識」「幅広い人脈」を補完し成長する機会として、次世代の幹部候補女性に役員自らがメンタ
リングを実施のうえ様々な経験を積むサポートを行う「サポーター役員制度」を導入しました。
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合計 う�⼥性 う�男性

社員数（2024年3⽉末） 13,848⼈ 7,955⼈ 5,893⼈

新卒採⽤者数（2024年�） 409⼈ 205⼈ 204⼈

2022年3⽉末 2023年3⽉末 2024年3⽉末

①役員 6⼈（8.2%） 7⼈（8.8%） 8⼈（10.3%）

②部⻑級の��トに就く⼥性 15⼈（5.8%） 14⼈（5.1%） 17⼈（6.5%）

③課⻑級の��トに就く⼥性 178⼈（14.5%） 188⼈（15.1%） 212⼈（17.0%）

④課⻑以上のラインの��トに就く

⼥性（②+③）

193⼈（13.0%） 202⼈（13.3%） 229⼈（15.2%）

⑤マネジメント業務を担う⼥性 1,792⼈（28.3%） 1,963⼈（30.0%） 2,105⼈（31.6%）

三井住友信託銀⾏の社員数、新卒採⽤者数

三井住友信託銀⾏の⼥性役員・管理職の状況
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※ カッコ内は女性比率です。①は執行役員を含み、また⑤は④を含む係長級以上の女性社員です。



異業種交流による視野の拡⼤や⾃分のキャリアを客観的に⾒つめ直す機会として、他社との共同イベントへの派遣を⾏っています。

また、会社主催のイベントや研修だけではなく、営業店部においても、取引先企業等の⼥性社員との交流を図りながら、⾃らのキャ

リアを考える機会とする活動を⾏うなど、ボトムアップで⼥性活躍推進に取り組んでいます。

さらに⼥性社員の育成には役員も積極的に関わり、役員と直接対話し経営の視点や⼥性社員への期待事項を伝える役員ゼミを実�し

ています。役員ゼミの中には、育児中の⼥性社員も参加しやすいランチタイムに⾏うなどの⼯夫をしているものもあり、⼥性社員の

成⻑に資するようさま�まな機会を提供しています。

⼥性が活躍する環境を整える上で鍵になるマJジメント層の意識改⾰を推進するため、三井住友信託銀⾏では管理職向け研修にアン

コンシャス・バイアスや⼥性の健康課題に関するFーマに取り⼊れています。また、若⼿社員やグループ会社の⼥性マJージャー、

他社でダイバーシFィ推進経�のある社外有識者などから、⼥性活躍についてそれ�れの⽴場から提⾔を⾏う場を設けるなど、役員

のダイバーシFィ、エクイFィ&インクルージYンへの理解を深める取り組みも⾏っています。

社外ネットワークの活⽤と役員との対話

役員・マネジメント層への研修
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両⽴⽀援

出産・育児をしながらも、性別にかかわらず能⼒を最⼤限発揮し、活躍していけるよう、多様な制度とキャリアサポートを整えてい

ます。育児休業からの復職者には、復職後のキャリア形成を考え、両⽴の⼯夫を知り不安を解消するための育休者向けセミナーを開

催し、育児との両⽴者も活躍できるようサポートしています。

（2024年6⽉末現在）

項⽬ 妊娠 産前 産後

1歳未満

まで

2歳に達

する⽇ま

で

⼩学校⼊

学前まで

⼩学校3

年⽣まで

時差出勤

通院時間の確保・通勤�和など

産前・産後休暇

（産前・産後8週間／有給）

出産・育児休�

（最初の1週間は有給）

育児時間制度

（1⽇1回1時間ま�は1⽇2回3�

分／有給）

時間外勤務の免除

短時間勤務制度

（1⽇2時間を超えない範囲で勤務

を短縮）

看護休暇

男性の育休取得

育児との両⽴⽀援

育児との両⽴⽀援制度と�	
���ート
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男性社員が家庭機能の⼀部を担うことを当然と考える⾵⼟の醸成や、育児を通じての新たな発⾒、また会社以外のネットZークをつ

くるき�かけとして、男性育休取得を推進しています。「男性育休取得推進セミナー」を開催し、取得者本⼈に加え、その上司や同

僚の理解促進にも努めています。

三井住友信託銀⾏では、男性育休取得率100％を⽬標としており、さらに2022年度からは取得⽇数合計1ヵ⽉以上を推奨し、より

柔軟な育休取得を可能とする「ベビーケア休暇制度」という独⾃の制度も策定しています。

男性育休の取得推進
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⼈⽣100年時代において、介護をしながら働き続ける社員をサポートするため、制度整備の か⾵⼟醸成に努めています。両⽴⽀援

ハンドブックの配布や従業員組合との共同による「仕事と介護の両⽴セミナー」の定期開催な�を実施しており、制度⾯では最⻑1

年間の介護休業制度や最⻑3年間の短時間勤務制度を設けています。また、外部の専⾨家に気軽に相談できる介護相談窓⼝も設置し

ております。

三井住友信託銀⾏は、2019年4⽉に「がん治療と仕事の両⽴」制度を新設しました。がん治療と両⽴しながら働く社員をサポート

するため、がん治療休暇やがん治療のための短時間勤務制度、時�出勤制度、時間外勤務
除制度な�を整備しています。がん検診

受診率向上やがんに関するリ@ラシ―教育推進を⽬的とした国家プロジェクトである「がん対策推進企業アクション推進パートナ

ー」に三井住友トラストTAソリューション、三井住友信託銀⾏、⽇本ペンション・オペXーション・サービス、および⽇興アセッ

トマネジメントが、推進パートナーとして登録しています。社員が⻑く健康で働くためのがん教育やがん検診受診率向上につながる

施策に6ループ各社で取り組んでいます。

介護との両⽴⽀援

がん治療との両⽴⽀援
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三井住友信託銀⾏では、仕事と両⽴しながら安⼼して不妊治療できるように全社員を対象とした不妊治療相談窓⼝を設置していま

す。さらに、柔軟な働き⽅で治療との両⽴しやすいように制度⾯の整備も進めています。

三井住友信託銀⾏では、転居を伴う勤務地変更のないAコース社員が配偶者の転勤な�の際に勤務地を変更できる制度を2016年度

に導⼊しました。さらに、2017年7⽉から、配偶者（社内、社外問わず）の海外転勤に帯同する社員について、休職を認めること

としました。性別を問わず、申請可能です。家庭環境に⼤きな負荷がかかる配偶者の海外転勤の際に、「仕事」か「家庭」か、の2択

以外の選択肢を会社として提供し、⾃律的なキャリア形成を⽀援したいという思いからこの制度が⽣ま*ました。国内の勤務地変

更、海外転勤帯同休職制度、いず*も活⽤さ*、ライフイベントに左右さ*ないキャリア継続の取り組みが進んでいます。

利⽤者実績

国内の勤務地変更

54名

海外転勤帯同休職制度

22名

（いず*も2023年度累計ベース）

不妊治療との両⽴⽀援

ライフイベントに左右されないキャリア形成の⽀援

勤務地変更と海外転勤帯同休職制度
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⼈権・LGBTQ

三井住友トラストグループでは、「社会的責任に関する基本⽅針」を構成する要素の⼀つとして「⼈権⽅針」を定めており、持続可

能な社会の構築を⽬指すとともに、企業活動に関わる全てのステークホルダーの⼈権を尊重しています。「⼈権⽅針」にはLGBTQに

対する差別の禁⽌⽂⾔も明記しています。

三井住友信託銀⾏では、職場内⼈権啓発研修をはじめ、新⼈研修や各種階層別研修においても啓発活動を継続的に実施し、同性婚の

社員に対して結婚休暇利⽤を可能とする制度や「だれでもトイレ」の設置を進めるな�の取り組みのほか、お客様向けのサービスと

して、住宅ローンにおいて三井住友信託銀⾏が指定する公正証書な�をご提出いただくことで、同性パートナーを配偶者とみなして

ご利⽤いただけるお取り扱いをしています。

LGBTQに関するダイバーシティ・マネジメントの促進と定着を⽀援する⼀般社団法⼈wwP（work with Pride）が運営する

「PRIDE指標」に三井住友トラストグループを中⼼として取り組んでいます。

   

  

⼈権・LGBTQへの理解促進

LGBTQへの取り組み

PRIDE指標
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2024年は、三井住友トラストグループ、三井住友信託銀⾏、三井住友トラスト・アセットマネジメント、⽇興アセットマネジメン

ト、三井住友トラスト・ビジネスサービス、三井住友トラスト・カード、三井住友トラストクラブ、三井住友トラスト・パナ=Fッ

クK-イナンス、⽇本カストディ銀⾏お%�三井住友トラスト総合サービスの10社が、昨年に続き「ゴールド」を受賞しました。

三井住友信託銀⾏お%�⽇興アセットマネジメントは「ゴールド」を受賞したほか、⾃治体・NPO/NGOな�とのセク>ーを超えた

取り組みを推進する企業・団体への評価指標「レインボー」も同時受賞しました。

三井住友信託銀⾏は4年連続、⽇興アセットマネジメントは初受賞となりました。

三井住友トラストグループでは、婚姻の平等に賛同する企業を集めるキャンペーン「Business for Marriage Equality」、⽇本にお

ける「LGBT平等法」の制定を⽬指すキャンペーン「ビジネスに%る LGBT 平等サポート宣⾔」への賛同を表明しています。これら

賛同を通じて、「お客さまや社会のWell-beingの向上」に貢献していきたいと考えています。

LGBTQフレンドリーな⾦融グループに向けて
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障がい者の活躍推進

三井住友トラストグループでは、障がいのある⼈も、職場の⼀員としてやりがいをもって輝きながら働けることを⽬指しています。

⽇興アセットマネジメントでは、2013年以降、「アスリート社員」プログラムを展開し、⾞いすのアスリートの採⽤に注⼒していま

す。このプログラムを通じて⼊社した社員には、障がい者ワーキング・グループを⽴ち上げ、同グループの使命である「全ての社員

にとって働きやすい環境づくり」に携わっている者もいます。

三井住友信託銀⾏では、お客さまと接する営業店や本部の事務業務など、障がいのある⼈が仲間として働く場所が増えています。働

き出した後の悩みや要望などに応えるた!、⼊社後の本⼈との⾯談にも⼒を⼊れています。⾯談から得た気付きを、ハード・ソフト

両⾯から、より働きやすい職場環境の整備などに�なげています。さらに2022年度からは、⾝体に障がいのある社員に加え、知

的・精神（発達）障がいのある社員の雇⽤拡⼤に向けたプロジェクトも推進しています（公募制度を通じて⾃ら参画を希望した社員

が推進）。

障がい者の活躍に向けて

三井住友信託銀⾏の障がい者雇⽤
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グローバル⼈材の活躍推進

世界の主要な市場に拠点を展開するとともに、現地⾦融機関や運⽤機関な�との提携・連携を 通じて、グローバルなプレゼンスの

拡⼤に努めています。

（2024年6⽉末現在）

海外ネットワーク

    

  

71三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



    

  

      

 

当グループでは、多くの海外ナショナルス.ッフ（海外⽀店、駐在員事務所、⼦会社な�）が働いています。

海外⽀店・海外現地法⼈に勤務する現地ス.ッフを対象に、当グループ�よび業務理解の深化、国を跨ぐ社員同⼠の4ットBーク強

化な�を⽬的とした研修を開催しているほか、海外拠点間の⻑期出張な�による⼈材交流も⾏っています。

グローバル⼈材の活躍に向けて
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超⾼齢社会・⾦融包摂

当グループは、⼈⽣100年時代の社会課題解決に資する多様なソリューションを提供し、「お客さまと社会のFINANCIAL WELL-

BEING」実現に貢献してまいります。

資産形成

低⾦利、少⼦⾼齢化の進展、インフレといった環境下、将来にそなえた資産形成の重要性はますます⾼まっています。また、政府が

「資産運⽤⽴国」を掲げ、資産運⽤の機運も⾼まる中、当グループでは、多様なソリューションとアLPイ?リーを通じて、お客さ

まの中⻑期的な資産形成をサポートしています。

資産管理

⾼齢化の進展に伴い、将来の資産管理に対する不安を抱えるシニア層のお客さまや、そのご家族の安⼼・安全な暮らしをサポートす

るため、認知症等への備えとして有効な機能をcンQッ<ージにした信託商品の開発な�、資産管理サービスの充実、向上に努めて

います。

資産承継

⾼齢化や税制の変更な�に伴い、次世代への相続・承継に関する悩みや不安が社会課題として顕在化しています。専⾨知識を持った

担当者が、お客さまの円滑な資産承継をサポートしていきます。

超⾼齢社会における⾦融包摂を実現するための課題

73三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



昨今のインフレ進⾏や年⾦受給開始年齢の引き上げ等を背景に、⽼後資⾦準備に対する社会的要請が⾼まっており、早い段階からの

⾃助努⼒による資産形成が注⽬を浴びています。

当グループでは、お客さま⼀⼈ひとりがご⾃⾝のライフプランに�わせて商品・サービスを選択し、⾃ら資産形成を⾏っていただく

ための、⾦融リテラシー向上に向けた取り組みを⾏っています。

確定拠出年⾦（DC）・職域等の窓⼝を活⽤した資産運⽤セミナーや、店舗周辺の教育機関と連携した⾦融教育関連のコンテンツ提供

等を継続し、お客さまそれ�れのFINANCIAL WELL-BEINGの実現をサポートします。

三井住友トラスト・資産のミライ研究所では⼀⼈ひとりが将来を安⼼して�かるく過ごすための資産形成・資産活⽤の�り⽅をさま

ざまなセミナー・動画コンテンツでお届けしています。

三井住友信託銀⾏は住信SBIネット銀⾏の持つ先進的なIT技術を活⽤した「三井住友信託NEOBANK」を2023年9⽉にリリースし

ました。

既にサービス提供している資産管理アプリ「スWートライフJ?イナー」と併せてご活⽤いただくことで、お客さまには⽇々の⼊出

⾦等の「普段使い」から、「資産運⽤・管理・承継」に⾄るまで、ライフステージに応じた付加価値の⾼いサービスをご利⽤いただ

けるよ�になりました。本件サービスを通じ、お取引の�るお客さまに加え、これまでは接点を持つことができなかった新たなお客

さまも含め、幅広いお客さまのFINANCIAL WELL-BEINGの実現に向けて取り組んでいきます。

私たちの取り組み

⾦融リテラシー教育

住信SBIネット銀⾏との協業
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超⾼齢社会に対応する信託商品の開発、⺠事信託の受託者⽀援サービスの促進だけでなく、地域との連携に根差した成年後⾒制度等

の促進のため、成年後⾒・信託に関する学術的なシンポジ7Yを産官学で開催するな�、⽇本の⾼齢者問題の解決、⾦融包摂の実現

に向け積極的に取り組んでいます。

具体的には、市⺠向け信託公開講座や社会福祉協議会等向けの勉強会への講師派遣、⺠事信託に携わる⼠業向けのセミナーを実�し

ています。

また、助成する中央⼤学研究開発機構（⾼齢社会における信託活⽤のグランLJ?インに関する研究ユニット）を通じて、N�K

「TVシンポジ7Y」や国際シンポジ7Y「アジアにおける成年後⾒と信託の展開」等の開催に協賛・登壇し、⾼齢者の財産管理の

リテラシー向上に努めています。

⽼年学は英語ではジ8bントbジーと呼ばれ、加齢に伴って⽣じるさまざまな課題を扱い、⽣涯をより良く⽣きるための⽅法を追究

していくことを⽬的とした学際的な視点が特徴の学問です。三井住友信託銀⾏では、お客さまとともに⽼年学を学び、⾼齢者が⾃分

の⼈⽣を最後まで⾃分で決め、⽼いてこそますます社会にとって必要な存在として�り続けるプbF:テ5T・エイジングの実現を

⽬指します。なお、三井住友信託銀⾏では、201�年より全営業店部⻑への「⽼年学（ジ8bントbジー）検定」資格取得を義務付

けており、⾼齢のお客さまに向けたサービスやコンサルテ5ングに⽣かしています。また、⼀般社団法⼈⽇本意思決定⽀援推進機構

と⼀般社団法⼈⾦融事情研究会共催の「銀⾏ジ8bントbジスト」認定試験への作問をはじめとしたサポートも⾏っています。

202�年3⽉末

ご⾼齢のお客さまへ適切なコンサルティングの提供 銀⾏ジ8bントbジスト認定者 3�991名

相続・遺⾔・遺産整理等のお⼿伝い 財務コンサルEント・トラストコンサルEント数 293名

※ 三井住友信託銀⾏のコース社員の��、上記資格試験の合格者数

⾼齢者向けの取り組み（⾦融包摂）

ジェロントロジー（⽼年学）についてのリテラシー向上
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当グループでは、シニア世代の住まいや認知症問題を考える�えでの情報を紹介する「シニア世代応援レポート」を作成していま

す。

豊かなシニアライフの応援

最新シニア世代応援レポート

シニア世代の住まいを考える4.0 （8,055KB）

最新シニア世代応援レポート

認知症問題を考える3.0 （9,016KB）
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社会貢献活動

当グループでは、社会課題の解決に向けて社会貢献活動に取り組んでいます。

⽇本全国の⼦どもたちに演劇の感動を届けるプロジェクトとして⼀般財団法⼈舞台芸術センターと劇団四季が全国各地で開催してい

る「こころの劇場」公演の運営に、当グループ社員がボランティアとして参加しています。学校関係者や劇団四季スタッフととも

に、受付や会場内外での誘導を⾏うなど、⼦どもたちが快適に楽しく観劇で�る'うサポートしています。

2024年度に初開催された「東京MINATO CITY国	⾳楽コンクール＆ワークショップ」は、ヴァイオリン、チェロ、ピアノの三部

⾨を毎年⼀部⾨ずつ開催する「国	⾳楽コンクール」と、⾳楽の道を志す幼児から⾼校⽣までを対象とした「教育ワークショップ」

が同時に開催される国	⾳楽コンクールです。当グループ社員は、語学・広報・会場⽀援などのボランティアとして本コンクールの

運営をサポートしています。

©Taira Tairadate

 

  

主な取り組み

児童招待公演「こころの劇場」への特別協賛

東京MINATO CITY国際⾳楽コンクール&ワークショップへの特別協賛

 

  

サントリーホール
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公益社団法⼈⽇本将棋連盟及び株式会社朝⽇新聞社が主催する「第17回朝⽇杯将棋オープン戦」に特別協賛をしました。この⼤会

は将棋界の新たな才能を発掘し、その活躍の場を広げることを⽬的として、多くの将棋愛好家から注⽬を集めています。当グループ

は、本協賛を通じて将棋の魅⼒を多くの⼈々に伝え、⽂化の発展に寄与することを⽬指しています。

⾦融関連企業が結集して⽇本の⾮営利団�を⽀援するチャリティイMント「FIT チャリティ・ラン（英名：Finan�ia� In�u�try in

Tokyo For Charity Run）」に、協賛企業、チャリティランFー、運営ボランティアとして参加しています。参加費や企業協賛⾦

は、社会的に意義や必要性が⼗分に認知されていない⾮営利団�に寄附されます。

 

第17回朝⽇杯将棋オープン戦への特別協賛

FITチャリティ・ランへの参加
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当グループでは社員参加型の各種ボランティアプログラQを⾏っています。

⾮営利団�と協働し、難病の⼦どもたちとそのご家族にタオルで「くま」を作ってプW>ントする活動や、経済的困難な状況に�る

ひとり親世帯を対象とした⾷品⽀援活動(フードドライブ）などに取り組んでいます。

また、有志社員に'るボランティアサークルを⽴ち上げ、海岸や河川の清掃活動はじめ、さま�まなボランティア活動に参加してい

ます。

三井住友信託銀⾏は、地域の皆さまと強固な信頼関係を築くため、全国各地の営業店部を中⼼に、地域に根差したサステFビリティ

活動を展開しています。

 

その他の取り組み

With You活動

With You ⽀店ブログ
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Providing 
Solutions
（ソリューションの提供）
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ソリューションの提供

「託された未来をひらく〜信託の⼒で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊かな未来を花開かせる〜」をパーパスとして掲げ

ている当グループは、社会的価値創出と経済的価値創出の両⽴実現に向けた取り組みを推進しています。銀⾏・資産運⽤・不動産と

いった多彩な機能を有する当グループが、⾃らも新たな市場・機会を創造する領域に投資の先導役として資本を投下し、経済や市場

を拡⼤させ、⽇本の投資家資⾦を呼び込むことにより、「資⾦・資産・資本の好循環」を果たしていきます。

我が国の⻑年の⾦融課題は、豊富な個⼈⾦融資産や企業の内部留保が投資や消費に回ら�、現預⾦のまま停滞していることです。こ

の停滞から脱却するためには、皆が⼀⻫に動き出す必要が�り、その⼤きな機会が到来しています。それは、脱�素社会の実現で

す。

脱�素社会の実現には、巨額の資⾦が必要ですが、公的セクターだけではまかないきれません。そこで、⺠間資⾦の活⽤が期待され

ていますが、ここで重要となるのが資⾦の循環です。産業界の資⾦ニーズと、投資家の運⽤ニーズを結び�け、資⾦の好循環を実現

することが専業信託銀⾏で�る我々の使命でも�ります。

そして、企業から求められる⾦融機�や投資家の役割は変化しており、財務情報のみに着⽬して資⾦供給を⾏うのではなく、資⾦供

給を⾏った結果の社会的価値創出、すな0�インパクトの創出にまで責任を持って向き合うことが求められます。バリューチェーン

を俯瞰して特定した最善の効果が得られるポイント$資⾦を投⼊し、その効果をモニタリングしていく、これが国�的に注⽬されて

いる「インパクトファイナンス」です。

 

社会課題の解決に向けた取り組み

ポジティブインパクトの創出に向けた取り組み
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ベンチャーキャピタルへの

アドバイザリー業務（2021年4

⽉）

三井住友信託銀⾏が、リアルテック社が運	するVCの投資先を対象とした科学的根

拠に基づいたインパクト分析サービスの提供を開始

ア
� アとの協働、知⾒の提供

（2021年11⽉）

三井住友信託銀⾏が、将来のインパクトファイナンス導⼊の観点から参画を開始した

⾦沢⼤学がリーダーを務めるプgジェクト「再⽣可能多糖類植物由来プラスチックに

よる資源循環社会共創拠点」がJST共創の場形成⽀援プgグラム「COI-NEXT(共創

分野本格型)」に採択される

エクイティ投資（2022年4⽉） 三井住友信託銀⾏が、政策保有株式の売却により創出された資本余⼒を活⽤し、⾃⼰

資⾦で20�0年	までに累計で5,000億円のインパクト・エクイティ投資の取り組み

を本格的に開始。⾃⼰資⾦による投資を契機として、他の機�投資家によるエクイテ

ィ投資を呼び込むことにより、20�0年	までに⾃⼰勘定投資と投資家資⾦の合計で

2兆円エクイティ資⾦供給を⽬指す

⾃治体への�ービス提供（2022

年7⽉）

三井住友信託銀⾏が、⼩⽥原市の再⽣エネル<ー地産地消事業の地域社会に対するイ

ンパクト評価を実�し、同市ホームページにレポート（横浜銀⾏、浜銀総研と協働）

を掲載。地域住⺠や企業の⾏動変容を促す

地域⾦融機関との協働（2022年

11⽉）

三井住友信託銀⾏がインパクト評価を⾏い、当社の複数の融資および地域⾦融機�が

その評価を活⽤して融資を⾏えるスキームが2022年	環�省「グリーンファイナン

スモデル事例創出事業」モデル事例に選定される。これにより、個別融資、融資期間

にとら0れ�企業単位で⻑期的なインパクト⽬標の設定・測定・管理が可能となる

企業との共同案件（2022年11

⽉）

三井住友信託銀⾏が、アミタホールディングス株式会社と 互助共助コミュニティ型

の資源回収ステーシbン「MEGURU STATION 」を対象に、インパクト評価を共同

で実�し、当該取り組みを加速化することに�いて合意

®

三井住友トラストグループは、以下の様に、様々なインパクトビジネスに取り組んでいます。

コーポレートファイナンス

（2019年3⽉）

三井住友信託銀⾏が、不⼆製油グループ本社に対し資⾦使途を特定しない事業会社向

け融資としてポジティV・インパクト・ファイナンスを実�

株式投資（2019年10⽉） 三井住友トラスト・アセットマネジメントが、⽇本株式インパクト投資ファンNを開

発、2020年に商品化

リアルアセット投資への

アドバイザリ 業務（2021年3

⽉）

三井住友信託銀⾏が アン:ー・シップ・パートナーズ社に対し船舶を対象としたイ

ンパクト分析サービスの提供を開始

ベンチャーキャピタルへの

アドバイザリー業

三井住友信託銀⾏が リアルテック社が運	す VCの投資先を対象とした科学的根

拠に基づいたイ パクト分析サービスの提 を開始

（20 1年11⽉ ⾦沢⼤学がリーダーを務めるプgジェクト「再⽣可能多糖類植物由来プラスチック

よる資源循環社会共創拠点 が ST共創の場形成⽀援プ グラ CO -NEXT(共創

分野本格型)」に採択される

井住友 ⾏が 政策保有株

を本格的に開始 ⾃ 資⾦による投資を契機として 他の機�投資家によるエクイテ

ィ投資を呼び込むこと より 20�0年	までに⾃⼰ 定投資と 資家資⾦の合計で

2兆円エクイティ資⾦供給を⽬指す

⾃治体への�ービス提供（2022

年7⽉

三井住友信託銀⾏が ⼩⽥原市の再⽣エネ <ー地産地消事業の地域社会に対するイ

ンパクト評価を実�し 同市ホームペ ジにレポート（横浜銀⾏ 浜銀総研 協働）

を掲載 地域住⺠や企業の⾏動変容を促す

11⽉） その評価を活⽤して 資を⾏えるスキームが2022年	環�省「グリーンファ ン

スモデル事例創出事業」 デル事例に選定される。これにより 個別融資 融資期間

とら0 �企業単位で⻑期的なインパクト 標の設定
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ESGトータルソリューションのご提供

SDGsへの取り組みが世界的に加速する中、サステナブル経営の推進をはじめ、お客さまが抱える課題は複雑かつ⾼度化しており、

また課題に対するスcーディーな対応が求められています。

当社は銀⾏・信託業務を通じた結びつきのある多様なステークホルダーとの接点や幅広いソリューション提供⼒を強みとして、お客

さまとステークホルダーをつな
、企業価値向上につながるトータルソリューションを�提供しています。

特に「ESG」のテーマはお客さまの関⼼が⾼いことから、2020年4⽉に当社内に事業横断的なESGソリューションの展開を⽬的と

した専担組織を設置し、蓄積してきたサステナビリティの^;ハ;やネットワークを⽣かし、お客さまの取り組みをサポートしま

す。

多様なニーズにお応えする「トータルソリューション」の開発・提供

インパクトとは、企業の製品・サービスあるいは活動が短期・中期・⻑期にわたって経済・社会・環境に及ぼす影響であると当社で

は定義しています。

 

 

 

 

   

 

  

気候変動対応⽀援に向けた合弁会社を設⽴しました

インパクトビジネス

注：�本セクション以降本章において「当社」は�
三井住友信託銀行を指します。

世界規模で異常気象による災害が多発する中、脱炭素社会の構築に向け、多くの企業が適応・緩和の両面で早急な行動を求められ
ています。当社は、2024年２月に、世界最大のサステナビリティ専門コンサルティング企業であるERMグループの日本法人と共同
出資により、企業の気候変動対応を支援する新会社を設立しました。本提携を通じて、ERMグループのグローバルな専門知識と、当
社の金融インフラ機能を組み合わせ、法人のお客さまが抱える気候変動・脱炭素分野における課題に対して、実践的かつ国際競争
力を意識したコンサルティング及びソリューションを提供し、お客さまの企業価値向上とともに、日本の脱炭素化の促進を目指して
まいります。詳細はこちら の同社ホームページをご覧ください。
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当社は、国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）のポジティブ・インパクト金融原則等のグローバルな原則に準拠して、さま
ざまなアセットクラスにおいてインパクト・ファイナンスを提供しています。

https://www.erm-sumitrust.com/


  

 

 

当社は、2021年度から2030年度までの10年間で累計15兆円（うちインパクトエクイティ215兆円）を取り組むサステナブルファ

イナンス⻑期⽬標を設定しています。環境分野や社会分野に対する積極的な資⾦供給を通じ、気候変動をはじめとする環境・社会課

題を解決し、お客さまとと.に持続可能な社会の実現に貢献していきます。

当社で取り扱い可能なサステナブルファイナンスは以下の通りです。

当社のサステナブルファイナンスは、国際原則等に準拠し、外部評価機関から適合性評価の第三者意⾒取得を原則とすることで、信

頼性・透明性の確保に努めています。

商品名 準拠原則等

資⾦使途

限定

主な特徴

UNEP FI（国連環境計画⾦融イ

ニシアチブ）：「ポジティブ・イ

ンパクト⾦融原則」

「ポジティブ・インパクト⾦融原

則フwームyーク」

無し

企業活動から発現する重要な全

ての「インパクト」を包括的に分

析・評価し、当該活動の継続的

な⽀援を⽬的とした融資

LMA（ローン市場協会）：「サス

テナビリティ・リンク・ローン原

則」

ICMA（国際資本市場協会）：「サ

ステナビリティ・リンク・ボン

ド原則」

無し

企業活動の重要なサステナビリ

ティ戦略と関連の深い特定の

「サステナビリティ⽬標」を設

定し、達成度合いに応じて経済

条件を変動させる融資

①サステナビリティ・リンク・ローン型

（トランジション・リンク・ローン）

②グリーン・ローン型

ICMA（国際資本市場協会）：「ク

ライメート・トランジション・フ

ァイナンス・ハンドブック」

①無し

脱炭素化に向けた移⾏の取組⽀

援を⽬的とした融資

②有り

 

 

   

   

 

  

ファイナンス×サステナビリティ

サステナブルファイナンス

1.ポジティブ・インパクト・ファイナンス

（PIF）

2.サステナビリティ・リンク・ローン

（SLL）

3.トランジション・ローン
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ICMA（国際資本市場協会）：「グ

リーンボンド原則（GBP）」

LMA（ローン市場協会）：「グリ

ーン・ローン原則（GLP）」

有り

環境改善効果を⽣み出す特定の

グリーンプロジ<クトの取組⽀援

を⽬的とした融資

ICMA（国際資本市場協会）：

「GBP」「GLP」

欧州委員会：「持続可能な海洋経

済に対する⾦融原則」

有り

環境改善効果（海洋経済または

⽔インフラ等）を⽣み出す特定

のブループロジ<クトの取組⽀援

を⽬的とした融資

ICMA（国際資本市場協会）：「ソ

ーシqルボンド原則（SBP）」

LMA（ローン市場協会）等：「ソ

ーシqル・ローン原則（SLP）」

有り

社会的効果を⽣み出す特定のソ

ーシqルプロジ<クトの取組⽀援

を⽬的とした融資

ICMA（国際資本市場協会）：「サ

ステナビリティボンド・ガイド

ライン」

有り

環境改善効果・社会的効果を⽣

み出す特定のプロジ<クト（グ

リーン及びソーシqル）の取組⽀

援を⽬的とした融資

 

 

   

 

  

資⾦使途限定型サステナブルファイナンス

4.グリーン・ローン

ブルー・ローン

5.ソーシャル・ローン

6.サステナビリティ・ローン
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ポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）

 

当社は、国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が提唱するポジティブ・インパクト金融原則に基づき、先駆的な取り組みと
して､2019年3月にポジティブ･インパクト･ファイナンス（資金使途を特定しない事業会社向け投融資タイプ）（以下、PIF）を実行し
ました。
PIFは、企業活動が経済・社会・環境にもたらすインパクト（ポジティブな影響とネガティブな影響）を包括的に分析・評価し、ネガ
ティブインパクトの緩和とポジティブインパクトの拡大について目標を設定のうえ、その実現に向けた継続的なエンゲージメントを
重視したファイナンスの取組です。PIFの商品コンセプトなどが評価され、2020年2月、環境省第1回「ESGファイナンス・アワード・
ジャパン」の融資部門で金賞を受賞しました。
また、評価対象企業が他の金融機関からファイナンスを受ける際にも参照できる「ポジティブ・インパクト評価（PI評価）フレーム
ワーク」を導入し、2022年度環境省「グリーンファイナンスモデル事例」に選出されています。
当社は、PIFを通じて、お客さまのフレームワークの策定および第三者評価取得のための助言を行い、お客さまの企業活動を継続的
に支援します。
ポジティブ・インパクト・ファイナンスの取組み実績一覧
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サステナビリティ・リンク・ローンは、借り⼿の経営戦略に規定されているサステナビリティ⽬標と整合した「キー・パフォーマン

ス・インディケーター（以下「KPI」）」と「サステナビリティ・パフォーマンス・ターゲット（以下「SPT」）」を設定し、貸付条件

とSPTに対する借り⼿のパフォーマンスを連動させ、SPT達成への動機付けを与えることで、借り⼿の環境的・社会的に持続可能な

経済活動及び経済成⻑を促進し、⽀援することを⽬指す.のです。

お客さまと⼗分に協議したうえで、特定のテーマ（GHG削減量、エネルギー効率、リサイクル率、⼈的資本経営推進等）に関する

KPIを選定し、野⼼的なSPTを設定します。

 

 

   

   

 

  

サステナビリティ・リンク・ローン（S��）

（例）GHG排出量削減をSPTと設定する場合

注）各判定⽇におけるSPT達成状況に�	て⾦利変動等が発⽣します（上記は⼀例）�

  

 

    

         

 

ポジティブ・インパクト･ファイナンスは、UNEP FIが定めたポジティブ・インパクト⾦融原則およ�同実�ガイドラインに則り、

企業活動が環境・社会･経済に及ぼすインパクト（ポジティブな影響とネガティブな影響）を包括的に分析・評価し、当該活動の継

続的な⽀援を⽬的とした融資です。企業の活動、製品、サービスによるSDGs達成への貢献度合いを評価指標として活⽤し、開⽰情

報に基づきモニタリングを⾏うことが最⼤の特徴です。

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」のフレームワーク

三井 友信 銀⾏ 全体 業 活動が及ぼ 環 社 経済に え イ パク ポ テ ブ ンパクト フ イナ

ンスを通じて評価し KPIを活⽤ て タリングす とに

動と成果の 環的な向 を ポ ま

ポジティブ・インパクト・ファイナンス�ス�ーム
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トランジション・ローンは、気候変動リスクへの対策を検討している企業が、脱炭素社会への移⾏に向けて、⻑期的な戦略に則った

G�G削減の取組を⾏っている場合に、その取組を⽀援することを⽬的とした融資です。企業が気候変動関連のリスクに効果的に対

処するために掲げている科学的根拠に基づくクライメート・トランジション戦略とガ`ナンス及びビジネスモデルにおける環境⾯の

マテリアリティを評価し、パリ協定の⽬標達成への活動を促進する.のです。

トランジション・ローンには、資⾦使途限定の「グリーン・ローン型」、資⾦使途が限定されない「サステナビリティ・リンク・ロ

ーン型」があります。

国内のクライメート・トランジション・ファイナンスに関する基本⽅針は を�参照ください。（経済産業省のhージへ移動

します。）

当社におけるトランジションローンの実施事例

川崎汽船株式会社（以下、「川崎汽船」）は、「“K”LINE環境ビジョン2050」の中で、脱炭素化に向け2030年中期マイルストーンで

は、「CO 排出効率200	年⽐50％改善」「社会の低炭素化に向けた新しいエネルCー輸送・供給の推進」をクライメート・トランジ

ション戦略に掲げております。

当社は川崎汽船の当該マイルストーンの達成に向けて、次世代型環境対応LNG燃料⾃動⾞専⽤船の取得を資⾦使途とした トランジ

ションローンを2021年3⽉に実�いたしました。これは、当時においては先駆的な取り組みです。

 

   

 

  

トランジション・ローン

こちら

川崎汽船株式会社

https://www.smtb.jp/-/media/tb/about/corporate/release/pdf/210312-2.pdf

2
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当社におけるトランジション・リンク・ローンの実施事例

株式会社商船三井（以下「商船三井」）は、「商船三井グループ 環境ビジョン2.2」（図表①）の中で、「2050年ネットゼロ・エミッ

ション」（図表②）達成に向けたG�G排出量の削減シナリ?を策定しており、2035年までに輸送におけるG�G排出原単位201
年

⽐45％削減という中間⽬標を定めています。

当社は、商船三井グループの環境課題解決に貢献するため、シンジFーション⽅式トランジション・リンク・ローン（以下「本件」）

（図表③）を2024年4⽉に実�いたしました。

商船三井は、産業�争⼒強化法（以下「産強法」）に基づく事業適応計画について国⼟交通⼤⾂の認定（�1）を受けており、本件

は産強法に基づく「カーボンニュートラル実現に向けたトランジション推進のための⾦融⽀援制度（成果連動型利⼦補給制度（以下

「利⼦補給制度」）（�2））」が適⽤されています。

（※1） 産強法に基づく事業適応計画の認定

経済産業省の"ェ8(イトを	参照ください。

（※2） 利⼦補給制度

経済産業省の"ェ8(イトを	参照ください。

図表①：商船三井グループ 環境ビジョン2.2

（出所）商船三井ホームページ

 

   

 

  

株式会社商船三井

https://www.smtb.jp/-/media/tb/busi�ess/pdf/240425.pdf

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html

https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_inno�ation/sangyokinyu/cnrishihokyu/in�e�.html
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図表②：商船三井グループ !ット�ロ・エミッションへのPathway

（出所）商船三井ホームページ 「商船三井グループ環境ビジョン2
2」

図表③：本件で設定したKPI及びSPT

KPI

SPT

（※） 船舶運航時における単位貨物重量・輸送距離当たりのCO2e（GHG）排出量を⽰す指標です。

（出所） 商船三井ホームページを基に当社作成

グリーン・ローンは、環境課題の解決に資する事業（適格プロジ<クト）に必要な資⾦を調達する際に⽤いられる融資です。調達資

⾦の使途がグリーンプロジ<クトに限定される(か、資⾦の追跡管理や融資実⾏後のwポーティングを通じ、透明性が確保される等

の特徴を有しています。

   

 

  

資⾦使途限定型サステナブルファイナンス

（グリーン/ブルー/ソーシャル/サステナビリティ・ローン）

（1）グリーン・ローン

2019年を基準年とした『2035年にエネルギー効率運行指標(EEOI)を45％削減達成』
に向けたEEOI目標削減率

エネルギー効率運行指標（EEOI：Energy Efficiency Operational Indicator）（※）
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ブルー・ローンは、持続可能な海洋の利⽤に0る経済活動（ブルーエコ^ミー）を⾏うために、海洋環境の保全に充てる資⾦を調達

する際に⽤いられる融資です。グリーン・ローンのサブカテIリ―として位置づけられています。

ソーシqル・ローンは、社会的課題の解決に資する事業（適格プロジ<クト）に必要な資⾦を調達する際に⽤いられる融資です。調

達資⾦の使途がソーシqルプロジ<クトに限定される(か、資⾦の追跡管理や融資実⾏後のwポーティングを通じ、透明性が確保さ

れる等の特徴を有しています。

サステナビリティ・ローンは、グリーン・ローンとソーシqル・ローンの⼀体型です。調達資⾦の使途が「グリーンプロジ<クトと

ソーシqルプロジ<クト」に限定される他、資⾦の追跡管理や融資実⾏後のwポーティングを通じ、透明性が確保される等の特徴を

有しています。

※1 フレームワークでは、次の4要素を満たす必要があります。①調達資⾦の使途 ②プロジェクトの評価と選定プロ,+ ③調達資⾦の管理 ④レポーテ

ィング

※2 レポーティングとは、資⾦の充当状況や投資プロジェクトが与える環境・社会に与えるインパクトに関する報告です。

 

  

（2）ブルー・ローン

（3）ソーシャル・ローン

（4）サステナビリティ・ローン
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国内では2050年のカーボンニュートラル実現に向け、これまでの太陽光発電・陸上⾵⼒発電に加え、⼀般海域における洋上⾵⼒発

電の⼊札が始まるな! 洋上⾵⼒発電の導⼊・拡⼤に注⽬が集まっています。当社は、プロジ<クトファイナンスを通じて再⽣可能エ

ネルCーの導⼊を促進するとと.に、再⽣可能エネルCーの⼤規模発電事業に特化して出資する再⽣可能エネルCーファンドを設

⽴・運営しています。

グリーン預⾦とは、太陽光・⾵⼒発電をはじめとする再⽣可能エネルCー、環境不動産な!、環境改善に資する事業に資⾦使途を原

則限定して調達する外�定期預⾦です。本グリーン預⾦に0る資⾦調達、お0びその調達した資⾦に0る融資を通じて、持続可能な

環境・社会の構築に貢献することが、ステークホルダーへの⼀層の価値提供に資すると考えています。

当社のグリーン預⾦は、第三者認証機関の協⼒を得ながら策定したグリーンプロダクトフwームワークに基づき調達をしています。

グリーンプロダクトフwームワークは

SLLと同様の原則に準じてSP�sを設定し、達成状況に応じて、デリ`ティブから発⽣するキqッシュフローの⽀払先を、SDGsに

関するあらかじめ定めたNPO等の慈善団体に変えるデリ`ティブ商品の取り組み.⾏っています。格付会社な!の第三者機関が企業

のCS�戦略全般に照らし、設定されたSP�sの妥当性を評価します。

  

再⽣可能エ!ル�ーファイナンス

グリーン預⾦

こちら

サステナビリティ・リンク・デリバティブ

その他
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当社は、資産運⽤業務での⻑年携わってきた「投資家の視点」と発⾏体企業として実践してきた「サステナブル経営実務者の視点」

を⽣かし、お客さまのサステナブル経営の実現に向けて、その要諦である「情報開⽰」「エンゲージメント」「経営への統合」のルー

プの創出な!トータルでのコンサルティングを提供しています。

 

 

   

   

 

  

コンサルティング×���

  

 

 

 

 

 

   

   

 

  

サステナブル経営⽀援コンサルティング

当社では、サステナブル経営とは「社会のサステナビリティ（持続可能な社会づくり）と自社のサステナビリティ（持続的な成長）を
両立させる価値創造プロセスを確立し、経営に組み込むこと」だと考えており、運用業務を通じ長年蓄積してきた機関投資家の視点
と先進的なサステナブル経営の実践者の視点を併せ持つ強みを生かし、「サステナブル経営コンサルティング」を提供しています。具
体的には、専門性を持つコンサルタントがお客さまごとにニーズに即したプロジェクトチームを組成し、アドバイスを行います。

  

 

    

         

 

 

   

   

 

  

環境不動産に関しては2005年、環境不動産のもたらす付加価値に関する論⽂の発表を⽪切りに、「環境性能」とそれに伴う「付加価

値」を分かりやすく⽰す�とを中⼼に、多くの提⾔を⾏ってきました。20�0年には先駆的な取り組みとして、環境不動産の専担組

織を設置しました。不動産 業の⾼度なビジネス基盤に加え、環境不動産のa:?\8としての取り組みを通じて、環境不動産の普

及に向けたビジネスを展開して�ます。

環境不動産に関する当社取組は

不動産×ESG

こちら
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「コーポレートガバナンス・コード」、「スチュワード15A・コード」の導⼊を契機に、上場企業では⾃社のガバナンス体制の在り

⽅の⾒直しや株主・投資家との建設的な対話を積極的に推進し���り�す。当社では企業が抱えるガバナンス・対話に関する課題

解決を⽀援、更なる⾼度化を促す��、「IR・SRコンサルティング」、「ガバナンスコンサルティング」および「指名・報酬コンサル

ティング」を提供し���す。

ガバナンス・投資家との対話の⾼度化に向けたパートナー

  

 

    

         

「コ ポレ トガバナ ス コ ド」「スチュワ ド1ッA コ ド」の導⼊を契機に 上場企業で�⾃社のガバナ ス体制の在り

⽅の⾒直しや株主 投資家との建設的な対話を積極的に推進し���ります。当社で�企業が抱えるガバナ ス 対話に関する課題

解決を⽀援、更なる⾼度化を促すた�、「IR・SRコンサルティング」、「ガバナンスコンサルティング」および「指名・報酬コンサル

ティ グ」を提供しています。

三井住友信託銀⾏で�上場企業のガバナンスに関する取組みや意識を把握するガバナンスサーベイ 、役員報酬制度の状況を把握す

る役員報酬サーベイ を毎年実�しています。い�% 国内最⼤規模のサーベイで�り、経験豊富なコンサルタントが⼗分なデータ

を根拠とし��、適切な'ドバイスを実�しています。

（2023年度実施分）

    

ガバナンス・投資家との対話の⾼度化に向けたパ トナ

ガバナンスサーベイ ・役員報酬サーベイ

®

®

※1
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※1 役員報酬サーベイはデロイト トーマツ コンサルティング合同会社との共同実施



  

 

    

         

国内外の幅広い;ットワーク、タイEリーな情報提供、積み重ねたノウハウにより満⾜感の⾼いIR・SRサービスをご提供いた

します。

株主名�管理⼈の受託基盤を活かした豊富なノウハウとコンサルタントの⾼い専⾨性によりお客さまのガバナンス強化の取り組

みをサポートいたします。

    

年間を通じたサポート

サービス⼀覧

IR・SRコンサルティング

ガバナンスコンサルティング
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FOCUS CLUBやガバナンスサポートプログラム等の年間サポートをはじめ、お客さまの課題に沿ったコンサルティングのご提供、�
ガバナンスサーベイ®・役員報酬サーベイの実施等、課題解決に向けたPDCAサイクルを年間を通じて継続的にサポートします。

コンサルティング業務に関する年間サポート例（3月決算企業の場合）

https://www.smtb.jp/business/agency/consulting/ir-sr
https://www.smtb.jp/business/agency/consulting/governance


    

  

      

テクノロジー・ベースド・ファイナンスチームの取り組み

三井住友信託銀⾏では、エネルギー、環境、資源などのさまざまな課題解決に対して、技術の観点からアプローチする組織として

2021年4⽉にテクノロジー・ベースド・ファイナンス（TBF）チームを創設し、⽔素、蓄電池、電⼒、有機化学、無機化学、機械、

農学、都市等のさまざまな分野の研究者や専⾨家でチームを構成して�ます。

TBFチームは、技術的な知⾒をインパクト評価のプロ:スに組み込み、⾰新的技術の社会実装を促進することによって、ポジティブ

インパクトの増⼤とネ2ティブインパクトの抑制に努め、社会課題の解決に貢献することを⽬指して�ます。気候変動、資源循環、

⽣物多様性などの課題解決のためには、既存の技術を最⼤限に活⽤しつつ、研究開発によって⾰新的技術の社会実装を⽬指す必要が

あります。

そのためには最新の技術を理解し、お客さまとの対話を深め、科学的な⾒地からファイナンスに取り組む必要があると考えたことが

TBFチーム設⽴の背景です。

技術の社会実装のためには技術、政策、⾦融の融合が重要であり、TBFチームでは、技術起点のインパクト投融資の取り組みやイン

パクトビジネスの創出以外に#、さまざまなステークKル;ーとの連携を進めており、⼤学や企業との共同研究、アカデミアとの交

流をはじめ、省庁への政策提⾔、各省庁の政策と連携した実証事業やPデル事業の⽴ち上げ、ESG地域⾦融による地域⽀援、⾃治体

や地⽅銀⾏との⾦融スキームの開発などTBFチームの関与する範囲は拡⼤して�ます。

技術⾰新や技術の社会実装によって社会的な課題の解決に資するとと#に、新規ビジネスの創出やビジネス機会の拡⼤などを通じ

て、「資⾦・資�・資本の好循環」を促進して��た�と考えて�ます。

2024年9⽉時点
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グリーンボンド

三井住友信託銀⾏は海外市場において、2018年9⽉25⽇に当社として初めてとなるグリーンボンド（ユーロ建て）を発⾏し、その

後も後述の発⾏実績の通りグリーンボンドを発⾏いたしております。

グリーンボンドとは、太陽光・⾵⼒発電をはじめとする再⽣可能エネルギー、環境不動産など、環境改善に資する事業に資⾦使途を

限定して発⾏する債券です。

三井住友信託銀⾏は、国内外における企業・投資家の環境問題に対する取り組みの⾼まりを受け、同取り組みへの財務⾯でのサポー

トを⾦融機関としての社会的責任の⼀環と考えています。

本グリーンボンドの発⾏、およびその調達した資⾦による融資を通じて、持続可能な環境・社会の構築に貢献することが、ステーク

ホルダーへの⼀層の価値提供に資すると考えています。

三井住友信託銀⾏のグリーンボンドは、国	資本市場協会（ICMA）の「グリーンボンド原則2018」および環境省の「グリーンボ

ンド9イドライン2020」に沿って策定したフレームワークに基づき発⾏・管理をしています。

また、本フレームワークは、第三者認証機関による7Pニ7ンを取得しています。

三井住友信託銀⾏は、「グリーンボンド原則2018」および「グリーンボンド9イドライン2020」が定める四つの要件（①調達資⾦

の使途、②プロジェクトの評価および選定、③調達資⾦の管理、④レポーティング）に適合するグリーンボンドフレームワークを策

定しています。

グリーンボンドの発⾏により調達した資⾦は下記の全ての条件を満たすプロジェクト（適格グリーンプロジェクト）に充当します。

※

 

   

   

      

グリーンボンドとは

グリーンボンド��ームワーク

フレームワークの概要

①調達資⾦の使途

再⽣可能エネルギー、省エネルギー、クリーンな運輸、汚染防⽌および管理、グリーンOルディングの少なくとも⼀つ以上に該

当する事業で�ること

⾚道原則 の評価上、カテゴリーBまたはCに分類されること。グリーンOルディングについては、「CA�BEE Aランク」

「B�EEAM エクCレント」「LEED ゴールド」「DBJグリーンOルディング認証 �つ星」「BEL� �つ星」以上の認証が�ること

※

グリーンボンドの発⾏⽇から遡って2�カ⽉以内に実⾏された融資、または発⾏⽇以降、満期⽇まで実⾏される融資で�ること

「⾚道原則への対応」

   

   

    

    

97三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024

https://www.smth.jp/sustainability/initiatives/equator


      

グリーンボンドフレームワークの詳細は下記をご参照ください。

原本

参考和訳

原本

参考和訳

 

   

   

      

    

②プロジェクトの評価および選定

プロジェクトの評価には、⾚道原則の環境・社会影響レOューの結果、ならびに第三者機関が発⾏するグリーンOルディング認

証を適⽤しています

プロジェクトの選定は、複数の関係部署により、適格グリーンプロジェクトの候補を選定、検証を⾏った上で、充当するプロジ

ェクトを決定します

③調達資⾦の管理

グリーンボンドの発⾏により調達した資⾦は適格グリーンプロジェクトに充当します。未充当資⾦は7ーバーナイトまたは短期

⾦融商品に充当します

充当状況については、継続的にZニDリングを実�します

④レポーティング

グリーンボンドが償還されるまで、適格グリーンプロジェクトへの資⾦充当状況について、第三者認証機関のレOューととも

に、少なくとも年に1回ホームTージに公表予定です

また、資⾦を充当した適格グリーンプロジェクトの環境改善効果（C� 排出削減相当量等）についても少なくとも年に1回ホー

ムTージに公表予定です

2

三井住友信託銀⾏のグ�ーンボンドフレームワーク

SuMi TRUST Green Bond Framework

SuMi TRUST Green Bond F

三井住友信託銀⾏のグ�ーンボンドフレームワークの概要および��テ��ティク��よ���ンド�

ーティ・オピニオン

SuMi TRUST Green Bond Framework ��inion

SuMi TRUST Green Bond F ��inion
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https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework1_en.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework4_jp.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework2_en.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework3_jp.pdf


      

 

   

   

      

    

   

   

    

    

グリーンボンド発⾏実績

発行日 発行総額 償還日

期中報告

資金充当状況および環境改善
効果

第三者認証機関によるレビュー

2021年3月25日 5億ドル 2026年3月25日 SMTB Green Bond Annual 
Report 2021
2021年3月末基準

SMTB Green Bond Annual 
Report 2022
2022年3月末基準 ※1

SMTB Green Bond Annual 
Report 2023
2023年3月末基準 ※1

SMTB Green Bond Annual 
Report 2024
2024年3月末基準 ※1

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2021
2021年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2022
2022年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2023
2023年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2024
2024年3月末基準

2022年3月10日 5億ドル 2027年3月10日 SMTB Green Bond Annual 
Report 2022
2022年3月末基準

SMTB Green Bond Annual 
Report 2023
2023年3月末基準 ※1

SMTB Green Bond Annual 
Report 2024
2024年3月末基準 ※1

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2022
2022年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2023
2023年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2024
2024年3月末基準

2023年3月9日 5億ドル 2028年3月9日 SMTB Green Bond Annual 
Report 2023
2023年3月末基準 ※1

SMTB Green Bond Annual 
Report 2024
2024年3月末基準 ※1

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2023
2023年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2024
2024年3月末基準
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https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20210325/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20220310/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/Initiatives_achievements/esgi/greenbond/pdf/20230309/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2024.pdf


      

※1 当社（三井住友信託銀⾏）が、2021年3⽉25⽇（2021年債）、2022年3⽉10⽇（2022年債）、2023年3⽉9⽇（2023年債）

に発⾏したグリーンボンドによる調達資⾦の⼀部が、完⼯後のプロジェクトに対するリファイナンス案件や、⾚道原則が求める定期

報告書が提出されていないファイナンス案件に充当されていることが判明しました。

これに伴い、202�年3⽉末時点で、該当する資産をグリーンボンド調達資⾦の充当先から除外いたしました。除外に伴う、充当資

産への⾦額的影響は、2021年債の2022年3⽉末基準で78百万ドル（除外前 501百万ドル → 除外後 �2�百万ドル）、2021年債、

2022年債、2023年債の2023年3⽉末基準でそれ�れ、201百万ドル（除外前 55�百万ドル → 除外後 353百万ドル）、63百万ド

ル（除外前 528百万ドル → 除外後 �6�百万ドル）、87百万ドル（除外前 238百万ドル → 除外後 151百万ドル）となります。

なお、充当資産合計額がグリーンボンドによる調達資⾦額と完全に⼀致さ�られない場合、調達資⾦を該当資産全額へ充当さ�るこ

とになり、同資産額合計が調達資⾦額を上回るケースが�ります。

上記に関する更なる詳細につきましては、202�年3⽉31⽇基準のグリーンボンド・アニュアルレポートにて開⽰しております。

202�年9⽉13⽇

償還済みのグリーンボンドに関する期中報告はこ�らをご参照ください。

    

   

   

    

    

発行日 発行総額 償還日

期中報告

資金充当状況および環境改善
効果

第三者認証機関によるレビュー

2018年9月25日 5億ユーロ 2020年9月25日
（償還済）

SMTB Green Bond Annual 
Report 2019
2019年3月末基準

SMTB Green Bond Annual 
Report 2020
2020年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2019
2019年3月末基準

Sustainalytics Annual 
Review SMTB2020
2020年3月末基準
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https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2019.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2019.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2020.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2020.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2019.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2019.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2020.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/Sustainalytics_Annual_Review_SMTB2020.pdf


    

  

      

グリーン預⾦

三井住友信託銀⾏は2021年5⽉7⽇にグリーン預⾦の取り扱いを開始しました。

グリーン預⾦とは、太陽光・⾵⼒発電をはじめとする再⽣可能エネルギー、環境不動産など、環境改善に資する事業に資⾦使途を原

則限定して調達する外貨定期預⾦です。

三井住友信託銀⾏は、国内外における企業・投資家の環境問題に対する取り組みの⾼まりを受け、同取り組みへの財務⾯でのサポー

トを⾦融機関としての社会的責任の⼀環と考えています。

本グリーン預⾦による資⾦調達、およびその調達した資⾦による融資を通じて、持続可能な環境・社会の構築に貢献する�と�、ス

テークホルダーへの⼀層の価値提供に資すると考えています。

個⼈のお客さま向けには、預⼊期�5年の⽶ドル建て外貨定期預⾦（愛称：外貨⾰命）を「グリーン預⾦」として�⽤意しておりま

す。

詳しくは を�確認ください。

三井住友信託銀⾏のグリーン預⾦は、第三者認証機関の協⼒を得な�(策定したグリーンプロダクトフレームワークに基づき調達を

しています。

三井住友信託銀⾏は、グリーンプロダクトフレームワークにおいて、適合するグリーンプロジェクト等を定めています。

グリーン預⾦により調達した資⾦は下記の全ての条件を満たすプロジェクト（適格グリーンプロジェクト）に充当します。

※

グリーン預⾦とは

こちら

グリーン	
�クトフレームワーク

フレームワークの概要

①調達資⾦の使途

再⽣可能エネルギー、省エネルギー、クリーンな運輸、汚染防⽌および管理、グリーンGルディングの少なくとも⼀つ以上に該

当する事業で�る�と

⾚道原則 の評価上、カテゴリーBまたはCに分類さ+る�と。グリーンGルディングについては、「CASBEE Aランク」

「BREEAM エク=レント」「LEED ゴールド」「DBJ4つ星」「BELS4つ星」以上の認証の��、少なくとも⼀つを取得もしくは

取得予定で�る�と

※

「⾚道原則への対応」
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グリーンプロダクトフレームワークの詳細は下記を�参照ください。

原本

参考和訳

原本

参考和訳

 

  

②調達資⾦の管理

グリーン預⾦により調達した資⾦は、原則適格グリーンプロジェクトに充当します。なお、未充当資⾦は3ーバーナイトまたは

短期⾦融商品に充当します。

③フレームワークの更新

市場や規制の変化等を踏まえて、必要に応じて本フレームワークを更新します。

三井住友信託銀⾏の��ーンプロダク�フレームワーク

SMTB Green Product Framework （301KB）

SMTB Green Product Framework （591KB）

アニュアルレビュー

第三者認証機関は、フレームワークに沿った適格グリーンプロジェクトへの資⾦充当状況について年次ベースで確認していま

す。

SMTB Green Deposit Annua! Review 2024 （177KB）

SMTB Green Deposit Annua! Review 2024 （352KB）
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新型⾦銭信託＜フューチャートラスト＞

資産運⽤しながら社会課題解決に貢献できる、元本補てん付の合同運⽤指定⾦銭信託です。

お預けいただいたご資⾦は、当社の銀⾏勘定を通じて社会課題解決の取り組みに活⽤されます。

新型⾦銭信託＜フューチャートラスト＞

 

      

    

  

 

皆さまに信託いただいたご資⾦は、当社銀⾏勘定を通じて、社会課題解決に取り組むプロジェクトや企業に対する融資に充当しま

す。

「社会のさまざまな課題解決に何か貢献したいけど、どうすればよいか分か*ない。」

「社会貢献もしたいけど、⾃⾝の資�運⽤も⼤事。安⼼して�⾦を増やしたい。」

⻑期安定�にご資⾦を増やしなが*、次世代に;スBEJUで豊かな社会を�ないでい	たい、その想いに「信託の⼒」で応えるの

が、新型⾦銭信託＜フューチャートラスト＞です。

次世代にサステナブルで豊かな社会をつないでいくために

現在の社会も、地球温暖化や⽣物多様性の損失、貧困や⼈権侵害、健康被害の拡⼤などさまざまな課題を抱えています。 そして、 こ
れら課題解決のためには、多くの資⾦が必要となります。
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お預けいただいた資⾦は、当社銀⾏勘定を通じて、社会・環境・経済のさまざまな課題解決に取り組むプロジェクトや企業に対する

融資（グリーンファイナンスやポジティブ・インパクト・ファイナンス）に充当します。

※1 ポジティブなインパクト：企業活動等が社会・環境・経済に及ぼすプラスの影響。

※2 ネガティブなインパクト：企業活動等が社会・環境・経済に及ぼすマイナスの影響。

新型⾦銭信託＜フューチャートラスト＞を通じた

社会�題解決に向けた取組例

 

      

    

  

 

地球温暖化

新築テナントビルなどにおいて、⼤幅な省エネルギー化や再⽣可能エネルギーの導⼊を進めることで、将来にわたるCO₂削減に

取り組んでいます。

取組例

01
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天然資源の枯渇

廃棄物による環境汚染

使⽤済み製品として回収された製品全数に�いて、選別・ランク分けの診断を⾏い、そのほとんどを再⽣製品、再⽣部品または

再⽣材料としてリRース・リサイクルしています。

世界で深刻化する⽔不⾜

節⽔・浄化・再利⽤技術や⽔処理装置の製造・販売を通じて⽔インフラの整備に貢献しています。

取組例

0�

取組例

0�
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感染症対策、公衆衛⽣の向上

感染症診断薬の測定項⽬の多様化や検査時間の短縮に資する技術開発を通じて、感染症克服に取り組んでいます。

労働⼒不⾜

遠隔地から現場のロボット<ステNを操作できるリモート環境構築のためのAール開発や無⼈機・配送ロボット等の無⼈物資輸

送技術の開発に取り組んでいます。

取組例

0�

取組例

0�
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新型⾦銭信託＜フューチャートラスト＞の仕組み

      

    

  

 

      

    

  

 

  

 

    

         

当社は「ポジティブ・インパクト・ファイナンス運⽤フVームワーク」および「グリーンファイナンス・フVームワーク」を策定

し、お客さまからお預かりしたご資⾦を社会課題の解決に向けた取り組みに充当します。これらフVームワークがポジティブ・イン

パクト・ファイナンスおよびグリーンファイナンスの国際原則等に準拠しているかについて、第三者評価機関である株式会社⽇本格

付研究所（JCR）により、適合性評価を受けております。

株式会社⽇本格付研究所（JCR）は⽇本を代表する格付会社の⼀つで、サステナブル・ファイナンスについても、的確な評価を幅広

く提供し、「環境・社会問題の克服/サステナブルな社会の実現」に貢献している評価機関です。

当社はお客さまからお預かりしたご資⾦を、第三者評価を取得して取り組むポジティブ・インパクト・ファイナンスのために⽤いま

す。また、資⾦の充当状況を定期的に管理し、社会・環境・経済に対するインパクトの創出状況について定期的に⼀般開⽰をしま

す。

当社はお客さまからお預かりしたご資⾦を、適格クライテリ2 を満たすプロジェクトを資⾦使途とするファイナンスのために⽤い

ます。また、資⾦の充当状況を定期的に管理し、環境改善効果について定期的に⼀般開⽰をします。

※ 再⽣可能エネルギー、エネルギー効率、クリーン輸送、汚染防⽌および管理、グリーン5ル/ィングの5分野にて基準を設定

 

第三者評価機関に�る適合性評価を取得しています

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス運⽤フ�ームワーク」とは

ポジティブ・インパクト・ファイナンス運⽤フ�ームワーク

「グリーンファイナンス・フ�ームワーク」とは

※

グリーンファイナンス・フ�ームワーク
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Governance/
Management
Foundation
（ガバナンス・経営基盤）

108三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



    

  

      

コーポレートガバナンス

当グループは、ビジネスモデルに即したコーポレートガバナンス体制の強化を進めています。指名委員会等設置会社として会社法に

より設置が求められる法定委員会に加え、取締役会の任意の諮問機関としてリスク委員会および利益相反管理委員会を設置していま

す。また、経営の透明性をより⼀層⾼めるために、取締役会議⻑には社外取締役が就任しています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

当社は、信託の受託者精神に⽴脚した⾼い⾃⼰規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの揺るぎない信頼を確⽴するために、グ

ループの持続的な成⻑および中⻑期的な企業価値の向上を図る観点から、以下の基本的な考え⽅に沿って、コーポレートガバナンス

の充実に取り組んでいます。

また、当社は、当グループの存在意義（パーパス）を定義し、少⼦⾼齢化、気候変動、デジタル化な#の重要課題（マテリアリテ

ィ）を特定の上、社会課題の解決を使命とするとともに、⾃らの成⻑機会と認識し、「社会的価値創出と経済的価値創出の両⽴」を

経営の根幹に据えています。取締役会は、当グループの全ての役員・社員が共有すべき、あらゆる活動のより#こ9として、経営理

念（ミッション）、⽬指す姿（ビジョン）および⾏動規範（バリュー）を制定しています。

基本的な考え⽅

 

 

 

 

 

 

 

政策保有株式

基本的な取り組み⽅針

当社は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に⾏使することができる環境の整備と株主の実4的な平等性の確保に取り

組んでまいります。

当社は、社会的責任や公共的使命の重要性を認識し、株主、お客さま、社員、事業パートナーおよび地域社会をはじめとし

たさま�まなステークホルダー（以下、「ステークホルダー」）との適切な協働に努め、⾼い⾃⼰規律に基づき健全に業務を

運営する企業⽂化・⾵⼟を醸成してまいります。

当社は、ステークホルダーとの建設的な対話を⾏う基盤を構築するために、ディスクロージpーポリシーを別途定め、⾮財

務情報を含む会社情報の適切な開⽰と、企業経営の透明性の確保に努めてまいります。

当社は、当グループの経営管理機能を担う⾦融持株会社として、指名委員会等設置会社の機関設計を採⽤し、執⾏と監督の

分離による取締役会の監督機能の実効性確保に努めてまいります。

当社は、持続的な成⻑と中⻑期的な企業価値の向上に資するよう、ステークホルダーとの間で建設的な対話を⾏います。

コーポ0ートガバナンス基本⽅針

コーポレートガバナンス基本⽅針 （885KB）

（別紙1）独⽴役員に��る独⽴性判断基準 （286KB）

（別紙2）政策保有株式に係る議決権⾏使⽅針 （194KB）
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コーポレートガバナンス基本方針 


 


本基本方針は、三井住友トラストグループ（以下、「当グループ」といいます）の持続的な成長


と中長期的な企業価値の向上に資することを目的とし、当社のコーポレートガバナンスに関す


る基本的な考え方の指針を定めるものです。 


 
第１章 総則 
 


第１条（コーポレートガバナンスの基本的な考え方） 


当社は、信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの


揺るぎない信頼を確立するために、当グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上


を図る観点から、次の基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取り組んで


まいります。 


① 当社は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と株主


の実質的な平等性の確保に取り組んでまいります。 


② 当社は、社会的責任や公共的使命の重要性を認識し、株主、お客さま、社員、事業パートナ


ー、及び地域社会をはじめとしたさまざまなステークホルダー（以下、「ステークホルダー」


といいます）との適切な協働に努め、高い自己規律に基づき健全に業務を運営する企業文


化・風土を醸成してまいります。 


③ 当社は、ステークホルダーとの建設的な対話を行う基盤を構築するために、ディスクロージ


ャーポリシーを別途定め、非財務情報を含む会社情報の適切な開示と、企業経営の透明性の


確保に努めてまいります。 


④ 当社は、当グループの経営管理機能を担う金融持株会社として、指名委員会等設置会社の機


関設計を採用し、執行と監督の分離による取締役会の監督機能の実効性確保に努めてまいり


ます。 


⑤ 当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、ステークホルダーとの間


で建設的な対話を行います。 


２．当社は、当グループの存在意義（パーパス）を定義し、少子高齢化、気候変動、デジタル化な


どの重要課題（マテリアリティ）を特定の上、社会課題の解決を使命とすると共に、自らの成


長機会と認識し、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に据えます。 


３．取締役会は、当グループのすべての役員・社員が共有すべき、あらゆる活動の拠り所として、


経営理念（ミッション）、目指す姿（ビジョン）、及び行動規範（バリュー）を定めます。 


 


第２章 当社のコーポレートガバナンス体制 
 


第２条（当社のコーポレートガバナンス体制に関する考え方） 


当社は、三井住友信託銀行株式会社、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日


興アセットマネジメント株式会社、株式会社三井住友トラスト基礎研究所、株式会社投信・保


険ビジネス総合研究所、株式会社日本カストディ銀行を擁する金融持株会社であり、信託の受


託者精神に立脚し、高度な専門性と創造力を駆使して、銀行事業、資産運用・管理事業、及び


不動産事業を融合した「トータルソリューション」を提供する「お客さまのベストパートナー」


を目指してまいります。 


２．当社は、前項に掲げる理念を実現し、ステークホルダーの期待に応えるため、当グループのビ


ジネスモデルの健全性及び信頼性、並びに経営の透明性を確保し、当グループのコーポレート







   


ガバナンスの高度化に取り組んでまいります。 


 


第３条（取締役会） 


取締役会は、当グループの全てのステークホルダーからのフィデューシャリーとしての信頼に


応えるべく以下の実現を目指します。 


・存在意義（パーパス） 


・ステークホルダーへの適正な資本分配 


・企業としての持続可能性（サステナビリティ） 


２．取締役会の役割・責務 


  ① 取締役会は、その役割を果たすため以下の責務を負います。 


   ・関連法令、規制、定款の枠組みの遵守 


   ・当グループのコーポレートガバナンスの態勢の整備 


   ・当グループの執行役等の職務の執行の監督 


   ・当グループの内部統制システムの構築・運用の監督 


   ・当グループの望ましい企業文化の醸成に向けた監督 


   ・ステークホルダーとの実効的なエンゲージメント 


   ・取締役会及び委員会の年次評価の実施と開示 


なお、取締役会における監督とは、監督して不足のない状態にすることを意味するものとし


ます。 


  ② 取締役会は、機動的な企業経営の実現と執行役等に対する監督強化を目的として、原則とし


て法令で定められた取締役会の専決事項以外の業務執行の決定を執行役に委任し、執行役等


の職務の執行を監督します。 


３．取締役会は、その役割を果たすため以下の権限を有します。 


  ① 当グループの経営の基本方針の決定 


   経営の基本方針には以下の内容を含みます。 


   ・存在意義（パーパス）、経営上の重要課題（マテリアリティ）、価値創造プロセス 


   ・ステークホルダーとの望ましい関係の構築に向けた方針（サステナビリティに関する取組


方針、当グループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針、等） 


   ・中長期経営戦略 


   ・内部統制に関する方針 


  ② 重要な投資処分等を含む重要な業務執行の決定 


  ③ 取締役会の傘下の任意の委員会の設置、廃止 


  ④ 取締役会の傘下の委員会の委員、委員長の選定及び解職 


  ⑤ 執行役の選解任 


  ⑥ 取締役会の職務遂行のための必要に応じた執行役への報告の要請 


  ⑦ 取締役会の議事に関係を有する外部専門家等の必要に応じた招聘 


 


第４条（取締役） 


取締役は、取締役会の構成員として、以下の役割、責務及び権限を有します。 


２．取締役は、以下の役割、責務を負います。 


  ① 経営の受託者としての忠実義務と善管注意義務  


  ② 株主総会及び取締役会への出席 


  ③ 取締役会における議決権の行使 


  ④ 取締役として知った情報に対する守秘義務 







   


３．取締役は、以下の権限を有します。 


  ① 取締役会の招集を求める権利 


  ② 取締役会へ議案を提案する権利 


  ③ 取締役の職務遂行のための必要に応じた執行役への報告の要請 


 


第５条（独立社外取締役） 


独立社外取締役には、第４条第２項に定める取締役の役割、責務に加え、以下の役割が期待さ


れます。 


① 社外のステークホルダーの視点に立った助言・決定 


  ② 会社と経営陣・ステークホルダー等との間の利益相反の監督 


  ③ 独立した立場からのステークホルダーとの対話 


なお、本方針における経営陣とは、当グループの経営を担う、当社の執行役及び執行役員、並


びにグループ会社の取締役及び執行役員の総称を指します。 


２．独立社外取締役は、第４条第３項に定める取締役の権限に加え、独立した立場から機能を発揮


するため、必要に応じて、独立社外取締役のみによる会議を招集する権限を有します。 


 


第６条（執行役） 


執行役は、取締役会から委任された業務執行の決定を行います。 


２．執行役は、以下の責務を負います。 


  ① 当社業務の執行  


  ②  経営の受託者としての忠実義務と善管注意義務 


  ③ 職務の執行状況に対する取締役会への説明責任の担保 


  ④ 取締役に対する取締役の職務執行を行う上で十分な情報の提供  


 


第７条（取締役会議長） 


取締役会議長は、当社の取締役会の長としてリーダーシップを発揮します。また、取締役会議


長は、取締役会の経営に対する監督という役割を踏まえ、原則として非業務執行取締役としま


す。 


２．取締役会議長は、以下の役割を担います。 


  ① 取締役会におけるリーダーシップの発揮  


  ②  取締役同士の信頼関係及び健全な議論に向けた風土の維持構築 


  ③ 経営陣との信頼関係の維持構築 


  ④ 取締役会の代表としてのステークホルダーとの対話 


  ⑤ 取締役会の運営面に関する基盤、環境の整備 


  ⑥ 取締役会の評価の主宰 


３．取締役会議長は以下の権限を有します。 


  ① 取締役会の招集 


  ② 取締役会の議事整理 


 


第８条（筆頭独立社外取締役） 


筆頭独立社外取締役は、取締役会議長に選任されていない独立社外取締役の中から選任するこ


とができます。 


２．前項による筆頭独立社外取締役の選任がない場合、かつ独立社外取締役が取締役会議長に選任


されている場合は、取締役会議長を筆頭独立社外取締役とします。  


３．筆頭独立社外取締役は以下の役割を担います。 







   


  ① 独立社外取締役と経営陣との信頼関係の維持構築 


  ② 社外取締役会議、及び独立社外取締役のみによる会議の主宰 


４．取締役会議長以外の独立社外取締役が筆頭独立社外取締役に選任されている場合、筆頭独立社


外取締役は前項に加え、以下の役割を担うものとします。 


  ① 独立社外取締役の立場を代表した取締役会議長への助言と支援の提供 


  ② 必要に応じた取締役会議長を除く独立社外取締役による取締役会の運営に関する会議の主


宰及び意見の集約 


  ③ 必要に応じた通常の対話の窓口となる執行役或いは取締役会議長とは異なる独立社外取締


役の立場を代表したステークホルダーとの対話 


 


第９条（取締役会の構成） 


取締役会の人数は、当グループの経営管理機能を担う金融持株会社として求められる実効性あ


る監督機能を発揮するために必要且つ適切な規模で、構成員の多様性及び専門性の確保の観点


にも十分配慮して、定款で定める員数である２０名の範囲内で決定します。 


２．当社は、コーポレートガバナンスにおける社外取締役の機能の重要性に鑑み、取締役会の人数


のうち、独立社外取締役の占める割合を原則３分の１以上とします。 


３．取締役会は、独立役員に係る独立性判断基準を制定し、開示します。 


４．当社は、取締役候補者を決定するに際し、当グループの存在意義（パーパス）に基づき、信託


銀行グループとしての幅広い業務領域を適切に監督するのに相応しい、多様性とバランスの取


れた構成を確保します。 


 


第１０条（取締役・執行役の指名・解任方針） 


取締役・執行役候補者は、当社の重要課題（マテリアリティ）に対応する、「企業経営」、「財務


会計」、「法務・リスク管理・コンプライアンス」、「信託・運用・資産管理」、「デジタル・ＩＴ・


テクノロジー」、「国際性」及び、社会・環境・ＤＥ＆Ｉに係る知識・経験を含む「サステナビ


リティ」の分野における高い見識と豊富な経験を有する人材の中から、次の資質を満たす者を


選任するものとします。 


① 社内取締役・執行役候補者 


ア．信託銀行グループの経営管理及び事業運営に関する豊富な知識、経験を有する者。 


イ．銀行業務における社会的な責任・使命、及び信託業務における受託者精神を十分に理解し、 


高い自己規律に基づいて、経営管理及び事業運営を公正・的確に遂行し得る者。 


② 社外取締役候補者 


ア．当社の独立性判断基準を満たし、一般株主との間で利益相反が生ずる虞が無いと認められ


る者。 


イ．当社の経営理念、信託銀行グループとしての社会的な責務や役割に十分な理解を有すると


ともに、当社の経営を監督し、的確・適切な意見・助言を行い得る者。 


２．取締役・執行役について、次の事項に該当する場合、指名委員会にて解任を審議するものとし


ます。 


① 法令・定款若しくは取締役規程・執行役規程他の重大な違反又は公序良俗に反する重大な行


為があった場合又は反社会的勢力との関係が認められる場合 


② 健康上やその他の理由により職務を適正に継続することが困難な場合 


③ 前項第２号アを除き、前項に定める資質を満たさないと認められる場合 


 


第１１条（取締役への情報提供） 


経営陣は、取締役が、その役割及び機能を果たすために必要とする、経済情勢、業界動向、法







   


令遵守、コーポレートガバナンス、及び財務会計その他の事項に関する情報を収集・提供し、


取締役の職務執行を支援してまいります。 


２．経営陣は、社外取締役が、その役割及び機能を果たすために、当グループの経営戦略、経営計


画、各種事業の状況、経営環境及び経営課題等について十分な理解を形成できるよう、それら


の情報を、その就任時及び適時に提供します。 


 


第１２条（社外取締役会議） 


社外取締役会議は、独立社外取締役のみで組織される非公式の会議であり、独立社外取締役間


での情報交換や認識共有を図り、独立社外取締役間の信頼関係の醸成や取締役会の監督機能の


強化を目的としています。 


２．社外取締役会議は、原則として毎年１回以上開催し、経営上の課題、取締役会運営、ガバナン


ス体制のあり方等を議論し、必要に応じて、取締役会議長、執行役社長等に対して適宜提言し


ます。 


 


第１３条（取締役会室） 


取締役会の実効的かつ円滑な運営を確保するため、取締役会に関する業務等を担う専担組織と


して、取締役会室を設置します。 


２．取締役会室の責務は以下の通りとします。 


  ① 取締役会議長の補佐 


  ② 独立社外取締役を中心とした取締役の補佐 


  ③ 取締役会の実効的かつ円滑な運営の確保 


 


第１４条（委員会の設置） 


当社は、コーポレートガバナンスの実効性を確保するとともに、当グループのビジネスモデル


の健全性及び信頼性、並びに経営の透明性をより一層高めていくために、会社法により設置が


求められる指名委員会、報酬委員会、及び監査委員会に加え、取締役会の諮問機関として独立


社外取締役又は社外有識者が参画するリスク委員会及び利益相反管理委員会を設置します。 


 


第１５条（指名委員会） 


指名委員会は、第１０条に定める指名・解任方針に基づき、以下の各号の役割を担います。 


① 株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定します。 


② 取締役会から執行役社長を含む執行役の選任及び解任に関する諮問を受け、審議の上、答申


を行います。 


③ 三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の取締役


会から、取締役等の選任及び解任に関する諮問を受け、審議の上、答申を行います。 


④ 取締役会から、当社及び三井住友信託銀行株式会社、三井住友トラスト・アセットマネジメ


ント株式会社の経営者後継人材育成計画の改定に関する諮問を受け、審議の上、答申を行い


ます。 


２．指名委員会は３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締役とします。 


３．指名委員長は独立社外取締役である委員の中から選定します。 


 


第１６条（報酬委員会） 


報酬委員会は、以下の各号の役割を担います。 


① 執行役及び取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めます。 


② 上記①の方針に従って、執行役及び取締役の個人別の報酬等の内容を決定します。 







   


③ 三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の取締役


会から、取締役等の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する諮問を受け、審議の上、


答申を行います。 


２．報酬委員会は３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締役とします。 


３．報酬委員長は独立社外取締役である委員の中から選定します。 


 


第１７条（監査委員会） 


監査委員会は、以下の各号の役割を担います。 


① 執行役及び取締役の職務の執行を監査し、監査報告を作成します。 


② 株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しないことに関す


る議案の内容を決定します。 


③ 会計監査人の報酬等の決定について、適切に同意権を行使します。 


２．監査委員会は、その役割と責任を果たすため、当グループに属する会社の業務及び財産の状況


の調査等を行う権限を適切に行使します。 


３．監査委員会は、当グループの内部統制システムを適切に活用するとともに、執行役、取締役及


び会計監査人からの報告聴取及びこれらの者との意思疎通等を通じて、組織的且つ効率的に監


査を実施します。 


４．監査委員会は、執行役を兼務しない３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締


役とします。 


５．取締役会は、公正且つ客観的な立場から執行役及び取締役の職務の執行を監査し、当グループ


の経営の健全性及び透明性の向上に貢献できる者を監査委員として選定します。 


６．監査委員長は、原則として、独立社外取締役である委員の中から選定します。 


７．当グループにおける信託業務及び金融業務の内容やこれらに対する法令等の規制に関する知見


を生かした実効的な監査を可能とするため、社内取締役を常勤の監査委員として選定します。 


８．監査委員会の職務を補助するため、監査委員会の指揮命令のもとで業務を行う監査委員会室を


設置します。 


 


第１８条（リスク委員会） 


リスク委員会は、以下の各号の事項に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切性等に


ついて検討し、答申を行います。 


① 当グループの経営を取り巻く環境、トップリスク、及びマテリアリティに関する事項 


② 当グループのリスクアペタイト・フレームワークの運営、リスク管理、及びコンプライアン


ス管理に係る内部統制システムの実効性の監視に関する事項 


③ その他、取締役会が必要と認める事項 


２．リスク委員会の委員の過半数は、独立社外取締役及び独立性ある社外有識者とすることを原則


とします。 


３．リスク委員長は、当該分野に専門的知見を有する取締役及び社外有識者である委員の中から選


定します。 


 


第１９条（利益相反管理委員会） 


利益相反管理委員会は、以下の各号の事項に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切


性等について検討し、答申を行います。 


① 当グループの利益相反管理態勢の妥当性に関する事項 


② 当グループの利益相反管理、顧客説明管理、及び顧客サポート管理の実効性並びにこれらの


態勢の高度化に関する事項 







   


③ 当グループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針及び当グループ各社の行


動計画等に関する事項 


④ 当グループの利益相反管理及びフィデューシャリー・デューティーの浸透等に係る特に重要


な事項 


⑤ その他、取締役会が必要と認める事項 


２．利益相反管理委員会の委員の過半数は、独立社外取締役及び独立性ある社外有識者とすること


を原則とします。 


３．利益相反管理委員長は独立社外取締役及び当該分野に専門的知見を有する社外有識者である委


員の中から選定します。 


 


第３章 ステークホルダーの利益保護に関する対応 
 


第２０条（関係当事者間取引の管理体制） 


当グループ各社がその役員や主要株主等との取引を行う場合には、当該取引が当グループ及び


株主共同の利益等を害することが無いよう、取引条件が一般の取引と同様であることが明白な


場合を除き、当該取引についてあらかじめ取締役会に付議し、その承認を得るものとします。 


 


第２１条（当グループの業務におけるお客さまの利益相反取引の管理体制） 


当グループは、当グループ各社及びその関係者（当社の銀行子会社を所属銀行とする銀行代理


業者等を含みます）が提供する多様なサービスに伴い、お客さまの利益を不当に害することの


ないよう、法令等に従い利益相反管理方針を別途定め、その概要を公表するとともに、当該方


針に則り利益相反のおそれのある取引を適切に管理し、適正に業務を遂行いたします。 


２．当社は、第１９条に定めるとおり、取締役会の諮問機関として利益相反管理委員会を設置し、


当グループのビジネスモデルの健全性及び信頼性並びに経営の透明性を利益相反管理の観点か


ら確保することにより、適正に業務を遂行する体制を整備します。 


 


第２２条（株式等の政策保有に関する方針） 


当グループは、資金・資産・資本の好循環の構築等を戦略上の目標としており、安定株主とし


て保有する取引先の株式等（以下、「政策保有株式」といいます）は、原則すべて保有しません。 


２．前項に係る政策保有株式の保有が残存する期間は、取締役会において政策保有株式の保有に伴


う便益・リスクと資本コストとの関係の精査・検証を行います。 


３．当グループは、政策保有株式に係る議決権の行使について、その行使方針を別途定め、開示し


ます。 


 


第２３条（内部通報制度） 


当グループは、以下の内部通報制度を整備し、これを適切に運営することにより、組織の自浄


能力の発揮やコンプライアンスの推進に努めます。 


① コンプライアンス・ホットライン制度 


当グループの役員及び社員による法令違反行為等が発生した場合に迅速かつ適切に対応す


るため、職制に基づく報告制度とは別に、全ての役員及び社員が当社のコンプライアンス統


括部や外部の法律事務所に直接通報できる制度です。 


② 会計ホットライン制度 


当グループの会計、会計に係る内部統制及び会計監査に関して、不適切な処理又はそのおそ


れがある行為が発生した場合に迅速かつ適切に対応するため、社内外を問わずこれを発見し


た者が外部の法律事務所に直接通報できる制度です。 


 







   


第４章 株主等との対話 
 


第２４条（株主等との建設的な対話に関する方針） 


当社は、株主等との建設的な対話を重視し、経営陣幹部を中心に様々な機会を通じて対話を持


つように努めてまいります。 


２．当社は、建設的な対話を通じて、当社の経営方針に係る理解を得る努力を行うとともに、株主


等の声に耳を傾けることで、資本提供者等の目線からの経営分析や意見を吸収及び反映し、当


グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。 


以上 


 


 


附則 
 


第１条（本基本方針の施行） 


本基本方針は、２０１５年６月２６日開催の当社第４期定時株主総会終結のときから施行しま


す。但し、別紙１の「独立役員に係る独立性判断基準」については、同年５月１３日より施行


するものとします。 


以上 
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コーポレートガバナンス基本方針 別紙１ 
 


独立役員に係る独立性判断基準 
 


１． 以下の各号のいずれにも該当しない場合に、当該候補者は当社に対する十分な独立性を有するものと判定す


る。 


① 当社又は当社の関係会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用


人）である者、又は過去において業務執行者であった者  


② 当社又は当社の中核子会社たる三井住友信託銀行株式会社（以下、「中核子会社」という。）を主要な取引先


とする者。それらの者が会社等の法人である場合、当該法人、その親会社、又はその重要な子会社の業務執


行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用人）である者、又は最近 3 年間に


おいて業務執行者であった者 


③ 当社又は中核子会社の主要な取引先である者。それらの者が会社等の法人である場合、当該法人、その親会


社、又はその重要な子会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使


用人）である者、又は最近 3 年間において業務執行者であった者 


④ 当社の現在の大株主（議決権所有割合 10%以上）である者。それらの者が会社等の法人である場合、当該法人、


その親会社、又はその重要な子会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人そ


の他の使用人）である者、又は最近 3 年間において業務執行者であった者 


⑤ 当社又は中核子会社の資金調達において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している大口債権者等。


それらの者が会社等の法人である場合、当該法人、その親会社、又はその重要な子会社の業務執行者（業務


執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用人）である者、又は最近 3 年間において業務


執行者であった者 


⑥ 資金調達において、当社の中核子会社に対し、代替性がない程度に依存している債務者等。それらの者が会


社等の法人である場合、当該法人、その親会社、又はその重要な子会社の業務執行者（業務執行取締役、執


行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用人）である者、又は最近 3年間において業務執行者であった者 


⑦ 現在、当社又は中核子会社の会計監査人又は当該会計監査人の社員等である者、又は最近 3 事業年度におい


て当該社員等として当社又は中核子会社の監査業務に従事した者 


⑧ 当社の主幹事証券会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用人）


である者、又は最近 3 年間において業務執行者であった者 


⑨ 最近 3 年間において、当社又は中核子会社から多額の金銭を受領している弁護士、公認会計士又は税理士そ


の他のコンサルタント等の個人 


⑩ 法律事務所、監査法人、税理士法人、コンサルティングファーム等であって、当社又は中核子会社を主要な


取引先とする法人等の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人その他の使用人）


である者、又は最近 3 年間において業務執行者であった者 


⑪ 当社及び中核子会社から多額の寄付金を受領している者。それらの者が会社等の法人である場合、当該法人


その親会社、又はその重要な子会社の業務執行者（業務執行取締役、執行役、執行役員、もしくは支配人そ


の他の使用人）である者、又は最近 3 年間において業務執行者であった者 


⑫ 当社又は当社の関係会社から、取締役を受け入れている会社、又はその親会社もしくはその重要な子会社の


取締役、監査役、執行役、執行役員である者 


⑬ 上記①、②、③、⑨及び⑩のいずれかの者の近親者（配偶者、三親等内の親族または同居の親族）である者 


 


２． 上記の各号のいずれかに該当する者であっても、当該人物の人格、見識等に照らし、当社の独立役員として


ふさわしいと当社が考える者については、当社は、当該人物が独立役員としての要件を充足しており、当社


の独立役員としてふさわしいと考える理由を対外的に説明することによって、当該人物を当社の独立役員候


補者とすることができる。 
 


３． 当社は、取引先（法律事務所、監査法人、税理士法人、コンサルティングファーム等を含む）又は寄付金等


（弁護士、公認会計士又は税理士その他のコンサルタント等の個人への支払いを含む）について、下記の軽


微基準を充足する場合には、当該独立役員（候補者を含む）の独立性が十分に認められるものと判断し、「主


要な取引先」ないし「多額の寄付金等」に該当しないものとして、属性情報等の記載を省略するものとする。 
 


取引先 ・当社及び中核子会社の当該取引先（取引先、その親会社、重要な子会社）への支払


額が、当該取引先の過去 3 事業年度の平均年間連結総売上高の 2％未満であること 


・当該取引先（取引先、その親会社、重要な子会社）による当社及びその子会社の粗


利益が、当社の連結業務粗利益の 2％未満であること 


寄付金等 ・受領者が個人の場合： 


当社及びその子会社から収受する金銭が、過去 3 年平均で年間 1,000 万円未満であ


ること 


・受領者が法人の場合： 


当社及びその子会社から収受する金銭が、過去 3 年平均で年間 1,000 万円又は当該


法人の年間総費用の 30％のいずれか大きい金額未満であること 


 


以上 
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コーポレートガバナンス基本方針 別紙２ 


 


政策保有株式に係る議決権行使方針 
 
 
 


１．当社及び当社の中核子会社たる三井住友信託銀行株式会社は、政策保有株式の発行会社（以下、「発


行会社」といいます）の中長期的な企業価値の向上を目指し、当グループの株主や預金者等さまざ


まなステークホルダーの中長期的な価値向上も考慮して、保有する株式の議決権行使を行います。 


２．発行会社との十分な対話を通じて、それぞれの発行会社が置かれている事業環境等の状況を考慮し、


経営の独自性及び方向性も尊重しつつ、議決権を行使します。 


３．議決権行使にあたっては、別途定める議決権行使基準に基づき、以下の観点にも留意して議案毎に


賛否を判断します。 


①外形的・形式的基準のみならず、発行会社及び発行会社が置かれている業界・経営環境等の固有


性に留意して判断します。 


②当該年度のみならず、より中長期的な時間軸、未来志向で判断します。 


③財務的な数値に加え、非財務要素（コーポレートガバナンス及び社会的価値の創出状況等）も考


慮して判断します。 


４．政策保有株式に係る議決権の行使にあたり、利益相反のおそれがある場合には、別途定める利益相


反管理方針に従い、適切な対応を実施します。 


  


以上 
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当社のコーポレートガバナンス体制の状況を記載し、東京証券取引所に提出しています。

当社は、三井住友信託銀⾏、三井住友トラスト・アセットマネジメント、⽇興アセットマネジメントな#を傘下に擁する⾦融持株会

社であり、信託の受託者精神に⽴脚し、⾼度な専⾨性と創造⼒を駆使して、銀⾏事業、資産運⽤・管理事業および不動産事業を融合

した「トータルソリューション」を�提供するお客さまの「ベストパートナー」を⽬指していきます。その理念を実現し、ステーク

ホルダーの期待に応えるため、当グループのビジネスモデルの健全性および信頼性ならびに経営の透明性を確保し、当グループのコ

ーポレートガバナンスの⾼度化に取り組んでいきます。

 

 

 

 

 

 

 

コーポ0ートガバナンスに関する報告書

コーポレートガバナンスに関する報告書（2024年12⽉12⽇更新） （976KB）

コーポレートガバナンス体制に関する考え⽅

コーポ0ートガバナンス体制
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※1 神⽥ 秀樹⽒は、三井住友信託銀⾏株式会社の社外取締役です。

当社は、コーポレートガバナンス基本⽅針において、社外取締役の指名⽅針を策定しています。社外取締役については、当社の重要

課題（マテリアリティ）に対応する、「企業経営」、「財務会計」、「法務・リスク管理・コンプライアンス」、「信託・運⽤・資産管

理」、「デジタル・ＩＴ・テクノロジー」、「国際性」および、社会・環境・DE&Iに係る知識・経�を含む「サステナビリティ」の分

野における⾼い⾒識と豊富な経�を有する⼈材の中から、次の資4を満たす者を選任することとしています。

① 当社の社外役員に係る独⽴性判断基準（以下、「独⽴性判断基準」）を満たし、⼀般株主との間で利益相反が⽣じる虞が無いと認

められる者

② 当社の経営理念、信託グループとしての社会的な責務や役割に⼗分な理解を有するとともに、当社の経営を監督し、的確・適切

な意⾒・助⾔を⾏い得る者

 

 

 

 

役員の独⽴性に���
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なお、社外取締役8名は、当社の定める独立性判断基準を充足していることから、独立役員に指定しています。



社外取締役8名全員を独⽴役員として⾦融商品取引所に届け出ています。

取締役16名の内訳：男性14名、⼥性2名（上表ではオレンジ⾊で表記）

2023年7⽉1⽇〜2024年6⽉30⽇に、取締役会を16回開催。全取締役とも出席率100%

取締役会は、中⻑期経営戦略や内部統制に関する⽅針等の当グループの経営の基本⽅針の決定や執⾏状況の監督等を通じ、当グ

ループの全てのステークホルダーからのフィデューシpリーとしての信頼に応えるべく、存在意義（パーパス）の実現に向けて、

ステークホルダーへの適正な資源分配を⾏うとともに、企業としての持続可能性（サステナビリティ）を確保することを役割と

しています。

取締役会は、機動的な企業経営の実現と執⾏役等に対する監督強化を⽬的として、原則として法令で定められた取締役会の専決

事項以外の業務執⾏の決定を執⾏役に委任し、執⾏役等の職務の執⾏を監督しています。

取締役会の責務や権限等の詳細については、「 」を�覧ください。

当社の取締役会の⼈数は、当グループの経営管理機能を担う⾦融持株会社として求められる実効性ある監督機能を発揮するため

に必要かつ適切な規模で、構成員の多様性および専⾨性の確保の観点にも⼗分配慮して決定しています。

また、コーポレートガバナンスにおける独⽴社外取締役の役割の重要性に鑑み、取締役会において独⽴社外取締役が占める割合

を原則3分の1以上とし、独⽴役員に係る独⽴性判断基準を制定し、開⽰しています。なお、法定委員会の委員⻑は、原則として

全て社外取締役が務めることとしています。

取締役候補者を決定するに際しては、当社の重要課題（マテリアリティ）に対応する、「企業経営」、「財務会計」、「法務・リスク

管理・コンプライアンス」、「信託・運⽤・資産管理」、「デジタル・IT・テクノロジー」、「国際性」および、社会・環境・DE&Iに

係る知識・経�を含む「サステナビリティ」の分野における⾼い⾒識と豊富な知識を有する⼈材の中から選任することとしてお

り、信託グループとしての幅広い業務領域を適切に監督し、的確な意⾒・助⾔を⾏い得るバランスの取れた構成を確保するよう

努めています。

取締役会

（1）取締役会の役割

コーポレートガバナンス基本⽅針

（2）取締役会構成の基本的な考え⽅

判断基準」）を満

なお 社外取

取締役会は、 ⻑期経営戦略 内部統 関する⽅針等の当グループの経営の基 ⽅ の決定

ステークホルダーへの適正な資源分配 ⾏うとともに 企業としての持続可能性（ ビリティ）を確保す

取締役会の責務や権限等の詳細

当社の取締役会 ⼈数は 当グループの経営管理機能を担う⾦融持株会社として求 られる実効性ある監督機能を発揮するため

に必要かつ適 な規模で、構成員の多様性および専⾨性の確保の観 にも⼗分配慮して決定しています。

また、コーポレ トガバナンスにおけ

て社外 役が務め こ ています

を する て 当社の重要 ア 営 「財 「 務 リ ク

管理・コン イア 「信託 運 ・資産管理」「デジタル・IT・テクノロジー」「国際性 および 社会 環境・DE&Iに

係る知識 経�を含む サステナビリティ」の分野にお る⾼い⾒識と豊富な知識を有する⼈材の中から選任することとしてお

取締役会

（2

社外取締役 名全員を 員として⾦融商品取引 に届け出て 。

3年 1⽇ 2 6⽉30 取締 取締役
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コーポレートガバナンス基本方針 


 


本基本方針は、三井住友トラストグループ（以下、「当グループ」といいます）の持続的な成長


と中長期的な企業価値の向上に資することを目的とし、当社のコーポレートガバナンスに関す


る基本的な考え方の指針を定めるものです。 


 
第１章 総則 
 


第１条（コーポレートガバナンスの基本的な考え方） 


当社は、信託の受託者精神に立脚した高い自己規律に基づく健全な経営を実践し、社会からの


揺るぎない信頼を確立するために、当グループの持続的な成長及び中長期的な企業価値の向上


を図る観点から、次の基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充実に取り組んで


まいります。 


① 当社は、株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と株主


の実質的な平等性の確保に取り組んでまいります。 


② 当社は、社会的責任や公共的使命の重要性を認識し、株主、お客さま、社員、事業パートナ


ー、及び地域社会をはじめとしたさまざまなステークホルダー（以下、「ステークホルダー」


といいます）との適切な協働に努め、高い自己規律に基づき健全に業務を運営する企業文


化・風土を醸成してまいります。 


③ 当社は、ステークホルダーとの建設的な対話を行う基盤を構築するために、ディスクロージ


ャーポリシーを別途定め、非財務情報を含む会社情報の適切な開示と、企業経営の透明性の


確保に努めてまいります。 


④ 当社は、当グループの経営管理機能を担う金融持株会社として、指名委員会等設置会社の機


関設計を採用し、執行と監督の分離による取締役会の監督機能の実効性確保に努めてまいり


ます。 


⑤ 当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するよう、ステークホルダーとの間


で建設的な対話を行います。 


２．当社は、当グループの存在意義（パーパス）を定義し、少子高齢化、気候変動、デジタル化な


どの重要課題（マテリアリティ）を特定の上、社会課題の解決を使命とすると共に、自らの成


長機会と認識し、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に据えます。 


３．取締役会は、当グループのすべての役員・社員が共有すべき、あらゆる活動の拠り所として、


経営理念（ミッション）、目指す姿（ビジョン）、及び行動規範（バリュー）を定めます。 


 


第２章 当社のコーポレートガバナンス体制 
 


第２条（当社のコーポレートガバナンス体制に関する考え方） 


当社は、三井住友信託銀行株式会社、三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社、日


興アセットマネジメント株式会社、株式会社三井住友トラスト基礎研究所、株式会社投信・保


険ビジネス総合研究所、株式会社日本カストディ銀行を擁する金融持株会社であり、信託の受


託者精神に立脚し、高度な専門性と創造力を駆使して、銀行事業、資産運用・管理事業、及び


不動産事業を融合した「トータルソリューション」を提供する「お客さまのベストパートナー」


を目指してまいります。 


２．当社は、前項に掲げる理念を実現し、ステークホルダーの期待に応えるため、当グループのビ


ジネスモデルの健全性及び信頼性、並びに経営の透明性を確保し、当グループのコーポレート







   


ガバナンスの高度化に取り組んでまいります。 


 


第３条（取締役会） 


取締役会は、当グループの全てのステークホルダーからのフィデューシャリーとしての信頼に


応えるべく以下の実現を目指します。 


・存在意義（パーパス） 


・ステークホルダーへの適正な資本分配 


・企業としての持続可能性（サステナビリティ） 


２．取締役会の役割・責務 


  ① 取締役会は、その役割を果たすため以下の責務を負います。 


   ・関連法令、規制、定款の枠組みの遵守 


   ・当グループのコーポレートガバナンスの態勢の整備 


   ・当グループの執行役等の職務の執行の監督 


   ・当グループの内部統制システムの構築・運用の監督 


   ・当グループの望ましい企業文化の醸成に向けた監督 


   ・ステークホルダーとの実効的なエンゲージメント 


   ・取締役会及び委員会の年次評価の実施と開示 


なお、取締役会における監督とは、監督して不足のない状態にすることを意味するものとし


ます。 


  ② 取締役会は、機動的な企業経営の実現と執行役等に対する監督強化を目的として、原則とし


て法令で定められた取締役会の専決事項以外の業務執行の決定を執行役に委任し、執行役等


の職務の執行を監督します。 


３．取締役会は、その役割を果たすため以下の権限を有します。 


  ① 当グループの経営の基本方針の決定 


   経営の基本方針には以下の内容を含みます。 


   ・存在意義（パーパス）、経営上の重要課題（マテリアリティ）、価値創造プロセス 


   ・ステークホルダーとの望ましい関係の構築に向けた方針（サステナビリティに関する取組


方針、当グループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針、等） 


   ・中長期経営戦略 


   ・内部統制に関する方針 


  ② 重要な投資処分等を含む重要な業務執行の決定 


  ③ 取締役会の傘下の任意の委員会の設置、廃止 


  ④ 取締役会の傘下の委員会の委員、委員長の選定及び解職 


  ⑤ 執行役の選解任 


  ⑥ 取締役会の職務遂行のための必要に応じた執行役への報告の要請 


  ⑦ 取締役会の議事に関係を有する外部専門家等の必要に応じた招聘 


 


第４条（取締役） 


取締役は、取締役会の構成員として、以下の役割、責務及び権限を有します。 


２．取締役は、以下の役割、責務を負います。 


  ① 経営の受託者としての忠実義務と善管注意義務  


  ② 株主総会及び取締役会への出席 


  ③ 取締役会における議決権の行使 


  ④ 取締役として知った情報に対する守秘義務 







   


３．取締役は、以下の権限を有します。 


  ① 取締役会の招集を求める権利 


  ② 取締役会へ議案を提案する権利 


  ③ 取締役の職務遂行のための必要に応じた執行役への報告の要請 


 


第５条（独立社外取締役） 


独立社外取締役には、第４条第２項に定める取締役の役割、責務に加え、以下の役割が期待さ


れます。 


① 社外のステークホルダーの視点に立った助言・決定 


  ② 会社と経営陣・ステークホルダー等との間の利益相反の監督 


  ③ 独立した立場からのステークホルダーとの対話 


なお、本方針における経営陣とは、当グループの経営を担う、当社の執行役及び執行役員、並


びにグループ会社の取締役及び執行役員の総称を指します。 


２．独立社外取締役は、第４条第３項に定める取締役の権限に加え、独立した立場から機能を発揮


するため、必要に応じて、独立社外取締役のみによる会議を招集する権限を有します。 


 


第６条（執行役） 


執行役は、取締役会から委任された業務執行の決定を行います。 


２．執行役は、以下の責務を負います。 


  ① 当社業務の執行  


  ②  経営の受託者としての忠実義務と善管注意義務 


  ③ 職務の執行状況に対する取締役会への説明責任の担保 


  ④ 取締役に対する取締役の職務執行を行う上で十分な情報の提供  


 


第７条（取締役会議長） 


取締役会議長は、当社の取締役会の長としてリーダーシップを発揮します。また、取締役会議


長は、取締役会の経営に対する監督という役割を踏まえ、原則として非業務執行取締役としま


す。 


２．取締役会議長は、以下の役割を担います。 


  ① 取締役会におけるリーダーシップの発揮  


  ②  取締役同士の信頼関係及び健全な議論に向けた風土の維持構築 


  ③ 経営陣との信頼関係の維持構築 


  ④ 取締役会の代表としてのステークホルダーとの対話 


  ⑤ 取締役会の運営面に関する基盤、環境の整備 


  ⑥ 取締役会の評価の主宰 


３．取締役会議長は以下の権限を有します。 


  ① 取締役会の招集 


  ② 取締役会の議事整理 


 


第８条（筆頭独立社外取締役） 


筆頭独立社外取締役は、取締役会議長に選任されていない独立社外取締役の中から選任するこ


とができます。 


２．前項による筆頭独立社外取締役の選任がない場合、かつ独立社外取締役が取締役会議長に選任


されている場合は、取締役会議長を筆頭独立社外取締役とします。  


３．筆頭独立社外取締役は以下の役割を担います。 







   


  ① 独立社外取締役と経営陣との信頼関係の維持構築 


  ② 社外取締役会議、及び独立社外取締役のみによる会議の主宰 


４．取締役会議長以外の独立社外取締役が筆頭独立社外取締役に選任されている場合、筆頭独立社


外取締役は前項に加え、以下の役割を担うものとします。 


  ① 独立社外取締役の立場を代表した取締役会議長への助言と支援の提供 


  ② 必要に応じた取締役会議長を除く独立社外取締役による取締役会の運営に関する会議の主


宰及び意見の集約 


  ③ 必要に応じた通常の対話の窓口となる執行役或いは取締役会議長とは異なる独立社外取締


役の立場を代表したステークホルダーとの対話 


 


第９条（取締役会の構成） 


取締役会の人数は、当グループの経営管理機能を担う金融持株会社として求められる実効性あ


る監督機能を発揮するために必要且つ適切な規模で、構成員の多様性及び専門性の確保の観点


にも十分配慮して、定款で定める員数である２０名の範囲内で決定します。 


２．当社は、コーポレートガバナンスにおける社外取締役の機能の重要性に鑑み、取締役会の人数


のうち、独立社外取締役の占める割合を原則３分の１以上とします。 


３．取締役会は、独立役員に係る独立性判断基準を制定し、開示します。 


４．当社は、取締役候補者を決定するに際し、当グループの存在意義（パーパス）に基づき、信託


銀行グループとしての幅広い業務領域を適切に監督するのに相応しい、多様性とバランスの取


れた構成を確保します。 


 


第１０条（取締役・執行役の指名・解任方針） 


取締役・執行役候補者は、当社の重要課題（マテリアリティ）に対応する、「企業経営」、「財務


会計」、「法務・リスク管理・コンプライアンス」、「信託・運用・資産管理」、「デジタル・ＩＴ・


テクノロジー」、「国際性」及び、社会・環境・ＤＥ＆Ｉに係る知識・経験を含む「サステナビ


リティ」の分野における高い見識と豊富な経験を有する人材の中から、次の資質を満たす者を


選任するものとします。 


① 社内取締役・執行役候補者 


ア．信託銀行グループの経営管理及び事業運営に関する豊富な知識、経験を有する者。 


イ．銀行業務における社会的な責任・使命、及び信託業務における受託者精神を十分に理解し、 


高い自己規律に基づいて、経営管理及び事業運営を公正・的確に遂行し得る者。 


② 社外取締役候補者 


ア．当社の独立性判断基準を満たし、一般株主との間で利益相反が生ずる虞が無いと認められ


る者。 


イ．当社の経営理念、信託銀行グループとしての社会的な責務や役割に十分な理解を有すると


ともに、当社の経営を監督し、的確・適切な意見・助言を行い得る者。 


２．取締役・執行役について、次の事項に該当する場合、指名委員会にて解任を審議するものとし


ます。 


① 法令・定款若しくは取締役規程・執行役規程他の重大な違反又は公序良俗に反する重大な行


為があった場合又は反社会的勢力との関係が認められる場合 


② 健康上やその他の理由により職務を適正に継続することが困難な場合 


③ 前項第２号アを除き、前項に定める資質を満たさないと認められる場合 


 


第１１条（取締役への情報提供） 


経営陣は、取締役が、その役割及び機能を果たすために必要とする、経済情勢、業界動向、法







   


令遵守、コーポレートガバナンス、及び財務会計その他の事項に関する情報を収集・提供し、


取締役の職務執行を支援してまいります。 


２．経営陣は、社外取締役が、その役割及び機能を果たすために、当グループの経営戦略、経営計


画、各種事業の状況、経営環境及び経営課題等について十分な理解を形成できるよう、それら


の情報を、その就任時及び適時に提供します。 


 


第１２条（社外取締役会議） 


社外取締役会議は、独立社外取締役のみで組織される非公式の会議であり、独立社外取締役間


での情報交換や認識共有を図り、独立社外取締役間の信頼関係の醸成や取締役会の監督機能の


強化を目的としています。 


２．社外取締役会議は、原則として毎年１回以上開催し、経営上の課題、取締役会運営、ガバナン


ス体制のあり方等を議論し、必要に応じて、取締役会議長、執行役社長等に対して適宜提言し


ます。 


 


第１３条（取締役会室） 


取締役会の実効的かつ円滑な運営を確保するため、取締役会に関する業務等を担う専担組織と


して、取締役会室を設置します。 


２．取締役会室の責務は以下の通りとします。 


  ① 取締役会議長の補佐 


  ② 独立社外取締役を中心とした取締役の補佐 


  ③ 取締役会の実効的かつ円滑な運営の確保 


 


第１４条（委員会の設置） 


当社は、コーポレートガバナンスの実効性を確保するとともに、当グループのビジネスモデル


の健全性及び信頼性、並びに経営の透明性をより一層高めていくために、会社法により設置が


求められる指名委員会、報酬委員会、及び監査委員会に加え、取締役会の諮問機関として独立


社外取締役又は社外有識者が参画するリスク委員会及び利益相反管理委員会を設置します。 


 


第１５条（指名委員会） 


指名委員会は、第１０条に定める指名・解任方針に基づき、以下の各号の役割を担います。 


① 株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定します。 


② 取締役会から執行役社長を含む執行役の選任及び解任に関する諮問を受け、審議の上、答申


を行います。 


③ 三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の取締役


会から、取締役等の選任及び解任に関する諮問を受け、審議の上、答申を行います。 


④ 取締役会から、当社及び三井住友信託銀行株式会社、三井住友トラスト・アセットマネジメ


ント株式会社の経営者後継人材育成計画の改定に関する諮問を受け、審議の上、答申を行い


ます。 


２．指名委員会は３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締役とします。 


３．指名委員長は独立社外取締役である委員の中から選定します。 


 


第１６条（報酬委員会） 


報酬委員会は、以下の各号の役割を担います。 


① 執行役及び取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めます。 


② 上記①の方針に従って、執行役及び取締役の個人別の報酬等の内容を決定します。 







   


③ 三井住友信託銀行株式会社及び三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社の取締役


会から、取締役等の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する諮問を受け、審議の上、


答申を行います。 


２．報酬委員会は３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締役とします。 


３．報酬委員長は独立社外取締役である委員の中から選定します。 


 


第１７条（監査委員会） 


監査委員会は、以下の各号の役割を担います。 


① 執行役及び取締役の職務の執行を監査し、監査報告を作成します。 


② 株主総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しないことに関す


る議案の内容を決定します。 


③ 会計監査人の報酬等の決定について、適切に同意権を行使します。 


２．監査委員会は、その役割と責任を果たすため、当グループに属する会社の業務及び財産の状況


の調査等を行う権限を適切に行使します。 


３．監査委員会は、当グループの内部統制システムを適切に活用するとともに、執行役、取締役及


び会計監査人からの報告聴取及びこれらの者との意思疎通等を通じて、組織的且つ効率的に監


査を実施します。 


４．監査委員会は、執行役を兼務しない３名以上の取締役で構成し、委員の過半数を独立社外取締


役とします。 


５．取締役会は、公正且つ客観的な立場から執行役及び取締役の職務の執行を監査し、当グループ


の経営の健全性及び透明性の向上に貢献できる者を監査委員として選定します。 


６．監査委員長は、原則として、独立社外取締役である委員の中から選定します。 


７．当グループにおける信託業務及び金融業務の内容やこれらに対する法令等の規制に関する知見


を生かした実効的な監査を可能とするため、社内取締役を常勤の監査委員として選定します。 


８．監査委員会の職務を補助するため、監査委員会の指揮命令のもとで業務を行う監査委員会室を


設置します。 


 


第１８条（リスク委員会） 


リスク委員会は、以下の各号の事項に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切性等に


ついて検討し、答申を行います。 


① 当グループの経営を取り巻く環境、トップリスク、及びマテリアリティに関する事項 


② 当グループのリスクアペタイト・フレームワークの運営、リスク管理、及びコンプライアン


ス管理に係る内部統制システムの実効性の監視に関する事項 


③ その他、取締役会が必要と認める事項 


２．リスク委員会の委員の過半数は、独立社外取締役及び独立性ある社外有識者とすることを原則


とします。 


３．リスク委員長は、当該分野に専門的知見を有する取締役及び社外有識者である委員の中から選


定します。 


 


第１９条（利益相反管理委員会） 


利益相反管理委員会は、以下の各号の事項に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切


性等について検討し、答申を行います。 


① 当グループの利益相反管理態勢の妥当性に関する事項 


② 当グループの利益相反管理、顧客説明管理、及び顧客サポート管理の実効性並びにこれらの


態勢の高度化に関する事項 







   


③ 当グループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組方針及び当グループ各社の行


動計画等に関する事項 


④ 当グループの利益相反管理及びフィデューシャリー・デューティーの浸透等に係る特に重要


な事項 


⑤ その他、取締役会が必要と認める事項 


２．利益相反管理委員会の委員の過半数は、独立社外取締役及び独立性ある社外有識者とすること


を原則とします。 


３．利益相反管理委員長は独立社外取締役及び当該分野に専門的知見を有する社外有識者である委


員の中から選定します。 


 


第３章 ステークホルダーの利益保護に関する対応 
 


第２０条（関係当事者間取引の管理体制） 


当グループ各社がその役員や主要株主等との取引を行う場合には、当該取引が当グループ及び


株主共同の利益等を害することが無いよう、取引条件が一般の取引と同様であることが明白な


場合を除き、当該取引についてあらかじめ取締役会に付議し、その承認を得るものとします。 


 


第２１条（当グループの業務におけるお客さまの利益相反取引の管理体制） 


当グループは、当グループ各社及びその関係者（当社の銀行子会社を所属銀行とする銀行代理


業者等を含みます）が提供する多様なサービスに伴い、お客さまの利益を不当に害することの


ないよう、法令等に従い利益相反管理方針を別途定め、その概要を公表するとともに、当該方


針に則り利益相反のおそれのある取引を適切に管理し、適正に業務を遂行いたします。 


２．当社は、第１９条に定めるとおり、取締役会の諮問機関として利益相反管理委員会を設置し、


当グループのビジネスモデルの健全性及び信頼性並びに経営の透明性を利益相反管理の観点か


ら確保することにより、適正に業務を遂行する体制を整備します。 


 


第２２条（株式等の政策保有に関する方針） 


当グループは、資金・資産・資本の好循環の構築等を戦略上の目標としており、安定株主とし


て保有する取引先の株式等（以下、「政策保有株式」といいます）は、原則すべて保有しません。 


２．前項に係る政策保有株式の保有が残存する期間は、取締役会において政策保有株式の保有に伴


う便益・リスクと資本コストとの関係の精査・検証を行います。 


３．当グループは、政策保有株式に係る議決権の行使について、その行使方針を別途定め、開示し


ます。 


 


第２３条（内部通報制度） 


当グループは、以下の内部通報制度を整備し、これを適切に運営することにより、組織の自浄


能力の発揮やコンプライアンスの推進に努めます。 


① コンプライアンス・ホットライン制度 


当グループの役員及び社員による法令違反行為等が発生した場合に迅速かつ適切に対応す


るため、職制に基づく報告制度とは別に、全ての役員及び社員が当社のコンプライアンス統


括部や外部の法律事務所に直接通報できる制度です。 


② 会計ホットライン制度 


当グループの会計、会計に係る内部統制及び会計監査に関して、不適切な処理又はそのおそ


れがある行為が発生した場合に迅速かつ適切に対応するため、社内外を問わずこれを発見し


た者が外部の法律事務所に直接通報できる制度です。 


 







   


第４章 株主等との対話 
 


第２４条（株主等との建設的な対話に関する方針） 


当社は、株主等との建設的な対話を重視し、経営陣幹部を中心に様々な機会を通じて対話を持


つように努めてまいります。 


２．当社は、建設的な対話を通じて、当社の経営方針に係る理解を得る努力を行うとともに、株主


等の声に耳を傾けることで、資本提供者等の目線からの経営分析や意見を吸収及び反映し、当


グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に取り組んでまいります。 


以上 


 


 


附則 
 


第１条（本基本方針の施行） 


本基本方針は、２０１５年６月２６日開催の当社第４期定時株主総会終結のときから施行しま


す。但し、別紙１の「独立役員に係る独立性判断基準」については、同年５月１３日より施行


するものとします。 


以上 


  





添付ファイル
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※1 海外勤務等の経験の有無にて判断しています。なお、社内取締役に�いては、信託な�当社業務に関連するグローバルな事業展開に対する業

務経験を有しています。

※2 会社法第2条第15号に定める社外取締役です。社外取締役の選定に�たっては、上記の専⾨性・経験（スキル）の観点を含めてバ2ンスを考慮

し構成しています。

指名委員会等設置会社では、重要な業務執⾏の決定を原則として執⾏役に委任することができる⼀⽅で、取締役会はより⼀層監

督機能の発揮を求められます。このような取締役会の役割期待を踏まえ、当社は取締役会の議⻑に社外取締役の松下功夫⽒を選

定しています。

併せて、当社では、取締役会議⻑がその職責を果たしていくことをサポートする組織として取締役会室を設置し、取締役会の議

題の選定に向けた情報提供や取締役会の議題の論点整理な#についてサポートを⾏っています。

 

 

 

 

（3）取締役会議⻑（社外取締役）
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当社の取締役会では、毎年、取締役会の実効性評価（以下、「取締役会評価」）を通じて策定した年間審議スケジュールに基づ

き、社内外の環境変化に応じた審議を⾏っています。

2023年度の取締役会では、現中計の初年度として実現を確かなものにする重要な⼀年と位置づけ、事業ポートフォリオおよびグ

ループ資産運⽤ビジネスを「経営テーマ」等*に設定し、⻑時間を掛けて審議するとともに、事業ポートフォリオについては社外

取締役の知⾒等を積極的に活⽤する観点から、取締役会で全体⽅針に係る審議を⾏い、取締役会の意⾒を踏まえて執⾏側で検討

し、その検討結果を加えた提案を取締役会で改めて議論する、ラリー型検討プロセスを活⽤して審議を深めました。事業ポート

フォリオの審議では、中計期間と2030年という2つの時間軸の下、収益性・成⻑性と資本効率の観点から、事業単位での分析・

点検を⾏い、強化すべき事業や改善・撤退すべき事業に関して議論を⾏っています。グループ資産運⽤ビジネスの審議では、資産

運⽤⽴国構想も踏まえ、グループ横断的な資産運⽤ビジネス戦略や各社の機能発揮の⽅向性、戦略執⾏に向けたロードマップに

関する議論を重ねました。また、年度経営計画では、グループ経営管理強化と役員の主要担当領域等の明確化を⽬的とした、チ

ーフオフィサー（CxO）等の設置に関しても審議しました。

経営計画、事業ポートフォリオ、グループ資産運⽤ビジネス等に関する取締役会に��る審議

※1 「経営テーマ」は、三井住友信託銀⾏の社外取締役もオブザーバー参加する形で、経営上の重要課題や中⻑期的視点に⽴ったテーマを結論を

得ることを⽬的とせず⾃由に議論することで、社外取締役の視点や知⾒を経営に活⽤しています。なお、三井住友信託銀⾏の取締役会にお�

る経営上の重要課題に�いて、当社の社外取締役も交えて議論する議案は「TB審議テーマ」として設定しています。

 

 

 

 

 

 

（4）取締役会の審議状況

2023年度の取締役会に��る審議状況と主な審議ト(ックス

2023年度の取締役会の審議ポイント

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

114三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



    

  

      

 

テーマ分類 主なトピックス

パーパス・マテリアリティ・価値創

造プロセス

グループ全体のパーパス浸透

ステークホルダーとの望ましい関係

の構築⽅針

ステークホルダーとの対話⽅針、お客さま本位の業務運営、政策保有株式、健,経営・

DE&I・⼈事制度⾼度化、サステナビリティ推進

事業ポートフォリオ、グループ資産運⽤ビジネス戦略、DX戦略、資本政策

経営戦略・資本分配を⽀える基盤 管理会計、サステナビリティガバナンス（含、マテリアリティマネジメント）

内部統制⾯の基本⽅針 サステナビリティリスク管理⽅針、サイバーセキュリティ、システム開発リスク、コン

プライアンス意識醸成

 

 

 

 

 

 

2023年度取締役会に��る主な審議テーマ・ト(ックス（2023年度：16回開催）

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

 

プ

 

 

 

 

 

 

取締役会の審議状況

2 23 締 会に��る な審 テ マ (ッ

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

 

トフォリオ、 資産 ビ 戦略、

盤 管理会計、サステ リティガバナンス（含、マテリアリテ マネジメン ）

 

 

 

 

 

 

取締役会の審

2023年度取締役会に��る主な審議 (ッ ス 023年度：16 開催）
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シプリン



    

  

      

 

 

2023年度においては、「取締役会のありたい姿（
1）」の実現に向けた課題認識や改善点を問う設問を設定すると共に、監督機

関の各ポジションの役割に照らした評価を問う設問を設定しました。また、コーポレートガバナンスの先進企業の取り組み事例

をベンチマークすることで⾼度化を展望しています。

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）2023年度の評価のポイント

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

 

当社は毎年、取締役会評価を⾏い、抽出した課題への改善策を検討・実$していくことで、PDCAサイクルを機能させ、取締役

会の実効性向上に取り組んでいます。（2023年度 取締役会評価の実$結果（概要）は以下リンクを�覧ください）

2 3 役 り

 

 

 

 

 

（5）2023年度 取締役会評価の実施結果

2023年度 取締役会評価の実施結果（概要）

2023年� 取締役会評価の実施結果（概要）に�いて （791KB）

PDCAサイクル

1）2023年度の評価 ポ ント

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

 

 

関の各ポジ ンの役割に照らした評価を う設問を設定しました。また、コーポレートガバナンスの先進企業の取り組み事例

をベンチマークすることで⾼度化を展望しています。

 

 

 

 

 

（5）2023年度 取締役会 価の実 結果

 

 

DCA

（1）2023年度の 価 イ

 

 

 

 

 

    

  

    

  

      

 

当社は毎年、取締役会評価を⾏い、抽出し 課題への

 

関の各ポジションの役割に照らした評価を問う設問を設定しました た ポ ート ナンスの 進企業の取り組み事例

をベンチマー することで⾼度化を展望していま

 

 

 

 

 

（5）2023年度 取締役会評 の実施結果
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２０２3年度 取締役会評価の実施結果（概要）について


2024年6月17日







取締役会の実効性の向上にむけた評価の枠組み


取締役会の実効性向上にむけて


◼ 当社は、毎年、取締役会の実効性を評価（以下、「取締役会評価」といいま
す）し、抽出した課題に対する改善策を検討・実施していくことで、ＰＤＣＡサ
イクルを機能させ、取締役会の実効性向上に取り組んでいます。（図表１、２）


２０２3年度の取締役会評価では、多面的な評価とすることを目的として、
 ① 取締役会の自己評価
 ② 取締役会から各委員会に対する評価
 ③ 各委員会の自己評価
 ④ 執行役から取締役会に対する評価
 ⑤ 取締役個人の自己評価
 ⑥ 執行役個人の自己評価


等を実施するとともに、これらの評価と併せて、第三者機関（外部コンサル
タント）によるレビューを受け、異なる視点からの検証や新たな気づきを得
た上で、当社としての自己評価を実施しております。（図表３）


取締役会の実効性の評価の取り組み


図表３：取締役会の評価の枠組み


誰が


何を評価


取
締
役


各
委
員


執
行
役


会議体
評価


取締役会 ① ー ④


各委員会 ② ③ ー


自己
評価


取締役として ⑤ ー ー


執行役として ー ー ⑥


インタビュー 〇 ー ー


図表１：取締役会のPDCA


図表２：取締役会評価の実施スケジュール


年月 評価プロセス


２０２4年1月～２月
第三者機関（外部コンサルタント）を活用して、取締
役・執行役に対して、アンケートを実施
各委員会の委員に対して、アンケートを実施


同年２月～３月
第三者機関（外部コンサルタント）が取締役に対して、
インタビューを実施


同年４月 取締役会にて、取締役会評価の実施結果を審議


同年５月 取締役会にて、今後審議を深めるべきテーマを審議


同年６月 取締役会の年間審議スケジュールを策定


同年７月
取締役会の諮問事項等を踏まえ、各委員会の年間審
議スケジュールを策定


2


持続的な機能向上サイクルと実効性の評価プロセス


多面的な評価を実施







2023年度 取締役会評価の実施概要について


全体概要


図表１：取締役会評価の概要


評価対象
取締役会・指名委員会・報酬委員会・監査委員会
・リスク委員会・利益相反管理委員会


回答者 取締役・執行役・各委員会の委員


回答方法


① 取締役・執行役・各委員会の委員に対するアンケート
（５段階評価の選択式設問および記述式設問）


② 取締役に対する第三者機関によるインタビュー


評価項目


※ 執行役は、取締役会・委員会に対する評価項目①～⑥のうち16
項目を評価。


① 取締役会のありたい姿 2項目 達成目標の妥当性 等


②
取締役会の役割・機能
（取締役個人及び全体の自
己評価を含む）


1５項目
パーパス、ステークホル


ダー、サステナビリティ、
経営戦略、内部統制 等


③ 取締役会の態勢 11項目
構成、連携、信認、


トレーニング機会 等


④ 取締役会の運営 ２項目 取締役会評価、運営 等


⑤ 執行側のアカウンタビリティ 6項目
取締役会提言の反映、


説明、資料 等


⑥


各委員会の機能発揮 7項目 機能発揮・提言活用 等


その他、以下の各委員会の自己評価項目を評価


⑦
取締役会において審議を深
めるべきテーマ等


１項目 自由記入


総計 11４項目


指名委員会 １２項目


報酬委員会 １２項目


監査委員会 24項目


リスク委員会 12項目


利益相反管理委員会 10項目
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評価の網羅性の確保


取締役会評価の実施概要


◼ ２０２3年度の取締役会評価においては、総計１１４項目のアンケート及びイン
タビューを実施の上、第三者機関（外部コンサルタント）によるレビューを踏
まえつつ、取締役会及び各委員会の実効性の評価を実施しました。（図表１）


本年度の評価のポイント


◼ 本年度も「取締役会のありたい姿（次頁ご参照）」の実現に向けた課題認識や
改善点を問う設問を設定すると共に、監督機関の各ポジションの役割に照ら
した評価を問う設問を設定しました。また、コーポレートガバナンスの先進企
業の取り組み事例をベンチマークすることで高度化を展望しています。


◼ なお、前年度と同様に、定点観測の視点、課題検証の視点からの設問、グ
ループ中核子会社の取締役会評価と連動した設問によりPDCAサイクルを
稼働させる設問を設定しています。


足下の実効性 ありたい姿の妥当性


実効性ある取締役会（※）の実現に向けた高度化運営


※ ありたい姿を踏まえ持続的な改善が図られている取締役会


ありたい姿と足下の
Gap認識


ありたい姿へ向けた
高度化展望


年間


運営


&


検証


先進事例のベンチマーク







（参考）取締役会のありたい姿


項目 当社の取締役会のありたい姿


① 達成目標


◼ 存在意義（パーパス）の実現


◼ 各ステークホルダーへの適正な資本分配（キャピタルアジェンダ）


◼ 企業としての持続可能性（サステナビリティ）


⇒ 全ステークホルダーからのフィデューシャリーとしての信頼獲得


②
役割・


機能発揮


◼ 重要な意思決定の質の向上


◼ 重要な執行状況の監督


※ 重要な意思決定 （経営の基本方針の決定）


• パーパス・マテリアリティ・価値創造プロセス


• ステークホルダーとの望ましい関係の構築方針


• 中長期経営戦略


• 内部統制の基本方針


③ 態勢
◼ 重要な意思決定の質とモニタリング機能を高める組織態勢


◼ ステークホルダー主義のマインドセット・マテリアリティへの対応スキル


④ 執行


◼ 自律した経営


◼ 取締役会に対するアカウン


タビリティ


※ アカウンタビリティ


• 事業活動と価値創造の状況


• 事業ポートフォリオ・資本分配の状況


• 内部統制の状況


• ステークホルダーとの望ましい関係の構築状況


ステークホルダー主義の取締役会


◼ 指名委員会等設置会社に移行後、当社の取締役会はモニタリングボードとして監督機能を安定的に発揮してきましたが、より一層実効性を高める上で、社会的


にも非常に重要な使命を有する信託、資産運用、資産管理を中核とする当グループにおける取締役会のありたい姿について真摯に議論してまいりました。


◼ そのような議論の中、居住可能な地球と健全な社会という枠組みの中で繁栄を築く存在として企業の役割が再定義されつつあるなかで、当社の取締役会は、グ


ループの多様なステークホルダーへのフィデューシャリーを全うすべく、グループガバナンス上の重要なテーマにフォーカスした議論を行う「ステークホルダー主


義の取締役会」を指向しており、毎年の取締役会の実効性評価の機会を活用してその妥当性を検証しています。


取締役会のありたい姿について
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（参考） 取締役会のありたい姿 「ステークホルダー主義の取締役会」


③
System


態勢


②
Output


役割・
機能発揮


①
Goal


達成目標


Board
取締役会


④
Input
執行


取締役会のフレームワーク







2023年度 取締役会評価の実施結果について（課題への取り組みの検証）


前年度認識した課題への取り組みを推進


◼ 前年度（２０２2年度）の取締役会評価において、認識された課題は以下の
通りです。


【2022年度 取締役会評価において認識された課題】


① ビジネス戦略の収益力・成長力向上に向けた事業ポートフォリオの議論


② 関係会社との有機的な連携、及びそれに基づくグループ戦略実現に向


けた議論


③ 多様なステークホルダーからの期待を踏まえた議論の充実


◼ ２０２3年度の取締役会では、上記の課題に対し、図表1の取り組みを実施


することで実効性の向上に努めました。


2023年度 取締役会評価による上記の課題への取り組みの検証


2022年度 取締役会評価において認識された課題への取り組み


① 項目


課題 ビジネス戦略の収益力・成長力向上に向けた事業ポートフォリオの議論


取り組み
と評価


資本効率性の向上に向けて最適な事業の組み合わせを検討する事業
ポートフォリオの強化が経営の重要論点であるとの認識の下、ビジネ
ス単位の収益性、成長性を分析し、資源配分の最適化に関する議論を
深めました。また、議論の過程では経済価値のみならず、非財務の価値
や当グループならではの社会的価値創出を含む総合的な価値向上を
意識した議論の充実を図った結果、評価の改善を確認しました。


② 項目


課題
関係会社との有機的な連携、及びそれに基づくグループ戦略実現に向
けた議論


取り組み
と評価


持株会社と主要子会社（SuMiTB、SuMiTAM、NAM）との有機的な
連携の強化に向けて、グループ内の社外取締役が交流する業務説明会
や対話機会を設定した結果、各社取締役会評価においてグループ戦略
への理解の深化や監督機関同士の連携の強化を確認しました。また、
グループ資産運用ビジネス戦略のテーマでは、主要子会社の社外取締
役も審議に参加することで、グループ全体の成長戦略とそれに連動し
た子会社の役割期待に関する認識を共有しました。


③ 項目


課題 多様なステークホルダーからの期待を踏まえた議論の充実


取り組み
と評価


取締役会では、顧客の最善の利益に向けた方針や株主との対話状況を
踏まえた議論の他、気候変動や人権等のESGに関する広範なテーマを
重点審議事項に設定し議論を深めました。また、ステークホルダーから
のアカウンタビリティ発揮の期待に向けて、機関投資家と社外取締役
との座談会を通じた対話機会の設定を通じ、ステークホルダーの意見
や期待を取締役会に取り込むことで、審議の充実を図りました。


前年度の課題に対する一定の改善を確認


◼ 取締役会及び各委員会における前年度の各課題については、 ２０２3年度
の取締役会評価による上記の活動に関連する設問の評価による確認や、取
締役へのアンケート・インタビューを主とした調査を通じて取り組みを検証
したところ、一定の改善が図られたことを確認できました。


図表１：課題への取り組みと取締役会評価による検証
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（参考） 課題に対する取り組みを通じた実効性の向上


※主要子会社の略称
・SuMiTB ⇒三井住友信託銀行株式会社
・SuMiTAM ⇒三井住友トラスト・アセットマネジメント株式会社
・NAM        ⇒日興アセットマネジメント株式会社







認識した課題


◼ 取締役会評価を通じ、取締役会の一定の実効性が確保されていることを確認
した一方、取締役会のありたい姿の実現に向けて、取締役会および各委員会
が改善・向上すべき以下の課題を認識したことから、これらの課題に継続的に
取り組むこととしております。


【2023年度 取締役会評価において認識された課題】


① ステークホルダーへのアカウンタビリティ向上の取り組みや審議の拡充


② 事業ポートフォリオ、経営戦略、資源配分などの審議の充実


③ 取締役会の構成のあり方に関する審議の充実


次年度の取締役会の審議テーマ


◼ 上記の課題認識も踏まえ、２０２４年度は中長期経営戦略に重要な影響を及
ぼすテーマの審議や、ビジネスモデル変革する中での持続的な競争優位の確
立に向けた議論を深めると共に、取締役会の実効性向上に向けた取締役会の
構成のあり方に関する審議の深化を進めるべく、図表１に掲げたテーマなど
を審議していくこととしております。


2023年度 取締役会評価の実施結果について（評価概要、課題・今後の取り組み）


実効性向上に向けた課題


図表１：2024年度の審議テーマ例


項目 次年度の審議テーマの例


ステークホルダー


との関係強化


・１００周年を機としたブランド戦略


・ステークホルダーとのエンゲージメント状況


・サステナビリティ推進 等


中長期経営戦略・


資源配分


・事業ポートフォリオ高度化と経営資源配分


・グループ資産運用ビジネス


・人材ポートフォリオの構築の方向性 等


監督機関 ・グループガバナンスの高度化 等


内部統制
・環境変化、ビジネスモデル変革を踏まえたリスク管理


の高度化 等


更なる実効性向上に向けて


◼ 当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、引き続き取
締役会評価を通じたＰＤＣＡサイクルを機能させることで、取締役会および
各委員会のさらなる実効性の向上に取り組んでまいります。


今後の取り組みについて
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（参考） 次年度の取締役会の審議への反映


評価結果の概要


◼ ２０２３年度の取締役会においては、グループ経営戦略に関する執行サイド
との議論の深化や、グループ内部統制のあり方の整理とそれを踏まえた監
督の実行、多様なステークホルダーとの関係性を意識した議題設定・議論の
充実等を通じて、取締役会の今後のありたい姿の実現に向けた着実な前進
を確認しました。


◼ ２０２３年度の取締役会評価において、取締役会および各委員会がそれぞれ
の目的を意識して運営されることで審議内容の充実と監督機能強化が図ら
れており、一定の実効性が確保されていると評価しております。


２０２3年度における取締役会評価の実施結果について





		スライド 1

		スライド 2: 取締役会の実効性の向上にむけた評価の枠組み

		スライド 3: 2023年度 取締役会評価の実施概要について

		スライド 4: （参考）取締役会のありたい姿

		スライド 5: 2023年度 取締役会評価の実施結果について（課題への取り組みの検証）

		スライド 6: 2023年度 取締役会評価の実施結果について（評価概要、課題・今後の取り組み）



添付ファイル
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（※1）ご参考：取締役会のありたい姿

ステークホルダー主義の取締役会

2023年度の取締役会においては、グループ経営戦略に関する執⾏サイドとの議論の深化や、グループ内部統制のあり⽅の整理と

それを踏まえた監督の実⾏、多様なステークホルダーとの関係性を意識した議題設定・議論の充実等を通じて、取締役会の今後

のありたい姿の実現に向けた着実な前進を確認しました。

2023年度の取締役会評価において、取締役会および各委員会がそれ�れの⽬的を意識して運営されることで審議内容の充実と監

督機能強化が図られており、⼀定の実効性が確保されていると評価しております。

⼀⽅、取締役会のありたい姿の実現に向けて、取締役会および各委員会が改善・向上すべき以下の課題を認識したことから、こ

れらの課題に継続的に取り組むこととしております。

2023年度 取締役会評価において認識された課題

① ステークホルダーへのアカウンタビリティ向上の取り組みや審議の拡充

② 事業ポートフォリオ、経営戦略、資源配分な#の審議の充実

③ 取締役会の構成のあり⽅に関する審議の充実

 

 

 

 

取締役会のあり
�姿に��て

指名委員会等設置会社に移⾏後、当社の取締役会はモ[タリングボードとして監督機能を安定的に発揮してきました

が、より⼀層実効性を⾼める上で、社会的にも⾮常に重要な使命を有する信託、資産運⽤、資産管理を中核とする当グ

ループにおける取締役会のありたい姿について真摯に議論してまいりました。

そのような議論の中、居住可能な地球と健全な社会という枠組みの中で繁栄を築く存在として企業の役割が再定義され

つつあるなかで、当社の取締役会は、グループの多様なステークホルダーへのフィデューシpリーを全うすべく、グルー

プガバナンス上の重要なテーマにフォーカスした議論を⾏う「ステークホルダー主義の取締役会」を指向しており、毎

年の取締役会の実効性評価の機会を活⽤してその妥当性を検証しています。

（2）2023年度取締役会評価の実施結果に��て（評価結果、課題・今後の取り組み）
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当社は、会社法により設置が求められる指名委員会、報酬委員会および監査委員会に加え、取締役会の諮問機関としてリスク委員会

および利益相反管理委員会を設置しています。

各委員会は、毎年、⾃⼰評価を実$し、抽出した課題への改善策を検討・実$することで、⾃律的な運営向上に取り組んでいます。

⾃⼰評価結果は、4⽉の取締役会に報告し、審議しています。

指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案内容を決定し、取締役会から、執⾏役社⻑を含む執⾏役

の選任及び解任並びに経営者の後継⼈材育成計画に関する諮問を受け、審議の上、答申を⾏うとともに、三井住友信託銀⾏の取

締役社⻑を含む取締役の選任及び解任に関する諮問、並びに三井住友トラスト・アセットマネジメントの取締役の選任及び解任

に関する諮問を受け、審議の上、答申を⾏います。

報酬委員会は、取締役及び執⾏役の個⼈別の報酬等の内容に係る決定⽅針を定め、その⽅針に従って、取締役及び執⾏役の個⼈

別の報酬額等の内容を決定するとともに、三井住友信託銀⾏及び三井住友トラスト・アセットマネジメントの取締役会から、取

締役等の個⼈別の報酬等の内容に係る決定⽅針に関する諮問を受け、審議の上、答申を⾏います。

監査委員会は、執⾏役及び取締役の職務の執⾏を監査し、監査報告を作成するとともに、株主総会に提出する会計監査⼈の選任

及び解任並びに会計監査⼈を再任しないことに関する議案の内容を決定します。

また、監査委員会は、その役割と責任を果たすため、当社の,か、当グループに属する会社の業務および財産の状況の調査な#

を⾏う権限を⾏使し、当グループの内部統制システムを活⽤するとともに、執⾏役、取締役および会計監査⼈からの報告聴取お

よびこれらの者との意思疎通な#を通じて、組織的かつ効率的に監査を実$します。

リスク委員会は、①当グループの経営を取り巻く環境、トップリスク、及びマテリアリティに関する事項、②当グループのリスク

アペタイト・フレームワークの運営、リスク管理及びコンプライアンス管理に係る内部統制システムの実効性の監視に関する事

項な#に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切性な#について検討し、答申を⾏います。

 

 

 

 

委員会

（1）指名委員会

（2）報酬委員会

（3）監査委員会

（4）リスク委員会
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利益相反管理委員会は、①グループ利益相反管理態勢の妥当性に関する事項、②当グループの利益相反管理、顧客説明管理及び

顧客サポート管理の実効性並びにこれらの態勢の⾼度化に関する事項、③当グループのフィデューシpリー・デューティーに関

する取り組み⽅針及びグループ各社の⾏動計画な#に関する事項、④当グループの利益相反管理及びフィデューシpリー・デュー

ティーの浸透等に係る特に重要な事項な#に関して、取締役会からの諮問を受けて、その適切性な#について検討し、答申を⾏

います。

2023年度の主な審議事項等

2024年度 の取締役会からの重点諮問

事項な�

指名委員会

（16回開催）

報酬委員会

（13回開催）

 

 

 

 

（5）利益相反管理委員会

（6）取締役会・委員会�動実績

取締役会・委員会�動実績（2023年7⽉〜202�年6⽉）

※1

※2

※3

当社株主総会に提出する取締役候補者

の選任 等

2023年度は、資産運⽤・資産管理を

軸とした信託グループらしいビジネス

モデル実現のために必要なスキルを有

する社外取締役を増員することが取締

役会の実効性向上に必要との議論を⾏

い、取締役候補者を計16名としまし

た。

取締役会・委員会の構成のあり⽅

グループ⼦会社を含む取締役会・委員

会のサクセッションプロセスの⾼度化

（ボードサクセッション）

役員報酬体系の⾒直し、2023年度業

績連動賞与・株式報酬決定 等

2023年度は、当グループに相応しい

役員報酬体系とは#うあるべきかにつ

いて、報酬⽔準・報酬ウェイト・評価

体系の論点で議論を重ね、報酬体系⾒

直しを⾏いました。

信託グループとしての特性を踏まえた

報酬制度の⾼度化の検討
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監査委員会

（17回開催）

リスク委員会

（7回開催）

利益相反管理委員会

（6回開催）

※1 2023年7⽉〜2024年6⽉

※2 2024年7⽉〜2025年6⽉

※3 監査委員会に�いては、取締役会からの監査指⽰事項

 

 

 

 

 

 

経営戦略の実現への取組状況、グルー

プ全体の内部統制システムの整備・強

化状況、適正・的確な財務報告および

開⽰に係る統制の状況 等

2023年度においては、重点監査項⽬

である上記テーマについて審議を実$

しました。

ビジネスモデル変⾰における新たなリ

スクへの取組状況に関する監査

グループ内部統制システム⾼度化への

取組状況に関する監査

当グループのリスク管理態勢の適切

性、昨今の外部環境を踏まえたリスク

管理に係る取組状況、リスク⽂化の醸

成・浸透、サステナビリティ、サイバ

ーセキュリティに係る取組状況 等

中期経営計画の着実な実⾏に向けたリ

スクへの提⾔（潜在的リスクの観点含

む）

サステナビリティ、レジリエンス強化

の観点からの提⾔

信託業務（併営含む）におけるリスク

コントロール

信託グループとしての顧客の最善の利

益、グループの利益相反管理態勢の⾼

度化および信託業務（併営含む）にお

けるリスクコントロール 等

信託グループとしての顧客の最善の利

益

信託業務（併営含む）におけるリスク

コントロール

    

  

120三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



    

  

      

 

 

 

 

 

 

当グループの持続的成⻑と企業価値向上を図るべく、当社、三井住友信託銀⾏および三井住友トラスト・アセットマネジメントの経

営トップのサクセッションプランや、各事業経営や経営管理な#を担う⼈材の育成計画から構成された「経営者後継⼈材育成計画」

を策定し、役員として求められる⼈材像や要件を定め、計画的な候補者群の管理・育成を⾏っています。

<育成と選任のプ.�ス>

指名委員会では、執⾏側から提⽰された案や意⾒を踏まえ、毎年、経営トップの候補者群を選定し、現在と将来の経営環境な#を前

提とし、業績、実績、評価、専⾨性・経�（スキル）な#をベースに、今後の育成⽅針、本⼈に課するアサインメントな#を審議、

次年度以降の異なる部⾨への配置等に反映して、候補者には鍛える場を与え挑戦する機会を提供しています。また、育成状況は継続

フォローしています。

このようなサイクルを継続しながら、実際に後任の経営トップを選任する際は、そのサイクルの中で鍛えられた⼈材等を中⼼に指名

委員会は候補者について業績、実績、評価、専⾨性・経�（スキル）な#を多⾯的に審議し、最終的に取締役会に答申します。サク

セッションプランと育成計画の推進状況は、定期的に取締役会に報告されています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サクセッションプラン

経営者後�⼈材育成計画に基づく経営⼈材の育成
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取締役、執⾏役および執⾏役員の報酬な#については、会社業績向上、企業価値拡⼤に対するインセンティブとして有効に機能

することを⽬指します。

短期的な収益貢献を重視した単年度業績評価に偏ることなく、中⻑期的な業績貢献も反映した総合的な評価をベースにした処遇

とするべく、短期インセンティブと中⻑期インセンティブのバランスを考慮した報酬体系を構築します。

持株会社として、グループ各社に対する監督機能を⼗分に発揮するために、役員が経営管理⾯で果たすべき役割やその成果を的

確に把握し、透明性の⾼い、公正かつ客観的な評価に基づいて、個別の報酬を決定します。

報酬委員会では、各種委員会との連携を深め、よりアカウンタビリティの⾼い報酬制度・体系を構築し、公平でメリ^リが効い

た報酬運営を⾏うことを⽬指して審議します。

なお、社内委員・社外委員にかかわらず、各委員は、⾃⼰の報酬等の額に関する決議には参加しない運営としています。

報酬体系としては、原則、⽉例報酬、役員賞与（業績連動賞与）、株式報酬（RS信託）の組み合わせとしています。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役員報酬体系

（1）報酬等の内容に係る決定に関する⽅針等

（2）報酬体系の概要
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役員賞与および株式報酬に関しては、下表の項⽬を指標（KPI）として設定し報酬額に反映させる仕組みを導⼊しています。な

お、2024年度に役員報酬体系の⾒直しを実$しました。詳細は「報酬委員会委員⻑メッセージ」を�覧ください。

※1 TSRの⽐較指標は、配当込みTOPIX業種別（銀⾏業）の変化率と配当込みJPX⽇経インデックス400の変化率とし、それぞれを⽤いて算出し

た相対TSRの平均値を使⽤。

※2 「ESG評価機関評価」は、MSCI、FTSE、Sustainalyticsの3社。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）業績連動報酬に係る指標（KPI）

業績連動指標に係る指標（KPI）
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報酬委員会では、サステナブルな成⻑に向けた健全なインセンティブとして機能し、かつ当グループに相応しい役員報酬体系に

ついて、報酬⽔準・報酬ウェイト・評価体系の3つの論点で議論を重ねてきました。

報酬⽔準は、経済動向や社会情勢、当グループの経営環境・業績な#を踏まえ、外部の専⾨機関から提供された経営者報酬の還

元資料も参考に、マーケットプライスを意識した⽔準に⾒直しました。

報酬ウェイトは、お客さまと⻑期的な信任関係を築く信託グループらしいビジネスモデルを反映させる為、中⻑期インセンティ

ブである株式報酬を中⼼に、短期インセンティブである役員賞与と共に、バランスよく業績連動報酬を引き上げました。これに

より社⻑の報酬ウェイトは役員賞与約25%、株式報酬約35%、社⻑以外は役員賞与約20%、株式報酬約20%となります。

評価体系は、企業価値の持続的成⻑と株主価値向上の連動性を明確化する為、株式報酬の株価指標として相対TSR（株主総利回

り）を導⼊しました。⽐較指標は、配当込みTOPIX業種別（銀⾏業）と配当込みJPX⽇経インデックス400の2つとし、業界他

社⽐較に加え、投資魅⼒の⾼い優良企業とも⽐較し評価します。また、株式報酬の業績指標では、単年度の⽬標達成率と共に、

前中期経営計画の最終年度実績からの伸び率での複数年度評価を追加しました。

今後とも、環境変化等を踏まえ、議論を継続してまいります。

社外取締役

報酬委員会委員⻑

河本 宏⼦

社外取締役会議は、独⽴・客観的な⽴場から忌憚のない意⾒交換や認識共有を通じ、社外取締役間の信頼関係を醸成するとともに、

そこで出た意⾒を必要に応じて執⾏に還元することで、社外取締役としての役割発揮に向けて活⽤することを⽬的とした会議体で

す。2023年度は2回開催し、取締役会として審議すべき議題と審議運営、グループ監督機能とガバナンスの⾼度化な#のテーマにつ

いて議論が⾏われ、取締役会で今後審議すべきテーマや運営の改善な#に繋がっています。

※ 社外取締役に�る任意の会議体とな!ます

 

 

 

 

 

 

 

 

報酬委員会委員⻑メッセージ

社外取締役会議
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内部監査

当グループでは、経営⽬標の達成、適切な法令等遵守、⾦融円滑化、顧客保護などやリスク管理のため、業務の規模・特性、業務に

適⽤される法令などの内容およびリスクの種類に応じた効率的かつ実効性のある内部監査態勢を整備することが、必要不可⽋かつ重

要であると考えています。

この認識の下、業務執⾏態勢や内部管理態勢の改善・強化によ$経営の健全性を確保することを⽬的として、業務執⾏に係る部署か

ら独⽴し⼗分な牽制機能が働く内部監査部⾨を当社および主要グループ各社に設置し、業務執⾏態勢や内部管理態勢の適切性・有効

性を検証して問題点の是正に向けた指摘・提⾔および改善状況の=-ローアップなどを⾏っています。

当社では、業務執⾏に係る部署から独⽴した内部監査部を取締役会の下に設置するとと に、監査委員会との直接の指⽰・報告関係

に置くことで、経営および業務執⾏部⾨への監督・牽制⼒（ガバナンス）を強化しています。

基本的な取り組み⽅針

内部監査の実施体制

（1）三井住友トラストグループ

①組織

②機能・役割

内部監査部は、当グループの内部監査態勢整備の⽅向性を定めた内部監査基本⽅針、およびグループ各社にまたがる重要リスク項
⽬を踏まえた内部監査計画を策定し、監査委員会の同意を得た上で、取締役会の承認を受けています。内部監査結果は、遅滞なく
監査委員会および執⾏役社⻑に報告するとともに、グループ各社も含めた内部監査結果などの分析を⾏い、定期的に取締役会に報
告しています。

また、内部監査部は、当グループの内部監査機能の統括部署として、グループ各社の内部監査計画について協議を受け、内部監査基
本⽅針との整合性を確認しています。グループ各社の内部監査部⾨と連携して内部監査を実施するとともに、グループ各社からの内
部監査結果の報告などを受け、グループ各社の内部監査態勢および実施状況を把握・検証し、必要に応じて指導などを⾏う役割を
果たしています。
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三井住友信託銀⾏な�の主要グループ会社においても、業務執⾏に係る部署から独⽴した内部監査部⾨を設置して、内部監査を実�

しています。各社では、当社の定めた内部監査基本⽅針に沿って内部監査計画を策定し、当社との協議を経て、取締役会にて決定し

ています。

内部監査の結果は、遅滞なく社⻑および当社な�に報告するとともに、定期的に取締役会に報告しています。

三井住友トラストグループの内部監査体制

（2）グループ各社
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リスク管理

  

  

  

    

  

    

  

      

当グループでは、グループ経営⽅針、内部統制基本⽅針に基づき、リスクの特定、評価、モニタリング、コントロールおよび削減等

の⼀連のリスク管理活動をとおして、的確にリスクの状況を把握し、必要な措置を講じることを基本⽅針としています。当グループ

のリスク管理のフレームワークは、リスクアペタイト・フレームワークを取り込み、連関性をもってグループ内で有機的に機能して

います。

当グループは、グループ全体のリスクガバナンス体制として、グループ事業におけるリスク管理（ファーストライン・ディフェン

ス）、リスク統括部およびリスク管理各部によるリスク管理（セカンドライン・ディフェンス）、内部監査部による検証（サードライ

ン・ディフェンス）の三線防御体制（スリーラインズ・オブ・ディフェンス）を構築しています。

グループ各事業では、業務商品知識を活かして⾃事業の推進におけるリスク特性の把握を⾏います。グループ各事業は定められたリ

スクテイクの⽅針に基づき、リスクアペタイトの範囲内でリスクテイクを⾏うとともに、リスクを評価し、リスクアペタイトの範囲

外のリスクが顕在化した際には現場レベルでのリスクコントロールを迅速に実⾏します。また、リスク管理の状況をセカンドライン

に適時に報告します。

  

  

  

リスク管理の基本⽅針

リスク管理体制

（1）組織体制等

リスクガバナンス体制

①ファース�ライン・ディフェンス
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リスク統括部およびリスク管理各部は、各リスクカテGリーの管理部署として、取締役会によって決定されたグループ全体のリスク

管理⽅針に従い、ファーストラインから独⽴した⽴場で、ファーストラインのリスクテイクへの牽制機能を発揮し、リスクガバナン

ス体制の監督・指導を⾏います。

リスク統括部は、統合的リスク管理部署として、グループ全体を対象にリスクを特定・評価し、リスク管理プロセスを構築し、リス

ク限度枠の設定を⾏う'か、リスクが顕在化した場合の全社リカバリー戦略をあらかじめ策定します。また、リスク管理各部と適切

に情報共有を⾏い、リスクおよびリスク管理全体の状況を統合的にモニタリングし、その状況をCRO（Chief Risk Officer）が統

括して経営会議、取締役会へ報告します。

内部監査部は、グループのリスクガバナンス体制およびプロセスの有効性や適切性をファーストライン、セカンドラインから独⽴し

た⽴場で監査します。

経営会議は、代表執⾏役、ならびに執⾏役社⻑が指定する執⾏役および執⾏役員（CRO含む）をもって構成され、リスク管理に関

する事項の決定および取締役会決議・報告事項の予備討議を⾏います。

取締役会は、取締役全員をもって組織され、当グループの経営⽅針およびリスクテイクの戦略⽬標を決定し、リスクの所在と性質を

⼗分認識した上で、戦略⽬標を踏まえたリスク管理⽅針などを策定し、適切なリスクガバナンス体制を整備し、実施状況を監督しま

す。また、取締役会は当グループのビジネス戦略やリスクの特性を踏まえ、任意の諮問機関として「リスク委員会」および「利益相

反管理委員会」を設置しています。

リスク委員会は、当グループの経営を取り巻く環境認識に関する事項、リスク管理の実効性に関する事項などに関し、取締役会から

の諮問を受けてその適切性などを検討し、答申を⾏います。

利益相反管理委員会は、信託の受託者精神に基づき、お客さまの最善の利益を追求する「ベストパートナー」の基盤となる、フィデ

ューシャリー・デューティーおよび利益相反管理に関する事項に関し、取締役会から諮問を受けてその適切性などを検討し、答申を

⾏います。

当グループでは、リスク統括部およびリスク管理各部がセカンドラインとして、以下の⼿順でリスク管理を⾏います。また、このリ

スク管理プロセスについては、関連するシステムを含め、サードラインの内部監査部により定期的に監査されます。

当グループの業務範囲の網羅性も確保した上で、直⾯するリスクを網羅的に洗い出し、洗い出したリスクの規模・特性を踏まえ、管

理対象とするリスクを特定します。この中で、特に重要なリスクを「重要リスク」として管理します。

  

  

②セカンドライン・ディフェンス

③サードライン・ディフェンス

④経営会議

⑤取締役会

リスク委員会

利益相反管理委員会

（2）リスク管理のプロセス

①リスクの特定
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管理対象として特定したリスクについて、グループ各事業の規模・特性およびリスクプロファイルに⾒合った適切なリスクの分析・

評価・計測を⾏います。このう�「重要リスク」については、定期的に、「発⽣頻度」「影響度」および「重要度」を評価し、トップ

リスク（1年以内に当グループの事業遂⾏能⼒や業績⽬標に重⼤な影響をもたらす可能性があり、経営上注意すべきリスク）や=マ

ージングリスク（1年超、中⻑期に重⼤な影響をもたらす可能性があるリスク）などに該当するかどうかの判断を⾏います。

当グループの内部環境（リスクプロファイル、配分資本の使⽤状況など）や外部環境（経済、市場など）の状況に照らし、KRI 等

の指標を設定した上で、リスクの状況を適切な頻度でモニタリングし、状況に応じ、グループ各事業に対して勧告・指導または助⾔

を⾏います。

モニタリングした内容は、定期的にまたは必要に応じて取締役会、経営会議などへ報告・提⾔します。

※1 重要リスク指標（Key Risk Indicator）

トップリスクなどの予兆管理

当グループのビジネスモデルの特徴とリスク特性を踏まえ、トップリスクおよび=マージングリスクなどを選定した上で、内⽣

要因リスクについては「リスクアペタイト指標」を、外⽣要因リスクについては予兆指標を設定する等、モニタリングを⾏って

います。

主なトップリスク�����ージングリスク

※2 気候変動に関するリスクに対する当グループの取り組みについては、「統合報告書」の「ESG/サステナブル経営」や「TCFDレポート」をご

参照ください。

リスク量がリスクアペタイトの許容レンジやリスク限度枠を超過したとき、もしくは超過が懸念されるなど、経営の健全性に重⼤な

影響を及ぼす事象が⽣じた場合には、取締役会、経営会議などに対して適切に報告を⾏い、リスクの重要度に応じ、必要な対応策を

講じます。

  

②リスクの評価

③リスクの!�タリング

※1

政策保有株式等の価�下落に関するリスク

信⽤ポートフ>リオにおける⼤⼝与信先への与信�中リスク

サイバー攻撃に関するリスク

気候変動に関するリスク

※2

地政学に関するリスク

イノベーションに関するリスク

スタグフレーションリスク

④リスクの�ン�ロールおよび削減
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リスクアペタイト・フレームワークとは、当グループのパーパス（存在意義）、経営理念（ミッション）およびマテリアリティ等に基

づき策定した経営戦略の実現のため、リスクBャパシティの範囲内で、リスクアペタイトを決定するプロセスおよびその適切性・⼗

分性をモニタリングし担保する内部統制システムから構成される全社的な経営管理の枠組みをいいます。

当グループのリスクアペタイト・フレームワークは、収益⼒強化とリスク管理⾼度化の両⽴を主な⽬的とし、リスクアペタイトの設

定・伝達・モニタリングを通じたコミュニEーションプロセスの確⽴により、リスクテイク全般に関する意思決定プロセスの透明性

向上および経営資源配分の最適化、ならびにモニタリング体制の強化を推進しています。上記を通じ、当グループは、リスクアペタ

イト・フレームワークの実践・⾼度化により、価値創造プロセスを通じた健全かつ持続可能な発展を⽬的として、コーポレートガバ

ナンスの⼀部を構成するリスクガバナンスの⾼度化を推進しています。

当グループでは、リスクを、取るリスク（リターンを⽣み出す活動に付随して発⽣するリスク）と、回避すべきリスク（コンPクト

リスクなど、当グループとして許容しないリスク）の2つに分類しています。

当グループのリスクアペタイト・フレームワークでは、パーパスなどを踏まえて、⼤⽅針となるリスクテイク⽅針およびストレステ

ストの結果を考慮したリスクアペタイト指標を、取締役会で決定しています。また、取締役会で定めた⽅針の範囲内で、ビジネス種

別ごとに詳細なリスクテイク⽅針とリスクアペタイト指標を設定し、経営会議で決定しています。

こうしたリスクアペタイト・フレームワークの全体�や⽅針・指標を明確化するための⽂書として、リスクアペタイト・ステートメ

ントを制定しています。

リスクテイク⽅針とリスクアペタイト指標は、経営計画と整合的に決定しており、年1回以上もしくは必要に応じて随時⾒直しを実

施しています。

  

リスク�ペタイト

（1）リスク	ペタイ�・フ%ームワークの位置付け

リスク	ペタイ�・フ%ームワークの概要

（2）リスク	ペタイ�の運営

①リスク	ペタイ�の決定
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リスクアペタイト指標は、リターン・リスク・コストの3つの観点等から設定し、適切なリスクテイクが⾏われているか、定期的に

モニタリング・検証を実施しています。また、マテリアリティ単位でも同様にリスクアペタイト指標を設定し、重要課題への対応状

況のモニタリングを通じて、価値創造プロセスが機能し、財務資本・⾮財務資本が循環していることを確認しています。

リスクアペタイト指標が設定した⽔準から乖離した場合、要因を分析した上で対応策を実⾏し、必要に応じてリスクテイクする⽔準

を⾒直します。

当グループでは、リスク⽂化を「信託の受託者精神に基づく⾼い⾃⼰規律のもと、リスクの適切な評価を踏まえたリスクテイク、リ

スク管理、リスクコントロールを機動的に実⾏する当グループの組織および役員・社員の規範・態度・⾏動を規定する基本的な考え

⽅」と定義しています。

当グループでは、経営計画策定時にグループ事業ごとのリスクテイク⽅針を明確化するとともに、役員・社員全員が適切なリスクテ

イクを⾏うことを通じて、当グループが持続可能なビジネスモデルを構築し、企業価値向上およびステークcルPーの価値向上に貢

献することを⽬指し、リスク⽂化の醸成・浸透のため、eラーニング型・ディスカッション型の研修などを通じて、リスク⽂化の理

解促進・浸透を図っています。

当グループは、信託グループとして、信託の受託者精神に⽴脚し、⾼度な専⾨性と総合⼒を駆使して、銀⾏、資産運⽤・資産管理、

不動産などを融合したトータルソリューション型ビジネスモデルで独⾃の価値を創出することを⽬指しています。

当グループ各事業は、そのビジネス特性に応じ、信⽤リスク、市場リスク、資⾦繰りリスクおよびオペレーショナル・リスクといっ

たさま�まなリスクにさらされています。

こうしたなか、信託業務関連のリスクについては、留意すべき基本的事項を取りまとめた当グループの「信託業務指針」を管理⾼度

化の礎として制定している'か、三井住友信託銀⾏では、信託受託者としての善管注意義務・忠実義務・分別管理義務などの観点も

加え、信託業務関連のリスクについて主にオペレーショナル・リスクのカテGリーで管理しています。

また、コンPクトリスクについても、グループの中核である三井住友信託銀⾏を中⼼に、主要なリスクの状況を定期的に把握し、社

内研修等を通じて役員・社員の意識の浸透・醸成に努めることにより、リスクの削減・管理、リスク顕在化の未然防⽌に取り組んで

います。

  

②リスク	ペタイ�の!�タリング

リスク⽂化の醸成と浸透

リスク特性
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当グループでは直⾯するリスクに関して、それ�れのリスクカテGリーごとに評価したリスクを総合的に捉え、経営体⼒（⾃⼰資

本）と⽐較・対照することによって、リスク管理を⾏っています（統合的リスク管理）。

当グループでは、年1回、リスク管理やリスクコントロールの実効性を評価し、環境変化などにより必要が⽣じたと判断した場合

は、リスクカテGリーの体系、リスク管理体制などの⾒直しを検討することとしています。

また、当グループでは統合的リスク管理における管理対象リスクのう�、VaR などの統⼀的尺度で計量可能なリスク値を合�し

て、経営体⼒（⾃⼰資本）と対⽐することにより管理しています（統合リスク管理）。

※ バリュー・アット・リスク（Value at Risk）。

当グループでは、外部環境、リスク・リターンの状況、シナリオ分析および⾃⼰資本充実度評価の結果を踏まえ、各リスクカテGリ

ー（信⽤リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク）を対象に、グループ各事業へ資本を配分する運営を⾏っています。

資本配分の計画は、取締役会で決議しています。配分する資本の⽔準は、当グループのリスクアペタイトに基づいて決定されます。

グループ各事業は、リスク量が配分された資本の範囲内、かつリスクアペタイトの範囲内となるように業務を運営します。また、リ

スク統括部は、⽉次でリスク量を計測し、配分された資本およびリスクアペタイトに対するリスクの状況を、定期的に取締役会など

に報告しています。

リスク統括部は、資本配分の計画の策定および⾒直しの都度、預⾦者保護の視点による⾃⼰資本充実度の確保のため、仮想シナリ

オ、ヒストリカルシナリオおよび発⽣確率検証の3種類のストレステストを実施し、その結果に基づき⾃⼰資本充実度を評価の上、

取締役会などに報告しています。

当グループでは、⾦融機関としての公共的使命・社会的責任を踏まえ、災害や⼤規模システム障害、新種感染症の流⾏などに迅速か

つ適切に対応できる態勢の整備に努めています。

危機発⽣時には、社⻑を本部⻑とする緊急対策本部を設置し、お客さま、役員・社員やその家族等の安全を最優先で確保することと

しています。また、円滑にサービス提供を続けられるよう、業務継続プラン（BCP）を整備し、その実効性を確保するため、定期的

な訓練と内容の⾒直しを実施しています。特に、⼤規模災害に備え、バックアップオフィスやバックアップシステム整備などの代�

態勢の整備強化を進めています。

統合的リスク管理

（1）統合的リスク管理体制

※

（2）資本配分運営

（3）ス�%ス�ス��⾃⼰資本充実度評価

危機管理
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新商品・サービスを導⼊する際には、あらかじめ内在するリスクの有無、種類の特定・評価・管理、お客さまへの説明資料・⼿法な

ど、商品や業務を継続するためにさま�まな体制整備を⾏う必要があります。このため、当グループでは新商品・サービスの導⼊時

に審査を実施する体制としています。この審査プロセスにおいては、お客さまから信頼していた�ける商品・サービスの導⼊を重視

し、複数の部署がさま�まな⾓度から検証を⾏います。

新商品・サービスの導⼊後は、商品審査委員会で審査された案件については、リスク管理の観点も含め、導⼊後の取り組み状況を定

期的にモニタリングしています。

また、商品審査委員会での審議の有無にかかわらず、環境変化などによりお客さまへの説明内容が変わることが想定される商品・サ

ービスに対しても、適切な説明を⾏う観点から、定期的にモニタリングを⾏っています。

※1 リスク統括部、コンプライアンス統括部、法務部、業務部、FD・CS企画推進部、財務企画部、業務管理部など

※2 商品性を勘案し、利益相反の観点で審査が必要な場合は「利益相反管理⾼度化委員会」と合同開催し�す。

※3 三井住友信託銀⾏の経営会議付議案件のう�当グループの経営に重⼤な影響を与える可能性の�る新商品などについては、当社宛協議する�とと

し、経営会議への付議・取締役会への報告を⾏う枠組みとしてい�す。

新商品・サービスの導⼊時審査体制と導⼊後管理体制

商品審査のプロセス（三井住友信託銀⾏）

当グループのリスク管理の詳細については、こちらの資料をご覧ください。 （1,390KB）
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セキュリティ

当グループは、情報資産は最も重要な経営資源の1つという認識のもと、個⼈情報・顧客データ保護をマテリアリティテーマの1つ

に設定するほか、情報セキュリティリスクを「情報の漏えい、情報が正確でないこと、情報システムが利⽤できないこと、情報の不

正使⽤等、情報資産が適切に維持・管理されないことにより、当グループが損失を被るリスク」と定め、オペレーシ`Nル・リスク

内のリスクサU9テ@リーの1つに位置付けて、統括役員および管理部署を設置し、顧客情報の適切な管理やサイバーセキュリティ

対策を⾏っています。

また、お客さまや株主の皆さまの個⼈情報な�の保護に万全を期するための取組⽅針を「個⼈情報保護宣⾔」として定め、公表し、

これを遵守することを宣⾔しています。

管理態勢や情報の取り扱い等について、個⼈情報保護法、関連法令および⾦融庁が定める「⾦融分野における個⼈情報保護に関する

ガイドライン」等に則り、社内規程類を整備するとともに、三井住友信託銀⾏では、年2回定期的に全社員向け研修を実施する等を

通じて、⽇常業務における各種情報の取り扱いに関する留意事項の周知に加え、情報セキュリティに関するプリンシプルWースでの

理解浸透を図っています。

情報セキュリティリスク管理に関連する規程類

規程 個⼈情報保護宣⾔に関する規程、リスク管理規程

規則 リスク管理規則、オペレーシ`Nル・リスク管理規則、情報セキュリティリスク管理規則、システムリ

スク管理規則

要領 情報セキュリティリスク管理要�、システムリスク管理要�、個⼈情報取扱要�、個⼈データ管理事務

取扱要�、CSIRT運営要�、社内OA管理取扱要�、顧客情報の社外持出に係る事務取扱要�、等

情報セキュリティリスク

（1）情報セキュリティリスク管理態勢
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情報セキュリティリスクに関する事項は、オペレーシ`Nル・リスク内のリスクサU9テ@リーとして、三井住友トラストグループ

株式会社ではリスク管理委員会において、三井住友信託銀⾏ではオペレーシ`Nル・リスク管理委員会において、管理態勢の整備、

計画の策定およびリスクの特定・評価・モニタリング・コントロールといった⼀連のプロセス等を総合的に審議しています。また、

⽅針や計画については経営会議での審議を経て取締役会が決定しています。

⼀連のプロセスについては権限規程等に基づき情報セキュリティリスクの管理部署で�る業務管理部およびIT統括部をはじめとする

各部署等において実⾏しています。これら管理態勢全般について、業務管理部統括役員およびIT統括部統括役員が情報セキュリティ

リスク管理全般の統括役員として統括する態勢としています。

組織体制 取締役会、経営会議、リスク管理委員会（三井住友トラストグループ株式会社）

オペレーシ`Nル・リスク管理委員会（三井住友信託銀⾏）

統括役員 業務管理部統括役員およびIT統括部統括役員

管理部署 業務管理部およびIT統括部

当グループは、サイバー攻撃対応をマテリアリティテーマの1つに設定するほかトップリスクに選定しており、「サイバーセキュリテ

ィ経営宣⾔」を策定の上、経営主導によるサイバーセキュリティ対策の企画・推進を⾏っています。

 

   

     

（2）組織体系等

サイバーセキュリティ対策

（1）サイバーセキュリティ管理態勢

CISO（C��e� I��or��"�o� Sec#r�"$ Officer）を設置して、CISOのリーダーシップのもとサイバーセキュリティ対策の強化等

を推進していきます。

⽶国のサイバーセキュリティ基準に基づく社内規程類を制定し、サイバー攻撃に対する平時、有事の対応プロセスを整備してい

ます。

関係会社を含む当グループにおいて、サイバーセキュリティリスクアセスメントやシステム脆弱性�断を定期的に実施するほ

か、サイバーセキュリティ関連規程類の共通化を進め、グループ全体のサイバーセキュリティ態勢の⾼度化・標準化を推進してい

ます。

（2）監視態勢
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サイバーセキュリティ対策の専門組織としてSuMiTRUST-CSIRT※1を設置し、グループ内外から脅威情報や脆弱性情報を収
集・分析、セキュリティ対策を企画・導入し、経営へ報告する管理態勢を構築しています。また、セキュリティ対策の検討会やIT
審議会を通じて、外部知見も活用の上、高度化を進めています。

当グループはインターネット通信のグループ共通基盤を構築しており、共通基盤ネットワークにおいてSOC（Security Operation
Center）による24時間365日監視や各種データの相関分析による脅威検知を行っています。これらはSuMiTRUST-CSIRTに情報
集約しており、CSIRTを中心とした監視体制を構築しています。

※1 CSIRT （Computer Security Incident Response Team）：攻撃予兆情報の収集・分析・対応策を進める社内組織



サイバー攻撃への技術的な対策として、⼊⼝対策、出⼝対策、内部対策の多層防御を構築しており、DDoS攻撃対策、脆弱性を突く

攻撃への対策およびフィッシングサイトの検知・遮断等の各種対策によりリスク低減を図っています。

さらにお客さまに安⼼してインターネットバンキングサービスをご利⽤いた�くため、フィッシング対策として振込上限⾦額の設定

や脅威動向の情報収集を強化するとともに、技術的な対策として不正取引のモニタリングの強化に取り組んでいます。

また攻撃者の動向等に関する情報の収集・分析や、当社の脆弱性管理を⾼度化するインテリジェンス機能の向上に努めています。

技術的な主な対策

⼊⼝対策

出⼝対策

内部対策

統合監視

また、サイバーセキュリティRートマップを⽤いたリスク状況の⾃⼰分析、FFIEC-CAT な�国際的なサイバーセキュリティアセス

メントツールを⽤いた第三者評価を定期的に実施するほか、⾦融ISAC や内閣サイバーセキュリティセンターが主催するサイバー

演習への参加や当社独⾃に経営層やグループ関係会社向けの演習を実施することで、サイバーレジリエンス強化に向けPDCAサイク

ルによる対策⾼度化を進めています。さらに、サイバー保険による万が⼀への備えも⾏っています。

※2 FFIEC-CAT：FFIEC（⽶連邦⾦融機関検査協議会）が⾦融機関向けに公表したリスク評価ツール（C���� A��������� T���）

※3 ⾦融ISAC：I���������� S������ ��� A������� C�����：国内⾦融機関の情報共有組織

サイバーセキュリティの⾼度な専⾨知識を有する⼈材を育成するため、CSIRTでは社内検討会における社外専⾨家との協業、⾦融

ISAC、FS-ISAC 等の社外コ[ュニティへの参加、社外研修や資格取得⽀援な�を⾏っています。

また、三井住友信託銀⾏では、全社員を対象とした情報セキュリティ研修やフィッシングメール訓練、外部機関と連携したサイバー

演習を通じて、社員教育にも継続的に取り組んでいます。

加えてCSIRTとアプリ>ーシ`ンやインフラの開発部署がタスクフ7ースと呼ばれる組織を組成することで、サイバーセキュリティ

対策に関する各
題の協議・調整による実効性向上、専⾨性相互補完と⼈材プール化に取り組んでいます。

※4 FS-ISAC（F����
��� S����
�� I���������� S������ ��� A������� C�����）：⽶国を中⼼とする⾦融機関の情報共有組織

（3）サイバーセキュリティ対策⾼度化

悪意の�る通信の検知、遮断（含むDDoS攻撃対策）

ウイルスやマルウェア（不審なアプリ）の侵⼊を阻⽌

振る舞い検知による不審な通信の規制

脆弱性�断によるインターネット経路の脆弱性の評価・改善

エンドポイント（社内OA端末やサーバー）に侵⼊したマルウェアの挙動を検知

フ0イアーウ7ールやプロキシサーバーな�から取得する複数の通信ログを統合的に分析し検知精

度を向上

暗号化通信（HTTPS等）を復号の上分析し検知範囲を拡⼤

※2

※3

（4）サイバーセキュリティ⼈材の育成

※4
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⼤規模障害や災害による情報システムへの影響極⼩化、早期復旧ならびに業務継続へ備えるため、グループの連�・対応体制を明確

化し、代替措置・復旧⼿順な�を整備するとともにオペレーシ`ンの教育・訓練な�を⾏い、レジリエンス強化に努めています。ま

た、⼀定規模のシステム開発に起因する遅延・費⽤増加等に関わるリスクに対しては、⼤型システム開発案件の進捗管理・品質管理

⾯のモニタリングを⾏い、IT審議会へ報告・協議する体制となっており、システム開発の適正運営に努めています。

IT審議会は、議⻑で�るIT統括部統括役員をはじめとした経営管理各部の統括役員、部⻑および専⾨知識を有する外部委員をもって

構成され、重要なシステム投資、システム技術に係る事項に関し、多⾯的な視野から審議を⾏う経営会議の諮問機関です。リスク管

理⾯においては、システム開発に起因するリスク、サイバーセキュリティおよびシステムリスク等について本審議会にて審議してお

り、諮問機関として社外の専⾨家で�る外部委員の知⾒を積極的に活⽤し、議論の充実化、管理⾼度化に取り組んでいます。

（5）システムリスク管理態勢

（6）IT審議会
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コンプライアンス

当グループの存在意義（パーパス）において、「託された未来をひらく〜信託の⼒で、新たな価値を創造し、お客さまや社会の豊か

な未来を花開か�る〜」と掲げ、コンプライアンスを、「法令・市場ルール・社内規程類等のルールはもとより広く社会規範を遵守

し、経営理念（ミッション）に掲げるステークホルダー（お客さま、（地域）社会、株主、社員）の期待に応え信頼を確⽴すること」

と捉え、全てのステークホルダーのWell being向上に貢献することを⽬指しています。

当社ではコンプライアンス態勢を実現するため、「⾏動規範（バリュー）」において、「法令等の厳格な遵守」を宣⾔し、取締役会が

定める「コンプライアンス規程」等において役員・社員等が遵守しなければならない⾏動基準を定めています。

また、⾏動規範に関する具体的な⼿引書である「コンプライアンス・マニュアル」において、①業務に関わらず遵守すべき⾏動規範

の解説、②違法⾏為を発⾒した場合の対処⽅法を明確化するとともに、各種業務に応じて個別に理解・留意が必要な事項について

「コンプライアンス・ハンドブック」や「社内規程類」等において具体化することで、的確に⾏動規範を遵守し、コンプライアンス

を実現しています。

さらに、三井住友トラストグループの「存在意義」（パーパス）、「経営理念」（ミッション）、「⽬指す姿」（ビジョン）、「⾏動規範」

（バリュー）などに凝縮される⼤切な価値観を、当グループの社員が具体的な⾏動に移すための指針として、「私たちの⾏動指針」

を制定し、当グループ社員が⽇常の業務の中で判断に迷った際、適切な⾏動をするために必要な考え⽅を記載しています。

役員・社員等の遵守基準

1．社会からの信頼の確⽴ 当社の社会的責任と公共的使命を⾃覚し、⾼い⾃⼰規律に基づく健全な業務運営を通じ

て、社会からの信頼を確⽴していかなければならない。

2．質の⾼い⾦融商品・サービスの

提供

信託銀⾏グループとしての全機能を発揮して、利⽤者に対し質の⾼い⾦融商品・サービス

の提供に努めなければならない。

3．反社会的勢⼒への毅然とした対

応

反社会的勢⼒に対して、毅然とした対応を⾏わなければならない。

4．組織的犯罪による⾦融機能の不

正利⽤の防⽌

「マネー・ローンダリング等防⽌に関する法令等遵守⽅針」に則り、マネー・ローンダリ

ングおよびテロ資⾦供与に毅然とした態度で臨み、関連法令等を厳守し、当社等の⾦融

サービスが不正に利⽤されないよう防⽌に取り組まなければならない。

5．経営の透明性の確保 当社の経営内容、企業情報の適正かつ公正な開⽰に努め、経営の透明性を確保しなけれ

ばならない。

6．利害関係先等との健全か�正常

な関係の構築

「贈収賄・汚職防⽌に関する法令等遵守⽅針」に則り、不正を⾏ってまで利益追求を⾏わ

ず、適⽤される収賄・汚職防⽌の関連法令等を厳守しなければならない。また、公務員・

みなし公務員等あるいは株主・業務上の利害関係先等に対し、社会通念上の社交儀礼の

範囲を超える接待や便宜等を供与してはならず、また、利害関係先その他の第三者からの

接待や便宜供与を受けてはならない（法令・社内規程類等で許容される場合を除く）。

 

 

  

     

基本的な取り組み⽅針
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7．公正な活動の徹底 常に公私の区別を明らかにし、業務の運営にあたって、当社の利益と相反する⽴場に⽴た

ず、また職務上の地位を利⽤して、⾃⼰または第三者の利益を図ってはならない。

8．情報管理の徹底 業務上知り得た情報や当社の機密事項を+かに漏らしてはならない。

また、名義のいかんを問わず、未公表の重要情報や当社の業務上の機密事項等を、不正の

利益を得る⽬的で、あるいは当社や他⼈に損害を加える⽬的等、不正な⽬的で利⽤しては

ならない。

9．受託者としての責務の認識 当グループが提供する信託について、受託者として委託者および受益者に負っている責務

を認識し、受託者として、善良なる管理者の注意をもって、忠実に信託事務を遂⾏しなけ

ればならない。

10．損失補て�の禁⽌ 当グループが提供する⾦融商品・サービスに起因して顧客等が損失を受けた場合におい

て、合理的根拠なく、損失の補てんを⾏ってはならない。

11．職場秩序の向上 個々⼈の⼈格・個性を尊重し、いかなる場合においても差別⾏為を⾏わず、職場秩序を重

視し、常にその維持・向上を図るよう努め、働きやすい環境を確保しなければならない。

12．フィデューシャリー・デューテ

ィーの実践

「三井住友トラストグループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組⽅針」に

則り、フィデューシャリー・デューティーの実践に努めなければならない。

三井住友トラストグループのコンプライアンス体制
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当グループでは、毎年度、コンプライアンスに係る具体的な実践計画として「コンプライアンス・プログラム」を取締役会の承認を

受け策定し、定期的に取締役会がその進捗状況の把握・評価を⾏っています。また、当社は、グループ各社の業務特性に応じた適切

なコンプライアンス態勢を整備するため、各社のコンプライアンス・プログラムの策定、進捗・達成状況の指導・監督を⾏うなど、

グループ全体のコンプライアンス態勢を管理しています。また、当グループのコンプライアンスについては、CCO（Chief

Compliance Officer）である執⾏役が統括して定期的に取締役会へ報告しています。

取締役会、経営会議、コンプライアンス統括部統括役員等の役割

取締役会

経営会議

取締役

執⾏役員

コンプライアンス統括部

統括役員

コンプライアンス統括部

 

  

     

グループのコンプライアンス態勢

当グループにおけるコンプライアンス態勢の整備、実施状況の監督

コンプライアンスに係る⽅針・組織体制の整備

コンプライアンス・マニュアルの整備、コンプライアンス・プログラムの整備・進捗

等の評価等

取締役会決議・報告事項の事前検討（コンプライアンスに関する事項の決定および統

括部署の態勢整備に関する事項等）

規程・規則の承認・周知に関する事項

コンプライアンス態勢の状況分析、問題点の検証等

コンプライアンスの重要性および担当業務に関する法令等の留意すべき点に留意し

た、コンプライアンスを重視した経営の実施

当グループのコンプライアンスの状況について、的確な認識に基づく、適正なコンプ

ライアンス態勢の整備・確⽴に向けた⽅針および具体的な⽅策を検討

当グループにおけるコンプライアンス全般の統括

コンプライアンス態勢に必要な規程類の整備、施策・指導等の実施および課題等への

対処ならびに研修体制の充実等

コンプライアンス・プログラムの企画⽴案・進捗等の管理、運営状況のdニタリング

を通じた指導等

コンプライアンスに関する事項の取締役会・経営会議等への付議・報告
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当グループでは、取締役会の承認を受け遵守す*き法令・諸規則等に関する⾏動規範およびルールの背景・趣旨等に関する解説、違

法⾏為を発⾒した場合の対処⽅法などを⽰した「コンプライアンス・マニュアル」を制定し、グループ全体に周知徹底しています。

また、当グループでは、コンプライアンス意識の浸透を促進するため、グループ全体でコンプライアンス研修を強化しています。具

体的には、グループ全体にまたがるテーマについて、研修資料の提供・講師派遣、ディス@ッション型勉強会の企画・運営を⾏うな

ど、グループ各社のコンプライアンスに関する統括部署が中⼼となって実施する研修等のサポートを⾏っています。

グループ各社においては、上記の+か、各社の業務・商品の特性やお客さまの属性に応じた研修・勉強会の実施、個別テーマに関す

るeラーニング研修の実施、⽇常の指導等を通じて、コンプライアンス意識の向上・徹底を図っています。また、当グループの社員

が具体的な⾏動に移すための指針として定めた「私たちの⾏動指針」において、インテグリティ（誠実さ、⾼潔さ）をもった⾏動を

求めています。

当グループでは、役員・社員等がコンプライアンス違反を発⽣した場合に適切な対応を⾏うため、⾏動規範の具体的な⼿引書である

「コンプライアンス・マニュアル」において「違法⾏為を発⾒した場合の対処⽅法」を明確化し、上席者を通じたコンプライアンス

統括部への報告を役員・社員等に義務付けています。違反部署からの報告を受けたコンプライアンス統括部は、発⽣部署とともに事

態の調査、解決に向けた顧客対応、社内・当局宛報告、対外公表の必要性の有無など、解決に必要な対応の指導・助⾔、違反部署お

よび事業統括部が⾏う再発（未然）防⽌策等の適切性の検証を⾏うとともに、事故の発⽣抑⽌・削減および事務品質等の向上を⽬的

とした報告・管理態勢の整備を⾏います。

当グループでは、法令諸規則や社内規程類の重⼤な違反⾏為、その可能性が⾼い⾏為、またはその他不適切と考えられる⾏為が発⽣

した場合に迅速かつ適切に対応するため、職制に基づく報告制度とは別に、全ての役員・社員等（アルバイト、派遣社員、退職者、

取引事業者等の役職員等を含む）がコンプライアンス統括部や外部の弁護⼠事務所に直接通報できるコンプライアンス・ホットライ

ン制度を設けています。

また、適正な制度利⽤の促進のため、主要な⼦会社である三井住友信託銀⾏が中⼼となって、社員等に向けたQ&Aや研修ツールを

策定・提供するとともに、主要な⼦会社等において実施されているコンプライアンス意識調査により、制度の認知度を確認していま

す。通報者保護の強化等を内容とする公益通報者保護法の改正に対し、⼦会社等への社内規程類ひな型の提供や弁護⼠を講師とする

研修会の開催などを⾏いました。これまでの通報制度利⽤の活性化に向けた対応の結果、通報実績は増加しています。

上記の他、当グループでは、不適切な会計処理等の通報先として2017年度より会計ホットライン制度を設置しており、⼦会社等に

対する周知の+か、通報窓⼝を当社ウェブサイトにおいて公表しています。また、三井住友信託銀⾏には⼈事運営上の不公平・不公

正、ハラスメントや⼈権に関する各種相談に応じる⼈事相談窓⼝（LGBTQ相談窓⼝）なども設置しています。

 

  

     

コンプライアンス意識の浸透への取り組み

コンプライアンス違反発⽣時の対応

ホットライン制度

  

同制度では、通報者保護のため、情報管理や通報者のプライバシー保護を徹底し、制度を適正に利用した通報者や調査協力者に対
する不利益な取り扱いは厳禁とするとともに、一層利用しやすいホットライン制度とすることを目的に、外部の弁護士事務所への電話
による通報や、24時間匿名で通報可能なWEBシステムなどの簡易な通報手段の整備も行っています。加えて、グループ統一の運営を
確保するため、当社は、子会社等に対し必要に応じて同制度に準じた制度を整備させるとともに、通報情報を当社に集約することで
今後のコンプライアンス態勢の整備に役立てています。
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さらに、当グループでは、コンプライアンス意識の浸透状況を的確に把握するため、主要な子会社等について、コンプライアンスに関
する意識調査を実施し、課題の把握と改善に取り組んでいます。当該意識調査では、グループ共通の課題の把握や実効的な施策を
実施するため、統一的な質問項目を設定するなど、グループ全体の状況把握に取り組んでいます。



    

  

      

 

 

当社および三井住友信託銀⾏をはじめとするグループ会社における、会計、会計に係る内部統制、監査事項についての不正または不

適切な処理に関する情報（た�し、いずれも⽇本国内の⾏為に関する情報に限る）についての通報窓⼝を以下の通り設置していま

す。通報は、郵便または電⼦メールで受け付けています。

通報窓⼝

郵便

〒100-0005 東京都千代⽥区丸の内⼆丁⽬2番2号丸の内三井ビル

シティgーワ法律事務所内「三井住友トラスト会計ホットライン」宛

電⼦メール

  

     

三井住友トラスト 会計ホットライン

sumitrust-hotline@city-yuwa.com

対象となる通報内容は、当社および三井住友信託銀⾏をはじめとするグループ会社における、会計、会計に係る内部統制、監査

事項についての不正または不適切な処理に関する情報です。

匿名での通報も受け付けますが、可能な限り、お名前・ご連�先を開⽰してく�さい。

通報内容が抽象的・不明確な場合等には、調査に限界が⽣じる場合がご�いますので、通報内容は、可能な限り具体的かつ詳細

に記述願います。

通報者に関する情報については、通報者ご本⼈の同意をいた�いている場合や法令等に基づく場合を除き、当社グループ以外の

第三者に開⽰しま�ん。
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mailto:sumitrust-hotline%40city-yuwa.com?subject=


    

  

      

 

 

 

当グループでは、取締役会の承認を経て「マネー・ローンダリング等防⽌に関する法令等遵守⽅針」を公表し、マネー・ローンダリ

ングなど に毅然とした態度で臨む意思を明確にしています。

例えば、三井住友信託銀⾏では、⼝座開設時（⾮対⾯でのお取引を含む）や送⾦受付時等の法令（犯罪による収益の移転防⽌に関す

る法律、外国為替および外国貿易法等）に基づく確認に加え、お客さまの職業・事業内容等やPEPs に該当するか、ご利⽤になる

商品または取引、関連する国・地域等を確認したうえで、マネロン等のリスクに応じた追加的な確認や上級管理職による承認、リス

クに応じたシステムによる不正な⼝座移動の検証を⾏っており、犯罪収益やテロ資⾦、拡散⾦融などへの関連が疑われる取引に遭遇

した場合は、直ちに責任者に報告し、当局に届け出る態勢を整備する+か、マネー・ローンダリング等防⽌に関する社内研修や専⾨

資格の取得⽀援等を⾏っています。

また、お客さまの財産を安全に管理する観点から、⾦融サービスの提供に際して必要な内部管理態勢を構築し、ATMやインターネ

ットバンBングのセBュリティ対策等を⼗分に講じるとともに、お客さまが⾦融犯罪被害に遭われることのないよう、⾦融犯罪の⼿

⼝や⼿法等の情報提供を⾏っています。

これらの取組については、年度毎に計画を策定し、リスクベースでのdニタリングおよびテスティング（内部監査を含む）を実施す

る他、必要に応じて外部専⾨家による評価等を受け、有効性の維持・向上に努めています。

※1 マネー・ローンダリング(資⾦洗浄)とは、⿇薬密売などの犯罪で得た収益を⾦融機関の⼝座や⾦融商品間で転々とさ�、不正な資⾦の出所を隠す

ことを指します。また、テロ資⾦供与とは、爆弾テロや/イジャックといったテロ⾏為の実⾏を⽬的として、そのために必要な資⾦をテロリスト

に提供すること、拡散⾦融とは、⼤量破壊兵器（核・化学・⽣物兵器）等の開発、保有、輸出等に関与するとして資�凍結等措置の対象となって

いる者に、資⾦または⾦融サービスの提供をする⾏為をいいます。その他、振り込め詐欺犯⼈など�⾦融機関⼝座等の不正利⽤を⾏う場合があり

ます。当社では、提供する⾦融サービス等がこれ�の⾦融犯罪活動に利⽤されることを防⽌する取り組みを⾏っています。

※2 Politically Exposed Person（s）

当グループでは、法令諸規則または社会慣⾏および慣習に反する接待および贈答品の授受等が⾏われることを未然に防⽌するため、

取締役会の承認を経て「贈収賄・汚職防⽌に関する法令等遵守⽅針」 を公表し、経営陣による監督の下、贈収賄・汚職防⽌プロ

グラムに取り組んでいます。当該プログラムは、定期的な贈収賄・汚職に係るリスク評価を通じ、⾒直し・強化を⾏っており、贈収

賄・汚職リスクが特に⾼い海外拠点等で迅速かつ適切な対応がとれるよう現地弁護⼠事務所と海外拠点との緊密な連携を構築するな

ど、贈収賄・汚職防⽌に係る態勢の⾼度化に努めています。

政治活動に関する寄附については、政党、政治資⾦団体のみを対象にするなど、政治活動・政治資⾦に関する諸法令を遵守します。

合わ�て、政治活動に関する寄附⾦の⽀出にあたっては、必要な事前承認を得て適切に対応します。

また、当グループでは、贈収賄防⽌に関する取り組みの遵守を確実なものとするため、定期的なdニタリングを通じて履⾏状況を確

認するとともに、毎年度、役員・社員等に対する研修を実施し、贈収賄・汚職防⽌に係る考え⽅・相⼿⽅との利害関係（許認可、補

助⾦交付、契約等）が存在しないこと等必要な事前承認⼿続き、許容可能なガイドライン（当社の利害関係者に該当しない公務員に

対して提供する場合等）等の周知を⾏っています。このうち、特に贈収賄リスクに直⾯する可能性の⾼い部署（経営管理分野、法⼈

関連分野、投融資関連分野等）においては、追加的な専⾨研修および遵守に係る誓約書の提出を受けています。海外拠点においては

より実効的な研修として、拠点所在国の規制等を踏まえた研修の実施、現地弁護⼠を講師とした講義形式の研修等にも取り組んでい

ます。

なお、当グループにおいて贈収賄・汚職に関する問題事案等の発⽣はご�いま�ん。

※1 当グループでは「贈収賄・汚職」を、相⼿⽅に不当な影響を及ぼす意図を�って⾏う接待、な�びに⾦銭および物品の贈答、その他の利益提供の

申し込み、約束および提供する⾏為、提供者に不当な便宜等を図る意図を�って、財物等を受領し、または請求する⾏為と定義しています。

     

 

⾦融犯罪等防⽌への取り組み

※1

※2

マネー･ローンダリング等防⽌に関する法令等遵守⽅針 （120KB）

贈収賄防⽌に向けた取り組み

※1
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マネー･ローンダリング等防止に関する法令等遵守方針 


 


三井住友トラストグループは、お客様や社会の皆様からの信頼こそが存立基盤であると考えており、コ


ンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置づけています。特に、マネー･ローンダリングおよび


テロ資金供与は、当グループはもとより、健全な金融システムに対する重大な脅威と捉えています。当


グループは、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与に毅然とした態度で臨み、関連法令等を厳守


することを誓います。 


 


当グループが提供する金融サービス等が、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等を始めとした


金融犯罪活動に利用されることを防止するため、以下の事項を含む「AML/CFTグローバル・ガイドラ


イン」を制定しています。 


 


1. マネー・ローンダリング等防止態勢の整備 


当グループは、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与を防止するための体制とコンプライアン


ス・プログラムを整備し、強化を図ります。 


2. 経営の関与 


経営陣は、責任をもってマネー･ローンダリングおよびテロ資金供与防止対策に取り組みます。 


3. マネー・ローンダリング等にかかるリスク評価 


当グループは、定期的にマネー･ローンダリングおよびテロ資金供与にかかるリスク評価を行い、そ


の結果に基づきコンプライアンス・プログラムを実施・強化します。 


4. 顧客デュー・デリジェンス 


当グループは、リスクベースで、顧客デュー･デリジェンスや本人確認等の手続を行います。 


5. 制裁対象者スクリーニング 


当グループは、その活動する国の経済制裁関連法令等を遵守して、適切に制裁対象者スクリーニング


を行います。 


6. 疑わしい取引のモニタリングと報告 


当グループは、疑わしい取引を検知するため、取引モニタリングを実施します。疑わしい取引を検知


したときは、適切に監督当局に報告します。 


7. 研修 


全ての役員および社員は、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与防止に関する適切な研修を定


期的に受講します。 


8. 書類の保存 


当グループは、法令等で定められた期間を遵守して、マネー･ローンダリング等に関する書類・記録


等を適切に保存します。 


9.懲戒手続 


全ての役員および社員は、法令・社内規則に違反した場合は、解雇も含め、懲戒処分を受ける可能性


があります。 


10. モニタリングおよびテスティング 


当グループは、マネー･ローンダリングおよびテロ資金供与防止対策について、リスクベースで定期


的にモニタリングおよびテスティング（内部監査を含む）を実施します。 


 





添付ファイル
ADD_11_AML_Compliance_Policy.pdf



    

  

      

 

 

 

  

贈収賄・汚職防⽌プログラムにおける取り組み事例

接待・贈答な�に対する事前承認制

度

接待・贈答はもち7んのこと、経費負担、寄付・助成に⾄るまで贈収賄・汚職につなが

る可能性のある企業⾏動を対象とし、関係法令等によって許容される場合であっても事前

承認を得る必要がある運営を実施

採⽤やトレーニーの受け⼊れの⼀元

管理

採⽤・トlーニーの受け⼊れを通じて、不正な利益供与が⾏われることを防⽌するため、

⼈事部による⼀元管理の仕組みを構築

⼀定の契約類型に関する締結前のデ

ュー・デリ ェンス義務化

役員・社員等への研修

コンサルタント等の第三者を通じた資⾦提供リスクに対応するため、⼀定の契約類型につ

いては契約締結前に、当該第三者に対するデュー・デリジェンスの実施を義務付け

モニタリング・テスティング（内部

監査含む）

履⾏状況を個別に確認するため、定期的にdニタリングおよびテスティングを実施

当グループでは、「⾏動規範（バリュー）」において、反社会的勢⼒に対する毅然とした対応を貫くことを宣⾔し、反社会的勢⼒との

取引防⽌に取り組んでいます。具体的には、各種商品・サービス等において暴⼒団排除条項を導⼊している+か、新規の個⼈向け融

資などを対象に預⾦保険機構を介した警察庁データベースへの照会を実施するなどの取引防⽌態勢を構築しています。取引開始後に

反社会的勢⼒であることが判明した場合は、警察などの外部専⾨機関と緊密に連携し、取引解消に向けた対応を⾏っています。

また、反社会的勢⼒との取引防⽌意識を強固なものとするため、役員・社員を対象とした反社会的勢⼒との取引防⽌研修を毎年度実

施しています。

当グループでは、インサイダー取引等を防⽌するため、「インサイダー情報管理規程」において、業務遂⾏にあたり取得したインサイ

ダー情報の報告義務、伝達・管理⽅法を定め、厳正に管理しており、各社の態様に応じたインサイダー防⽌に係る研修態勢を整備し

ています。例えば、主要な⼦会社である三井住友信託銀⾏では、全社員を対象とした研修を定期的に実施するとともに、全役員・社

員等から、インサイダー取引未然防⽌に係る社内規程類の遵守を約する内容を含む誓約書の提出を定期的に受けています。

また、グループの成⻑事業と位置付ける資産運⽤ビジネスの強化を⽬的に三井住友信託銀⾏の資産運⽤機能を三井住友トラスト・ア

セットマネジメントに統合し、他のグループ各社との厳格な情報遮断体制を構築し、インサイダー情報が投資（運⽤）を⾏う部署に

伝達されないよう特に厳格な管理・情報遮断を⾏っている+か、「証券会社等との接触等に関するガイドライン」を定め、運⽤担当

者と証券会社営業担当者との不適切な接触を禁⽌しています。

     

 

贈収賄・汚職防⽌に関する法令等遵守⽅針 （125KB）

反社会的勢⼒への対応

インサイダー取引防⽌に向けた取り組み
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贈収賄・汚職防止に関する法令等遵守方針 


 


三井住友トラストグループは、お客様や社会の皆様からの信頼こそが存立基盤であると考えており、コ


ンプライアンスを経営の最重要課題の一つと位置づけています。特に、業務における誠実性はその中核


的価値をなすものであり、役員および社員一人一人が日々の業務運営の中で実践していかなければなら


ないものであります。贈収賄・汚職等不正手段によってたとえ利益が得られたとしても、当グループの


中核的価値や、お客様・社会一般からの信頼を損なっては意味がありません。当グループは、適用され


る贈収賄・汚職防止の関連法令等を厳守し、不正を行ってまで利益追求を行わないことを誓います。 


 


当グループは、全ての役員および社員に対して、関連法令等で明確に認められるものを除き、公務員等


に対して直接・間接を問わず、接待・贈答その他いかなる便宜供与もしてはならない旨を、規程で明示


しています。 


 


当グループは、上述の規程を遵守するべく、贈収賄・汚職防止プログラムを導入しましたが、その概要


は下記のとおりです。 


1. 経営の関与 


経営陣は、責任をもって贈収賄・汚職防止プログラムの監督に取り組みます。 


2. 贈収賄・汚職にかかるリスク評価 


当グループは、定期的に贈収賄・汚職にかかるリスク評価を行い、その結果に基づき贈収賄・汚職防


止プログラムを実施・強化します。 


3. 接待・贈答の実施に先立つ事前承認 


全ての役員および社員は、公務員等に対していかなる接待、贈答、または寄付等の便益供与を実施す


るにも、関連法令等によって明示的に許容されている場合であっても、事前承認を得ることが必要と


なります。 


4. 政治活動・政治資金に関する法令の遵守 


当グループは、政治活動に関する寄附については、政党、政治資金団体のみを対象にするなど、政治


活動・政治資金に関する諸法令を遵守します。また、政治活動に関する寄附金の支出にあたっては、


必要な事前承認を得て適切に対応します。 


5. 適切な贈収賄・汚職リスクのデュー・デリジェンス 


代理人またはコンサルタント等の第三者、もしくは合併・買収先との関係を新たに構築するにあたり、


当グループはリスクベースで贈収賄・汚職リスクに関するデュー・デリジェンスを実施します。 


6. 採用やトレーニーの受入の管理 


当グループは、公務員等に対して違法な利益供与を実施しているとの疑念を払拭するべく、採用やト


レーニー受入手続の適切性を検証します。 


7. 研修 


全ての役員および社員は、贈収賄・汚職防止に関する適切な研修を定期的に受講します。 


8. 内部通報制度 


贈収賄・汚職に関する違反を発見した場合、全ての役員および社員は内部通報制度を利用することが


できます。同制度では、善意の通報者について不利益処分を行うことが禁止されています。 


9. 懲戒手続 


全ての役員および社員は、法令・社内規則に違反した場合には、解雇も含め、懲戒処分を受ける可能


性があります。 


10. モニタリングおよびテスティング 


当グループは、接待および贈答に関して贈収賄・汚職防止プログラムに準拠して、リスクベースで定


期的にモニタリングおよびテスティング（内部監査を含む）を実施します。 


 





添付ファイル
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当グループは、適正な納税が重要な社会的責任であると認識しています。

当グループの役員および社員の税に対する意識を⾼め、お客さま、投資家、政府、地域社会など、さま�まなステークホルダー全体

のバランスの中で、税について適正な管理を⾏い、企業活動を推進していくため、税務コンプライアンスに関する基本⽅針を経営会

議決議により制定しています。

この⽅針に基づき各国の税法、通達・指針、租税条約やOECD移転価格ガイドライン、BEPS ⾏動計画等を遵守し、適正な納税に

努めるとともに、これらに反する租税回避⾏為等の防⽌を図っています 。

当グループは、租税回避や所得移転を幇助すること�けを⽬的とした取引を⾏いま�ん。税務の責任者である財務統括役員の指揮の

もと、当社の税務チームおよび国内外の各拠点のマネジメントがこの基本⽅針に沿って連携を図りながら税務業務を遂⾏していま

す。また、各国の税法等を遵守し適正な納税に資するために専⾨家も活⽤し、税務リテラシーの向上に努めます。

また、重要度が⾼い案件については、取締役会にて決議・報告が⾏われます。

※1 BEPS: Base Erosion and Profit Shifting（税源浸⾷と利益�転）

※2 英国税務戦略

2016年英国財政法附則第1�条第1�項および第22項の定めに従い、当グループの英国拠点に適⽤する税務戦略を掲載しています。

税法等の遵守

当グループは、各国の税法、通達ならびに租税条約等税に関するルールを遵守し、適正に納税していきます。

税に関するリス�への対応

当グループは、税に関するリスクが経営上の重要な課題の⼀つと認識し、お客さま、投資家、政府、地域社会など、さま�まな

ステークホルダー全体のバランスの中で、税について適正な管理を⾏い、企業活動を推進していきます。

税務当局との関係

当グループは、情報開⽰等透明性を⾼めることで税務当局との信頼関係を築いていきます。

当グループは、グループ内の国をまた�取引が独⽴企業間原則を遵守した取引であることを⽂書化し、各国の税務当局に対し説

明可能な体制を整備していきます。

 

税務コンプライアンスに関する基本⽅針

※1

※2

UK Ta! Strategy（2024年10⽉1⽇更新）（英語のみ） （131KB）

税務コンプライアンス基本⽅針
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Tax Strategy 


             PURPOSE AND SCOPE 


This document sets out the tax strategy of Sumitomo Mitsui Trust entities in the UK (collectively the sub-group 
will be known as “SuMi TRUST UK”), which is part of Sumitomo Mitsui Trust Group, Inc. (“SuMi TRUST Group”). 
This strategy specifically covers the following UK entities: 


• Sumitomo Mitsui Trust Bank, Limited – London Branch (“SMTB London”) [with FY ending 31 March]; 


• Sumitomo Mitsui Trust International Limited (“SMTI”) [with FY ending 31 December]; 


• STB AM Investment (UK) Limited (“STB AM”) [ with FY ending 31 March]; 


• SMT Nominees (UK) Limited – [Dormant company with FY ending 31 July]; 


• Nikko AM Global Holdings Limited [with FY ending 31 March]; and 


• Nikko Asset Management Europe Ltd (“Nikko AM Europe”) [with FY ending 31 March] 


• Nikko AM Global Cayman Limited (“Nikko AM Cayman”) [ with FY ending 31 March] 


• SMTBUSA Nominees (UK) Limited (“SMTBUSA”) [with FY ending 31 December] 
 


The tax strategy is in line with SuMi TRUST Group general business strategy and the strategy covers UK taxation 
(including corporation tax, bank surcharge, bank levy, indirect taxes (e.g. VAT), remuneration taxes and other 
operational taxes such as stamp duty and withholding taxes). 


The tax strategy will apply for the financial year ending 31 March 2024 and will remain so until it is superseded. 


 


INTRODUCTION 


SuMi TRUST Group operates globally and has a number of subsidiaries and a branch in the UK.  The UK activities 
cover banking, investment management and custodian services.   


SMTB London is regulated by Prudential Regulation Authority and Financial Conduct Authority.  SMTB London is 
involved in banking business – under Wholesale Total Solution Business and Global Markets Business divisions 
and custodian services. 


SMTI and Nikko AM Europe are regulated by the Financial Conduct Authority. SMTI, Nikko AM Europe and 
Nikko AM Cayman are involved in investment management services. 


 


GOVERNANCE IN RELATION TO UK TAXATION  


 SuMi TRUST Group has a policy on tax compliance for the entire group which stipulates corporate responsibility 
on compliance of laws, managing tax risks and building relationship of trust with tax authorities.  


The principle of strict compliance with applicable laws and regulations is encapsulated in SuMi TRUST Group’s 
code of conducts. 


In the UK, board of directors of the subsidiaries (listed above) and General Manager of SMTB London are 
ultimately responsible for the UK tax strategy and management of the tax risks. The responsibility to manage 
the day-to-day tax affairs is delegated to the respective finance departments of SMTB London and the UK entities. 


RISK MANAGEMENT 


SuMi TRUST UK adopts a framework that enables senior management to exercise strategic oversight on tax 
matters in all investments and significant business decisions. 


SuMi TRUST UK actively seeks to identify, monitor and manage tax risks through a system of tax risk assessment 
and controls as part of overall control framework.  


When considering a new products or business, SuMi TRUST UK analyse the relevant risks (including tax, legal, 
regulatory, accounting risks) and minimise the risks through effective internal management and controls. 


This framework for new products/business approval consists of the following components: 
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• New products/business consideration/checklist and due diligence; 


• Relevant committee/relevant reporting and authorisation process; and 


• Approval. 


Appropriate training is given to staffs to ensure they have adequate knowledge to understand relevant risks. 
When new products, transactions or business proposals are considered to be outside of SuMi TRUST UK’s risk 
appetite, SuMi TRUST UK consults with HMRC and/or external adviser where necessary.  


 


TAX PLANNING 


SuMi TRUST UK’s activities are driven by the commercial needs of the business, its clients, and its anticipated 
future development within the confines of the law. Although UK taxes are taken into account in achieving these 
objectives, SuMi TRUST UK does not structure its affairs nor undertake transactions that are contrived, artificial, 
or based solely on tax merits. SuMi TRUST UK only enters into tax planning that has genuine commercial 
substance.  


SuMi TRUST UK’s culture and internal code of conduct rules do not permit aggressive tax planning in any aspects 
of the business including:  


• its own tax affairs; 


• products and services; and 


• remuneration packages for employees. 


SuMi TRUST UK seeks to take advantage of available tax incentives, reliefs and exemptions in accordance with, 
and in the spirit of, tax legislation. SuMi TRUST UK is committed to comply with not only the letter of the tax law 
but also to ensure the interpretation of the law is aligned with the intentions of the UK Parliament. Where there 
is an uncertainty in the interpretation or an application of tax law, advice is sought from external tax advisors.  


SuMi TRUST UK’s procedures ensure intra-group transactions are priced on an arm’s length basis and thereby 
support policies that ensure there are no artificial diversion of profits between high and low tax countries. 


SuMi TRUST UK’s commitment to tax transparency and Global initiatives is demonstrated in its adherence to 
information classification requirements under Common Reporting Standards (CRS) and The Foreign Account Tax 
Compliance Act (FATCA). 


LEVEL OF ACCEPTABLE RISK 


SuMi TRUST UK has a low tax risk appetite, and it doesn’t involve in transactions, structures or arrangements 
that are complex and carry a material degree of reputational risk. 


SuMi TRUST UK recognises tax risk as one of the important governance issues in its broader business risk 
management framework and makes decisions, in relation to tax giving due regard to its reputation as a Trust 
Banking Group.  For this reason, Sumi Trust UK is committed to conduct its affairs in a way that produce low tax 
risk.   


RELATIONSHIP WITH HMRC 


SuMi TRUST UK is committed to have a transparent and constructive relationship with HMRC based on mutual 
trust and cooperation. All members of SuMi Trust UK engage with HMRC with openness, honesty and in the spirit 
of cooperative and proactive compliance.   


SuMi TRUST UK seeks to resolve issues with HMRC in a timely manner, and when there are differences in 
approaches or opinions, SuMi TRUST UK works with HMRC to resolve them by mutual agreement. 


SuMi TRUST UK makes fair, accurate and timely disclosures of all relevant facts in the returns and 
correspondence. SuMi TRUST UK makes full disclosures of any inadvertent errors in the submissions made to 
HMRC as soon as reasonably practicable after they are identified. 


SuMi TRUST UK regards this tax strategy as complying with its duty under paragraph 19(2) of Schedule 19 of the 
Finance Act 2016.   





添付ファイル
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当グループでは、独占禁⽌法を遵守するため、コンプライアンス・マニュアルにおいて「独占禁⽌法に関する当社の⾏動指針」を制

定しています。⾏動指針では、当グループの業務に照らして問題となり得る具体的事案を例⽰するなど役員・社員等が理解しやすい

⾝近な内容とすることで周知徹底をしています。

さらにグループ各社においては、共同⾏為や優越的地位の濫⽤、虚偽・誇⼤な広告表⽰の禁⽌等につきチェックルールを設け、厳格

に運営することで独占禁⽌法を遵守しています。

当グループでは、コンプライアンス・マニュアルにおいて知的財産権を尊重する⽅針を掲げ、役員・社員等に対し他⼈の著作物等の

無断複製・利⽤の禁⽌を徹底しています。また、当グループ各社における知的財産権についても、適切に⽤いるための社内ルールの

整備も⾏っており、適切に知的財産権を保護しています。

当グループでは、グループ各社における役員・社員等の⾏動が、職業倫理に反していることやステークホルダーの期待と信頼に応え

ていないことにより、当グループ・顧客・市場・⾦融インフラ・社会および職場環境に対し悪影響を与えるリスクをコンダクトリス

クとして認識しています。

ステークホルダーの期待と信頼に応えるために、グループ各社にて、コンダクトリスクの特定・統制・評価・改善といったPDCAサ

イクルを構築し、問題⾏動（ミスコンダクト）を抑制する�けでなく、望ましい⾏動（グッドコンダクト）の促進にも努めていま

す。

また、グループ各社の役員・社員等が「存在意義」（パーパス）、「経営理念」（ミッション）、「⽬指す姿」（ビジョン）、「⾏動規範」

（バリュー）などに凝縮される⼤切な価値観を、当グループの社員が具体的な⾏動に移すための指針として、「私たちの⾏動指針」

を策定しています。「私たちの⾏動指針」は、お客さまのための⾏動・私たち⾃⾝のための⾏動・社会のための⾏動・株主のための

⾏動の4つの軸に基づく、25項⽬で構成しており、グループ各社の役員・社員等が、判断に迷った際に⽴ち戻るものと位置づけてい

ます。特に当グループの社員として、インテグリティ（誠実さ、⾼潔さ）をもった⾏動を求めています。各種研修やディス@ッショ

ンにより、グループ全体への浸透を図るとともに、その浸透状況を確認する取り組みも⾏っています。

 

  

談合・カルテル防⽌

知的財産権の保護

コンダクトリスク管理の取り組み

私たちの⾏動指針
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イニシアティブへの参画

当グループは、さまざまなイニシアティブへの参加を通じて、ステークホルダーと連携しながら持続可能な社会の実現に向けた取り

組みを推進しています。

会社名の表記は以下のとおり

国連グ^ーバルコンパクトは、アナン元国連事務総⻑により提唱された4分野（⼈権、労働、環境、腐敗防⽌）に関する10原則で、

署名企業はトップコWットメントの元、その実践に向けた取り組みが求められます。

当社は2005年に署名しました。

UNEP FIは、経済的発展とESG(環境・社会・ガバナンス）への配慮を統合した⾦融システムへの転換を推進するための国際ネット

ワークです。

当社は2003年に署名しました。

三井住友トラスト・アBットマネジメント（三井住友トラストAM）

⽇興アBットマネジメント（⽇興AM）

United Nations Global Compact（国連グローバル・コンパクト）

グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパン

United Nations Environment Programme Finance Initiative(国連環境計画・⾦融イニシアティブ)

（UNEPFI）

United Nations Environment Programme Finance Initiative
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PRIは、年⾦基⾦や運⽤機関な�機関投資家に対し、投資の意思決定に際してESGを考慮するよう求めるものです。

三井住友トラストAMは2006年、⽇興AMは2007年に署名しました。

三井住友信託銀⾏は2006年に旧住友信託銀⾏として署名し、2018年10⽉1⽇に実�した資産運⽤機能の分割・統合時に、PRIの署

名名義も三井住友トラストAMへ引き継ぎましたが、2019年に三井住友信託銀⾏名義で再署名しました。

PRBは、銀⾏業務をSDGsや気候変動に関するパリ協定に⽰されている⼈権問題や温暖化対策な�の社会的な⽬標に則したものにす

ることを⽬的に策定されました。

当社は2019年の発⾜時に署名しました。

NZBAは2050年より前に投融資ポートフォリオを通じたG�G排出量ネットC^を⽬指す銀⾏間のイニシアティブです。

当社は2021年に署名しました。

NZAMIは2050年までに投資先企業の温室効果ガス排出量ネットC^を⽬指す資産運⽤会社によるグ^ーバルなイニシアティブで

す。

2021年に三井住友トラストAM、⽇興AMが署名しました。

   

     

     

Principles for Responsible Investment（責任投資原則）（PRI）

Principles for Responsible Banking（責任銀⾏原則）（PRB）

Net-Zero Banking Alliance(NZBA)

Net Zero Asset Managers Initiative（NZAMI）
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CDPは、投資家、企業、⾃治体に働き�け、それ�れの環境インパクトに関する情報開⽰を促しています。CDP質問票への回答お

よ#取り組み内容に応じたスコアリングが公表されており、投資家、購買企業、政策決定者による意思決定に活⽤されています。

⽇興AMは2006年、三井住友トラストAMは2014年に署名しました。

⾚道原則は、プ^ジェクトフ2イナンスな�の融資の実�にあた�て、そのプ^ジェクトが⾃然環境や地域社会に及ぼす影響に⼗分

な配慮をすることを確認するための⺠間⾦融機関の国際的ガイJラインです。

三井住友信託銀⾏は2016年に署名しました。

ポBイJン原則は、海運業界の気候変動リスクに対する⾦融機関の取り組みとして設⽴されました。署名⾦融機関は、船舶フ2イナ

ンスの対象船舶について毎年G�G排出削減努⼒の達成度を評価し、各⾏の船舶フ2イナンスポートフォリオ全体のG�G排出削減努

⼒貢献度を算出・公表します。

三井住友信託銀⾏は2020年に署名しました。

   

     

     

   

   

  

    

CDP

CDP

⾚道原則

⾚道原則への対応

ポセイ�ン原則

ポセイドン原則への参画
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JCLPは脱炭素社会の実現には産業界が健全な危機感を持ち、積極的な⾏動を開始すべきであるという認識の下、2009年に⽇本独

⾃の企業グループとして設⽴されました。

三井住友信託銀⾏が加盟しています。

21世紀⾦融⾏動原則は⾦融機関が持続可能な社会の形成のために必要な責任と役割を果たすための⾏動指針をまとめたもので、署

名⾦融機関は⾃らの業務内容を踏ま�可能な限り7つの原則に基づく取組みを実践するとしています。

当社、三井住友トラストAM、⽇興AM、三井住友トラスト・パナDニックフ2イナンスは本趣旨に賛同し、署名しました。

三井住友トラストAM、⽇興AMが加盟しているイニシアティブについては、 にも掲載しています。

   

     

     

   

   

  

    

⽇本気候リーダーズ・パートナーシ�プ（JCLP）

⽇本気候リーダーズ・パートナーシップ

持続可能な社会の形成に向けた⾦融⾏動原則（21世紀⾦融⾏動原則）

21世紀⾦融⾏動原則

各社のレポート
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⾚道原則への対応

三井住友信託銀⾏は、プロジェクトファイナンスなどの融資にあたり、⾃然環境や地域社会に及ぼす影響に⼗分な配慮をすることを

求める⺠間⾦融機関のガイドラインである「⾚道原則」に2016年2⽉に署名しました。

⾚道原則とは、⺠間⾦融機関が⼤規模なプロジェクトに融資を実施する際に、そのプロジェクトが⾃然環境や地域社会に与える影響

に⼗分配慮されていることを確認するための基準です。具体的には、プロジェクトファイナンスと特定プロジェクト向けのコーポレ

ートファイナンス、および将来的にこれ/に借り換え/れる予定のつな�融資が対象となっており、プロジェクトの所在国や業種を

問わず適⽤されます。

⾚道原則は、世界銀⾏グループの国際⾦融公社（IFC）が制定する環境社会配慮に関する基準・ガイドラインに基づいており、この

基準・ガイドラインは、環境社会影響評価の実施プロセスや、公害防⽌、地域コミュニティへの配慮、⾃然環境への配慮など多岐に

わたります。

⾚道原則には2024年7⽉現在、世界130社（輸出信⽤機関を含む）が署名しています。署名⾦融機関は⾚道原則に基づいた対策等

をプロジェクト実施者に求め、特に発展途上国における⼤規模案件においては⼗分な配慮を要する場合が多く、⾚道原則において求

め/れる⽔準を満たさない場合は融資を⾏いません。

 

  

⾚道原則とは

詳細は⾚道原則協会のホームページをご覧ください。
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種類 規模等の適⽤要件

プロジェクトファイナンス プロジェクト総額が10百万⽶ドル相当以上の全ての案件

FA業務 同上

以下の3つの条件をす&て満たす場合

1. 借⼊額の過半が、特定のプロジェクトに向かい、かつ、当該プロジェクトの実�的な
⽀配権（Effective Operational Control）を顧客が（直接的または間接的に）有す

る

2. 総借⼊額および当社コミット額（シンジケーシ^ン組成もしくはセルダウン前）が50

百万⽶ドル以上

3. 貸出期間が2年以上

ブリッジローン

プロジェクト紐付きリファイナン

ス、プロジェクト紐付き買収ファイ

ナンス

以下の3つの条件をす&て満たす場合

1. 当該プロジェクトが過去に⾚道原則フレームワークに基づいて融資されている

2. プロジェクトの規模あるいは⽬的の重⼤な変更が無い

3. 融資契約書の調印時点でプロジェクトが完⼯していない

※1 プロジェクトファイナンス・アドバイザリーサービス

※2 バイヤーズクレジット型の輸出⾦融は含み、サプ(イヤーズクレジット型の輸出⾦融は含みま��。さらに、ア�ットファイナンス、ヘッジ取引、

リース、信⽤状取引、⼀般資⾦、会社の操業維持を⽬的とした⼀般運転資⾦も除かれます。

⾚道原則が適⽤される⾦融商品の種類と規模等の要件

※1
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プロジェクト紐付きコーポレートロ
ーン※2

PRCL:Project-Related
Corporate Loans

貸出期間2年未満で、上述条件を満たすプロジェクトファイナンス、もしくはPRCLに
よってリファイナンスされることを意図したもの



    

  

      

 

  

三井住友信託銀⾏は⾚道原則の採択にあたり、⾚道原則の枠組みを踏まえた環境・社会への配慮⽅針及び環境・社会影響の評価⼿順

を定めた社内運営ルールを制定し、個別のプロジェクトに関する環境・社会影響の評価をプロダクト業務部（プロジェクト環境チー

ム）が実施しております。

プロダクト業務部（プロジェクト環境チーム）は⾚道原則および⾚道原則運⽤ガイドラインにもとづき、⾚道原則の適⽤対象となる

案件について、事業者によるプロジェクトの環境・社会に配慮する対応が、⾚道原則が求める⽔準を満たしているか否かを確認する

環境・社会影響レTューを実施します。環境・社会影響レTューにおいては、対象プロジェクトはスクリーニングフォームに基づき

環境・社会リスクに応じて以下のA、B、Cの�つのカテゴリーに分類されます。プロダクト業務部（プロジェクト環境チーム）は、

カテゴリーとプロジェクトの所在国（指定国、⾮指定国）や業種に応じた環境影響評価書等を元に詳細なレTューを実施します。環

境・社会影響レTューの結果は審査部署へ送付され、審査部署は当該レTュー結果も踏まえたうえで、総合的なリスク判断を⾏いま

す。

カテゴリー 定義

A 環境・社会に対して重⼤な負の潜在的リスク、または、影響を及ぼす可能性があり、そのリスクと影響が多

様、回復不能、または前例がないプロジェクト。

B 環境・社会に対して限定的な潜在的リスク、または、影響を及ぼす可能性があり、そのリスクと影響の発⽣件

数が少なく、概してその⽴地に限定され、多くの場合は回復可能であり、かつ、緩和策によって容易に対処可

能なプロジェクト。

C 環境・社会に対しての負のリスク、または、影響が最⼩限、または全くないプロジェクト。

三井住友信託銀⾏における⾚道原則の運営体制

社内運営体制と⾚道原則適⽤のプロ�ス

環境・社会影響レビューの実施
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環境・社会関連法規制、許認可に関する重要な項⽬を遵守する旨を融資契約書に反映させており､それ/の重要項⽬の遵守#況を報

告書などによって定期的に確認しています。

2023年�に、当社が採択するサステナTリティ関連イニシアティブの遵守#況を社内で検証しました。その結果、⾚道原則に

関して、2020年7⽉に改訂された同原則
4版が適⽤される貸出案件について、同原則が完全には遵守されていない点があった

ことが判明しました。

これを受けて、追加の社内調査や外部コンサルJントによる重点調査を実施し、当社のプライマリー案件（プロジェクトの融資

組成時より当社が取組している案件）について⾚道原則遵守#況の確認が完了しており、今後セカンダリー案件（プロジェクト

の融資組成後、取組⾦融機関より当社が債権譲渡を受けた案件）について調査を⾏う予定です。また、再発防⽌策として確認プ

ロセスの明確�や相互チェック体制の構築を⾏いました。詳細は上記PDFを�覧く�さい。

2016年2⽉の⾚道原則採択に際し、⾚道原則の概念及び環境・社会影響レTューの実施フローに対する理解を醸成するため、営業

担当部⾨、評価部⾨、審査部⾨、その他関連部署を主な対象として複数回にわたり社内研修を実施いたしました。その後も、定期的

な研修を実施し､社内運営の理解や環境･社会配慮の意識向上に努めています。

2023年�（2023年4⽉1⽇〜2024年3⽉31⽇）にフィナンシ\ルクローズしたプロジェクトファイナンス及びプロジェクト紐付き

コーポレートローンは以下の通りです（FA業務、プロジェクト紐付きリファイナンス、プロジェクト紐付き買収ファイナンスの適⽤

実績はありません）。

⾚道原則遵守状況の��タリング

⾚道原則適⽤対象プロジェクトにおける同原則の⼀部不遵守に関するTCFDレポートおよびサステナビリティレポートの訂正に

ついて （489KB）

社内研修体制

⾚道原則適⽤実績

⾚道原則運⽤ガイドライン （312KB）

独⽴業務実施者の保証報告書 （2,950KB）
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2024 年 8 月 30 日 


三井住友信託銀行株式会社 


赤道原則対象プロジェクトにおける同原則の一部不遵守に関する 


TCFD レポート及びサステナビリティレポートの訂正について 


 


2023 年度に、当社が採択するサステナビリティ関連イニシアティブの遵守状況を社内で検証しました。


その結果、赤道原則に関して、２０２０年７月に改訂された同原則第４版が適用される貸出案件につい


て、同原則が完全には遵守されていない点があったことが判明しました。 


 


同原則第４版では、環境・社会に対して一定以上の潜在的なリスク、影響を及ぼす可能性があるプロジ


ェクトについて、以下の 2 点を融資契約書に盛り込み、貸付人は赤道原則の遵守状況を定期的に確認す


ることが定められています。 


① 借入人は、全ての重要事項に関して環境・社会マネジメントプラン（以下、ESMP）及び、必要に応


じて赤道原則アクションプランを作成し、これを遵守すること 


② 借入人は、それらの遵守状況等を記載した定期報告書を貸出人に提出すること 


 


こうした確認プロセスについて、当社は、TCFD レポート及びサステナビリティレポートにおいて、


大要、重要な項目を遵守する旨を融資契約書に反映させており、それらの重要項目の遵守状況を報告書等


によって定期的に確認している旨を記載しています。また、当社が発行しているグリーンボンドのフレー


ムワークにおいて、調達資金を充当する赤道原則適用対象プロジェクトについて、借入人が提出する定期


報告書に基づいて赤道原則の遵守状況を確認することとしています。 


 


今回の社内検証の結果、ESMP の作成と遵守状況の定期的な確認が出来ていないことが判明しました。


当社は、この事態を真摯に受けとめ、すべての赤道原則適用対象プロジェクトのうち、まずは当社のプラ


イマリー案件（プロジェクトの融資組成時より当社が取組している案件）に対し追加の社内調査または外


部コンサルタントによる ESMP の遵守状況の重点的な調査を行い、適切な確認が不十分であったプロジ


ェクトに関して借入人への対応要請等の所要の措置を講じ、事後的に当該遵守状況の確認を実施いたし


ました（グリーンボンド発行による調達資金を充当した赤道原則適用対象全プロジェクトについては同


様の対応を実施し、当該遵守の確認が個別にできております。）。 


 


尚、上記追加調査対象の一部のプロジェクトについては、ESMP 遵守状況を判定できていないため、関


係者と協議を続けていくこととしています。また、セカンダリー案件（プロジェクトの融資組成後、取組


金融機関より当社が債権譲渡を受けた案件）につきましても今後調査を行うこととしています。  


 


当社は、現時点で完了している調査の結果を基に、こうした不備が発生した原因分析を行った上で、赤


道原則遵守状況の確認プロセスの明確化、社内の関連部署間における相互チェック体制の構築、関連部署


の増員等の手当てを講じ、赤道原則遵守体制の整備を図りました。あわせて、再発防止策として、赤道原


則適用対象プロジェクト取組時の留意事項について、社内関係者への周知を図りました。引き続き、赤道


原則適用対象プロジェクトの取組の習熟度を向上させ、適切な運営を継続してまいります。 


以上 





添付ファイル
ADD_14_tcfd_report.pdf














添付ファイル
ADD_15_assurance_report.pdf



    

  

      

 

  

プロジェクトファイナンス

プロジェクト紐付きコーポレートローン
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ポセイドン原則への参画

三井住友信託銀⾏は2020年3⽉、海運業界の気候変動リスクに対する⾦融機関の取り組みとして設⽴された「ポセイドン原則

（The Poseidon Principles）」に署名しました。

ポセイドン原則は、国際海事機関（IMO） が採択した国際海運から排出される温室効果ガス（以下「GHG」）削減⽬標やその実

現のための対策等を包括的に定める「GHG削減戦略」 に対する⺠間⾦融機関主導の取組として、2019年6⽉に船舶ファイナンス

を⼿が	る欧⽶主要⾦融機関11⾏により設⽴されました。

三井住友信託銀⾏はポセイドン原則に署名した⾦融機関として、国際海事機関（IMO）のGHG排出削減⽬標に基づき、⾃社の船舶

融資ポートフ-リ.の国際海運からのGHG排出削減に対する貢献度を定量的に評価し、その結果をPortfolio Climate Alignment

（気候変動整合度）として年1回公表する
ととして�ます。

※1 国際海事機関（International Maritime Organization; IMO）：船舶の安全および船舶からの海洋汚染の防⽌等、海事問題に関する国際協⼒を促

進するための国連の専⾨機関。

※2 GHG削減戦略：今世紀中可能な限り早期に、GHGの!'排出を⽬指す��を#�&ンに、2018年4⽉にIMOが採択した戦略。具体的な削減⽬標

に�、2008年を$ースに、2050年までに年間のGHG総排出量を少な���50�削減する��な
が含ま�る。

 

  

  

    

 

  

 

 

ポセイドン原則

※1

※2
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ポセイドン原則にお�ては､IMOのGHG排出削減⽬標（2023年7⽉採択）である「2050年頃にお	る国際海運からのGHG総排出

量を>8ト7Hとする」に基づ�て､船舶の種類およびサイ5別に年間のGHG排出効率（単位輸送当たりのGHG排出量）の基準値

（Tra�ectory Value）が規定されて�ます。三井住友信託銀⾏はポセイドン原則の計算対象と�る各融資対象船舶の年間のGHG排

出効率（実績値）を当該基準値と⽐較し､その乖離度をVessel Climate Alignmentとして計算します。そして､三井住友信託銀⾏の

船舶融資ポートフ-リ.にお	る各船舶のVessel Climate Alignmentの融資
⾼に基づ�加重平均値の合計として､ポセイドン原

則が規定するPortfolio Climate Alignmentを計算して�ます。Portfolio Climate Alignmentは､三井住友信託銀⾏の船舶融資ポ

ートフ-リ.のGHG排出削減⽬標に対する貢献度（気候変動整合度）を⽰し て�ます。ポセイドン原則の規定する基準値を下回っ

て�る場合は「
（マイナス）」（基準達成）､逆に上回って�る場合は「	（プラス）」（基準未達成）として表⽰されます。

Portfolio Climate Alignmentの過去推移（各年12⽉末基準）

GHG削減の⽬標⽔準（2008年⽐） 2020 2021 2022

2023年7⽉改定前 基準 2050年までに▲50% -0.8% -0.4% -4.5%

2023年7⽉改定後 基準 （⽬標）2030年までに▲30% - - +21.2%

（最低 ）2030年までに▲20% - - +16.9%

※ ポセイドン原則が定める最低限確保すべきGHG削減の⽔準

Portfolio Climate Alignment（気候変動整合度）について

※
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外部からの評価

当社株式が採⽤されている主なインデックスは次の通りです。（2024年3⽉現在）

ロンドン証券取引所グループのFTSE Russell社が開発した指数で、環境、社会、ガバナンス（ESG）について優れた取り組みを⾏

う企業が選ばれます。

FTSE Russell社が開発した指数です。ESGの対応に優れた⽇本企業のパC+ーマンスを測定するインデックスで、インダストリ

ー・ニュートラルとなるよう設計されています。

 

  

 

 

 

 

 

         

           

            

           

      

        

             

   

FTSE4Good Index Series

※1

FTSE4Good Index Series サイトはこちら

FTSE Blossom Ja an Index

※1

FTSE ��osso� Ja an Index サイトはこちら
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FTSE Russell社が開発した指数です。各セクターに�いて相対的に、ESGの対応に優れた⽇本企業のパC,ーマンスを反映するイ

ンデックスで、セクター・ニュートラルとなるよう設計されています。

⽶国のMSCI社が開発した指数で、業種毎にESG評価に優れた世界の企業が選定されます。

MSCI社が開発した指数で、親指数（MSCI ⽇本株 IMI指数）の構成銘柄の中から、銘柄数50%を⽬標に、業種毎にESG評価が相対

的に優れた⽇本企業が選定されます。

 

 

 

 

 

         

           

            

           

      

        

             

   

  

   

   

   

FTSE Blossom Ja an Se�tor �elati&e Index

※1

FTSE ��osso� Ja an Se�#or �e�a#i$e Indexサイトはこちら

MSCI ESG Leaders Indexes

※2

MSCI ESG Leaders Indexesサイトはこちら

MSCI⽇本株ESGセレクト・リーダーズ指数

※2

MSCI⽇本株ESGセレクト・リーダーズ指数サイトはこちら
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⽶国のMSCI社が開発した指数で、親指数（MSCI ジャパン IMI指数）の構成銘柄の中から、時価総額50%を⽬標に、業種毎にESG

評価が相対的に優れた⽇本企業が選定されます。

⽶国のMSCI社が開発した指数で、⽇本株の時価総額上位700銘柄の中から、GICS （国��業分類基準）分類に�ける各業種の中

から性別多様性に優れた銘柄を対象に構築されます。

⽶国のMorningstar社が開発した指数でジェンダー・ダイバーシティに関する取り組みが評価されます。

 

 

 

 

         

           

            

           

      

        

             

   

  

   

   

   

     

    

  

  

MSCIジャパン ESG セレクト・リーダーズ指数

※2

MSCIジャパンESGセレクト・リーダーズ 指数サイトはこちら

MSCI⽇本株⼥性活躍指数（WIN）

®

※2

MSCI⽇本株⼥性活躍指数（WIN）サイトはこちら

Morningstar Ja an ex-�EIT Gender �i&ersity Tilt Index *Gen�i J+

Mornin�s#ar Ja an ex(�EIT Gender �i$ersi#& Ti�# Index
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S&P ダウ・ジJーン5・インデックス社と⽇本取引所グループ（JPX）の東京証券取引所が共同で開発した指数です。

東証株価指数（TOPIX）の構成銘柄を対象とし、環境情報の開⽰状況と炭素効率性の⽔準（売上⾼当たり炭素排出量）に着⽬して、

構成銘柄のウ*イトを決定する指数です。

⽶国のBloomberg社が開発した男⼥平等指数で、企業の男⼥平等や職場環境改善への取り組み状況、情報開⽰や実績な�を評価

し、優れた企業を選定しています。

 

 

 

         

           

            

           

      

        

             

   

  

   

   

   

     

    

  

  

  

 

    

      

S&P／JPX カーボンエフィシェント指数

S&P/JPX カーボンエフィシェント指数サイトはこちら

ブルームバーグ男⼥平等指数（Bloomberg Gender-Equality Index（GEI））
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評価機関名 スコア 特徴

MSCI ESG Ratings AA（2024年6⽉時点） 「AAA」（最上位）から「CCC」（最

下位）までの7段階で格付けされま

す。当社は「AA」を獲得しました。

Sustainal8tics ESG Risk Ratings 20.7（Medium）（2024年4⽉時点） ESGリスクの度合いを極めて⾼い

（Se6ere）から極めて低い

（Neglect）の5段階で評価されま

す。当社はス0ア20.7のMedium

Riskと評価されました。

FTSE ESG Ratings 3.
（2024年6⽉時点） 当社は3.
（5点満点中）を獲得しまし

た。

CDP B（2023年） A（最⾼評価）からD⁻の�段階で評価
されます。

当社は気候変動に関するス0アに�い

てBと評価されました。

※1：FTSE

FTSE Russell <the trading name of FTSE International �imited and Frank Russell Com0an8= that Sumitomo

Mitsui Trust Grou0> Inc. has been inde0endentl8 assessed according to the FTSE4Good Index Series> FTSE Blossom

Ja0an Index series criteria> and has  the requirements to become a constituent of those index series.

※2：MSCI

T�E INC��SION OF Sumitomo Mitsui Trust Grou0> Inc. IN AN! MSCI INDEX> AND T�E �SE OF MSCI �OGOS>

TRADEMAR�S> SER�ICE MAR�S OR INDEX NAMES �EREIN> DO NOT CONSTIT�TE A SPONSORS�IP>

ENDORSEMENT OR PROMOTION OF Sumitomo Mitsui Trust Grou0> Inc. B! MSCI OR AN! OF ITS AFFI�IATES. T�E

MSCI INDEXES ARE T�E EXC��SI�E PROPERT! OF MSCI. MSCI AND T�E MSCI INDEX NAMES AND �OGOS ARE

TRADEMAR�S OR SER�ICE MAR�S OF MSCI OR ITS AFFI�IATES.

  

   

   

   

     

    

  

  

  

 

    

      

  

ESG格付け

各社のディスクレーマー
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サステナビリティ⽅針

私たち三井住友トラストグループは、存在意義（パーパス）、経営理念（ミッション）、⽬指す姿（ビジョン）、⾏動規範（バリュー）

に基づき、お客さま、株主・投資家、社員、事業パートナー、地域社会、ＮＰＯ、⾏政、国際機関等のすべてのスDークホルダーと

の対話を尊重し、持続可能な社会の構築に積極的な役割を果たします。

1．事業を通じた社会・環境問題の解決への貢献

2．お客さまへの誠実な対応

3．社会からの信頼の確⽴

4．環境問題への取り組み

5．個⼈の尊重

6．地域社会への参画・貢献

私たちは、グローバルな視点に⽴ち、本業を通じて社会・環境問題の解決に取り組みます。

私たちは、社会・環境問題の解決に向けて、信託グループならではの多彩な機能を融合した新しいビジネスモデルや⾰新的な商

品・サービスの開発に取り組みます。

私たちは、お客さまに商品・サービスの内容を⼗分にご理解いただけるよう、丁寧なご説明やご提案に努めるとともに、いただ

いたお客さまの声を迅速に業務改善や商品・サービス向上につな�ます。

私たちは、お客さまの情報について、万全の管理に努めます。

私たちは、お客さまが主体的かつ合理的に⾦融商品を選択し健全な資
形成ができるよう、教育機関や⾏政、NPO等とも連携し

ながら教育・啓発活動に取り組みます。

私たちは、あらゆる法令等やルールを厳格に遵守し、社会規範にもとる�とのない誠実かつ公正な企業活動を遂⾏します。

私たちは、スDークホルダーとの健全かつ正常な関係を構築するとともに、公正な競争、企業情報の適切な開⽰等、社会の構成

員としての責任を全うします。

私たちは、市⺠社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢⼒に対して毅然とした姿勢を貫き、また、組織的犯罪による⾦融機

能の不正利⽤の防⽌に取り組みます。

私たちは、低炭素社会や⽣物多様性を育む⾃然共⽣社会、循環型社会の構築を⽬指し、さま�まなスDークホルダーとの連携を

図り、本業を通じて�れらを阻害する問題の解決に取り組みます。

私たちは、省エネルギー・省資源等、⾃らの企業活動によって⽣じる直接的な環境負荷の低減に取り組みます。

私たちは、あらゆる企業活動において、個⼈の⼈権、多様な価値観を尊重し、不当な差別⾏為を排除します。

私たちは、安全で快適な職場環境を実現するとともに、社員それぞれの多様な働き⽅を尊重し、ワーク・ライフ・バランスの実

現に努めます。

私たちは、社員の能⼒開発に取り組むとともに、⼼とからだの健�づ
りに努めます。

私たちは、企業活動を⾏うあらゆる地域において、さま�まなパートナーと協⼒し合い、事業活動や教育・⽂化事業等の社会貢

献活動を通じて、地域社会の活性化や豊かな⽣活環境づ
りを⽬指します。
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⼈権⽅針

2013年12⽉1⽇ 制定

2016年11⽉1 改定

2023年2⽉1⽇ 改定

2024年10⽉1⽇ 改定

私たち三井住友トラストグループは、⾃らの存在意義（パーパス）「託された未来をひらく〜信託の⼒で、新たな価値を創造し、お

客さまや社会の豊かな未来を花開か�る〜」の実現に向け、次世代に責任を持ち、変化への対応⼒を⼀段と⾼めた社会を築き上げて

いくことを使命と認識し、「⼈権」尊重の責任を継続的に果たしていきます。

本⽅針は三井住友トラストグループ各社の全ての事業活動において尊重される⽅針であり、私たちは本⽅針を遵守することで、社

会、お客さま、サプライヤー、当グループの役員・社員をはじめとする各スKークホルダーの様々な課題解決に努めていきます。

1．⼈権尊重へのコミットメント

私たちは、企業活動のあら/る局⾯において、常に⾼い倫理観と社会的良識を持って⾏動し、社会から信頼される企業グループとし

て、⼈権尊重の責任を果たしていきます。

2．国際的に認められた⼈権の尊重

私たちは、事業活動において適⽤されるすべての法令を遵守するとともに、国際的に認められた⼈権、例えば、国連「国際⼈権章

典」、労働における基本的権利を規定した国際労働機関（ILO）「労働における基本的原則およ&権利に関する宣⾔」を尊重します。

また、グeーバルに活動する⾦融グループとして、国連「グeーバル・コンパクト10原則」に賛同し、国連「ビジネスと⼈権に関す

る指導原則」や、⽇本政府「責任あるサプライチェーン等における⼈権尊重のための=イNライン」な�、⼈権擁護の推進に向けた

様々な規範を遵守します。

なお、事業活動を⾏う国の法規制と国際的に認められた⼈権を巡る基準が異なる場合は、国際的に認められた⼈権基準等を⽀持し、

尊重するとともに、これらが⽭盾する場合には、国際的に認められた⼈権を可能な限り最⼤限尊重する⽅法を追求します。

3．適⽤範囲

本⽅針は、役員・社員およ&三井住友トラストグループで働く全ての関係者に適⽤されます。私たちは、この⽅針を個⼈・法⼈のお

客さま、業務委託先、物品・サービス購⼊先等のサプライヤーを含む、あら/るスKークホルダーの皆さまに�理解いた�くよう努

めていきます。

4．⼈権デューデリ�ェンス

私たちは、⼈権尊重の取組の最終⽬標を認識しながら、より深刻度の⾼い⼈権への負の影響から優先して取り組むべく、当グループ

が引き起こし、助⻑し、または直接関連するおそれのある重要な⼈権リスクについて別紙の通り特定し、⼈権デューデリジェンスを

通じて、それらの防⽌・軽減に努めます。

その際、必要に応じて第三者の助⾔を受けつつ、スKークホルダーとの建設的な対話により、負の影響の実態を把握し、その改善に

努めていきます。
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5．役員・社員および三井住友トラスト�ループで働く全ての関係者の⼈権

私たちは、⼀⼈ひとりが⾃由、公平、安全を尊重し、お互いを認めあい、多様な価値観を尊重し、⾃由に意⾒を⾔い合える対等な関

係を構築し、働きがいのある職場環境を全ての役員・社員およ&三井住友トラストグループで働く全ての関係者に約束します。当グ

ループは、社員の能⼒開発に取り組むとともに、⼼とから�の健康づくりに努めます。

私たちは、あら/る企業活動において、⼈種や国籍、年齢、性別、性的指向、性⾃認、出⾝、社会的⾝分、信!、宗教、障がい、⾝

体的特徴、妊娠、婚姻関係、健康状態な�を理由とした差別や⼈権侵害を容認しま�6。

⼈間の尊厳を傷付けるいかなるいじめ、ハラスメントも容認しないことを明確にします。また、結社の⾃由およ&団体交渉権を尊重

します。

私たちは、社員等の採⽤に当たって、本⼈の能⼒と適性のみを基準とした、厳正かつ公平な選考を⾏います。

6．お客さまやサプライヤーとの協⼒

私たちは、お客さまやサプライヤーの皆さまに、本⽅針を含む⼈権尊重に関する考え⽅を�理解いた�くよう努めます。⼈権デュー

デリジェンス等を通じて、負の影響を確認した場合、もしくはその懸念がある場合には、お客さま、サプライヤーおよ&その関係者

の皆さまと丁寧な対話を重ね、協⼒関係を築くことを通じて、こうした負の影響の防⽌、軽減に努めていきます。

7．救済措置

私たちは、⼈権デューデリジェンス等を通じて当グループが⼈権への負の影響を引き起こし、または、助⻑していることが明らかに

なった場合、かかる負の影響を受けたスKークホルダーに対する救済の実施、または、救済の実施の協⼒に取り組みます。

また、当グループ・商品・サービスと直接関連する⼈権への負の影響が⽣じている場合、お客さまやサプライヤーに協⼒を求めつ

つ、その防⽌・軽減に努めていきます。

私たちは、透明性の⾼い苦情処理メカニズムを設置し、お客さま、サプライヤー、役員・社員およ&三井住友トラストグループで働

く全ての関係者等の利⽤者の利便性確保に努めていきます。

8．⼈権を尊重する企業⽂化の醸成

私たちは、⼈権�発研修の実施等、あら/る機会を通じ、全ての役員・社員⼀⼈ひとりが⼈権尊重に関する正しい知識を持ち、理解

を深めるよう取り組み、⼈権を尊重する企業⽂化の醸成に不断の努⼒をいたします。

9．情報開⽰

三井住友トラストグループは⼈権⽅針の浸透に向けた取り組みやその進捗に関する情報を公式ホームページや適切なコ[ュニ@ーシ

ョン⼿段等を通じて定期的に報告します。

以上、本⽅針は、三井住友トラストグループ株式会社の取締役会において、2023年1⽉31⽇に承認されています。

当グループは、本⽅針を海外の拠点に対しても適⽤するとともに、海外を含む投融資先や調達・委託先（サプライチェーン）の企業

活動が⼈権に与える負の影響について情報収集し、法規範等に反する場合等には、都度必要に応じた対策を講じていきます。

（別表）重要⼈権リス�の特定

当グループが引き起こし、助⻑し、または直接関連するおそれのある重要な⼈権リスクについて、以下の通り定める。

同和問題をはじめとする偏⾒・差別意識

強制労働・児童労働・⼈⾝売買

紛争・⾮⼈道的⾏為への加担

以上
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環境⽅針

1．商品・サービスの提供

私たちは、「地球環境の保全」、「持続可能な社会の実現」に貢献する商品・サービスのお客様への提供を通じ、社会全体の環境リス

クの低減・環境価値の向上に取り組みます。

2．環境負荷の低減

私たちは、事業活動に伴う資源の消費、廃棄物の排出な�に�る環境への負荷を認識し、省エネルギー、省資源、資源循環の取り組

みを通じ、環境保全・持続可能な社会の実現に努めます。

3．汚染の予防

私たちは、環境に関する対応の継続的な検証と改善に努め、汚染の予防に取り組みます。

4．法令等遵守

私たちは、環境保全に関連する諸法令・規則及び各種協定を遵守します。

5．モニタリング

私たちは、環境に関する短期、中⻑期の⽬標を設定し、定期的に⾒直しを⾏い、取り組みの継続的な改善に努めます。

6．教育・研修

私たちは、グループ各社への本⽅針の徹底と環境�育に努めます。

7．情報公開

私たちは、本⽅針を⼀般に公開し、社外との(9;2'ーションを通じた環境保全活動の推進に努めます。
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気候変動対応⾏動指針

1．気候変動の緩和等に向けた取り組み・⽀援の実施

私たちは、⾃らの事業活動に伴う温室効果ガス排出量の削減などに積極的に取り組むとともに、企業市⺠の⼀員として、気候変動の

緩和やその適応に向けた 活動の⽀援に努めます。

2．商品・サービスの提供

私たちは、⾦融機能を通じた省エネルギーの推進や再⽣可能エネルギーの利⽤促進など、気候変動の緩和に資する商品・サービスの

開発・提供に努めます。

3．ステークホルダーとの協働

私たちは、ステークホルダーと対話・協働し、気候変動への対応に努めます。

4．教育・研修

私たちは、グループ各社への本⾏動指針の徹底と気候変動への対応に向けた教育・研修に努めます。

5．情報公開

私たちは、気候変動への対応状況を積極的に開⽰します。
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⽣物多様性保全⾏動指針

1．⽣物多様性の保全に向けた取り組み・⽀援の実施

私たちは、希少種や在来種の保護などに積極的に取り組むとともに、企業市⺠の⼀員として、⽣物多様性の保全に向けた活動の⽀援

に努めます。

2．商品・サービスの提供

私たちは、⽣態系に対する適切な経済的、社会的評価を⾏い⾦融機能を通じた⽣物資源の持続可能な利⽤の促進など、⽣物多様性の

保全に資する商品・サービスの開発・提供に努めます。

3．ステークホルダーとの協働

私たちは、ステークホルダーと対話・協働し、⽣物多様性の保全に努めます。

4．教育・研修

私たちは、グループ各社への本⾏動指針の徹底と⽣物多様性の保全に向けた教育・研修に努めます。

5．情報公開

私たちは、⽣物多様性の保全への取り組み状況を積極的に開⽰します。
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CSR調達⽅針

2015年1⽉19⽇ 制定

2023年4⽉1⽇ 改定

2024年10⽉1⽇ 改訂

私たち三井住友トラストグループは、「三井住友トラストグループの社会的責任に関する基本⽅針（サステナビリティ⽅針）」に則し

て、環境・社会に配慮した物品・サービスを優先的に購⼊することに努め、環境・社会に配慮するサプライXーの皆さまと協働しま

す。私たちは、この調達⽅針に基づき、購買先や業務委託先等のサプライXーの皆さまとの取引を⾏います。社会から信頼さ0る企

業グループとして、社会の持続的発展に貢献するため、CSR調達を実践します。

1．法令等遵守

私たちは、調達にあたって事業活動を⾏う国・地域で適⽤さ0る法律及び社会規範を遵守します。反社会的勢⼒とは⼀切の関係を持

た�、不当な要求は拒絶します。

2．公正な取引

私たちは、経済合理性、適正な品質、納期の厳守、社会規範の遵守、社会的課題への配慮、環境配慮な�を総合的に勘案し、公正、

透明な⽅法でサプライXーを選定します。

正当な理�なく、特定の取引先に利益を供与したり、不当な不利益を課すようなことはしません。

3．⼈権の尊重

私たちは、国�的に認めら0た国連「国�⼈権章典」、および労働における基本的権利を規定した国�労働機関（ILO）「労働におけ

る基本的原則および権利に関する宣⾔」を遵守します。また、グ]ーバルに活動する⾦融グループとして、国連「グ]ーバル・コン

パクト10原則」に賛同し、国連「ビジネスと⼈権に関する指導原則」や、⽇本政府「責任あるサプライチェーン等における⼈権尊

重のための:イJライン」な�、⼈権擁護の推進に向けた様々な規範を遵守します。

私たちは、こ0らの規範類に則して⼈権⽅針を定めており、サプライチェーン全体での持続可能な調達活動を推進します。そのた

め、⼈権デューデリジェンス等を通じて、負の影響を確認した場合、もしくはその懸念がある場合には、サプライXーおよびその関

係者の皆さまと丁寧な対話を重ね、協⼒関係を築くことを通じて、その防⽌、軽減に努めます。

4．安全衛⽣への配慮

私たちは、労働安全衛⽣に配慮し、サプライXーとの取引、製品・サービスの調達に努めます。

5．環境への配慮

私たちは、環境⽅針を定め環境負荷低減の取組を推進し、気候変動、⽣物多様性な�の環境問題の抑制や緩和に資する、サプライX

ーとの取引、製品・サービスの調達に努めます。

6．情報セキュリティの確保

私たちは、購買取引を通じて知り得たお客さまやサプライXーの情報を適切に管理し、漏えいがないよう機密の保持に努めます。

7．サプライヤーとの協働

私たちは、サプライXーの皆さまと新たな価値創造を図る連携やサプライチェーン全体の共存共栄に取り組む経済�業省の「パート

ナーシップ構築宣⾔」に賛同します。調達にあたって⼈権の尊重等の社会的課題や環境への配慮をサプライチェーンに1たって実践

するため、サプライXーの皆さまに協⼒を求め、協働して取組を推進します。

8．地域社会との共⽣

私たちは、事業活動を⾏う国・地域の⽂化、習慣な�を尊重し、持続可能な社会の発展に努めます。
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9．サプライヤーの皆さまへの�願い

私たちは、この調達⽅針をもとに社会的課題や環境を考慮した調達活動を推進しております。

サプライXーの皆さまにも、下記の「サプライXーの皆さまへのお願い」に�いて、ご理解いた�くとともに、持続可能な社会の発

展に向けて、共に協⼒して取り組んでいくことをお願いします。

10．この⽅針の運⽤⽅法

私たちは、この⽅針を主要なサプライXーの皆さまにご理解いた�くため、説明を実�します。

またこの⽅針の運⽤は、社会情勢や社会環境を鑑み適宜⾒直しを⾏います。

【サプライXーの皆さまへのお願い】

私たちはこの調達⽅針に基づき、法令や社会規範の遵守、⼈権の尊重、労働安全衛⽣の確保、環境保全の推進、情報セキュリティの

確保な�をサプライXーの皆さまと共に実践してまいります。

こうした観点から、以下に�いて、ご理解・ご協⼒をお願いいたします。

また、私たちの⼈権デューデリジェンス等を通じて負の影響を確認した場合もしくはその懸念がある場合や、苦情
理メカニズム等

を通じてサプライXーの皆さまから私たちに起因する負の影響もしくはその懸念に�いてご指摘を受けた場合には、サプライXーお

よびその関係者の皆さまと丁寧な対話を重ね、相互に協⼒関係を築くことを通じてこうした負の影響の防⽌、軽減に努めていきます

ので、ご理解・ご協⼒をお願いいたします。

法令・社会規範の遵守

サプライXーの皆さまが事業活動を⾏っている各国・地域に関連する法令・社会規範の遵守をお願いいたします。

⼈権への配慮

サプライXーの皆さまの事業活動において、⼈権を尊重するとともに、安全で清潔な職場環境の実現に努めるようお願いいたしま

す。

環境への配慮

サプライXーの皆さまの環境負荷低減に向けた活動の推進をお願いいたします。

健全な事業継続と情報開⽰

サプライXーの皆さまの⼈権・労働安全衛⽣、環境、事業活動、財務状況や業績に関する情報、リスク情報な�の開⽰をお願いいた

します。

情報セキュリティの確保

サプライXーの皆さまが機密情報や個⼈情報の漏えいを防⽌し、適切な管理を⾏うため、以下をはじめとする情報セキュリティの強

化を図っていた�くようお願いいたします。

国�的に認めら0た⼈権の尊重の遵守（国連「国�⼈権章典」、労働における基本的権利を規定した国�労働機関（ILO）「労働

における基本的原則および権利に関する宣⾔」等）の尊重

国連「ビジネスと⼈権に関する指導原則」等に則した、⼈権への負の影響の特定と、防⽌・軽減の取組

気候変動への対応

循環経済への対応

⽣物多様性保全に関する取組

サイバー攻撃に対する防御

個⼈情報の保護

機密情報の漏洩防⽌
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グループ各社のサステナビリティに関する取り組みについては、各社ホームページをご参照ください。

 三井住友信託銀行 https://www.smtb.jp/about/sustainability

 三井住友トラスト・アセットマネジメント https://www.smtam.jp/institutional/stewardship_initiatives/esg/

 日興アセットマネジメント https://www.nikkoam.com/sustainability

 三井住友トラストクラブ https://www.sumitclub.jp/ja/corporate_site/service/sdgs.html

 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス https://www.smtpfc.jp/company/csr.html

 三井住友トラスト不動産 https://smtrc.jp/sustainability/

 三井住友トラスト総合サービス https://www.smtgs.jp/sustainability/

その他のグループ各社についてはこちら（グループ会社について｜グループ情報｜三井住友トラストグループ (smth.jp)）をご覧ください。

リンク集
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